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はじめに

我が国の経済は、度重なる自然災害や、通商問題の動向及び中国経済の先行き等に関する不
確実性等の影響があったものの、企業収益や雇用・所得環境が改善し、設備投資や個人消費が
持ち直しの動きを示す中、緩やかに回復している。そのような経済情勢の中、雇用情勢につい
ては、完全失業率は2018年度平均で2.4％と1992年度以来26年ぶりの低水準、有効求人倍率
は2018年度平均で1.62倍と1973年度以来45年ぶりの高水準となるなど着実に改善が続いてい
る。また、雇用者数は増加しており、雇用形態別にみると、不本意非正規雇用労働者数は減少
を続け、正規雇用労働者数が４年連続で増加している。就業者数も６年連続で増加するなど、
女性や高齢者等の労働参加が進んだ結果、労働力率は上昇傾向にある。さらに、名目賃金は引
き続き増加している。
「令和元年版 労働経済の分析」では、第Ⅰ部「労働経済の推移と特徴」において、こうした
2018年度の労働経済をめぐる動向を分析するとともに、第Ⅱ部では「人手不足の下での「働
き方」をめぐる課題について」と題して、人手不足下における「働き方」の在り方について、
「働きやすさ」と「働きがい」の観点から分析を行っている。我が国では、景気や雇用情勢が
改善し、就業者数が増加を続けているものの、2008年をピークに人口減少局面に入っており、
将来的にも生産年齢人口や就業者数の大幅な減少が予想されている。こうした中で人手不足感
が高まるとともに、実体経済にも影響を与える人手不足の問題が顕在化し、職場における働き
やすさや働きがいに負の影響を与えている可能性もある。こうした懸念を払拭するためには、
高齢者も若者も、女性も男性も、誰もが活躍できる一億総活躍社会の実現に向けた取組が重要
であり、そのためには働く方の視点に立って、一人ひとりの意思や能力、個々の抱える事情に
応じた多様で柔軟な働き方を選択できるよう「働き方改革」を進めていく必要がある。その上
で、よりよい「働き方」を実現することで、仕事のパフォーマンスを向上させながら、就労を
望む誰もが安心していきいきと働き続けられる環境整備を推進し、これが我が国企業にとって
の成長、ひいては、日本経済のさらなる発展に結びついていくことが望ましい。
第Ⅱ部第１章「我が国を取り巻く人手不足等の現状」では、我が国が直面している人手不足
の現状や今後の展望について様々な観点から特徴を整理するとともに、人手不足の緩和に向け
た企業の取組状況、人手不足が企業経営や働く方の職場環境に与える影響を概観している。そ
の中で、第２章以降に行う検討の視座として、雇用管理の改善等による「働きやすさ」や「働
きがい」の向上を通じて、従業員の定着率の改善や離職率の低下を図り、人手不足の緩和に資
するような取組の重要性について指摘した。
第Ⅱ部第２章「就労を望む誰もが安心して働き続けられる「働きやすさ」の実現に向けて」
では、職場環境の「働きやすさ」の現状やその要因を明らかにし、雇用管理やワーク・ライ
フ・バランスに資する取組が「働きやすさ」を向上させる効果について分析するとともに、こ
れらの取組が従業員の離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率など、人手不足に関係す
る指標に与える影響について考察する。
第Ⅱ部第３章「「働きがい」をもって働くことのできる環境の実現に向けて」では、「ワーク・
エンゲイジメント」という概念を活用しながら、我が国における「働きがい」をめぐる現状につ
いて明らかにするとともに、「働きがい」を向上させることで得られる可能性のある効果や、「働
きがい」を向上させる可能性のある企業の雇用管理・人材育成の取組内容等について考察した。
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凡例

○本分析は、原則として2019年３月分までのデータに基づいている。

○年（年度）の表記は、原則として西暦を使用している。

○産業（業種）、職業の表記について
資料出所の調査における用語をそのまま用いているため、類似の産業（業種）、職業につい
て表記が異なることがある。

○雇用形態の表記について
本文においては、各種統計調査で用いられている表記（正社員、正社員以外など）を原則と
して使用しているが、特段の言及がない場合は「非正規雇用のビジョンに関する懇談会」とり
まとめ（望ましい働き方ビジョン）（2012年３月厚生労働省職業安定局）を参考に、以下の整
理にしたがって、雇用形態の異なる労働者について言及している。
なお、これらは一定の価値観をもって整理しているわけではないことに留意する必要がある。

（正規雇用労働者）
①労働契約の期間の定めがない（無期雇用）、②フルタイム労働、③直接雇用の３つを満た

す者や、勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」あるいは「正社員」等である者としている。
なお、正規雇用労働者と同様に無期労働契約でありながら、勤務地、職務、労働時間などが
限定的な者を「限定正社員」としている。

（非正規雇用労働者）
上記①～③のいずれかを満たさない者や、統計上の「非正規の職員・従業員」（勤め先での
呼称が、「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」等である
者）としている。

2
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第Ⅰ部
労働経済の推移と特徴
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第Ⅰ部
労働経済の推移と特徴

2018年度の日本経済は、平成30年７月豪雨を始めとした度重なる自然災害や、通商問題の
動向及び中国経済の先行き等に関する不確実性等の影響があったものの、企業収益や雇用・所
得環境が改善し、設備投資や個人消費が持ち直しの動きを示す中、緩やかに回復している。

こうした中、雇用環境は、完全失業率が2018年度平均で2.4％と1992年度以来26年ぶりの
低い水準となり、有効求人倍率が2018年度平均で1.62倍と1973年度以来45年ぶりの高い水準
となった。加えて、正社員有効求人倍率が2017年７月以降、１倍以上の水準で推移している
など、着実に改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している。また、所得環境をみ
ると、一般労働者の所定内給与、特別給与が増加したことにより、名目賃金が2014年度以降
５年連続で増加するなど、緩やかに改善している。

ここでは、2018年度における一般経済や雇用・賃金に関する動向を概観していく。

5
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本章では、一般経済の動向を概観していく。

	 第１節	 一般経済の動向
●日本経済は緩やかに回復している

第１－（１）－１図により、2018年のGDPの推移をみると、名目GDP、実質GDPともに、2018
年１－３月期、2018年７－９月期において、マイナス成長となっていたが、同年10－12月期に
はプラス成長となり、直近の2019年１－３月期において年率換算で名目GDPは554兆円、実質
GDPは538兆円と２四半期連続のプラス成長となった。

第１－（１）－２図により、実質GDP成長率を需要項目別にみると、2018年は民間総資本形成
や民間最終消費支出がプラスに寄与しており、2012年以降７年連続でプラス成長となった。

次に、2018年以降の推移について四半期ごとに寄与度をみると、2018年１－３月期には、輸
出がプラスに寄与したものの、天候不順による生鮮食品の価格高騰等の影響から民間最終消費
支出がマイナスに寄与したことからマイナス成長となったが、同年４－６月期には、民間最終
消費支出や民間総資本形成がプラスに寄与したことからプラス成長となった。同年７－９月期
は、平成30年７月豪雨、平成30年北海道胆振東部地震をはじめとした度重なる自然災害が一
時的に個人消費や企業の設備投資を押し下げたことにより、内需がマイナスに寄与したほか、
自然災害による自動車等の輸出の下押しや、アジア向けの輸出が減少したこと等により外需等
がマイナスに寄与した結果、マイナス成長になった。しかし、同年10－12月期には、企業業績
が高水準で推移し、雇用・所得環境の改善が続く中で、民間最終消費支出及び設備投資が増加
するなど、民需に支えられた結果、プラス成長となった。最後に、2019年１－３月期は、中国
経済の減速等の影響による輸出の減少がマイナスに寄与したものの、輸入がプラスに寄与し、
また、企業の設備投資の増加により民間総資本形成がプラスに寄与した結果、プラス成長と
なった。

第１章
一般経済の動向
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第１－（１）－１図 名目・実質GDPの推移

○　2018年のGDPは、名目・実質ともに、１－３月期及び７－９月期においてマイナス成長となった
ものの、直近の2019年１－３月期において、２四半期連続のプラス成長となった。
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（兆円）

資料出所　内閣府「国民経済計算」（2019年１－３月期２次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）名目GDP、実質GDPはともに季節調整値。

２）グラフのシャドー部分は景気後退期。

第１－（１）－２図 実質GDP成長率の寄与度分解

○　2018年の実質GDP成長率は、民間総資本形成や民間最終消費支出がプラスに寄与した結果、
2012年以降７年連続でプラス成長となった。
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（増減率、％）

（年）
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資料出所　内閣府「国民経済計算」（2019年１－３月期２次速報）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）純輸出＝輸出－輸入

２）民間総資本形成＝民間住宅＋民間企業設備＋民間在庫変動
３）需要項目別の分解については、各項目の寄与度の合計と国内総生産（支出側）の伸び率は必ずしも一致し

ない。
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	 第２節	 企業の動向
●企業の業況判断は製造業を中心に慎重さが増している

日本経済が緩やかに回復する中、企業活動をめぐる動向をみていく。まず、日本銀行「全国
企業短期経済観測調査」（以下「短観」という。）により、企業の業況判断について確認してい
く。第１－（１）－３図により、業種別に業況判断D.I.をみると、製造業では、2017年12月調査
をピークに緩やかな低下傾向で推移している一方で、非製造業では、おおむね横ばいで推移し
ている1。

また、企業規模別にみると、製造業では、大企業、中小企業ともに、2017年12月調査以降、
低下傾向で推移している中、特に、大企業においてその傾向が強い状況にある一方で、非製造
業では大企業、中小企業ともにおおむね横ばいで推移している。日本経済が緩やかに回復する
中、D.I.の水準は高い状態を維持しているものの、度重なる自然災害や、通商問題の動向及び
中国経済の先行き等に関する不確実性等の影響もあり、企業の業況判断は、製造業を中心に慎
重さが増している。

第１－（１）－３図 業種別・企業規模別にみた業況判断D.I.の推移

○　業況判断D.I.をみると、製造業は2017年12月調査をピークに緩やかな低下傾向で推移している。
○　企業規模別にみると、大企業の製造業が、2017年12月調査以降低下傾向にあり、D.I.の水準は
高い状態を維持しているものの、度重なる自然災害や、通商問題の動向及び中国経済の先行き等に
関する不確実性等の影響もあり、企業の業況判断は、製造業を中心に慎重さが増している。

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 39
191817161514131211100908

3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 9 3 39
191817161514131211100908

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

業種別
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全産業
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企業規模別
（「良い」－「悪い」、％ポイント）

大企業
製造業

中小企業
製造業

中小企業
非製造業
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非製造業
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資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　グラフのシャドー部分は景気後退期。

●経常利益は緩やかに増加している
続いて、経常利益の動きを概観していく。第１－（１）－４図により、業種別に2018年の経常

利益をみると、製造業、非製造業ともに高い水準にある中、製造業は、2018年４－６月期まで
はおおむね増加傾向で推移していたものの、2018年７－９月期以降緩やかな低下傾向で推移し
ている。一方で、非製造業は、緩やかな増加傾向で推移しており、総じてみると、経常利益は

１　「D.I.」（Diffusion Index）とは、回答者に所感を問う調査項目について、所感の方向性が異なる回答
結果（例えば「良い」や「悪い」）を用いて算出した割合の差分として指数化したものであり、データ
の動きを集約して、その特徴が一目で把握できるようにしたものである。
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緩やかに増加している。また、資本金規模別にみると、2018年は、全ての資本金規模で経常
利益の増加幅が前年よりも縮小している中、資本金１千万円以上１億円未満の企業では、2018
年７－９月期以降、前年同期比マイナスとなっている。

さらに、第１－（１）－５図により、資本金規模別の経常利益を業種毎にみると、製造業では、
全ての資本金規模で経常利益が2017年から2018年にかけて縮小している中、特に、資本金10
億円以上の企業における増加幅が大きく縮小しているほか、資本金１億円以上10億円未満の
企業において前年同期比でマイナスとなるなど、資本金規模が相対的に大きな企業において、
改善に足踏みがみられた。一方で、非製造業では、資本金１千万円以上１億円未満の企業にお
いて、前年同期比でマイナスとなっているものの、それ以外の資本金規模の企業では前年同期
比でプラスとなっている。

第１－（１）－４図 業種別・資本金規模別にみた経常利益の推移①

○　経常利益は製造業、非製造業ともに高い水準にある中、製造業は、2018年７－９月期以降緩やか
な低下傾向で推移している一方で、非製造業は、緩やかな増加傾向で推移している。
○　資本金規模別に経常利益の推移をみると、資本金１千万円以上１億円未満の企業では2018年７－
９月期以降、前年同期比でマイナスとなっている。
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資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）左図は季節調整値を後方４四半期移動平均し、2009年１－３月期を100として指数化したもの。右図は原数

値を後方４四半期移動平均し、前年同期比を算出したもの。
２）金融業、保険業は含まれていない。
３）グラフのシャドー部分は景気後退期。
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第１－（１）－５図 業種別・資本金規模別にみた経常利益の推移②

○　製造業は、全ての資本金規模で経常利益の増加幅が2017年から2018年にかけて縮小している
中、特に、資本金10億円以上の企業における増加幅が大きく縮小しているほか、資本金１億円以上
10億円未満の企業において前年同期比でマイナスとなるなど、資本金規模が相対的に大きな企業に
おいて、改善に足踏みがみられた。
○　非製造業は、資本金１千万円以上１億円未満の企業において前年同期比でマイナスとなっている
ものの、それ以外の資本金規模においては、前年同月比でプラスとなっている。
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資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）図はを原数値を後方４四半期移動平均し、前年同期比を算出したもの。

２）金融業、保険業は含まれていない。
３）グラフのシャドー部分は景気後退期。

●2017年から2018年にかけて、製造業では特に変動費率要因が、非製造業では特に人件
費要因が、経常利益に対して大きくマイナスに寄与した
また、第１－（１）－６図及び第１－（１）－７図により、経常利益の増減分の要因をみると、製造

業の経常利益は、2017年から2018年にかけて、売上高要因が大きくプラスに寄与した結果、
全ての資本金規模の企業において前年差プラスとなったものの、全ての資本金規模の企業にお
いて、人件費要因、変動費率要因がマイナスに寄与しており、特に、変動費率要因は全ての資
本金規模の企業において、前年よりマイナス寄与が大きい傾向にある。非製造業の経常利益
は、2017年から2018年にかけて、売上高要因が大きくプラスに寄与した結果、資本金10億円
以上の企業において前年差プラスとなったものの、全ての資本金規模の企業において、人件費
要因、変動費率要因がマイナスに寄与しており、特に、人件費要因はすべての資本金規模の企
業において、前年よりマイナス寄与が大きい傾向にある。
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第１－（１）－６図 製造業における資本金規模別にみた経常利益の要因について

○　製造業では、2017年から2018年にかけて、特に変動費率要因が経常利益に対して大きくマイナ
スに寄与した。
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資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　金融業、保険業は含まれていない。
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第１－（１）－７図 非製造業における資本金規模別にみた経常利益の要因について

○　非製造業では、2017年から2018年にかけて、特に人件費要因が経常利益に対して大きくマイナ
スに寄与した。
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資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　金融業、保険業は含まれていない。

●大企業の労働分配率は、2014年以降下げ止まりの兆しがみられる
企業収益が緩やかに増加している中、労働分配率がどのように推移しているのか確認してい

く。労働分配率は、分母である付加価値、特に営業利益が景気感応的であるのに対して、分子
である人件費が変動しにくいことから、景気拡大局面においては低下し、景気後退局面におい
て上昇するといった特徴のある指標となっている。

なお、以下で長期的な動向について整理していくが、労働分配率は産業による水準の差異が
大きく、この間の産業構造の変化が労働分配率の変動に影響を及ぼしている可能性があること
に留意が必要である。また、統計上は、内閣府「国民経済計算」と財務省「法人企業統計調
査」により労働分配率の算出が可能であるが、各々の統計によって水準やトレンドが異なるこ
とから、各統計の特性を踏まえ、一定の幅をもってみる必要がある。

まず、第１－（１）－８図2により、2013年以降の景気拡大局面における動向を概観すると、
2012年中の景気後退局面において上昇した労働分配率の水準と比較し、全ての企業規模にお
いて労働分配率は低い水準で推移している。また、資本金規模別にトレンドをみると、「平成

２　ここでは、企業規模別の動向について着目し分析を進めていくため、財務省「法人企業統計調査」
により算出した労働生産性を用いている。
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30年版 労働経済の分析」では、資本金10億円以上の企業において、2014年以降下げ止まりの
兆しがみられることを指摘したが、足下では、資本金10億円以上の企業に限らず、資本金１
千万円以上１億円未満の企業においても、下げ止まりの兆しがみられる。

次に、第１－（１）－９図により、労働分配率の特徴を踏まえ、1987年から1991年（Ⅰ期）、
2002年から2007年（Ⅱ期）、2013年以降（Ⅲ期）の景気拡大局面に着目し、企業規模別の動向
をより詳細にみていく。

Ⅲ期におけるトレンドについて、「平成30年版 労働経済の分析」では、資本金10億円以上
の企業は中長期的にみるとおおむね横ばい圏内で推移していること、資本金１億円以上10億
円未満の企業はⅡ期より労働分配率の低下幅は小さいものの、緩やかな低下傾向で推移してい
ること、資本金１千万円以上１億円未満の企業は趨勢的に緩やかな低下傾向が続いていること
等を指摘したが、足下では、資本金10億円以上の企業は、引き続きⅡ期より高い水準で推移
する中、下げ止まりの兆しがうかがえる状況となっており、資本金１千万円以上１億円未満の
企業は、Ⅱ期におけるトレンドをみると、緩やかな上昇に転じている中、Ⅲ期では下げ止まり
の兆しがうかがえる状況となっている。なお、資本金１億円以上10億円未満の企業は趨勢的
に緩やかな低下傾向が続いており、足下において下げ止まるかどうか、引き続き注視が必要な
状況にある。

労働分配率の分子である人件費は、雇用者にとっては暮らしの糧であるとともに消費の源泉
でもあることから、経済の好循環の更なる拡大につなげるためにも、適切な配分について労使
間で十分に話し合っていくことが重要である。
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第１－（１）－８図 資本金規模別にみた労働分配率の推移

○　2013年以降の景気拡大局面では、全ての資本金規模において労働分配率は低下傾向で推移してい
るが、足下では資本金10億円以上の企業に限らず、資本金１千万円以上１億円未満の企業において
も、下げ止まりの兆しがみられる。
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資本金１億円以上10億円未満

資本金１千万円以上１億円未満

資本金10億円以上

資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）データは独自で作成した季節調整値（３四半期移動平均）を使用。

２）労働分配率＝人件費÷付加価値額、人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費。
付加価値額（四半期）＝営業利益＋人件費＋減価償却額。

３）グラフのシャドー部分は景気後退期。
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第１－（１）－９図 景気拡大局面における労働分配率の比較

○　直近の景気拡大局面における「資本金10億円以上」の大企業の労働分配率は、2002年から
2006年の景気拡大局面における同時期の同値と比較すると、2016年第Ⅱ四半期以降、その水準が
上回っており、また、足下では緩やかな上昇に転じている。
○　直近の景気拡大局面における「資本金１千万円以上１億円未満」の中小企業の労働分配率は、足
下では下げ止まりの兆しがみられる。

資本金10億円以上（％）

資本金１億円以上10億円未満

2002年第Ⅰ四半期～ 2008年第Ⅰ四半期Ⅱ期1986年第Ⅳ四半期～ 1991年第Ⅰ四半期Ⅰ期 2012年第Ⅳ四半期～ 2018年第Ⅳ四半期Ⅲ期

（％）

（経過期間）（経過期間）

（経過期間） （経過期間）

Ⅰ期：1988Ⅰ
Ⅱ期：2003Ⅱ
Ⅲ期：2014Ⅱ

Ⅰ期：1989Ⅰ
Ⅱ期：2004Ⅱ
Ⅲ期：2015Ⅱ

Ⅰ期：1990Ⅰ
Ⅱ期：2005Ⅱ
Ⅲ期：2016Ⅱ

Ⅰ期：1991Ⅰ
Ⅱ期：2006Ⅱ
Ⅲ期：2017Ⅰ

全規模企業（％）

資本金１千万円以上１億万円未満（％）

2524232221201918171615141312111098765432125242322212019181716151413121110987654321
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資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）データは独自で作成した季節調整値（３四半期移動平均）を使用している。

２）労働分配率＝人件費÷付加価値額、人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費。
付加価値額（営業利益）＝営業利益＋人件費＋減価償却額。

●設備に対する不足超は続いており、設備投資は増加している
企業利益が高水準で推移している中、設備投資の動きについて、第１－（１）－10図により確

認していく。まず、短観における生産・営業用設備判断D.I.を業種別にみると、製造業では
2017年９月調査より設備に対する過剰超が不足超に転じており、非製造業では2013年９月調
査以降、設備に対する不足超が続いている。

次に、財務省「法人企業統計調査」により、企業の設備投資（ソフトウェアを除く）の推移
をみると、製造業、非製造業ともに、2018年７－９月期は自然災害等の影響もあり一時的に減
少したものの、総じてみると、設備投資は増加している。なお、短観により設備投資計画の推
移をみると、2018年度は例年に比べ高い伸び率となっており、設備投資額が前年度を上回る
見込みとなっている。

また、（株）帝国データバンクの調査により、設備投資の予定（計画）が「ある」と回答し
た企業が予定している設備投資の内容をみると、従業員数301人以上の企業を除き、「省力化・
合理化」と回答する企業が増加しており、人手不足の深刻化やそれに伴う人件費の上昇への対
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応として、設備投資を計画する企業が増えている可能性が考えられる（付１－（１）－１表）。

第１－（１）－10図 設備投資の推移

○　生産・営業用設備に対する不足超は続いており、自然災害等の影響を受け一時的な減速があった
ものの、設備投資は高い水準で推移した。また、2018年度の設備投資計画は、例年に比べて大幅に
高い伸び率となった。
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資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策
統括室にて作成

（注）　１）（１）（２）のシャドー部分は景気後退期。
２）（２）の設備投資額は、金融業、保険業を除き、名目の季節調整値を後方３四半期移動平均した値。ソフト

ウェアを除く。
３）（３）の設備投資計画は、ソフトウェア投資額を含み、土地投資額、研究開発投資額を含まない。
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●企業倒産は減少を続けている中、「人手不足関連倒産」が増加しており、「後継者難」型が大
半を占めている中で「求人難」型等の倒産件数も増加している
最後に、企業の倒産件数の動向について、第１－（１）－11図により確認していく。（株）東京

商工リサーチ調べによる倒産件数の推移をみると、リーマンショックの影響を受けた2008年
に増加したが、2009年以降は減少が続いており、2018年で8,235件と10年連続の減少となっ
た。

一方、2018年の人手不足関連倒産件数の状況をみると、2017年から2018年にかけてその数
が増加している。要因別でみると、従来から「後継者難」型が大半を占めている中で「求人
難」型等における倒産件数も増加している。

第１－（１）－11図 倒産企業の状況

○　倒産件数は2009年以降減少が続いている。一方で、人手不足関連倒産件数は2017年から2018
年にかけて増加しており、また、要因別でみると、「後継者難」型が大半を占める中、「求人難」型
等の倒産件数が増加している。
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資料出所　（株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

17

第
１
章

第1章　一般経済の動向

03_労働経済白書_第Ⅰ部第１章.indd   17 2019/09/18   11:10:02



日本経済が緩やかに回復する中、完全失業率は2018年度平均で2.4％と1992年度以来26年
ぶりの低い水準となり、有効求人倍率は2018年度平均で1.62倍と1973年度以来45年ぶりの高
水準となるなど、雇用情勢は着実に改善している。
本章では、このような2018年度の雇用・失業などの動向についてみていく。

	 第１節	 雇用情勢の概況
●正社員有効求人倍率が１倍を超える水準を維持するなど、雇用情勢は着実に改善
2018年度の雇用情勢について概観していく。
第１－（２）－１図により、完全失業率と有効求人倍率等の動向をみると、完全失業率は2009
年７月を山として低下傾向にあり、2018年１月以降、約26年ぶりの低い水準で推移している。
有効求人倍率は2009年８月を谷として上昇傾向にあり、2018年11月以降は、足下の2019年３
月まで1.63倍を維持しており、1974年１月以来の高い水準となった。また、新規求人倍率は
2019年２月には2.50倍と、比較可能な1963年１月以降で最も高い水準となった。また、正社
員有効求人倍率は2017年８月に１倍を超える水準となった後、直近の2019年３月に1.16倍と
なり、2004年度に集計を開始して以来、過去最高の水準となった。

第２章
雇用・失業情勢の動向
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第１－（２）－１図 完全失業率と有効求人倍率の推移

○　完全失業率は、2019年２月には1993年４月以来25年10か月ぶりの低い水準まで改善した。
有効求人倍率は、2018年11月以降は1.63倍と、1974年１月以来の高い水準を維持している。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）データは季節調整値。
２）2011年３月から８月までの期間は、東日本大震災の影響により全国集計結果が存在しないため、補完推計
値を用いた。

３）グラフのシャドー部分は景気後退期。
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コラム１–１ 完全失業率の要因分解

我が国の雇用情勢は着実に改善し、完全失業率は、前年度差で2010年度以降低下傾向に
あるが、どういった要因によって完全失業率は低下しているのだろうか。
そこで、コラム１－１図により、完全失業率の前年度差について、①就業者数要因、②15
歳以上人口要因、③労働力率要因にそれぞれ要因分解1し、その推移をみていく。なお、完
全失業率は、労働参加の拡大等に伴う就業者数の増加によっても低下するが、人口減少や
少子高齢化等に伴う15歳以上人口の減少や労働市場からの退出に伴う労働力人口の減少（労
働力率の低下）によっても低下する。同図によると、2010年度から2012年度にかけての完
全失業率は、③の労働力率要因がマイナスに寄与した結果、前年度差でマイナスとなった。
一方で、2013年度以降の完全失業率は、③の労働力率要因がプラスに寄与したものの、①
の就業者数要因が、労働力率要因を上回りマイナスに寄与した結果、前年差でマイナスと
なった。以上より、2010年度から2012年度にかけての完全失業率の低下は労働力率の低下
が、2013年度以降の完全失業率の低下は就業者数の増加が、それぞれ大きく寄与していた
ことが分かる。
2013年度以降の雇用情勢を振り返ると、15歳以上人口が2011年度をピークに緩やかな低
下傾向で推移する中、女性や高齢者を中心に労働参加が拡大し、労働力人口が増加した結
果、労働力率は上昇傾向で推移しており、また、就業者数も2012年度を谷として増加傾向
にある。これらを踏まえると、2013年度以降の完全失業率の低下は、こうした雇用情勢の
改善に伴う現象であることが考えられる。
なお、15歳以上人口要因については、2012年度よりマイナスに寄与する傾向にあるもの
の、相対的にみれば、完全失業率の低下に対し、現時点では、大きな影響はない状況にあ
るといえよう。

1　

1　一般的に、完全失業率は、「労働力人口」に占める「完全失業者」の割合を指す値だが、以下のとおり
「15歳以上人口」「労働力率」「就業者数」の比率で表現することもできる。
完全失業率�＝完全失業者数／労働力人口�

＝（労働力人口－就業者数）／労働力人口�
＝１－（就業者数／（15歳以上人口×労働力率））

なお、「労働力率」は、「労働力人口」を「15歳以上人口」で除し、100を掛けた値。
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コラム１－１図　完全失業率の要因分解

○　2010年度から2012年度にかけての完全失業率は、労働力率要因がマイナスに寄与した結果、前
年度差でマイナスとなった一方で、2013年度以降の完全失業率は、労働力率要因がプラスに寄与し
たものの、就業者数要因がそれを上回りプラスに寄与した結果、前年度差でマイナスとなった。
○　なお、15歳以上人口については、2012年度よりマイナス寄与の傾向があるものの、相対的にみ
れば、完全失業率の低下に対し、大きな影響はない状況にある。
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（資料出所）　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）完全失業率の前期差の要因分解の式は以下のとおり。

∆U = E
αN2 × ∆N +

E
α2N × ∆α −

1
αN × ∆E +

E
α2N2 × ∆α∆N

ただし、U:完全失業率、N:15歳以上人口、α:労働力率、E:就業者数
２）15歳以上人口は、労働力人口と非労働力人口の和の値として、労働力率は、労働力人口を15歳以上人口で
除し、100を掛けた値としている。

３）数値は、月次データの平均を使用している。
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	 第２節	 失業の動向
●若年層を中心に完全失業率は低下している
2018年度においても完全失業率が低下傾向にあることを確認したが、ここでは失業の動向
についてより詳細にみていく。
まず、第１－（２）－２図により、年齢別に失業の動向をみていく。年齢階級別に完全失業率を
概観すると、各年齢階級において趨勢的に低下傾向にある。2018年度の動向をみると、男性
の「65歳以上」を除き、男女ともに全ての年齢階級において完全失業率が低下している中、
特に若年層における低下幅が大きく、男女ともに「15～24歳」において前年比1.3％ポイント
の低下となった。

第１－（２）－２図 男女別・年齢階級別にみた完全失業率の推移

○　完全失業率の推移を年齢階級別にみると、各年齢階級において趨勢的に低下傾向にある。2018年
度の動向をみると、男性の「65歳以上」を除き、男女ともに全ての年齢階級において完全失業率が
低下している中、特に若年層における低下幅が大きい。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）15～24歳は既卒を対象。

２）数値は、四半期データの平均を使用している。

●非自発的な失業は総じて減少傾向にある
続いて、第１－（２）－３図により、年齢階級別及び求職理由別に完全失業者数の動向を概観す
ると、2014年以降、「65歳以上」を除く各年齢階級において非自発的な理由による完全失業者
数は減少傾向にあり、2014年から2018年にかけての減少幅は、65歳以上を除き、各年齢階級
とも約５割程度となっている。また、自発的な理由による完全失業者数については、2014年
以降、45歳以上においておおむね横ばい圏内で推移している一方で、15～44歳において減少
傾向にある。
次に、2018年における求職理由別の完全失業者の動向をみると、非自発的な理由による完
全失業者数については、非自発的な理由による完全失業者数の水準が相対的に低い傾向にある
「15～24歳」「65歳以上」では横ばいとなったが、その他の年齢階級ではいずれも減少した。
また、自発的な理由による完全失業者数については、2017年と比較し、「65歳以上」を除く
全ての年齢階級において減少しており、特に、自発的な理由による完全失業者数の水準が相対
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的に高い傾向にある「25～34歳」「35～44歳」においては、それぞれ３万人減少した。

第１－（２）－３図 年齢階級別・求職理由別にみた完全失業者数の推移

○　非自発的な理由による完全失業者数に関する2018年の動向をみると、「15～24歳」「65歳以上」
では横ばいとなったが、その他の年齢階級ではいずれも減少した。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

●長期失業者数は全ての年齢階級で減少している
さらに、第１－（２）－４図により、年齢階級別及び失業期間別に完全失業者数の動向を概観す
ると、2014年以降、各年齢階級において失業期間１年以上の完全失業者（以下「長期失業者」
という。）数は減少傾向にある中、特に、2014年時点で他の年齢階級と比べ長期失業者数の水
準が高かった「25～34歳」「35～44歳」「45～54歳」においては、2014年から2018年にかけて、
それぞれ８万人、10万人、６万人の減少となっており、減少幅が大きい。また、失業期間１
年未満の完全失業者（以下「短期失業者」という。）数についても、「65歳以上」を除き、お
おむね減少傾向にある。
2018年の動向をみると、長期失業者数については、全ての年齢階級で減少し、特に、長期
失業者数の水準が相対的に高い「25～34歳」においては４万人の減少となった。また、短期
失業者数については、「25～34歳」「55～64歳」「65歳以上」においてわずかに増加したものの、
「15～24歳」において１万人の減少、「35～44歳」において３万人の減少となった。
なお、完全失業者数が2010年以降減少傾向で推移する中、失業期間別の完全失業者数の構
成割合がどの程度変化したのかを確認するために、完全失業者数に占める長期失業者数の割合
の推移をみてみると、長期失業者数については、全ての年齢階級で低下傾向にあるものの、長
期失業者数の構成割合が相対的高い「35～44歳」「45～54歳」では、他の年齢階級と比較して
低下幅が緩やかな状況にある。（付１－２－１図）。
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第１－（２）－４図 年齢階級別・失業期間別にみた完全失業者数の推移

○　2018年の失業期間１年以上の長期失業者数は、すべての年齢階級で減少した。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

●長期失業者の属性をみると、2007年から2018年にかけて、年齢別では「35～54歳」、
続柄別では「世帯主の配偶者」「子又は子の配偶者」、性別では「男性」の占める構成割合が
上昇している
これまで、失業の動向について年齢階級別にみると、「35～44歳」「45～54歳」については、
他の年齢階級と比較し、完全失業率は低い水準にあり、非自発的な理由による完全失業者数及
び長期失業者数も減少傾向にあるものの、完全失業者数に占める長期失業者数の割合は、他の
年齢階級と比較し相対的に高い水準にあり、また、減少幅も緩やかであることを確認してき
た。失業期間が長期に及んでいることは、求人・求職者間にミスマッチが生じている可能性が
ある。そこで、長期間にわたって求職活動を行っている長期失業者が仕事に就けない理由等に
着目することで、求人・求職間のミスマッチの動向を確認していく。
第１－（２）－５図により、2002年からの景気拡大局面において、長期失業者数が最も減少し
た2007年時点と直近の2018年時点における、長期失業者の状況を比較すると、長期失業者に
対する年齢別の構成割合は、「15～24歳」「55～64歳」において低下している一方で、「35～44
歳」「45～54歳」等において上昇していることが分かる。次に、同図により、長期失業者に対
する続柄別の構成割合をみると、「世帯主」「単身世帯」が低下している一方で、「世帯主の配
偶者」「子又は子の配偶者」が上昇していることが分かる。さらに、同図により、長期失業者
に対する性別の構成割合をみると、「男性」の占める割合が高く、また、その比率が上昇して
いることが分かる。
最後に、短期失業者と比較しながら、仕事に就けない理由の変化について確認する。各回答
項目の構成比の水準を比較すると、2018年の10－12月期においては、短期・長期失業者とも
に、「希望する種類・内容の仕事がない」が最も大きな理由であるが、長期失業者は短期失業
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者と比較し、「条件にこだわらないが仕事がない」「求人の年齢と自分の年齢とがあわない」「自
分の技術や技能が求人要件に満たない」といった理由の構成比がやや高く、短期失業者は長期
失業者と比較し、「勤務時間・休日などが希望とあわない」「賃金・給料が希望とあわない」と
いった理由の構成比がやや高い傾向にある。また、各回答項目の構成割合の変化を比較する
と、長期失業者と短期失業者において、「条件にこだわらないが仕事がない」以外の理由の構
成割合は、おおむね同様の動きをしている中、長期失業者は、短期失業者と異なり、「条件に
こだわらないが仕事がない」の構成割合が増加している。また、短期失業者では、「勤務時
間・休日などが希望とあわない」といった理由の構成割合が相対的に大きく上昇している一方
で、長期失業者では、「自分の技術や技能が求人要件に満たない」「希望する職種・内容の仕事
がない」等といった理由の構成割合が相対的に大きく上昇している。総じてみると、短期失業
者では、「条件にこだわらないが仕事がない」等といった理由の構成割合が低下する中、「勤務
時間・休日などが希望とあわない」等といった理由の構成割合が上昇しており、長期失業者で
は、「自分の技術や技能が求人要件に満たない」「希望する職種・内容の仕事がない」等といっ
た理由の構成割合が上昇していることに加えて、「条件にこだわらないが仕事がない」といっ
た理由も増加しており、短期失業者とはやや異なる傾向を持っていることがうかがえる。

第１－（２）－５図 長期完全失業者の属性別割合の推移

○　長期失業者の属性をみると、2007年から2018年にかけて、年齢別では「35～44歳」「45～54
歳」、続柄別では「世帯主の配偶者」「子又は子の配偶者」、性別では「男性」の占める構成割合が上
昇している。
○　仕事に就けない理由別では、「希望する種類・内容の仕事がない」「自分の技術や技能が求人要件に
満たない」等といった理由の構成割合が上昇していることに加えて、「条件にこだわらないが仕事が
ない」といった理由も増加している。
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資料出所　総務省「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　各年のデータは10－12月期のデータを使用している。
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	 第３節	 求人・求職の動向
●求人の緩やかな増加、求職者の減少が進み、求人倍率は引き続き改善傾向にある
ここでは、求人・求職の動向について、より詳細にみていく。
第１－（２）－６図により、労働需給の状況を示す指標である有効求人倍率、有効求職者数、有
効求人数、新規求人倍率、新規求職申込件数、新規求人数の動向について概観する。
まず、有効求人倍率、新規求人倍率については、2018年においても上昇傾向で推移する中、
有効求人倍率は、2018年11月以降、足下の2019年３月まで1.63倍を維持しており、新規求人
倍率は、2019年２月には2.50倍と、比較可能な1963年１月以降で最も高い水準となった。
次に、労働需要を示す有効求人数、新規求人数についてみると、有効求人数は、2018年に
おいても緩やかな増加傾向にあり、2018年３月から2019年３月にかけて1.4万人増加し277万
人となった。新規求人数は、2018年６月までは緩やかな増加傾向にあったものの、７月以降
はおおむね横ばい傾向で推移し、2019年１月から２月にかけて、再び増加傾向に転じたが、
直近の2019年３月の値が２月から大きく減少した結果、2018年３月から2019年３月にかけて
2.4万人減少し96万人となった。新規求人数は、総じて高い水準で推移しているものの、増加
傾向に高止まりの兆しがうかがえる。
一方、労働供給を示す有効求職者数、新規求職申込件数については、2018年においても減
少傾向にあり、有効求職者数は、2018年３月から2019年３月にかけて3.0万人減少し169.7万
人となり、新規求職申込件数は1.7万人減少し39.6万人となった。

第１－（２）－６図 求人・求職に関する主な指標の動き

○　有効求人数は増加傾向にあり、新規求人数も高い水準で推移しているものの、増加傾向に高止ま
りの兆しが伺える。有効求職者数、新規求職申込件数は減少しており、有効求人倍率、新規求人倍
率は引き続き上昇傾向にある。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　データは季節調整値。

●正社員の有効求人倍率が1.16倍となる等、労働需要は高い水準を維持している
次に、雇用形態別に求人・求職の動きをみていく。第１－（２）－７図により、雇用形態別の求
人・求職に関する指標の動向をみると、2018年において、正社員の有効求人数、新規求人数

26

第Ⅰ部　労働経済の推移と特徴

04_労働経済白書_第Ⅰ部第２章.indd   26 2019/09/24   8:51:29



は緩やかな増加傾向にある一方、パートタイムの新規求人数は、2018年４月をピークに、お
おむね横ばい圏内で推移する中、有効求人数は緩やかな増加傾向で推移している。また、正社
員、パートタイムともに有効求職者数、新規求職者数は減少傾向が続いている。特に、正社員
では、有効求人倍率が2017年８月に１倍を超える水準となった後、直近2019年３月に1.16倍
となり、2004年度に集計を開始して以来、過去最高の水準となるなど、総じてみると、労働
需要は高い水準を維持している。

第１－（２）－７図 雇用形態別にみた求人・求職に関する指標の動き

○　正社員の有効求人数、新規求人数は緩やかな増加傾向にある一方、パートタイムの新規求人数は、
2018年４月をピークに、おおむね横ばい圏内で推移する中、有効求人数は緩やかな増加傾向で推移
している。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「パートタイム」とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所

定労働時間に比べ短い者を指す。
２）グラフは季節調整値。正社員の有効求職者数・新規求職者数はパートタイムを除く常用労働者数の値を指
す。

●正社員・パートタイムともに「宿泊業，飲食サービス業」「情報通信業」が前年差で減少
これまで、労働需要を示す求人数が総じて高い水準を維持していることを確認したが、こう
した求人の動向について、より詳細に確認していく。第１－（２）－８図により、産業別及び雇用
形態別に新規求人数の前年差の動向をみると、2017年度から2018年度にかけて、正社員、パー
トタイムともに新規求人数の増加幅が縮小した。また、産業別に2017年度から2018年度にか
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けての動向をみると、正社員、パートタイムともに、「宿泊業，飲食サービス業」「情報通信業」
が前年差で減少に転じているほか、パートタイムでは「製造業」「卸売業，小売業」も前年差
で減少に転じている。その他の産業では、いずれの雇用形態でも新規求人数は前年差で増加し
ているが、その増加幅は総じて縮小傾向にあり、特に、正社員では「卸売業，小売業」、パー
トタイムでは「運輸業，郵便業」において増加幅が大きく縮小している。なお、減少幅が最も
大きな産業は、正社員では「情報通信業」、パートタイムでは「製造業」であった。

第１－（２）－８図 産業別にみた新規求人数の推移

○　2017年度から2018年度への新規求人数の就業形態別・産業別の推移をみると、正社員・パート
タイムともに「宿泊業，飲食サービス業」が「情報通信業」が前年度差で減少に転じているほか、
パートタイムでは「製造業」「卸売業，小売業」において前年差で減少に転じている。その他の産業
ではいずれの就業形態でも新規求人数は前年差で増加しているが、その増加幅は縮小傾向にある。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成。
（注）　2019年第Ⅰ四半期時点の産業別新規求人数について、産業計は289.5万人、建設業は22.2万人、製造業は29.1

万人、情報通信業は7.7万人、運輸業，郵便業は17.0万人、卸売業，小売業は41.1万人、宿泊業，飲食サービス業
は24.4万人、医療，福祉は67.6万人となっている。

●製造業の新規求人数は、正社員はおおむね増加傾向で推移している一方で、パートタイムは
2018年の年央以降低下傾向で推移しており、非製造業の新規求人数は、正社員、パート
タイムともにおおむね増加傾向で推移している中、増加幅はやや鈍化傾向にある
また、新規求人数の足下の動向をさらに詳細に確認するために、第１－（２）－９図の（１）（２）
図により、業種別に新規求人数の足下の動向をみると、製造業、非製造業ともに、2019年に
入って以降やや弱含みの傾向にあるものの、製造業では、正社員はおおむね増加傾向で推移し
ている一方で、パートタイムは2018年の年央以降低下傾向で推移している。非製造業では、
正社員、パートタイムともにおおむね増加傾向で推移しているものの、その増加幅はやや鈍化
傾向にあり、製造業と非製造業では、パートタイムを中心に、新規求人数の動向にやや異なる
傾向がうかがえる。
そこで、同図の（３）により、雇用形態別・業種別の充足率の推移をみると、いずれの業種
においても、正社員、パートタイムともに、年度当たりでみた新規求人数は趨勢的に増加傾向
にある一方で、就職件数は減少傾向にあり、充足率は趨勢的に低下しているが、特に、非製造
業は充足率の水準が相対的に低く、企業が出した求人に対して、十分な人員が確保できていな
い可能性が示唆される。
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第１－（２）－９図 業種別にみた新規求人数及び充足率の推移

○　製造業の新規求人数の推移をみると、正社員はおおむね増加傾向で推移している一方で、パート
タイムは2018年の年央以降低下傾向で推移している。
○　非製造業の新規求人数の推移をみると、正社員、パートタイムともにおおむね増加傾向で推移し
ているものの、増加幅はやや鈍化傾向にある。
○　また、いずれの産業においても、正社員、パートタイムともに充足率は趨勢的に低下しているが、
特に、非製造業は充足率の水準が相対的に低く、企業が出した求人に対して、十分な人員が確保で
きていない可能性がうかがえる。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）（１）（２）左図は、独自で作成した季節調整値（後方３か月移動平均）を使用している。

２）（３）右図の数値は、月次データの平均を使用している。
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●新規求人数の増加幅は総じて縮小傾向にあり、パートタイムでは「販売の職業」「生産工程
の職業」において、前年差で減少に転じている
また、第１－（２）－10図により、職業別に新規求人数の動向をみると、2017年度から2018年
度にかけて、正社員、パートタイムともに、新規求人数の増加幅は総じて縮小傾向にあり、特
に、正社員は「サービスの職業」「販売の職業」において増加幅が大きく縮小しており、パー
トタイムは「販売の職業」「生産工程の職業」において前年差で減少に転じている。

第１－（２）－10図 職業別にみた新規求人数の推移

○　新規求人数の増加幅は総じて縮小傾向にあり、パートタイムでは「販売の職業」「生産工程の職業」
において、前年差で減少に転じている
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）厚生労働省編職業分類（2011年改定）による。

２）「農林漁業の職業」「管理的職業」はサンプル数又は変動幅が小さいため割愛。
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	 第４節	 就業者・雇用者の動向
●労働参加が進んでいる
これまで、失業の動向及び求人・求職の動向について確認してきたが、次に就業者・雇用者
の動向について概観していく。
まず、我が国の労働力の概況について整理していく。第１－（２）－11図は、2018年度の労働
力の概況を示したものであり、15歳以上人口が減少している中、内訳をみると、労働力人口
は前年度から96万人増加し6,841万人、非労働力人口は同104万人減少し4,236万人となってい
る。また、労働力人口のうち完全失業者数は同20万人減少し169万人、不本意非正規雇用労働
者数は同21万人減少し251万人となっており、非労働力人口のうち就業希望者数は同27万人
減少し332万人となっている。
また、男女別にみると、男性は労働力人口が同32万人増加し3,815万人、非労働力人口が同
36万人減少し1,530万人となっている一方で、女性は労働力人口が同64万人増加し3,026万人、
非労働力人口が同69万人減少し2,706万人となっており、総じて労働参加が進んでいることが
分かる。
なお、女性については2016年度より３年続いて労働力人口が非労働力人口を上回る状況と
なった2。男女別に就職希望者数をみると、男性は97万人である一方で、女性では235万人と
なっており、現在は就職活動等を行っていないが就業を希望する女性は、男性の２倍を越える
水準であることが分かる。

２　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」によると、女性では、2015年度の労働力人口は2,851万人、
非労働力人口は2,878万人であったが、2016年度の労働力人口は2,891万人、非労働力人口は2,840万人と
なり、前者が後者を上回った。
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第１－（２）－11図 我が国の労働力の概況（2018年度）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）数値は、四半期データの平均を使用している。

２）不本意非正規雇用労働者は、非正規の職員・従業員のうち、現職に就いた理由が「正規の職員・従業員の
仕事がないから」と回答した者。その他の非正規の職員・従業員は、非正規の職員・従業員から不本意非正
規雇用労働者を差し引いたものとして算出。

３）役員・自営業主等は労働力人口より役員を除いた雇用者と完全失業者を差し引いたものとして算出。
４）その他については、非労働力人口より就職希望者を差し引いたものとして算出。

●女性や高齢者等の労働参加が進んだ結果、労働力率は上昇傾向にある
次に、第１－（２）－12図により、男女別・年齢階級別に労働力率の推移を概観すると、「15～
24歳」では、男女ともに2012年以降増加傾向にあり、内訳をみると、人口がおおむね横ばい
傾向で推移する中、労働力人口が増加した結果、2012年から2018年にかけて、男性では5.6％、
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女性では6.2％上昇している。「55～64歳」では、男性は2012年以降、女性は2011年以降増加
傾向にあり、内訳をみると、男女ともに人口が緩やかに減少する中、男性は労働力人口が減少
したものの、女性は労働力人口がおおむね横ばい傾向で推移した結果、男性では2012年から
2018年にかけて5.7％、女性では2011年から2018年にかけて12.1％上昇している。「65歳以上」
では、男女ともに2011年以降増加傾向にあり、内訳をみると、男女ともに人口が緩やかに増
加する中、労働力人口が増加した結果、2011年から2018年にかけて、男性では5.5％、女性で
は4.5％上昇した。さらに、女性については、25歳～54歳においても労働力率は上昇傾向にあ
り、「35～44歳」「45～54歳」では、労働力人口の増加を伴うものであった（付１－（２）－２表）。

第１－（２）－12図 男女別・年齢階級別にみた労働力率の推移

○　女性や高齢者等の労働参加が進んだ結果、労働力率は上昇傾向にある。

男性

女性

（％）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818 200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818 200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818 200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818 200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818 200820080909 1010 1111 1212 1313 1414 1515 1616 1717 1818
15 ～ 24歳 25～ 34歳 35～ 44歳 45～ 54歳 55～ 64歳 65歳以上

（年）

41.5
44.3
47.1

95.4
94.9
95.1

96.8

96.1

96.3
96.3

95.4
95.5

85.0
82.8

87.7

88.5

28.4

13.1
32.5

33.944.5

42.144.8 44.9
48.3

70.1

78.5

80.2

67.9

75.3

77.4

73.5
78.8
79.3

53.1 53.6

63.3

65.7

13.1
13.1

16.5

17.6

資料出所　厚生労働省「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　労働力率は、労働力人口を15歳以上人口で除し、100を掛けた値。

●就業者数、雇用者数は増加傾向にある一方で、自営業主・家族従業者数はおおむね減少傾向
にある
続いて、第１－（２）－13図により、就業者数、雇用者数、自営業主・家族従業者数の推移を
みると、就業者数、雇用者数ともに2012年以降から増加傾向にあり、2018年は就業者数が前
年から134万人増加し6,664万人、雇用者数が同117万人増加し5,936万人となった。一方、自
営業主・家族従業者数は、前年から７万人増加し686万人となったものの、趨勢的な減少傾向
にあり、2016年以降700万人を下回る状況が続いている。こうした中、15歳以上人口に占める
就業者数の割合である就業率の状況をみると、2018年は60.0％と前年よりも1.2％ポイント上
昇した。
次に、第１－（２）－14図により、男女別及び年齢階級別に就業者数、雇用者数の推移をみて
いく。男性では、「25～34歳」「35～44歳」において就業者数、雇用者数ともに減少傾向にある
一方で、「45～54歳」「65歳以上」では増加傾向にある。女性では、「25～34歳」「35～44歳」に
おいて就業者数、雇用者数ともに横ばい圏内で推移している一方で、男性と同様に「45～54
歳」「65歳以上」では増加傾向にある。
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第１－（２）－13図 就業形態別にみた労働者数の推移

○　就業者数・雇用者数ともに2012年以降増加傾向にある一方で、自営業主・家族従業者数は趨勢
的な減少傾向にある。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　就業者数、雇用者数、自営業主・家族従業者数の2011年の値は、東日本大震災の影響により全国集計結果が存

在しないため、補完推計値（新基準）を使用している。

第１－（２）－14図 年齢階級別にみた就業者数・雇用者数

○　男性では、2014年以降「25～34歳」「35～44歳」において就業者数、雇用者数ともに減少傾向
にある一方で、「45～54歳」「65歳以上」では増加傾向にある。女性では、「25～34歳「35～44
歳」において就業者数、雇用者数ともに横ばい圏内で推移している一方で、「45～54歳」「65歳以
上」では男性と同様に増加傾向にある。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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●男女ともに正規雇用労働者数が大きく増加している
続いて、第１－（２）－15図により、雇用形態別に雇用者数の推移をみると、リーマンショッ
クの影響によって2009年に一時的に減少したものの、非正規雇用の職員・従業員（以下「非
正規雇用労働者」という。）の数は趨勢的に増加傾向にあり、2013年以降からは正規の職員・
従業員（以下「正規雇用労働者」という。）の数も増加傾向にある。
2018年の正規雇用労働者数は、前年から53万人増加し3,476万人となったものの、前年の増
加幅である56万人を下回った一方で、非正規雇用労働者数は、同84万人増加し2,120万人と前
年の増加幅である13万人を上回り、正規雇用労働者数の増加幅は４年ぶりに非正規雇用労働
者数の増加幅を下回った。
男女別にみると、非正規雇用労働者数は男女ともに増加傾向にある一方で、減少傾向が続い
ていた正規雇用労働者数において、男女ともに2013年以降は増加に転じていることが分かる。
2018年の状況をみると、男性の正規雇用労働者数は前年差29万人増加し2,339万人、女性は同
23万人増加し1,137万人となっており、男女ともに正規雇用労働者数が大きく増加している。

第１－（２）－15図 雇用形態別にみた雇用者数の推移

○　非正規の職員・従業員の数はリーマンショックの影響によって2009年に一時的に減少したもの
の、趨勢的に増加傾向にあり、正規の職員・従業員の数は2015年以降増加傾向にある。

3,444 

3,410 
3,375 

3,415 
3,449 

3,410 
3,395 

3,374 
3,355 

3,345 
3,302 

3,288 
3,317 

3,367 

3,423 

3,476 

1,504 

1,564 

1,634 

1,678 

1,735 
1,765 

1,727 
1,763 

1,812 
1,816 

1,910 

1,967 
1,986 

2,023 

2,036 

2,120 

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,850

2,950

3,050

3,150

3,250

3,350

3,450

3,550

200304 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

全体

（万人） （万人）

正規の職員・従業員

非正規の職員・従業員
（右目盛）

（年）

（年）

（年）

1,034 1,025 1,018 1,036 

1,041 1,043 1,050 1,051 1,040 1,042 1,029 1,022 1,045 
1,080 

1,114 1,137 
1,061 

1,098 
1,126 

1,159 
1,196 1,205 1,200 

1,223 1,241 1,249 
1,298 

1,335 1,350 

1,373 
1,389 

1,451 

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

200304 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

女性（万人）

2,410 
2,385 

2,357 
2,378 

2,408 
2,367 2,345 

2,324 
2,315 

2,304 

2,273 2,267 
2,272 

2,287 
2,310 

2,339 

444 466 
507 519 539 560 527 540 

571 566 

611 631 636 
651 647 

669 

300

400

500

600

700

800

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

200304 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

男性

（万人） （万人）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　「非正規の職員・従業員」について，2008年度以前の数値は「パート・アルバイト」、「労働者派遣事業所の派

遣社員」、「契約社員・嘱託」及び「その他」の合計、2009年度以降は、新たにこの項目を設けて集計した値であ
る点に留意が必要。

●不本意非正規雇用労働者の割合は低下傾向で推移
次に、非正規雇用労働者に着目し、不本意非正規雇用労働者（現職（非正規雇用）についた
主な理由が「正規の職員･従業員の仕事がないから」と回答した者。以下同じ。）の動向を確
認していく。
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第１－（２）－16図により、男女計でみると、2014年以降、不本意非正規雇用労働者の割合は
21四半期連続で前年同期比で低下しており、2018年１－３月期から2019年１－３月期にかけて
1.2％ポイント低下し、11.9％となっている。また、男女別でみると、男性は女性よりも不本意
非正規雇用労働者の割合が高水準で推移しているものの、不本意非正規雇用労働者数の水準で
みると、直近の2019年１－３月期において114万人（前年同期差16万人減少）と女性の130万
人（同３万人減少）を下回った。

第１－（２）－16図 不本意非正規雇用労働者の割合・人数の推移

○　2013年以降、不本意非正規雇用労働者の割合・人数は低下傾向で推移している。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査�（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　「不本意非正規雇用労働者」とは、現職の雇用形態（非正規雇用労働者）についた主な理由が「正規の職員・

従業員の仕事がないから」と回答した者としている。また、「不本意非正規雇用労働者の割合」は、現職の雇用
形態についた主な理由別内訳の合計に占める割合を示す。

●男女ともに不本意非正規雇用労働者が減少を続けている中、自分の都合に合わせて働きたい
という理由から、非正規雇用を選択する者が増加している
不本意非正規雇用労働者の割合が低下傾向で推移していることを確認したが、それでは、現
在、非正規雇用の職に就いている労働者は、どのような理由でその働き方を選択しているのか
について整理していく。
第１－（２）－17図により、男女別に非正規雇用の職を選択している理由の推移をみると、「自
分の都合のよい時間に働きたいから」という者が増加しており、男性では2019年１－３月期で
182万人（前年同期差10万人増加）となった一方で、女性では445万人（同18万人増加）と、
女性における増加幅が大きくなっていることが分かる。また、「家事・育児・介護等と両立し
やすいから」という者については、女性で271万人（同25万人増加）と前年よりも増加した。
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第１－（２）－17図 非正規雇用を選択している理由別にみた非正規雇用労働者の動向

○　男女ともに不本意非正規雇用労働者が減少する一方で、「自分の都合のよい時間に働きたい」とい
う理由で非正規雇用についている労働者が増加している。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）非正規雇用労働者のうち、現職の雇用形態についている理由の内訳を示したもの。

２）その他については、現職の雇用形態についている理由として、
男性：「家事・育児・介護等と両立しやすいから」「通勤時間が短いから」「その他」を選択した者の合計
女性：「通勤時間が短いから」「専門的な技能等をいかせるから」「その他」を選択した者の合計

●非正規雇用の働き方は、男女ともに「65歳以上」において増加している
これまで、非正規雇用という働き方を選択している理由をみると、男女ともに「自分の都合
のよい時間に働きたい」といった理由が増加傾向にあり、女性では「家事・育児・介護等と両
立しやすい」といった理由が増加傾向にあることを確認した。次に、どのような年齢階級にお
いて非正規雇用労働者が増加しているのか、確認していく。
第１－（２）－18図により、男女別、年齢階級別及び雇用形態別に雇用者数の動向をみると、
非正規雇用労働者数については、2014年度以降、男女ともに「65歳以上」で大きく増加して
いるが、これは、定年退職後も継続雇用等により、自分の都合のよい時間に、家計補助の目的
などで非正規雇用によって働き続ける高齢者が増加していることが一因となっていると考えら
れる。また、男女ともに「15～24歳」で緩やかな増加傾向にあるほか、女性では「45～54歳」
「55～64歳」においても、増加傾向にあることが分かる。
次に、正規雇用労働者数の動きをみると、2014年度以降、男女ともに「15～24歳」「45～54
歳」「65歳以上」で増加傾向にある。また、女性の「25～34歳」「35～44歳」の状況をみると、
非正規雇用労働者数は減少傾向にある一方で、正規雇用労働者数は増加傾向にあり、この年齢
階級においては正規雇用労働者として働く女性が増加していることが分かる。
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第１－（２）－18図 年齢階級別・雇用形態別にみた雇用者数の動き

○　2014年度以降、非正規雇用労働者数は、男女ともに「65歳以上」で大きく増加しており、また、
正規雇用労働者数は、男女ともに「15～24歳」「45～54歳」「65歳以上」で増加傾向にある。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）数値は、四半期データの平均を使用している。

２）正規雇用労働者、非正規雇用労働者の2011年１～３月期平均から７～９月期平均の値は、東日本大震災の
影響により全国集計結果が存在しないため、補完推計値（新基準）を使用している。

●15～54歳において、正規雇用転換は引き続き増加
第１－（２）－19図は、15～54歳の層において、過去３年間に離職した者のうち「非正規雇用
から正規雇用へ転換した者」の人数から「正規雇用から非正規雇用へ転換した者」の人数を差
し引いた人数（以下「正規雇用転換を行った者の人数」という。）を示したものである。
まず、15～54歳の層における正規転換を行った者の人数をみると、年平均では2013年以降
６年連続でプラスとなっている。2018年は前年差２万人増の18万人となっており、2019年１－
３月期では15万人となっている。
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第１－（２）－19図 非正規雇用から正規雇用への転換

○　「非正規から正規へ転換した者」と「正規から非正規へ転換した者」の差は、15～54歳では、年
平均で６年連続でプラスとなっている。
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資料出所　総務省統計局　「労働力調査�（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）図における棒グラフは「非正規から正規へ転換した者」から「正規から非正規へ転換した者」の人数を差

し引いた値を指す。「非正規から正規へ転換した者」は、雇用形態が正規の職員･従業員のうち、過去３年間
に離職を行い、前職が非正規の職員・従業員であった者を指し、「正規から非正規へ転換した者」は、雇用
形態が非正規の職員・従業員のうち、過去３年間に離職を行い、前職が正規雇用の職員・従業員であった者
を指す。

２）図における対象は、15～54歳としている。
３）各項目の値は、千の位で四捨五入しているため、各項目の値の合計が総数の値と一致しない場合もあるこ
とに留意が必要。

●2018年度において、有期雇用者計では「６か月超から１年以下」の割合が最も高くなっ
ている。
次に、雇用契約期間別の雇用者数の動向をみていく。
第１－（２）－20図により、雇用契約期間別に有期の契約（以下「有期雇用者」という。）の状
況をみると、2018年度の有期雇用者計では「６か月超から１年以下」の割合が32％と最も高
くなっており、「１年超から３年以下」が同17％、「５年超」が同10％となっている。性別で
みると、「６か月以下」では、男性が15％である一方で、女性が21％と相対的に多くなってい
る。他方、「５年超」では、女性が７％である一方で、男性が14％と相対的に多くなっている
ことが分かる。なお、「期間がわからない」の回答は、男性では19％、女性では18％と相対的
に高い水準となっている。
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第１－（２）－20図 有期雇用者の雇用契約期間の内訳（2018年度）

○　2018年度において、有期雇用者計では「６か月超から１年以下」の割合が最も高くなっている。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）有期雇用者は、役員を除く有期雇用者を対象としている。

２）各構成比の値は、小数点第１位を四捨五入しているため、各項目の値の合計値が100％とならない場合が
あることも留意が必要。

●障害者の雇用者数は15年連続で過去最高
最後に、障害者の雇用状況について、第１－（２）－21図により確認していく。2018年６月１
日現在の障害者の雇用者数は53.5万人と前年から3.9万人の増加となり、15年連続で過去最高
となった。また、実雇用率は2.05％と前年比0.08％の上昇となった。障害種別にみると、身体
障害者数は前年より3.9％増加の34.6万人、知的障害者数は同8.0％増加の12.1万人、精神障害
者数は同34.0％増加の6.7万人となっており、精神障害者の伸び率が大きくなっている。

40

第Ⅰ部　労働経済の推移と特徴

04_労働経済白書_第Ⅰ部第２章.indd   40 2019/09/24   8:51:32



第１－（２）－21図 雇用されている障害者の数と実雇用率の推移

○　2018年の障害者の雇用者数は53.5万人となり、15年連続で過去最高を更新した。また、実雇用
率は2.05％となった。
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資料出所　厚生労働省　「障害者雇用状況報告」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）雇用義務のある企業（2012年までは56人以上規模、2013年は50人以上規模の企業）についての集計である。

２）「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。
～2005年��身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者

2006年～��身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者
精神障害者である短時間労働者（精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）

2011年～��身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者
身体障害者である短時間労働者（身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）
知的障害者である短時間労働者（知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）
精神障害者である短時間労働者（精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）

３）法定雇用率は、2012年までは1.8％、2013年４月以降は2.0%となっている。
４）2010年７月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、2011年以降と2010
年までの数値を単純に比較することは適当ではない状況である。

41

第
２
章

第２章　雇用・失業情勢の動向

04_労働経済白書_第Ⅰ部第２章.indd   41 2019/09/24   8:51:32



コラム１–２ 大学等卒業予定者の就職内定状況について

これまで、失業、求人・求職及び就業者・雇用者の動向について概観し、雇用情勢が着
実に改善していることを確認してきた。こうした中、就職（内定）率の推移をみても、高
校新卒者、大学新卒者ともに非常に高い水準で推移しており、高校生の就職（内定）率は、
2019年３月末時点で98.2％、大学生の就職（内定）率は、2019年４月１日時点で97.6％と
なっている（付１－（２）－３図）。労働需給がひっ迫する中、新卒者の雇用情勢も改善傾向に
あることが考えられるが、以下では、特に大学新卒者の雇用情勢の動向について、より詳
細に確認していく。
まず、文部科学省「学校基本統計」により、学卒就職者の卒業後の進路状況の推移をみ
ると、コラム１－２－①図より、男女ともに、「正規の職員等でない者等」の割合が緩やかに
低下し、「進学者等」の割合がおおむね横ばいで推移する中、「正規の職員等」に就く者の
割合が、経年的に増加していることが分かる。次に、内閣府「学生の就職・採用活動開始
時期等に関する調査」により、就職活動を行う学生の就職・採用選考活動の動向について
みると、コラム１－２－②図の（１）より、就職活動が始まったと考える時期については、
「卒業前年度の３月」と回答する者の割合が最も高い中、2018年度調査では、「卒業前年度
の９月以前」の割合が増加している。また、同図の（２）より、就職活動が終わったと考
える時期については、2016年以降は「卒業年度の６月」と回答する者の割合が最も高い中、
2018年度調査では過去と比較し、「卒業年度の６月以前」の割合がわずかに高くなっている。
こうした状況を踏まえ、同右図より、就職活動が始まったと考える時期から就職活動が終
わったと考える時期までの期間についてみると、2016年度調査から2018年度調査にかけて、
「３ヶ月間程度以内」「４ヶ月間程度」と回答する者の割合が低下する一方で、「５ヶ月間程
度」以上と回答する者の割合が増加しており、就職活動期間が長期化する傾向がみられる3。

3　

３　2015年の就職・採用活動日程は、「広報活動開始」が「卒業年度に入る直前の３月１日以降」、「採用
選考活動開始」が「卒業年度の８月１日以降」、「正式な内定日」が「卒業年度の10月１日以降」である
こと、2016年以降の就職採用活動日程は、「広報活動開始」が「卒業年度に入る直前の３月１日以降」、
「採用選考活動開始」が「卒業年度の６月１日以降」、「正式な内定日」が「卒業年度の10月１日以降」
であることに留意が必要である。

� また、分析に当たっては文系・理系の合計値を使用しており、文系・理系別にみると、文系の学生より
も理系の学生の方が、就職活動の期間が短い者の割合が高い傾向にある点にも留意が必要である。
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コラム１－２－①図　学卒就職者の割合の推移

○　学卒就職者の卒業後の進路状況をみると、男女ともに、「正規の職員等でない者等」に就く者の割
合が緩やかに低下し、進学等を選択する者の割合がおおむね横ばいで推移する中、「正規の職員等」
に就く者の割合が、経年的に増加している。
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資料出所　文部科学省「学校基本統計」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「正規の職員等でない者等」とは、学卒後の進路状況が、正規の職員等でない者又は学卒後の進路状況が

パート、アルバイトなどの臨時的な収入を目的とした一時的な仕事に就いた指す。
２）「進学者等」とは、学卒後の進路状況が、進学者又は専修学校・外国の学校等入学者を指す。
３）「その他の者」は、学卒後の進路状況が、臨床研修医（予定者を含む）又は予備校に所属しない受験の準備
や就職活動や家事手伝い等、学卒後の進路状況が進学でも就職でもないことが明らかな者を含む。
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コラム１－２－②図　就職活動の始まりと終わりの時期の認識の推移

○　就職活動が始まったと考える時期については、「卒業前年度の３月」と回答する者の割合が最も高
い中、2018年度調査では、「卒業前年度の９月以前」の割合が増加している。また、就職活動が終
わったと考える時期について、2016年以降は「卒業年度の６月」と回答する者の割合が最も高い中、
2018年度調査では過去と比較し、「卒業年度の６月以前」の割合がわずかに高くなっている。
○　就職活動が始まったと考える時期から就職活動が終わったと考える時期までの期間についてみる
と、2016年度調査から2018年度調査にかけて、「３ヶ月間程度以内」「４ヶ月間程度」と回答する
者の割合が低下する一方で、「５ヶ月間程度」以上を回答する者の割合が増加しており、就職活動期
間が長期化する傾向がみられる。
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資料出所　内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）大学４年生を対象に、公務員及び教職員志望者を除いて集計した値。

２）（１）は、回答者が認識する「就職活動が始まったと考える時期」について、（２）は、内々定を１社以上
受けた者が認識する「就職活動が終わったと考える時期」を指している。
また、（２）は、調査時点で就職活動がまだ終わっていないと回答した者がいるため、累積割合が100％に

ならない。
３）（３）の「３ヶ月間程度」とは、例えば「就職活動が始まったと考える時期」と「就職活動が終わったと考
える時期」の差が３ヶ月であることを指しており、「１ヶ月間程度」の期間には、最短で２日間、最長で約
60日間ありうること、また、就職活動の始まりと終わりの間の期間に就職活動を行っていない可能性等、必
ずしも就職活動を行っていた実際の期間を指すものではないことに留意が必要。

４）2015年の就職・採用活動日程は、「広報活動開始」が「卒業年度に入る直前の３月１日以降」、「採用選考
活動開始」が「卒業年度の８月１日以降」、「正式な内定日」が「卒業年度の10月１日以降」であること、
2016年以降の就職採用活動日程は、「広報活動開始」が「卒業年度に入る直前の３月１日以降」、「採用選考
活動開始」が「卒業年度の６月１日以降」、「正式な内定日」が「卒業年度の10月１日以降」であることに留
意が必要。
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また、コラム１－２－③図の（１）により、インターンシップの参加経験の有無をみると、
インターンシップに複数回参加したことがある者が経年的に増加しているが、同図の（２）
によると、参加したインターンシップの日数が最長で「１日間」である者の割合が増加し
ており、最長で「５日間以上」である者の割合が減少していることが分かる。そこで、１
日間のインターンシップの内容について詳細をみると、同図の（３）より、就業体験等を
伴わない１日間のインターンシップは、１日間のインターンシップ全体の４割以上を占め
ており、また、同図の（４）より、インターンシップに参加して感じた効果については、
「業界・業種を理解することができた」以外は、「１日間のインターンシップ」に比べ「２
日間以上のインターンシップ」の方が効果を感じたと回答する割合が高くなっている。　
インターンシップは、大学及び学生にとっては、キャリア教育・専門教育としての意義
や、高い職業意識の育成、自主性・独創性のある人材の育成等に資するものである一方で、
企業にとっても、自社に対する理解の促進、自社の魅力発信等に資する取組であることか
ら、インターンシップに関わる者が協働し、インターンシップの更なる普及・推進を図っ
ていくことが重要となるだろう。

コラム１－２－③図　インターンシップの参加状況等について

○　インターンシップの参加経験の有無をみると、インターンシップに複数回参加したことがある者が経
年的に増加している中、参加したインターンシップの日数が最長で「１日間」である者の割合が増加し
ており、最長で「５日間以上」である者の割合が減少している。
○　就業体験等を伴わない１日間のインターンシップは、１日間のインターンシップ全体の４割以上を占
めており、また、インターンシップに参加して感じた効果については、「業界・業種を理解することが
できた」以外は、「１日間のインターンシップ」に比べ「２日間以上のインターンシップ」の方が効果
を感じたと回答する割合が高くなっている。
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資料出所　内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）大学４年生を対象とした値。

２）（１）について、2015年度調査では就職活動の有無にかかわらず、インターンシップの参加状況について尋
ねているが、ここでは「就職活動を行った」者に限定して集計を行った上で比較を行っている。

３）（２）は、参加したインターンシップのうち、最長の日数のものについて集計した値を指す。
４）（３）は、１日間のインターンシップへの参加回数累計を集計した値。
また、2015年度調査、2016年度調査では調査を実施していない。
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最後に、コラム１－２－④図により、若年層の働く目的や就職先を決めるに当たって重視
していることを確認していくことで、仕事に関する若年層の意向等について概観したい。
コラム１－２－④図の（１）より、20～24歳の若年層の働く目的についてみると、「お金を得
るために働く」者の割合が経年的に増加している中、「生きがいをみつけるために働く」者
の割合は、減少傾向にあることが分かる。一方で、同図の（２）より、就職活動に関わる
大学４年生を対象に、就職先を決めるに当たって重視していることについて尋ねた結果を
みると、「企業等の安定性」「職場の雰囲気が良さそう」に次いで、「自分のやりたい仕事が
できる（やりがいがある）」が「給料や賞与が高い／手当や社会保障が充実」を上回ってい
ることが分かる。仕事に生きがいを求める若年層は減ってきているものの、就職先を決め
るに当たっては、給与よりもやりがいを重視する者が多く、引き続き、求人・求職者間の
マッチングが重要となるだろう。

コラム１－２－④図　働く目的及び就職先を決めるに当たって重視していること

○　20～24歳の働く目的についてみると、「お金を得るために働く」者の割合が経年的に増加してい
る一方で、「生きがいをみつけるために働く」者の割合は、減少傾向にある。
○　また、就職先を決めるに当たって重視していることについてみると、「企業等の安定性」「職場の雰
囲気が良さそう」に次いで、「自分のやりたい仕事ができる（やりがいがある）」を重視する割合も
高くなっている。
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資料出所　内閣府「国民生活に関する世論調査」「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査」をもとに厚生労働省政
策統括官付政策統括室にて作成

（注）　右図は、「就職活動を行った（終えた）」「就職活動を行っている（継続している）」「これから就職活動を行う予
定である」大学４年生を対象とした値。
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経済の好循環の更なる拡大を実現していくためには、賃金の引上げが重要な要素であるが、
2018年度の名目賃金は、2014年度以降５年連続で増加し、春季労使交渉では賃上げやベース
アップを実施する企業の割合も上昇している。また、長時間労働の是正など、働き方の見直し
が課題となる中、労働時間の動向に関する関心は高まっている。

本章においては、労働時間、賃金、春季労使交渉の動向について概観していく。

	 第１節	 労働時間・有給休暇の動向
●月間総実労働時間は、所定内労働時間を中心に減少傾向にあり、一般労働者の所定内労働時
間がマイナスに大きく寄与したほか、パートタイム労働者比率のマイナス寄与が拡大した
まず、近年の労働時間の動向について概観していく。第１－（３）－１図は、2012年から2018

年にかけての５人以上規模事業所における月間総実労働時間の推移を示している。月間総実労
働時間の推移をみると、2012年には147.0時間であった水準は、2018年には142.2時間まで減
少している。

月間総実労働時間について所定内労働時間と所定外労働時間に分けてみると、所定外労働時
間は2013年以降横ばい圏内で推移している一方、所定内労働時間は減少傾向で推移しており、
2012年には136.7時間であった水準は、2018年には131.4時間にまで減少している。

ここまで、月間総実労働時間が減少傾向にあることを確認したが、その要因についてより詳
細にみていく。第１－（３）－２図により、パートタイム労働者比率の推移をみると、上昇傾向に
あり、月間総実労働時間の変動に対してマイナスの寄与が続いていることが分かる。加えて、
パートタイム労働者の月間総実労働時間の変動も、マイナスに寄与し続けている。

2018年の動向をみると、一般労働者の所定内労働時間が前年から大きく減少したことに加
え、パートタイム労働者比率及びパートタイム労働者の月間総実労働時間の変動が、引き続き
マイナスに寄与している。

第３章
労働時間・賃金等の動向
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第１－（３）－１図 月間総実労働時間の内訳の推移

○　月間総実労働時間は、所定内労働時間を中心に減少傾向で推移している。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）　調査産業計、就業形態計、常用労働者、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東

京都の「500人以上規模の事業所」についても再集計した値を示している。

第１－（３）－２図 月間総実労働時間の増減差の要因分解

○　2018年の動向をみると、一般労働者の所定内労働時間がマイナスに大きく寄与したほか、パート
タイム労働者比率のマイナス寄与が拡大した。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500人以上規

模の事業所」についても再集計した値を示している。
２）実数値をもとに算出。算出方法は以下のとおり。
３）要因分解の計算式は以下のとおり。

∆Ｐ　＝（１−ｒ̅ ）∆Ｑ　＋（１−ｒ̅ ）∆Ｒ　＋　ｒ̅ ∆Ｓ　＋　∆ｒ（Ｓ̅−Q̅−R̅ ）
P ：就業形態計の総実労働時間
Q ：一般労働者の所定内労働時間
R ：一般労働者の所定外労働時間

S ：パートタイム労働者の総実労働時間
r ：パートタイム労働者比率
Δ ：当年と前年の増減差
￣ ：当年と前年の平均

４）パートタイム労働者比率は、パートタイム労働者数を就業形態計の常用労働者数で除した数値である。
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●一般労働者の所定内労働時間は減少、所定外労働時間は増加。長時間労働者では、週60時
間以上就労している雇用者の割合が低下する中、週40時間から48時間の同割合が上昇
次に、一般労働者の労働時間についてみていく。
まず、第１－（３）－３図の左図により、一般労働者の月間総実労働時間の推移をみると、横ば

い圏内で推移していたが、2018年はやや減少している。
月間総実労働時間について内訳をみると、所定外労働時間は2013年の13.8時間から2018年

に14.4時間にやや増加している一方で、所定内労働時間は2013年の154.6時間から2018年には
153.0時間とやや減少している。

次に、長時間働いている雇用者の動向を確認していく。ここでは、総務省「労働力調査」を
用いて、月末１週間の就業時間が40時間以上の雇用者に着目する。まず、第１－（３）－３図の
右図により、男女別及び就業時間別に雇用者の割合をみると、週60時間以上就労している雇
用者の割合は、2013年と比較し、男性で2.9％ポイント低下、女性で0.7％ポイント低下し、
2018年においては、男性で13.9％、女性で5.6％となっている。他方、週40～48時間で就労し
ている雇用者の割合は、2013年と比較し、男性で2.6％ポイント上昇、女性で1.3％ポイント上
昇し、2018年においては、男性で62.7％、女性で80.6％となっている。

総じてみると、長時間働いている雇用者については、週60時間以上就労している雇用者の
割合が低下する中、週40～48時間で就労している雇用者の割合は上昇している。

第１－（３）－３図 一般労働者の労働時間等について

○　所定内労働時間を中心に、一般労働者の労働時間が減少傾向にある中、2013年から2018年にか
けて「週40～48時間」で就業する雇用者の割合は上昇した。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）左図は、事業所規模５人以上、調査産業計の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500
人以上規模の事業所」についても再集計した値を示している。

２）右図は、非農林業の役員を除く雇用者について作成しており、月末１週間の就業時間40時間以上の雇用者
に占める就業時間別の雇用者の割合を示している。
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●パートタイム労働者では、女性が多いものの、高齢者の増加も大きい
次に、パートタイム労働者の労働時間についてみていく。
第１－（３）－４図の左図により、パートタイム労働者の月間総実労働時間の推移をみると、減

少傾向で推移している。
月間総実労働時間について内訳をみると、所定外労働時間は2012年に2.8時間であった水準

が、2018年には2.6時間となった一方で、所定内労働時間は2012年に89.0時間であった水準が、
2018年には82.7時間と減少傾向にある。

パートタイム労働者という働き方を選択しているのはどのような人たちなのだろうか。第１
－（３）－４図の右図により、パートタイム労働者に対する男女別・年齢階級別構成割合をみる
と、女性の「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」において高いことが分かる。また、2013年と
比較すると、男女ともに「15～24歳」「65歳以上」において増加しており、特に「65歳以上」
の増加幅が大きいことから、パートタイム労働者という働き方を選択している高齢者が多いこ
とが分かる。

第１－（３）－４図 パートタイム労働者の労働時間について

○　パートタイム労働者における男女別・年齢階級別構成割合は、女性の「35～44歳」「45～54歳」
「55～64歳」が、高い比率を占めている中、男性、女性ともに「65歳以上」の増加幅が大きくなっ
ている。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」（左図）、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」（右図）をもとに厚生労働
省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　１）左図は、事業所規模５人以上、調査産業計の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500
人以上規模の事業所」についても再集計した値を示している。

２）右図は、非農林雇用者について作成しており、雇用者全体に占める各年齢階級の短時間労働者数の割合の
値を示している。なお、短時間労働者とは、月末１週間の就業時間が１～34時間の雇用者を指す。
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●男女ともに年次有給休暇取得率は上昇しているが、一部の人手不足感が高まっている産業で
年次有給休暇取得率が低い
続いて、年次有給休暇取得率について確認していく。
第１－（３）－５図により、産業別に年次有給休暇取得率の動向を確認すると、2013年時点と

比較し、産業計では上昇しており、人手不足感が高まっている「サービス業（他に分類されな
いもの）」「運輸業，郵便業」「建設業」「宿泊業，飲食サービス業」においても、取得率は上昇
している。

また、2018年の水準をみると、「情報通信業」「製造業」「サービス業（他に分類されないも
の）」「医療，福祉」「運輸業，郵便業」では50%を超えている一方、人手不足感が高まってい
る「宿泊業，飲食サービス業」では32.5％と最も低くなっている。また、企業規模別にみると、
取得率は全ての企業規模において上昇しており、「30～99人」「100～299人」といった中小企業
における上昇幅が大きくなっている。

第１－（３）－５図 年次有給休暇の取得率の状況

○　年次有給休暇の取得状況をみると、「教育、学習支援業」を除いた産業において取得率が上昇して
いる。
○　全ての企業規模において年次有給休暇の取得率が上昇している中、とりわけ「30～99人」「100
～299人」といった中小企業における取得率が上昇している。
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資料出所　厚生労働省「就労条件総合調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）常用労働者30人以上の民営企業における常用労働者の値を示している。

２）2014年以前は、調査対象を「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」としており、また、「複合
サービス事業」を含まなかったが、2015年より「常用労働者が30人以上の民営法人」とし、さらに「複合
サービス事業」を含めることとした。

３）「付与日数」は、繰越日数を除く。
４）「取得日数」は、2017年（又は平成28会計年度）１年間に実際に取得した日数である。
５）「取得率」は、取得日数計／付与日数計×100（％）である。
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	 第２節	 賃金の動向
●一般労働者の所定内給与の寄与により、名目賃金は５年連続で増加

次に、賃金の動向について概観していく。
まず、税や社会保険料等を差し引く前の額である現金給与総額について、名目賃金1を用い

ながら、就業形態別に動向を確認していく。
第１－（３）－６図により、2018年度における就業形態別の名目賃金（月額）をみると、就業

形態計で32.3万円、一般労働者で42.3万円、パートタイム労働者で10.0万円となり、就業形態
計では2014年度以降、５年連続の増加となり、一般労働者も引き続き増加している。

次に、名目賃金の変動要因について確認していく。現金給与総額の変動については、一般労
働者の所定内給与、一般労働者の所定外給与、一般労働者の特別給与、パートタイム労働者の
現金給与総額、パートタイム労働者比率の５つに分解し、各々の寄与度を計算することができ
る。第１－（３）－７図により、2018年度の名目賃金の動向をみると、これまでパートタイム労
働者比率の上昇がマイナスに寄与し続けてきたが、一般労働者の所定内給与や特別給与がプラ
スに寄与した結果、2018年度の名目賃金の前年比は、2014年度以降、５年連続でプラスとなっ
た。

なお、名目賃金の前年比を月次でみていくと、一般労働者の所定内給与はプラスの寄与が続
く中、2019年１月以降ではパートタイム労働者比率がマイナスに大きく寄与している。

１　「毎月勤労統計調査」のデータを用いた値については、公表されている指数にそれぞれの基準数値
（2015年平均値）を乗じて時系列接続が可能となるように修正した実数値を用いている。
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第１－（３）－６図 就業形態別にみた現金給与総額（名目、月額）の推移

○　2018年度における就業形態別の名目賃金は、就業形態計では2014年度以降５年連続の増加とな
り、一般労働者も引き続き増加している。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500人以上規

模の事業所」についても再集計した値を示している。
２）指数（現金給与総額指数、定期給与指数、所定内給与指数）にそれぞれの基準数値（2015年）を乗じて時

系列接続が可能となるように修正した実数値である。
３）所定外給与＝定期給与－所定内給与、特別給与＝現金給与総額－定期給与として算出している。
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第１－（３）－７図 現金給与総額（名目）の変動要因の推移

○　2018年度の名目賃金の動向をみると、一般労働者の所定内給与や特別給与がプラスに寄与した結
果、名目賃金の前年比は、2014年度以降５年連続でプラスとなった。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500人以上規

模の事業所」についても再集計した値を示している。
２）就業形態計、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、現金給与総額指数に基準数値（2015

年）を乗じ、100で除して現金給与総額の時系列接続が可能となるように修正した実数値を算出し、これら
の数値を基にパートタイム労働者比率を推計している。

３）指数（定期給与指数、所定内給与指数）にそれぞれの基準数値（2015年）を乗じ、100で除して時系列接
続が可能となるように修正した実数値を用いている。

４）所定外給与＝定期給与－所定内給与、特別給与＝現金給与総額－定期給与として算出している。
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続いて、物価の動向を加味した実質賃金の状況をみていく。第１－（３）－８図では、実質賃金
の動向について、名目賃金の要因と物価要因に分解している。

2018年度の実質賃金の動向をみると、これまで物価のマイナス寄与が弱まっていたが、天
候不順の影響による「生鮮食品」の値上がりやエネルギー価格の上昇により物価が上昇したこ
とから、昨年度に引き続きマイナスに寄与した結果、実質賃金の前年比はマイナスとなった。

なお、実質賃金の前年比を月次でみていくと、2016年10月以降、物価はマイナス寄与が続
いており、2017年12月以降、そのマイナス寄与が強まっていたが、2018年12月以降は、気温
が平年を上回り、野菜を中心に「生鮮食品」が値下がりしたことなどから、マイナス寄与が弱
まっている。

第１－（３）－８図 現金給与総額（実質）の変動要因の推移

○　2018年度の実質賃金は、物価変動要因がマイナスに寄与し、前年比でマイナスとなった。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「消費者物価指数」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）調査産業計、就業形態計、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東京都の
「500人以上規模の事業所」についても再集計した値を示している。

２）実質賃金は、名目の現金給与総額指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除し、100を乗
じて算出している。
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●パートタイム労働者の時給は継続して増加
第１－（３）－９図により、所定内給与を所定内労働時間で除すことにより時給換算した賃金の

推移をみていく。
一般労働者及びパートタイム労働者の時給換算した名目賃金は、引き続き増加している。ま

た、パートタイム労働者の時給換算した名目賃金は、2018年度には2012年度と比較して112
円増の1,143円となった。

物価の動向を加味した実質賃金の状況をみると、パートタイム労働者の時給換算した実質賃
金は、2015年度以降、４年連続の増加となった。また、一般労働者の時給換算した実質賃金
は、2016年度から2017年度にかけてわずかに減少しているものの、2017年度から2018年度に
かけては増加に転じており、2015年度以降緩やかに増加基調にあるものと考えられる。なお、
2018年の最低賃金額（全国加重平均額）は、874円となっており、前年に比べ26円増加してい
る。

第１－（３）－９図 就業形態別にみた時給換算した賃金（名目、実質）の推移

○　2018年度における就業形態別の名目賃金は、時間当たり賃金でみた場合も、就業形態計でも、一
般労働者でも引き続き増加している。
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資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。また、2012年以降において東京都の「500人以上規

模の事業所」についても再集計した値を示している。
２）指数（所定内給与指数、所定内労働時間指数）にそれぞれの基準数値（2015年）を乗じて時系列接続が可

能となるように修正した実数値である。
３）１時間当たり賃金は、所定内給与の修正済み実数値を所定内労働時間で除し、2015年度平均を100として

指数化した値である。

56

第Ⅰ部　労働経済の推移と特徴

05_労働経済白書_第Ⅰ部第３章.indd   56 2019/09/19   15:20:38



●女性や高齢者の賃金自体は増加しており、総雇用者所得も増加している
足下の雇用情勢をみると、女性や高齢者において、非正規雇用ではなく正規雇用という働き

方で就労する労働者が増加しているが、こうした動向は一般労働者の現金給与総額にどのよう
な影響を与えるのだろうか。以下では、その点について確認していく。

第１－（３）－10図の左図は、一般労働者の現金給与総額の変動について、60歳未満の男性一
般労働者の現金給与総額、60歳未満の女性一般労働者の現金給与総額、60歳以上の一般労働
者の現金給与総額、60歳未満の女性一般労働者比率、60歳以上の一般労働者比率の５つに分
解し、各々の寄与度を計算している。その動向をみると、2014年以降、60歳未満の男性一般
労働者の現金給与総額と60歳未満の女性一般労働者の現金給与総額はプラスに寄与し続けて
おり、60歳以上の一般労働者の現金給与総額は、2016年を除き、プラスに寄与している。60
歳未満の女性一般労働者比率は、2017年まで上昇してきたことからマイナスに寄与してきた
が、2018年は横ばいとなったことから現金給与総額の変動に対してほとんど寄与していない。
他方、60歳以上の一般労働者比率は2015年、2017年及び2018年にマイナスに寄与しているこ
とが分かる。

第１－（３）－10図の右図により、男女計・年齢計の一般労働者の賃金水準と比較すると、女
性一般労働者や60歳以上の一般労働者の賃金水準は相対的に低いことから、このようなマイ
ナスの寄与が生じることが分かる。ただし、女性一般労働者や60歳以上の一般労働者の賃金
は増加しており、男女計・年齢計との相対的な差は、2013年と比較するといずれも縮小して
いる。

総じてみると、正規雇用の働き方により女性や高齢者の労働参加が進む中、女性や高齢者の
賃金は増加しているが、一般労働者間では女性や高齢者の賃金水準は相対的に低いことから、
これらの労働者比率の上昇は一般労働者の現金給与総額に対してマイナスに寄与する結果と
なっている。

なお、一人当たりの賃金に雇用者数を乗じた総雇用者所得（実質）2の動向をみると、雇用者
要因と名目賃金要因がプラスに寄与した結果、2018年度の総雇用者所得（実質）の前年比は
プラスとなった。また、2013年から2018年にかけて、雇用者要因はプラスに寄与し続けてお
り、女性や高齢者の労働参加の進展は、総雇用者所得（実質）に対してプラスに寄与すること
に留意が必要である（付１－（３）－１図）。

２　内閣府「国民経済計算」総務省統計局「労働力調査（基本集計）」厚生労働省「毎月勤労統計調査」を
もとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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第１－（３）－10図 一般労働者の現金給与総額の変動要因等の推移

○　一般労働者に占める高齢者の比率は、一般労働者の現金給与総額に対してマイナスに寄与してい
るが、高齢者の賃金自体は増加している。
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資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）左図の現金給与総額は、「きまって支給する現金給与額」に「年間賞与そのほか特別給与額」の12分の１

を加えて算出したもの。
２）右図の賃金は「きまって支給する現金給与額」であり、名目賃金を示している。
３）名目賃金の増減率の要因分解の式は下記のとおり。

名目賃金の増減率

○ 一般労働者に占める高齢者の比率は、一般労働者の現金給与総額に対してマイナスに寄与しているが、高齢者の賃金自体は増加

している。

第１－（３）－ 図 一般労働者の現金給与総額の変動要因等の推移

資料出所 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

（注） １）左図の現金給与総額は、「きまって支給する現金給与額」に「年間賞与そのほか特別給与額」の 分の１を加えて算出したもの。

２）右図の賃金は「きまって支給する現金給与額」であり、名目賃金を示している。

３）名目賃金の増減率の要因分解の式は下記のとおり。

名目賃金の増減率

ここで、 （名目）賃金、 ： 歳以上労働者比率、 ： 歳未満労働者における女性労働者比率であり、 の添え字及び記号はそれぞれ、

歳未満、 歳以上、 歳未満男性、 歳未満女性、Δ :差分、￣ 平均を表す。また、右辺の第１項は 歳未満男性労働者賃

金の寄与、第２項は 歳未満女性労働者の賃金の寄与、第３項は 歳未満における女性労働者構成比の寄与、第４項は 歳以上労働者の賃金

の寄与、第５項は 歳以上労働者の構成比の寄与を表す。

= ∆Wm ∙ 1 − ഥrt ∙ 1 − ഥrf
W + ∆Wf ∙ 1 − ഥrt ∙ ഥrf

W + ∆rf ∙ 1 − ഥrt ∙ Wf −Wm
W + ∆Wt ∙ ഥrt

W + ∆rt ∙ Wt −Ws
W
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賃金要因（ 歳未満女性）

賃金要因（ 歳未満男性）

（％）
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 ここで、W：（名目）賃金、rt：60歳以上労働者比率、rf：60歳未満労働者における女性労働者比率であり、W 
の添え字及び記号はそれぞれ、s：60歳未満、t：60歳以上、m：60歳未満男性、f：60歳未満女性、Δ：差分、
￣：平均を表す。また、右辺の第１項は60歳未満男性労働者賃金の寄与、第２項は60歳未満女性労働者の賃金
の寄与、第３項は60歳未満における女性労働者構成比の寄与、第４項は60歳以上労働者の賃金の寄与、第５項
は60歳以上労働者の構成比の寄与を表す。
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●45～64歳の女性一般労働者の賃金が増加傾向
「平成30年版労働経済の分析」では、40歳台の男性一般労働者の賃金に着目し、取り巻く環

境変化も含めて状況を整理した。そこで、本稿では、女性一般労働者の賃金について見てい
く。

まず、女性一般労働者の状況を概観していく。第１－（３）－11図により、年齢階級別に女性
一般労働者の現金給与総額の推移をみると、2008年から2018年までの10年間で、45～64歳の
賃金が大きく増加しており、「45～49歳」では月額2.0万円、「50～54歳」では月額2.8万円、

「55～59歳」では月額3.9万円、「60～64歳」では月額2.1万円の増加となっている。
第１－（３）－12の左図により、勤続年数の構成割合について年齢階級別にみると、2008年か

ら2018年までの10年間で、「45～49歳」では「20～24年」が0.9％ポイント上昇、「25～29年」
が4.0％ポイント上昇、「50～54歳」では「25～29年」が2.5％ポイント上昇、「30年以上」が
0.6％ポイント上昇、「55～59歳」では「25～29年」が0.3％ポイント上昇、「30年以上」が3.4％
ポイント上昇、「60～64歳」では「25～29年」が0.8％ポイント上昇、「30年以上」が4.5％ポイ
ント上昇していることが分かる。さらに、第１－（３）－12図の右図により、係長級、課長級、
部長級といった役職に就いている労働者の割合（以下、「役職者比率」という。）について年齢
階級別に状況をみると、2008年から2018年までの10年間で、「45～49歳」では1.9％ポイント
上昇、「50～54歳」では2.9％ポイント上昇、「55～59歳」では4.7％ポイント上昇、「60～64歳」
では2.1％ポイント上昇しており、45～64歳における上昇幅が大きくなっていることから、勤
続年数が延び、役職者比率が上昇したことが、賃金の増加に寄与したものと考えられる。

第１－（３）－11図 年齢階級別にみた女性一般労働者の賃金

○　年齢階級別に女性一般労働者の現金給与総額の推移をみると、45～64歳の賃金の増加幅が大きく
なっている。
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資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）集計対象は、企業規模10人以上の一般労働者となっている。

２）賃金は、現金給与総額を消費者物価指数（持ち家の帰属家賃を除く総合）で割り戻して実質化した。
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第１－（３）－12図 年齢階級別にみた女性一般労働者の勤続年数と役職者比率

○　年齢階級別に女性一般労働者の勤続年数の推移をみると、45～64歳において勤続年数が長い者が
増えている。
○　役職者比率をみると、45～64歳における増加幅が大きくなっている。
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資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）左図の集計対象は、企業規模10人以上の一般労働者となっている。右図の集計対象は、企業規模100人以

上の一般労働者のうち雇用期間の定めがない者となっている。
２）役職者は「係長級」「課長級」「部長級」の合計とした。役職者比率は役職者の数を役職者と非役職者の合

計数で除して算出している。
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●初任給は人材確保のため上昇傾向
第１－（３）－13図の左図により、初任給の推移をみると、2018年は大卒女性の初任給が前年

に比べ減少したものの2014年以降、男女、大卒・高卒ともに初任給は上昇傾向にある。
第１－（３）－13図の右図により、企業が初任給の決定にあたり考慮した要因をみると、2013

年までは「世間相場」や「在職者とのバランスや新卒者の職務価値で決めた」という回答が多
かったが、2014年以降、「人材を確保する観点から決めた」や「賃金交渉の結果、その配分で
決めた」という回答が上昇してきており、人手不足が初任給の上昇に影響を与えているものと
考えられる。

第１－（３）－13図 初任給及び初任給決定にあたって最も考慮した判断要因の推移

○　初任給の推移をみると、2018年では、大卒女性を除くすべての学歴で前年を上回っている。
○　また、人材確保の観点を最も重視して初任給額を決定する企業の割合が、2013年以降経年的に上
昇している。
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資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査（初任給）」、（一社）日本経済団体連合会「新規学卒者決定初任給調査結
果」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　右図は、経団連企業会員及び東京経営者協会会員企業を対象とした調査の値である。
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●45歳未満の転職者の賃金は上昇
第１－（３）－14図の左図により、定年退職の影響を受けない55歳未満における転職率につい

て、2013年と2018年の値を比較すると、男性はすべての年齢階級において横ばいで推移して
おり、女性はすべての年齢階級において上昇している。

第１－（３）－14図の右図により、転職による賃金の増減をみると、男性は45～54歳を除くす
べての年齢階級において、女性はすべての年齢階級において、転職前の賃金に比べて転職後の
賃金が増加した者の方が多くなっている。

第１－（３）－14図 転職率の推移及び転職者の賃金変動

○　転職率の推移をみると、男性は横ばいで推移し、女性は全ての年齢階級において上昇している。
○　転職者の賃金変動の状況をみると、男性は45歳未満において上昇し、女性は55歳未満において
上昇している。
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（％） （「増加」－「減少」、％ポイント）

資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」、厚生労働省「平成29年雇用動向調査」をもとに厚生労働省政策統括
官付政策統括室にて作成

（注）　１）「転職者」とは、就業者のうち前職のある者で，過去１年間に離職を経験した者のことをいう。
２）「転職率（%）」＝転職者数÷就業者数×100
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	 第３節	 春季労使交渉の動向
●労使ともに賃上げに対して前向きな姿勢

続いて、賃上げを中心として関心が高まっている2019年の春季労使交渉の動きについて労
働者側、使用者側の双方からみていく。

まず、労働者側の動きからみていく。日本労働組合総連合会（以下「連合」という。）は、
2019春季生活闘争は、「総合生活改善闘争」との位置づけのもと、「経済の自律的成長」「社会
の持続性」の実現に取り組み、すべての働く者の「底上げ・底支え」「格差是正」の実現を通
じて、「人的投資の促進」「ディーセント・ワークの実現」「包摂的な社会の構築」「経済の自律
的成長」を目指すとしている。

2019春季生活闘争方針の要求項目としては、「賃上げ要求」「『すべての労働者の立場にたっ
た働き方』の見直し」などがあげられている。
「賃上げ要求」については、月例賃金の改善にこだわるとした上で、「社会全体に賃上げを促

す観点とそれぞれの産業全体の「底上げ・底支え」「格差是正」に寄与する取り組みを強化す
る観点を踏まえ、２％程度を基準とし、定期昇給相当分（賃金カーブ維持相当分）を含め４％
程度とする」としている。

次に「『すべての労働者の立場にたった働き方』の見直し」については、「健康で働き続けら
れる労働時間と過労死ゼロの実現、超少子高齢化・人口減少が進むわが国の社会構造を踏ま
え、『社会生活の時間』の充実を含めワーク・ライフ・バランス社会の実現と個々人の状況や
ニーズにあった働き方と処遇のあり方について総体的な検討と協議を行う」としている。

このような労働者側の動きに対して、使用者側はどのような動きをとったのだろうか。
（一社）日本経済団体連合会（以下「経団連」という。）は2019年１月に公表した「2019年

版経営労働政策特別委員会報告－働きがい向上とイノベーション創出　by Society 5.0-」では、
「企業労使には、わが国社会が時代の大きな転換期にあるとの認識を深く共有した上で、自社
に適した働き方や処遇のあり方について、徹底的な議論を期待したい。その結果、これまでの
賃金引上げのモメンタムが維持・強化され、経済の好循環が力強く回るとともに、Society5.0
実現に向けた重要な一歩につながることを願っている。」との姿勢を示した。

また、労働者側が要求している賃金の引上げに対しては、「社内外の様々なことを考慮しな
がら、適切な総額人件費管理の下、自社の支払能力を踏まえ、労働組合との協議を経て決める

『賃金決定の大原則』に則り、自社の収益に見合った対応を今年も継続するよう」呼びかけて
いる。

●2019年春季労使交渉では、経団連・連合ともに６年連続で賃上げの動き
2019年の春季労使交渉の概況についてみていく。
第１－（３）－15図により、賃上げ集計結果をみると、2019年の春季労使交渉は、経団連では

2.43％、連合では2.07％の賃上げ率が発表された。経団連は2018年の賃上げ率よりも低い水準
であったものの、経団連・連合ともに、2013年よりも高い水準の賃上げとなった。
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第１－（３）－15図 賃上げ集計結果

○　2019年の妥結額は6,790円、賃上げ率は2.18％となっており、６年連続で２％以上の賃上げを
継続。
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資料出所　厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」、（一社）日本経済団体連合会　「春季労使交渉・大手
企業業種別回答状況（加重平均）」、日本労働組合総連合会　「春季生活闘争最終回答集計結果」をもとに厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　１）民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況の集計対象は、原則として、資本金10億円以上かつ従業員1,000
人以上の労働組合がある企業である（加重平均）。

２）連合の集計組合は規模計であり、299人以下の中小組合を含む。
３）経団連（大手）の集計対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上の企業である。
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●前年と同程度の賃金の引上げ額を実現
春季労使交渉の結果を受けて、一人当たりの平均賃金がどのように変化したのか、「一人当

たりの平均賃金の改定額・改定率」「改訂を行った企業の割合」「ベースアップの状況」を順次
みていく。

はじめに、第１－（３）－16図により、一人当たりの平均賃金の改定額・改定率をみると、
2018年の企業規模計の改定額は5,675円、改定率は2.0％となっており、前年と同程度の賃金の
引上げを実現した。次に、企業規模に着目し、左図において改定額をみると、2018年の賃金
改定額は300～999人規模を除いて増加幅が拡大しており、5,000人以上規模で7,109円、1,000
～4,999人規模で5,645円、100～299人規模で5,039円となっている。一方、増加幅が縮小して
いる300～999人規模の賃金改定額は5,247円となっている。また、右図により、改定率に着目
してみると、5,000人以上規模で2.2％、1,000～4,999人規模、300～999人規模及び100～299人
規模で1.9％となっている。

第１－（３）－16図 一人当たり平均賃金の改定額及び改定率の推移

○　2018年の一人当たり平均賃金の改定額（予定を含む。）は5,675円、改定率は2.0％となり、前
年と同程度の賃金の引上げとなった。
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資料出所　厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　賃金の改定を実施し又は予定していて額も決定している企業及び賃金の改定を実施しない企業を集計した。
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●賃上げやベースアップを実施する企業の割合は上昇
次に、平均賃金の引上げを行った企業の割合について、第１－（３）－17図の左図により確認

していく。企業規模計では、2018年は前年より1.9％ポイント高い89.7％の企業が賃上げを実
施しており、1999年の調査開始以来、過去最高の水準を更新した。企業規模別にみると、5,000
人以上規模では、94.4％の企業が賃上げを行っている一方で、100～299人規模では88.0％の企
業に留まっているものの、大規模企業と中小規模企業での賃上げの企業割合の差は昨年に比べ
て縮小している。

さらに、ベースアップの実施状況についても確認していく。第１－（３）－17図の右図により、
企業規模別にベースアップを実施した企業の割合の推移をみると、企業規模計では、2018年
は29.8％となっており、実施割合は２年連続で上昇していることが分かる。また、企業規模別
にみると、特に1,000～4,999人規模の企業では同16.5％ポイント上昇の43.0％と大きく上昇し
ている。5,000人以上規模の企業では前年差1.7％ポイント上昇し50.8％となっており、中小規
模企業の300～999人、100～299人の企業はともに上昇していることが分かる。

第１－（３）－17図 一人当たり平均賃金を引き上げる企業の割合

○　賃上げを実施する企業の割合は2018年は89.7％となり、1999年の調査開始以来、過去最高の
水準を更新している。ベースアップを行う企業の割合は29.8％となっており、実施割合は２年連続
で上昇している。
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資料出所　厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）左図は、調査時点（各年８月）において、年内に１人当たり平均賃金を引上げた、又は引上げる予定と回

答した企業の割合を示している。
２）　右図は、定期昇給制度がある企業のうちベースアップを行った、又は行う予定と回答した企業の割合を

示している。
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●2013年以降、賃金の改定に当たって「労働力の確保・定着」を重視する企業が増加
賃上げやベースアップを実施する企業の割合が上昇していることを確認したが、賃金の改定

に当たって、企業はどのような要素を重視しながら決定しているのだろうか。
第１－（３）－18図により確認すると、賃金の改定に当たって「企業の業績」を重視している

企業は半数を超えている一方で、人手不足感が高まっている中、賃金の改定においても「労働
力の確保・定着」といった要素を最も重視している企業の割合が、2013年以降上昇傾向にあ
ることが分かる。

第１－（３）－18図 賃金の改定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移

○　賃金の改定に当たって「企業の業績」を重視している企業は依然として半数を超えている一方で、
「労働力の確保・定着」といった要素を最も重視している企業の割合が、2013年以降上昇傾向にあ
る。
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資料出所　厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　「賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素別企業割合」は賃金の改定を実施し又は予定していて額も決定

している企業で、賃金の改定決定に当たり最も重視した要素のうち、「企業の業績」「労働力の確保・定着」「世間
相場」と回答した割合である。
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●2018年の夏季一時金は、５年連続で80万円台の水準を維持
最後に、夏季・年末一時金妥結状況について、第１－（３）－19図により確認していく。2018

年の夏季・年末一時金妥結状況の推移をみると、夏季一時金の妥結額は前年比5.52％増の87.1
万円となり、2014年以降５年連続で80万円台の水準を維持しており、年末一時金の妥結額は
前年比3.90％増の86.3万円となっている。

第１－（３）－19図 夏季・年末一時金妥結状況の推移

○　2018年の夏季一時金、年末一時金の妥結額はそれぞれ87.1万円、86.3万円となり、夏季一時金
は2014年以降５年連続で80万円台の水準を維持している。
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資料出所　厚生労働省「民間主要企業（夏季・年末）一時金妥結状況」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて
作成

（注）　１）集計対象は、原則として、資本金10億円以上かつ従業員1,000人以上の労働組合がある企業（加重平均）。
２）要求額は、月数要求・ポイント要求など要求額が不明な企業を除き、要求額が把握できた企業の平均額で

ある。
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雇用・所得環境の改善が続く中、経済の好循環の更なる拡大を実現していくためには、これ
を消費の拡大に結びつけていくことが重要である。消費の動向をみると、消費者態度指数は
2017年11月をピークに緩やかな低下傾向で推移し、消費者マインドは持ち直しに足踏みがみ
られるものの、消費支出や消費総合指数は持ち直しの動きがみられ、総じてみると、消費は持
ち直しが続いている。
そこで、本章では、このような2018年度の消費と物価の動向についてみていく。

	 第１節	 消費・物価の動向
●消費者マインドは持ち直しに足踏みがみられる
消費の動向は、所得以外の要因として、消費者マインドの影響を受ける。そこで、第１－

（４）－１図により、消費者態度指数について項目別に推移をみていく。
消費者態度指数は、2014年４月の消費税率引上げ後に低下したが、いったん回復の動きを
みせた。その後、2017年後半より持ち直しの動きがみられたものの、2017年11月をピークに
緩やかな低下傾向で推移し、以降、持ち直しに足踏みがみられた。
項目別に2018年の推移をみると、すべての項目において緩やかな低下傾向にあるものの、

「雇用環境」は、相対的に高い水準で推移している。
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第１－（４）－１図 消費者態度指数の推移

○　消費者態度指数は、2017年後半から持ち直しの動きとなったものの、2017年11月をピークに
緩やかな低下傾向で推移している。項目別にみると、すべての項目において緩やかな低下傾向にあ
るものの、「雇用環境」は、相対的に高い水準で推移している。
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資料出所　内閣府「消費動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）二人以上の世帯、季節調整値。

２）グラフのシャドー部分は景気後退期。
３）2013年４月調査から、訪問留置調査法から郵送調査法に変更したことにより、不連続が生じている。また、
毎年３月調査の公表時に季節調整値の遡及改定を行っているが、2014年度以降は、郵送調査法に変更した
2013年度調査（2013年４月調査）以降の期間のみ季節調整替え及び遡及改定を行うこととしている。

４）なお、2018年10月調査より、郵送・オンライン併用調査法としている（これまでは郵送調査法）。
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●実質総雇用者所得が緩やかに増加するなど、雇用・所得環境が改善する中、消費支出は持ち
直しが続いている
第１－（４）－２図により、消費総合指数と勤労者世帯における消費支出の推移をみると、需要
側と供給側の要因を包括的にまとめた消費総合指数は、持ち直しの動きがみられる。また、勤
労者世帯における消費支出1をみると、2016年の半ば以降持ち直しが続いている。また、消費
支出が持ち直している要因の一つとして、実質総雇用者所得の動向をみると、2014年の後半
から緩やかに増加していることが分かる。

第１－（４）－２図 消費総合指数と勤労世帯における消費支出の推移

○　勤労者世帯における消費支出をみると、2016年の半ば以降持ち直しが続いている。
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資料出所　内閣府「月例経済報告」、総務省統計局「家計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）３か月後方移動平均の値。

２）消費支出は、二人以上の世帯のうち勤労者世帯の値。
３）消費支出の算出に当たっては、等価尺度を用いている。

１　総務省「家計調査」を活用しており、二人以上世帯における値になっていることに留意が必要。
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●44歳以下で消費性向がわずかに上昇
次に、二人以上世帯のうちの勤労者世帯における年齢階級別の平均消費性向を概観すること
で、年齢階級別の消費支出の特徴についてみていく。
第１－（４）－３図により、年齢階級別の平均消費性向の推移をみると、若年層において相対的
に大きな低下傾向にある中、2017年から2018年にかけては、「55歳以上」「45～54歳」では低
下している一方で、「34歳以下」「34～44歳」ではわずかではあるが上昇している。
平均消費性向は、消費支出を可処分所得で除した指標であり、2017年から2018年にかけて
の消費支出、可処分所得の変動をみると、「34歳以下」「35～44歳」は、消費支出、可処分所得
いずれも前年から増加している中、可処分所得の増加幅よりも消費支出の増加幅が大きくなっ
ているため、わずかではあるが平均消費性向は上昇している。一方、「45歳～54歳」「55歳以
上」では、可処分所得は増加しているものの、消費支出が減少しているため、平均消費性向は
低下している。（付１－（４）－２図）

第１－（４）－３図 世帯主の年齢階級別一人当たり平均消費性向の推移

○　年齢階級別の平均消費性向の推移は、2017年から2018年にかけて、「55歳以上」「45～54歳」
で減少している一方で、「34歳以下」「34～44歳」はわずかではあるが上昇している。
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資料出所　総務省統計局「家計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）二人以上の世帯のうち勤労者世帯が対象。

２）一人当たり平均消費性向の算出に当たっては等価尺度を用いている。
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●生鮮食品の値上がりやエネルギー価格の上昇により、消費者物価指数（総合）はプラスで推
移
最後に、消費者が購入する財及びサービスの価格動向を示す消費者物価指数の推移をみてい
く。第１－（４）－４図により、消費者物価指数（総合）の推移について財・サービス分類別に前
年同月比の寄与度をみると、2016年にはエネルギー価格の低下等により「石油製品」「電気・
都市ガス・水道」がマイナスに大きく寄与し、物価がマイナスで推移していたものの、2016
年10月以降は、天候不順による「生鮮食品」の値上がりやエネルギー価格の上昇により、プ
ラスで推移している。2018年12月以降は、気温が平年を上回り、野菜を中心に「生鮮食品」
が値下がりしたため「生鮮食品」がマイナスに大きく寄与したほか、2018年10月以降に発生
した原油価格の下落の影響から「石油製品」のプラス寄与が縮小したことにより、直近の
2019年３月は前年同月比0.5％となった。

第１－（４）－４図 消費者物価指数（総合）に対する財・サービス分類別寄与度

○　消費者物価指数（総合）は、2016年10月以降、天候不順による「生鮮食品」の値上がりやエネ
ルギー価格の上昇により、プラスで推移している。
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資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　「その他」は「他の農水畜産物」「出版物」「一般サービス」をまとめている。
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我が国では、雇用情勢が着実に改善し、景気が緩やかに回復する中で、人手不足感が高まっ
ている。さらに、こうした人手不足感は、実体経済にも影響を与える人手不足の問題として、
既に顕在化していることが懸念される。例えば、人手不足は、働く方にとっては、長時間労働
を助長し、休暇取得日数を減少させる等、「働きやすさ」を毀損する要因となる可能性がある。
同時に、「働きがい」を消失する要因となる可能性もあり、働くことによるストレスや疲労が
過度に蓄積され、仕事のパフォーマンスの低下にもつながることが懸念される。一方、企業に
とっては、財・サービスの品質の低下といった既存事業の運営等への支障につながる要因とな
ることが懸念される。こうした懸念の下、第Ⅱ部では、マクロ経済における変化として、「人
手不足」に着目していきたい。

他方、こうした懸念を払拭していくためには、高齢者も若者も、女性も男性も、誰もが活躍
できる一億総活躍社会の実現に向けて取り組んでいくことが重要であり、そのためには、働く
方の視点に立って、一人ひとりの意思や能力、個々の抱える事情に応じた多様で柔軟な働き方
を選択できるように「働き方改革」を進めていく必要がある1。

その上で、働く方一人ひとりにとって、よりよい「働き方」を実現することで、仕事のパ
フォーマンスを向上させながら、就労を望む誰もがより豊かな職業人生を過ごすことのできる
環境整備を推進することが重要である。

こうした考え方の下、第Ⅱ部では、「人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について」
と題して、人手不足下における「働き方」の在り方について、「働きやすさ」と「働きがい」
の観点から分析を進めていき、各々の観点からの諸課題を明らかにしていきたい。ただし、後
述するように、両観点は、完全に分離される性質のものではなく、「働きがい」を向上させる
ためには、「働きやすさ」が担保されていることが前提となっているものと考えられる。

まず、第１章では、人手不足をめぐる現状を明らかにし、人手不足の緩和に向けた企業の取
組状況について概観した上で、人手不足が企業経営や働く方の職場環境に与える影響等につい
て考察をしている。

次いで、第２章では、働く方が感じる「働きやすさ」の現状について整理するとともに、働
き方改革やワーク・ライフ・バランスの推進に関する企業の取組と「働きやすさ」や離職率等
の改善との関係性について考察している。また、中小企業の特徴を踏まえ、中小企業における

「働きやすさ」や離職率等の改善に必要な取組についても考察している。
最後に、第３章では、「働きがい」に着目しながら、働く方の健康の増進と労働生産性の向

上を同時に実現することで、企業としての成長にも結びつけていくための人材マネジメントの
在り方等について、考察している。また、「休み方」に着目し、「働きがい」の向上につながる

「休み方」の在り方や課題についても、併せて考察している。

１　2019年４月１日より「働き方改革関連法」が順次施行している状況にある。
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本章は、次章以降に行う検討の前提として、我が国における人手不足等の現状について、今
後の見通しも含めて分析を行い、我が国が抱える課題の所在を明らかにしていく。はじめに、
第１節では、我が国を取り巻く人手不足等の現状について整理しており、特に、地方圏の中小
企業において人手不足感が高まっていることを明らかにしていく。その上で、人手不足等に関
連し、地域別にみた労働生産性の動向についても分析していく。次に、第２節では、我が国に
おける人手不足の緩和に向けた企業の取組状況について概観し、特に、人手が不足している企
業と人手が適当な企業2において実施されている取組内容を比較することで、前者の特徴を明
らかにしていく。第３節では、人手不足が企業経営や働く方の職場環境へ与える影響について
考察する。最後に、第４節では、本章で明らかにした課題や、今後の展望について小括した上
で、次章以降に行う検討の視座をまとめる。

	 第１節	 我が国を取り巻く人手不足等の現状について

	１	 企業の所感を通じた人手不足等の現状について

●全規模・全産業の推移をみると、人手不足感は趨勢的に高まっており、直近の2019年３
月調査の値は1990年代初頭のバブル期に次ぐ水準の高さとなる中、特に、非製造業の中
小企業において人手不足感が高いことが示唆される
本章の出発点として、企業の所感を通じた人手不足等の現状について整理していく。企業の

所感としては、短観、厚生労働省「労働経済動向調査」、帝国データバンク「人手不足に対す
る企業の動向調査」に加えて、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に実施した「人手不足
等をめぐる現状と働き方等に関する調査3」において把握可能となっているため、各調査を活用
して多面的に検証していきたい。

まず、第２－（１）－１図は、短観における雇用人員判断D.I.4について整理している。同図の縦軸で
ある雇用人員判断D.I.がプラスであることは、人手が過剰と考えている企業の割合が、人手が不
足と考えている企業の割合よりも高いことを示しており、D.I.がマイナスであることは、人手が不
足と考えている企業の割合が、人手が過剰と考えている企業の割合よりも高いことを示している。

同図の（１）により、全規模・全産業の推移をみると、2013年に過剰から不足に転じた後、
人手不足感は趨勢的に高まっており、直近の2019年３月調査の値は▲35％ポイントと、1990

２　以下第Ⅱ部では、自社の正社員の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業を
人手不足企業とし、「適当」と回答した企業を人手適当企業としている。

３　本調査は、2019年２月末時点の状況について、調査を実施しており、企業調査票は4,599サンプル
（有効回答率23.0%）、正社員調査票は16,752サンプル（有効回答率16.4%）の回答を得ている。

４　第Ⅰ部と同様に、｢D.I.｣（Diffusion Index）とは、回答者に所感を問う調査項目について、所感の方
向性が異なる回答結果（例えば「良い」や「悪い」）を用いて算出した割合の差分として指数化したも
のであり、データの動きを集約して、その特徴が一目で把握できるようにしたものである。

第１章
我が国を取り巻く人手不足等
の現状
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年代初頭のバブル期に次ぐ水準の高さとなっている。また、同図の（２）により、同値を企業
規模別5にみると、中小企業が▲39％ポイントと人手不足感が最も高くなっており、次いで、
中堅企業が▲35％ポイント、大企業が▲23％ポイントとなっている。次に、同値を業種別に
みると、製造業が▲26％ポイントである一方で、非製造業が▲40％ポイントと人手不足感が
高くなっている。

以上のように、全規模・全産業の推移をみると、2013年に過剰から不足に転じた後、人手
不足感は趨勢的に高まっており、直近の2019年３月調査では1990年代初頭のバブル期に次ぐ
高い水準となる中、いずれの企業規模又は業種においても人手不足感は高い状況にあるが、特
に、非製造業の中小企業において人手不足感が高いことが示唆される。

第２－（１）－１図 企業規模別等でみた雇用人員判断D.I.の推移

○　全ての企業規模で、2013年に過剰感から不足感に転じた後、人手不足感は趨勢的に高まっている。
○　企業規模別にみると、中小企業において人手不足感が特に強い状況にある。
○　産業別にみると、非製造業において人手不足感が特に強い状況にあるほか、製造業における人手
不足感の高まりが、とりわけ強くなっている。
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（２）産業別
（「過剰」－「不足」、％ポイント）
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資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）回答企業の人手状況を「過剰」と回答した企業から、「不足」と回答した企業のD.I.を算出。

２）グラフのシャドー部分は景気後退期。
３）（２）の集計対象は、企業規模計。

5　短観では、資本金を基準として企業規模の集計区分を設けており、資本金２千万円以上の企業を調
査対象とする中、大企業は「10億円以上」、中堅企業は「１億円以上10億円未満」、中小企業は「２千万
円以上１億円未満」としている。
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●雇用形態別に人手不足感を概観すると、相対的に正社員に対する人手不足感が高まってい
る。当該人手不足感は、相対的に中小企業において、また、業種としては「製造業」「建設
業」などにおいて、高まっている
続いて、厚生労働省「労働経済動向調査」や、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調

査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」を活用し、雇用形態別に人
手不足感を概観し、どのような特徴があるのかを分析していく。

まず、第２－（１）－２図の（１）は、厚生労働省「労働経済動向調査」を活用した雇用形態別
の労働者の過不足判断D.I.について、短観の全規模・全産業において、過剰から不足に転じた
2013年の２月時点の調査結果と、直近の2019年２月時点の調査結果を比較することで、人手
不足感の高まりの状況を示している。同図の（１）によると、「正社員等6」が＋33％ポイント
と最も人手不足感が高まっており、「臨時」「パートタイム」「派遣労働者」がいずれも＋15％
ポイントとなっていることが分かる。

同図の（１）では、２時点間比較によって、各雇用形態における人手不足感の高まりの状況
を確認した結果、相対的には「正社員等」に対する人手不足感が高まっていることが明らかと
なったが、同図の（２）では、（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働
き方等に関する調査」を活用し、正社員のみに対する人手不足感が生じているのか、あるい
は、正社員及び非正社員に対する人手不足感が生じているのかについて、補足的にデータを示
していきたい。同図の（２）によると、正社員及び非正社員が所属している企業であって、

「正社員のみ」が不足していると認識している企業は60.2％、同企業であって「非正社員のみ」
が不足していると認識している企業は18.4％、また、同企業であって、「正社員及び非正社員」
が不足していると認識している企業は23.9％となっている7。つまり、正社員及び非正社員が所
属している企業では、「正社員のみ」が不足していると認識している企業が多いことが分かる。

さらに、同図の（３）では、厚生労働省「労働経済動向調査」を活用して、「正社員等」
「パートタイム」別、企業規模別の労働者の過不足判断D.I.について、2013年２月時点の調査
結果と直近の2019年２月時点の調査結果を比較することで、人手不足感の高まりの状況を示
している。なお、過不足判断D.I.がプラスであることは、人手が不足と考えている事業所の割
合が高く、マイナスであることは、人手が過剰と考えている事業所の割合が高いことを示して
いる。同図の（３）によると、「正社員等」では、「100～299人」において最も人手不足感が
高まっており、次いで、「30～99人」「300～999人」「1000人以上」の順に人手不足感が高くなっ
ている。つまり、「正社員等」では、相対的に中小企業において、人手不足感が高まっている
一方で、「パートタイム」では、「100～299人」「300～999人」において人手不足感が高まって
いることが分かる。

同図の（４）（5）も同様に、厚生労働省「労働経済動向調査」を活用して、「正社員等」
「パートタイム」別、産業別の労働者の過不足判断D.I.について、2013年の調査結果と直近の
調査結果を比較することで、人手不足感の高まりの状況を示している。まず、同図の（４）に
よると、「正社員等」では、「製造業」における人手不足感の高まりが最も顕著であり、次い
で、「建設業」「学術研究，専門・技術サービス業」「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「サー

6　「正社員等」とは、雇用期間を定めないで雇用されている者又は１年以上の期間の雇用契約を結んで
雇用されている者をいい､「パートタイム」は除く。

7　正社員及び非正社員が所属している企業であって、「正社員及び非正社員」が適当・過剰と認識して
いる企業は30.3％となっており、これを合算すると100％になる。
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ビス業（他に分類されないもの）」「運輸業，郵便業」などで、人手不足感の高まりが強いこと
が分かる。同図の（5）によると、「パートタイム」では、「生活関連サービス業，娯楽業」

「サービス業（他に分類されないもの）」「金融業､ 保険業」「不動産業，物品賃貸業」「卸売業，
小売業」「製造業」「運輸業，郵便業」などで、人手不足感の高まりが強いことが分かる。

以上のように、雇用形態別に人手不足感を概観すると、相対的に正社員に対する人手不足感
が高まっていることが明らかとなった。そして、当該人手不足感は、相対的に中小企業におい
て、また、業種としては「製造業」「建設業」などにおいて、高まっている状況にある。「パー
トタイム」では、相対的に中堅企業において人手不足感が高まっており、業種としては「生活
関連サービス業，娯楽業」「サービス業（他に分類されないもの）」「金融業､ 保険業」などにお
いて、高まっている状況にある。なお、2019年２月調査における、人手不足感を示すD.I.の水
準をみると、「正社員等」では、「建設業」の水準が最も高く、次いで、「情報通信業」「運輸業，
郵便業」「学術研究，専門・技術サービス業」「不動産業，物品賃貸業」が高い状況となってお
り、「パートタイム」では、「生活関連サービス業，娯楽業」の水準が最も高く、次いで、「サー
ビス業（他に分類されないもの）」「宿泊業，飲食サービス業」「卸売業，小売業」「運輸業，郵
便業」が高い状況となっている。
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第２－（１）－２図 雇用形態別等でみた労働者過不足判断D.I.の動向

○　雇用形態別に人手不足感を概観すると、相対的に正社員に対する人手不足感が高まっており、当
該人手不足感は、相対的に中小企業において、また、業種としては「製造業」「建設業」などにおい
て、高まっている。
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（５）パートタイムの過不足感の変化
（2013年２月調査→2019年２月調査）
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資料出所　厚生労働省「労働経済動向調査」（独）労働政策研究・研修機構「人手不足をめぐる現状と働き方等に関する調
査（企業調査票）」（2019年）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　１）「常用労働者」とは、2013年２月調査においては、「期間を定めずに働いている者」、「１か月を超える期間
を定めて雇われている者」又は「日々または１か月以内の期間を定めて雇われている者で、前２か月それぞ
れに18日以上雇われた者」をいい、2019年２月調査においては、「期間を定めずに雇われている者」又は

「１か月以上の期間を定めて雇われている者」をいう。なお、「正社員等」「パートタイム」「臨時」は常用労
働者の内数であるが、派遣労働者は含まれていない。

２）「正社員等」とは、雇用期間を定めないで雇用されている者又は１年以上の期間の雇用契約を結んで雇用さ
れている者をいい､「パートタイム」は除く。

３）「パートタイム」とは、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が当該事業所の正社員のそれより短い者をいう。
４）「臨時」とは、１か月以上１年未満の期間を定めて雇用されている者及び期間を限って季節的に働いている

者をいい、１か月未満の雇用契約の者及びパートタイムは除く。
5）「派遣労働者」とは、労働者派遣法に基づいて他社（派遣元事業所）から調査対象事業所に派遣されている者をいう。
6）（１）（３）（４）（5）において、各雇用形態別に労働者の過不足感を「おおいに過剰」「やや過剰」「適当」「や

や不足」「おおいに不足」にて調査。「不足（過剰）」は、「おおいに不足（過剰）」又は「やや不足（過剰）」
と回答している事業所としており、過不足感のD.I.は、「不足」－「過剰」で算出している。

7）労働経済動向調査は2015年２月調査から、会社以外の法人（信用金庫、一般財団法人、病院等）も調査対
象なっている。特に「医療，福祉」において会社以外の法人が調査対象事業所に占める割合（2015年２月調
査時）は91.0％であり、2014年11月以前の調査結果と比較する際には注意を要する。

８）（２）において、「正社員」とは、自社に直接雇用されている無期労働契約の、いわゆる正規従業員をいい、
「非正社員」とはそれ以外の従業員（パート、契約、嘱託等）をいう（派遣・請負労働者は含めない）。

９）（２）において、「不足（過剰）」とは、各対象の過不足状況について「大いに不足（過剰）」「やや不足（過
剰）」と回答している企業とする。

10）（２）における「正社員のみ」の認識については、正社員について「未回答」の企業、非正社員について
「大いに不足」「不足」と回答している企業を集計対象から除外しており、サンプル数は3,285社である。

11）（２）における「非正社員のみ」の認識については、非正社員について「未回答」「該当者なし」の企業、正社員
について「大いに不足」「不足」と回答している企業を集計対象から除外しており、サンプル数は1,324社である。

12）（２）における「正社員及び非正社員」の認識については、正社員について「未回答」の企業、非正社員に
ついて「未回答」「該当者なし」の企業を集計対象から除外しており、サンプル数は3,272社である。
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●近年、中小企業を中心に、地方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を上回っ
て推移しており、正社員に対する人手不足感は、地方圏で相対的に高まっている
続いて、（株）帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」を活用し、地域別に

人手不足感を概観し、どのような特徴があるのかを分析していく。
第２－（１）－３図は、雇用形態別及び企業規模別8に大別し、その中で、本社の所在地域を「三

大都市圏」と「地方圏」9に分けながら、人手不足感D.I.の推移を整理している。
まず、同図の（１）（２）（３）により、正社員をめぐる状況を概観すると、大企業では2016

年以降、中小企業では2014年以降、地方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を
上回って推移していることが分かる。また、直近の2018年について、地方圏の人手不足感D.I
から三大都市圏の人手不足感D.Iを差し引いたギャップの値をみると、大企業では2.1％ポイン
ト、中小企業では3.0％ポイント、中小企業のうち小規模企業では5.6％ポイントとなっており、
特に、小規模企業において、地方圏の人手不足感D.Iの水準が相対的に高いことが分かる。さ
らに、第14循環の景気拡大局面（2002年１月から2008年２月）の後期である2007年について、
同様に算出したギャップの値をみると、大企業では▲17.9％ポイント、中小企業では▲15.3％
ポイント、中小企業のうち小規模企業では▲13.5％ポイントとなっており、いずれにおいても
地方圏の人手不足感D.Iの水準が低く、特に、大企業において、地方圏の同水準が相対的に低
かったことが分かる。つまり、正社員に対する人手不足感D.Iについては、過去の景気拡大局
面と比較するとその状況は大きく異なっており、足下では小規模企業を中心に、三大都市圏の
人手不足感D.Iの水準より地方圏の同水準が相対的に高いことが、特徴的である。

同図の（４）（5）（6）により、非正社員をめぐる状況を概観すると、大企業では、2014年
に、地方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準をやや大きめに上回ったが、その
後は、両地域ともおおむね同水準で推移している。他方、中小企業では、2013年以降に、地
方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を上回って推移していることが分かる。
また、中小企業のうち小規模企業では、2011年以降、2012年及び2015年を除いて、地方圏の
人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を上回っている。直近の2018年について、地方
圏の人手不足感D.Iから三大都市圏の人手不足感D.Iを差し引いたギャップの値をみると、大
企業では▲0.4％ポイント、中小企業では2.3％ポイント、中小企業のうち小規模企業では2.4％
ポイントとなっており、特に、中小企業において、地方圏の人手不足感D.Iが高いことが分か
る。さらに、第14循環の景気拡大局面（2002年１月から2008年２月）の後期である2007年に
ついて、同様に算出したギャップの値をみると、大企業では▲6.8％ポイント、中小企業では
▲7.5％ポイント、中小企業のうち小規模企業では▲7.7％ポイントとなっており、いずれにお
いても地方圏の人手不足感D.Iの水準が低く、特に、中小企業において、地方圏の同水準が相
対的に低かったことが分かる。つまり、正社員と同様に、非正社員に対する人手不足感D.Iに
ついても、過去の景気拡大局面と比較するとその状況は大きく異なっており、足下では中小企
業を中心に、三大都市圏の人手不足感D.Iの水準より地方圏の同水準が高いことが、特徴的で
ある。

以上のように、雇用形態別及び企業規模別によって時期は若干異なるものの、近年、中小企

８　企業規模については、中小企業基本法に準拠して区分されており、従業員数や資本金が勘案されて
いる。

９　「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」
「大阪府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」は、三大都市圏以外の地域を指している。
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業を中心に、地方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を上回って推移している
傾向が確認された。また、これまでの分析の結果、相対的に正社員に対する人手不足感が高
まっており、特に、相対的に中小企業において高まっていることを確認してきたが、本分析結
果からは、当該人手不足感は地方圏において相対的に高まっているという特徴が補足的に明ら
かになった。

第２－（１）－３図 地域別・企業規模別でみた人手不足D.I.の動向

○　近年、中小企業を中心に、地方圏の人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏の同水準を上回って推移
している傾向が確認された。
○　また、正社員に対する人手不足感は、地方圏で相対的に高まっている特徴が明らかになった。

正社員
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資料出所　（株）帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室に
て作成

（注）　１）本調査における企業規模区分は、売上高を加味した上で中小企業基本法に準拠している。なお、小規模企
業は中小企業の内数である。

２）各年の数値は各月回答者の合計値から算出。
３）各数値は人手過不足感に対し、「不足」「適当」「過剰」と回答した企業のうち、「不足」と回答した企業の

割合と「過剰」と回答した企業の割合の差分を集計しており、地方圏が三大都市圏を上回る年とは、「不足」
-「過剰」のD.I.における差分が地方圏が三大都市圏を初めて上回った年と定義している。

４）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪
府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。

5）本社所在地を各企業所在地としている。
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●人手不足感が高まっている地方圏では、特に、Ｍ＆Ａのための専門人材に対する人手不足感
が高まっており、経営者の高齢化に伴い、事業継承の課題が顕在化し、Ｍ＆Ａに対するニー
ズが高まっている可能性が考えられる
ここまでの分析結果からは、特に、相対的に正社員に対する人手不足感が高まっており、当

該人手不足感は、相対的に中小企業や地方圏の企業で高まっていることが確認された。こうし
た結果を踏まえつつ、企業において、どのようなスキルを持った人材、あるいは、どのような
業務を担う人材に対するニーズが高いのかを考察していく。

まず、第２－（１）－４図の（１）において、16種類のスキル等を持った人材に対するニーズ
について、産業別に特徴を概観している。

同図の（１）により、まずは正社員について確認すると、「海外展開に必要な国際人材」に
ついては、「宿泊業，飲食サービス業」における人手不足感が最も高くなっており、次いで、

「サービス業（他に分類されないもの）」「学術研究，専門・技術サービス業」「製造業」「卸売業，
小売業」などで人手不足感が高くなっている。最大値から最小値までの幅でみたバラつきは相
対的に大きくはなく、平均値の位置が相対的に上方にあることから、本スキルを持つ人材に対
する人手不足感が高い産業が多いことが示唆される。

なお、製造業だけではなく、サービス産業の海外展開が活発化していることは、これまでも
多く指摘されている。例えば、日本貿易振興機構（JETRO）（2017）「サービス産業の海外展開
実態調査」では、海外進出企業10としては「卸売業」の構成比が最も高いものの、「小売業」
に次いで「宿泊業，飲食サービス業」が３番目に高い水準であることを示している。海外成長
市場の需要をうまく取り込んでいくことは重要な課題であるため、今後も、海外展開に必要な
国際人材に対する人手不足感が高まっていく可能性が考えられる。
「研究開発等を支える高度人材」については、「情報通信業」における人手不足感が最も高く

なっており、次いで、「学術研究，専門・技術サービス業」「製造業」「サービス業（他に分類さ
れないもの）」などで人手不足感が高くなっている。最大値から最小値までの幅でみたバラつ
きは相対的にやや大きく、平均値の位置が相対的に上方にあることから、本業務を担う人材に
対する人手不足感が高い産業が多い一方で、当該人手不足感が低い産業もあることが示唆され
る。
「現場の技能労働者」については、「建設業」における人手不足感が最も高くなっており、次

いで、「情報通信業」「不動産業，物品賃貸業」「サービス業（他に分類されないもの）」などで
人手不足感が高くなっている。最大値から最小値までの幅でみたバラつきは相対的に大きく、
平均値の位置が相対的に上方にあることから、本業務を担う人材に対する人手不足感が高い産
業が相対的に多い一方で、当該人手不足感が低い産業もあることが示唆される。
「現場で定型作業を担う人材」については、「運輸業，郵便業」における人手不足感が最も高

くなっており、次いで、「建設業」「サービス業（他に分類されないもの）」「宿泊業，飲食サー
ビス業」「生活関連サービス業，娯楽業」などで人手不足感が高くなっている。最大値から最
小値までの幅でみたバラつきは相対的に大きくはなく、平均値の位置がやや下方にあることか
ら、上記に挙げた産業において突出して、本業務を担う人材に対する人手不足感が高いことが
示唆される。
「一般的な事務職」については、「金融業，保険業」における人手不足感が最も高くなってお

10　海外展開を予定・計画している企業や撤退済も含む点に留意が必要である。
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り、次いで、「生活関連サービス業，娯楽業」などで人手不足感が高くなっている。最大値か
ら最小値までの幅でみたバラつきは相対的に大きくはなく、平均値の位置がかなり下方にある
ことから、上記に挙げた産業において突出して、本業務を担う人材に対する人手不足感が高い
ことが示唆される。
「中核的な管理職」については、「情報通信業」における人手不足感が最も高くなっており、

次いで、「金融業，保険業」「宿泊業，飲食サービス業」「運輸業，郵便業」「サービス業（他に
分類されないもの）」などで人手不足感が高くなっている。最大値から最小値までの幅でみた
バラつきは相対的に大きくはなく、平均値の位置が相対的に上方にあることから、本業務を担
う人材に対する人手不足感が高い産業が多いことが示唆される。
「社内全体の人材マネジメントをする専門人材」については、「宿泊業，飲食サービス業」に

おける人手不足感が最も高くなっており、次いで、「金融業，保険業」「情報通信業」「学術研
究，専門・技術サービス業」「サービス業（他に分類されないもの）」などで人手不足感が高く
なっている。
「財務や法務の専門人材」については、「金融業，保険業」における人手不足感が最も高く

なっており、次いで、「情報通信業」「宿泊業，飲食サービス業」などで人手不足感が高くなっ
ている。
「労務管理（就業規則の作成・変更など）を担当する専門人材」については、「宿泊業，飲食

サービス業」における人手不足感が最も高くなっており、次いで、「運輸業，郵便業」「サービ
ス業（他に分類されないもの）」などで人手不足感が高くなっている。
「マーケティングや営業の専門人材」については、「情報通信業」における人手不足感が最も

高くなっており、次いで、「宿泊業，飲食サービス業」「サービス業（他に分類されないもの）」
などで人手不足感が高くなっている。
「Ｍ＆Ａのための専門人材」については、「運輸業，郵便業」における人手不足感が最も高く

なっており、次いで、「金融業，保険業」「学術研究，専門・技術サービス業」「卸売業，小売
業」「サービス業（他に分類されないもの）」などで人手不足感が高くなっている。
「社内事務のＩＴ化を推進する人材」については、「金融業，保険業」における人手不足感が

最も高くなっており、次いで、「運輸業，郵便業」「宿泊業，飲食サービス業」「医療，福祉」「製
造業」卸売業，小売業」などで人手不足感が高くなっている。
「システム・アプリケーション等を開発する専門人材」については、「情報通信業」における

人手不足感が最も高くなっており、次いで、「金融業，保険業」「学術研究，専門・技術サービ
ス業」「卸売業，小売業」「運輸業，郵便業」「製造業」などで人手不足感が高くなっている。

他方、非正社員について確認していくと、「業務繁忙期を一時的に支える人材」については、
「宿泊業，飲食サービス業」における人手不足感が最も高くなっており、次いで、「サービス業
（他に分類されないもの）」「生活関連サービス業，娯楽業」「運輸業，郵便業」「建設業」などで
人手不足感が高くなっている。
「恒常的に基幹的業務を担う人材」については、「宿泊業，飲食サービス業」における人手不

足感が最も高くなっており、次いで、「運輸業，郵便業」「サービス業（他に分類されないも
の）」「学術研究，専門・技術サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「医療，福祉」「建設
業」などで人手不足感が高くなっている。

なお、「業務繁忙期を一時的に支える人材」や「恒常的に基幹的業務を担う人材」について
は、最大値から最小値までの幅でみたバラつきは相対的に大きくはなく、平均値の位置がかな
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り下方にあることから分かるように、上記で挙げた産業において突出して、本業務を担う人材
に対する人手不足感が高いことが示唆される。
「ある特定分野の専門知識を有する専門人材」については、「宿泊業，飲食サービス業」にお

ける人手不足感が最も高くなっており、次いで、「建設業」「学術研究，専門・技術サービス業」
「サービス業（他に分類されないもの）」「情報通信業」「金融業，保険業」などで人手不足感が
高くなっている。

以上のように、人手不足感D.I.の平均的な水準をみると、「現場の技能労働者」に対する人
手不足感が最も高く、次いで、「研究開発等を支える高度人材」「システム・アプリケーション
等を開発する専門人材」「社内全体の人材マネジメントをする専門人材」「海外展開に必要な国
際人材」「マーケティングや営業の専門人材」「社内事務のＩＴ化を推進する人材」が高い状況
にあるが、産業別にみればそのニーズは多様であり、特定の産業では、上記のスキル等に限ら
ず、人手不足感D.I.が突出して高いところがある状況がうかがえた。

次に、第２－（１）－４図の（２）では、相対的に地方圏の企業で人手不足感が高まっているこ
とを踏まえ、16種類のスキル等を持った人材に対するニーズについて、本社の所在地域を「三
大都市圏」と「地方圏」に分けて比較している。同図の（２）によると、地方圏における人手
不足感D.I.の水準は、三大都市圏の同水準と比較し、「Ｍ＆Ａのための専門人材」において特
に高く、次いで「システム・アプリケーション等を開発する専門人材」「研究開発等を支える
高度人材」「社内全体の人材マネジメントをする専門人材」などにおいて高いことが分かる。
また、非正社員の地方圏における人手不足感D.I.の水準は、いずれの業務を担う人材において
も、三大都市圏の同水準と比較し、人手不足感が高い状況にある。

このうち、地方圏の企業においてＭ＆Ａのための専門人材に対する人手不足感が高まってい
る背景としては、経営者の高齢化が進み、事業承継が課題となる中、地方銀行が仲介するＭ＆
Ａのニーズが高まっている可能性が考えられる11。帝国データバンクが、2019年１月時点で所
有するデータベースを活用し、社長のデータを抽出して分析した「全国社長年齢分析」によ
り、1990年と2018年における社長の平均年齢を比較すると、平均年齢の増加幅が、全国では
5.7歳である中、三大都市圏では5.4歳、地方圏では6.2歳となっており、地方圏で経営者の高
齢が進んでいる状況がうかがえる。今後、地方圏では、経営者の高齢化に伴い、事業継承の課
題がより顕在化していく懸念があり、Ｍ＆Ａのための専門人材に対する人手不足感は、より高
まっていく可能性が考えられる。

11　2018年10月16日の河北新報社の記事（東北地銀 M＆A支援注力）を参照。
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第２－（１）－４図 スキル別等でみた人手不足D.I.について

○　人手不足感が高まっている地方圏では、特に、Ｍ＆Ａのための専門人材に対する人手不足感が高
まっており、経営者の高齢化に伴い、事業継承の課題が顕在化し、Ｍ＆Ａに対するニーズが高まっ
ている可能性が考えられる。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯
正社員 非正社員

三大都市圏 地方圏

①海外展開に必要な国際人材、②研究開発等を支える高度人材、③現場の技能労働者、④現場で定型作業を担う人材、⑤一般的な事務職、⑥中核的な管理職、⑦社内全体の人材マネジメントをする専門人材、
⑧財務や法務の専門人材、⑨労務管理（就業規則の作成・変更など）を担当する専門人材、⑩マーケティングや営業の専門人材、⑪M＆Aのための専門人材、⑫社内事務のIT化を推進する人材、

⑬システム・アプリケーション等を開発する専門人材、⑭業務繁忙期を一時的に支える人材、⑮恒常的に基幹的業務を担う人材、⑯ある特定分野の専門知識を有する専門人材

（｢不足｣－｢過剰｣・％ポイント）

（１）産業別・スキル別にみた人手の過不足状況に関するD.Iの分布.
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正社員 非正社員

最大値
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（｢不足｣－｢過剰｣・％ポイント）

（２）地域別・スキル別にみた人手の過不足状況に関するD.I.

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
最大値 宿泊業、飲食

サービス業 情報通信業 建設業 運輸業、郵便業 金融業、保険業 情報通信業 宿泊業、飲食
サービス業 金融業、保険業

最小値教育、学習支援業金融業、保険業等 金融業、保険業 教育、学習支援業 卸売業、小売業 教育、学習支援業教育、学習支援業生活関連サービス業、娯楽業
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ここでの「人手の過不足状況に関するD.I.」は、①～⑯のスキルを有する人材について需要がない企業を
除いた上で、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業の割合から、「大いに過剰」「やや過剰」と回答した
企業の割合を差分することで算出している。

２）（１）では、サンプル数が僅少であったことから、「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「複合型サービス業」は除いている。また、「①海外展開に必要な国際人材」「②研究開発等を支える高
度人材」では、サンプル数が僅少であったことから、「金融業，保険業」を除いている。

３）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪
府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。

	２	 働く方の所感を通じた人手不足等の現状について

●職場のマネジメントを担う重要な「鍵」である管理職では、働く方全体（正社員）と比較す
ると、相対的に多くの方が人手不足感を感じており、人手不足に対する危機感が強い可能性
がうかがえる
続いて、働く方の所感を通じた人手不足等の現状について整理していく。（独）労働政策研

究・研修機構が2019年に実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」では、
働く方の目の行き届く組織範囲（部局・課など）を前提としつつ、職場における人手の過不足
状況について、働く方の所感を回答頂いており、その結果を活用しながら考察していく。

まず、第２－（１）－5図の（１）により、働く方の所感を通じた人手不足感D.I.の水準をみる
と、働く方全体（正社員）では、61.6％ポイントとなっている。このうち、職場のマネジメン
トを担い、より広範囲な視点から職場環境を把握し、また、その実情にも明るいと思われる管
理職（リーダー職を含む）に限定すると、同水準は66.7％ポイントと相対的に高くなっている。
つまり、職場のマネジメントを担う重要な「鍵」であり、より広範囲な視点から職場環境を把
握し、また、その実情にも明るいと思われる管理職については、相対的に多くの方が人手不足
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感を感じており、人手不足に対する危機感が強い可能性がうかがえる。
なお、同調査では、企業の所感を通じた人手不足感D.I.についても算出可能であり、その水

準は62.1％ポイントとなっている。従業員全体に対する企業の人手の過不足に関する所感と、
目の行き届く組織範囲である職場に対する働く方の同所感は、厳密には両者の視点が異なる。
このため、両者の所感を比較することについては、一定の留意が必要であるものの、両者の所
感を通じた人手不足感D.I.を比較すると、労使の人手不足感D.I.はおおむね同水準である一方
で、管理職の人手不足感D.I.の水準は、企業の同水準よりも高い状況にある。つまり、企業だ
けでなく、働く方にとっても、人手不足感は高い状況にあり、特に、現場において、職場のマ
ネジメントを担う管理職は、企業が認識している以上に人手不足を感じている可能性が考えら
れる。

次に、同図の（２）により、働く方の所感を通じた人手不足感D.I.の水準を職種別にみると、
「接客・サービス業」が71.7％ポイントと最も高くなっており、次いで、「建設・採掘職」「販
売職」「技術系専門職（研究開発、設計、SE等）」「医療・福祉関係専門職」「輸送・機械運転職」

「教育関連専門職」「製造・生産工程職」などで高いことが分かる。こうした結果は、前図でみ
たように、「現場の技能労働者」「研究開発等を支える高度人材」「システム・アプリケーション
等を開発する専門人材」などに対する人手不足感が高い企業の所感とも、一定程度、整合的と
考えられる。

第２－（１）－５図 働く方の所感でみた人手不足D.I.について

○　職場のマネジメントを担う重要な「鍵」である管理職では、働く方全体（正社員）と比較すると、
相対的に多くの方が人手不足感を感じており、人手不足に対する危機感が強い可能性がうかがえる。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ここでの「人手不足感D.I.」は、企業に対しては「従業員全体」の人手の過不足感について、労働者に対
しては「職場全体」の過不足感について、それぞれ「大いに不足」「やや不足」と回答した企業の割合から、

「大いに過剰」「やや過剰」と回答した企業の割合を差分することで算出している。
２）（２）では各職種に就いている労働者（正社員）が認識している人手不足感について、集計している。
３）サンプル数が僅少であったことから、「保安職」は除いている。
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	３	 人手不足企業と労働生産性の向上について

ここまで企業における人手不足感について概観してきたが、人手不足の問題を考えるに当
たっては、労働生産性をめぐる状況についても、併せて考察していくことが有用だと考えられ
る。つまり、人手不足企業では、労働生産性の分子である「付加価値額」を高めながら、労働
生産性を向上させるための取組を活発化していく可能性がある一方で、人手不足に伴う業務の
多忙化により、労働生産性の向上に取り組むことが困難になっていく可能性も考えられる。そ
のため、人手不足企業においては、どちらの見込みが高いのかを把握することにより、認識す
べき課題の所在が大きく異なってくる。

そこで、ここからは、労働生産性の分子である「付加価値額」を高めるために、我が国企業
がどのような取組を行っているのか等を概観した上で、３年先を見据えた際に、労働生産性を
向上させる取組に対して、人手不足企業と人手適当企業がどのような意向を持っているのかを
比較していく。また、３年先を見据えた際に、労働生産性の向上に取り組めない理由等につい
ても考察していく。さらに、ここまでの分析結果から、人手不足感が、地方圏の企業で相対的
に高まっていることを踏まえ、労働生産性をめぐる地域別の状況について、地域差を生んでい
る要因も含めて、整理していきたい。

●労働生産性の向上に当たって、「営業力・販売力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高
める人事マネジメント」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」等の強化に取り組む
べきと考えている企業が多い
まず、第２－（１）－6図の（１）により、労働生産性の分子である付加価値額に着目して、労

働生産性を向上させる必要がある場合に、強化等に取り組むべきと企業が現時点で考えている
内容をみると、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと考えている企業が、全体の52.5％
と最も多くなっており、次いで、「従業員への能力開発」が48.3％、「従業員の意欲を高める人
事マネジメント」が44.4％、「技術力」が43.4％、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」
が42.1％と、「営業力・販売力」「技術力」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」等と
いった内容の他にも、「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」等の
ように、働く方を直接対象とした内容の強化に取り組むべき、と考えている企業が多いことが
分かる。

次に、同図の（２）により、強化等に取り組むべきと企業が現時点で考えている内容につい
て、産業別にみると、「建設業」では、「技術力」の強化に取り組むべきと考えている企業が最
も多く、次いで、「従業員への能力開発」「営業力・販売力」と回答する企業が多い。また、最
頻値、２位、３位から中位までの幅でみたバラつきは相対的に大きいことから、「技術力」「従
業員への能力開発」「営業力・販売力」の取組が、特に重視されていることが示唆される。
「製造業」では、「技術力」の強化に取り組むべきと考えている企業が最も多く、次いで、

「営業力・販売力」「従業員への能力開発」と回答する企業が多い。
「情報通信業」では、「技術力」の強化に取り組むべきと考えている企業が最も多く、次い

で、「従業員への能力開発」「営業力・販売力」と回答する企業が多い。
「運輸業，郵便業」では、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと考えている企業が最も

多く、次いで、「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」と回答する
企業が多い。
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「卸売業，小売業」では、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと考えている企業が最も
多く、次いで、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」「従業員への能力開発」と回答す
る企業が多い。また、最頻値から２位、３位までの幅でみたバラつきや、最頻値から中位まで
の幅でみたバラつきは相対的に大きいことから、「営業力・販売力」の取組が、特に重視され
ていることが示唆される。
「不動産業，物品賃貸業」では、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと考えている企業

が最も多く、次いで、「従業員への能力開発」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」と
回答する企業が多い。また、最頻値から２位、３位までの幅でみたバラつきや、最頻値から中
位までの幅でみたバラつきは相対的に大きいことから、「営業力・販売力」の取組が、特に重
視されていることが示唆される。
「学術研究，専門・技術サービス業」では、「技術力」の強化に取り組むべきと考えている企

業が最も多く、次いで、「従業員への能力開発」「営業力・販売力」と回答する企業が多い。ま
た、最頻値、２位、３位から中位までの幅でみたバラつきは相対的に大きいことから、「技術
力」「従業員への能力開発」「営業力・販売力」の取組が、特に重視されていることが示唆され
る。
「宿泊業，飲食サービス業」では、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」の強化に取

り組むべきと考えている企業が最も多く、次いで、「営業力・販売力」「従業員の意欲を高める
人事マネジメント」と回答する企業が多い。また、最頻値から２位、３位までの幅でみたバラ
つきや、最頻値から中位までの幅でみたバラつきは相対的に大きいことから、「顧客満足度の
向上によるリピーター獲得力」の取組が、特に重視されていることが示唆される。
「生活関連サービス業，娯楽業」では、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと考えてい

る企業が最も多く、次いで、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」「従業員への能力開
発」と回答する企業が多い。
「教育，学習支援業」では、「従業員の意欲を高める人事マネジメント」の強化に取り組むべ

きと考えている企業が最も多く、次いで、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」「優秀
な人材の獲得体制」と回答する企業が多い。
「医療，福祉」では、「従業員の意欲を高める人事マネジメント」の強化に取り組むべきと考

えている企業が最も多く、次いで、「従業員への能力開発」「顧客満足度の向上によるリピー
ター獲得力」と回答する企業が多い。
「サービス業（他に分類されないもの）」では、「営業力・販売力」の強化に取り組むべきと

考えている企業が最も多く、次いで、「従業員への能力開発」「技術力」と回答する企業が多い。
以上のように、多くの企業が強化等に取り組むべきと現時点で考えている内容については、

「営業力・販売力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「技術力」
「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」等であり、産業別でみると、「運輸業，郵便業」
「卸売業，小売業」「不動産業，物品賃貸業」「生活関連サービス業、娯楽業」「サービス業（他
に分類されないもの）」では「営業力・販売力」に、「建設業」「製造業」「情報通信業」「学術研
究、専門・技術サービス業」では「技術力」に、「教育、学習支援業」「医療、福祉」では「従
業員の意欲を高める人事マネジメント」に、「宿泊業、飲食サービス業」では「顧客満足度の
向上によるリピーター獲得力」に取り組むべきと考えている企業が最も多い状況がうかがえ
た。
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第２－（１）－６図 労働生産性の向上に当たって強化に取り組むべきと考えている事項

○　労働生産性の向上に当たって、「営業力・販売力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める
人事マネジメント」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」等の強化に取り組むべきと考えて
いる企業が多い。
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（１）労働生産性の向上に向けて強化等に取り組むべきと考える内容
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①営業力・販売力、②技術力、③自社ブランド、④顧客満足度の向上によるリピーター獲得力、
⑤財・サービスの供給能力、⑥利便性、⑦品揃えやサービス提供の種類、⑧イベント・キャンペーンの実施、

⑨従業員への能力開発、⑩優秀な人材の獲得体制、⑪従業員の意欲を高める人事マネジメント、
⑫財・サービスの品質に見合った価格の設定、⑬特許などの知的財産の保有、⑭新製品・サービスの開発、

⑮不採算事業の廃止や事業の絞り込み、⑯規模の拡大による効率性、⑰オフショア開発

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）複数回答の結果をまとめたもの。
２）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企

業は、集計対象外としている。
３）自社の従業員全体の過不足状況について「大いに不足」「やや不足」と回答した企業については、人手不足

が自社の企業経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じることも懸念さ
れない」と回答した企業を集計対象外としている。

４）（２）において、「鉱業、採石業、砂利採集業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業、保険業」「複合サー
ビス業」はサンプルサイズが少数のため割愛。

5）（２）において「中位」とは、各産業で数値が全項目９位のもを指す。なお、「運輸行、郵便業」「学術研究、
専門・技術サービス業」「教育、学習支援業」では８位が２項目あるため、当該２項目を記載している。

●「営業力・販売力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「顧客
満足度の向上によるリピーター獲得力」等のように、企業が強化に取り組むべきと考えてい
る内容ほど、実際には取り組めていない可能性がある
前図では、労働生産性の向上に当たって、強化等に取り組むべきと企業が考えている内容に

ついて確認したが、企業はこうした内容の強化等について、実際に取り組むことができている
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のだろうか。そこで、第２－（１）－7図では、労働生産性の向上に関する取組について、現在と
３年前を比較した際に、実際に取組を「強化」した企業の割合から、前図の（１）でみた、現
時点で強化等に取り組むべきと考えている企業の割合を差し引いたギャップをみており、値が
０より大きいほど、強化等に取り組むべきと考えているものの、実際には取り組むことのでき
ていない企業が多い取組であり、値が０より小さいほど、過去３年間で十分に強化した企業が
多い取組であることを意味している。同図の（１）により、取組別のギャップをみると、「営
業力・販売力」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「従業員への能力開発」「技術力」等
といった、企業が現時点で強化等に取り組むべきと考えている取組のギャップが０より大きく
なっており、実際には取り組むことができていない可能性が考えられる一方で、「利便性」

「財・サービスの供給能力」「品揃えやサービス提供の種類」等といった取組については、過去
３年間で十分に取り組んできた企業が多く、多様な財・サービス提供に対応していくことが、
企業にとって重要になっている可能性が示唆される。

また、同図の（２）では、前図の（２）でみた、各産業が最も強化すべきと考えている取組
について、実際の取組状況とのギャップを産業毎にみており、「技術力」を最も重視している
産業群では、「建設業」のギャップが最も大きい一方で、「情報通信業」のギャップは相対的に
小さく、「情報通信業」は、「技術力」の強化が相対的にうまくいっているものの、「建設業」
は、相対的にうまくいっていない可能性が示唆される。
「営業力・販売力」を最も重視している産業群では、「卸売業，小売業」のギャップが最も大

きく、次いで、「不動産業，物品賃貸業」「生活関連サービス業，娯楽業」のギャップが相対的
に大きい一方で、「運輸業，郵便業」「サービス業（他に分類されないもの）」のギャップは相
対的に小さく、「運輸業，郵便業」「サービス業（他に分類されないもの）」では、「営業力・販
売力」の強化が相対的にうまくいっているものの、「卸売業，小売業」等の産業では、相対的
にうまくいっていない可能性が示唆される。
「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」を最も重視している「宿泊業，飲食サービス

業」では、他の産業と比較してギャップが大きく、「顧客満足度の向上によるリピーター獲得
力」の強化が相対的にうまくいっていない可能性が示唆される。
「従業員の意欲を高める人事マネジメント」を最も重視している産業群では、「医療，福祉」

のギャップが相対的に大きい一方で、「教育，学習支援業」のギャップは相対的に小さく、「教
育，学習支援業」は、「従業員の意欲を高める人事マネジメント」の強化が相対的にうまく
いっているものの、「医療，福祉」は、相対的にうまくいっていない可能性が示唆される。
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第２－（１）－７図 労働生産性を向上させるための取組内容に生じているギャップ

○　「営業力・販売力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「顧客満足度
の向上によるリピーター獲得力」等のように、企業が強化に取り組むべきと考えている内容ほど、
実際には取り組めていない可能性がある。

①⑪②⑨⑩④⑫⑯⑭⑮③⑬⑧⑦⑤⑥

（１）取り組むべき内容と実際の取組状況のギャップ

（「現時点において強化に取り組むべき」－
「過去３年間の実際の取組状況」・％ポイント）

①営業力・販売力、②技術力、③自社ブランド、
④顧客満足度の向上によるリピーター獲得力、
⑤財・サービスの供給能力、⑥利便性、
⑦品揃えやサービス提供の種類、
⑧イベント・キャンペーンの実施、

⑨従業員への能力開発、⑩優秀な人材の獲得体制、
⑪従業員の意欲を高める人事マネジメント、

⑫特許などの知的財産の保有、⑬新製品・サービスの開発、
⑭不採算事業の廃止や事業の絞り込み、

⑮規模の拡大による効率性、⑯オフショア開発

建
設
業

学
術
研
究
，

専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

製
造
業

情
報
通
信
業

卸
売
業
，
小
売
業

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，

娯
楽
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

運
輸
業
，
郵
便
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

医
療
，
福
祉

教
育
，
学
習
支
援
業

（２）各産業が現在最も強化すべきと考える取組内容と実際の取組状況のギャップ

（「現時点において強化に取り組むべき」－「過去３年間の実際の取組状況」・％ポイント）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）　労働生産性向上をめぐる各取組について、「現在において強化等に取り組むべき」と回答した企業の割合
と、過去３年間に「大いに強化」「やや強化」したと回答した企業の割合との差分をみている。なお、過去３
年間の強化状況について回答のない企業は、集計対象外としている。

２）　事業の成長意欲について、「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した
企業は、集計対象外としている。

３）　自社の従業員全体の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業については、人手不
足が自社の企業経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じることも懸念
されない」と回答した企業を集計対象外としている。

４）（２）では、第２－（１）－6図において、各産業が現時点で最も強化に取り組むべきと考えている内容をみて
いる。

●３年先を見据えた際に、労働生産性の向上に取り組む予定のある企業は、人手不足企業の方
が人手適当企業より多く、人手不足企業、人手適当企業ともに、「営業力・販売力」「従業員
への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「顧客満足度の向上によるリピー
ター獲得力」等といった、実際に取り組むことができていない内容を強化する意向が強い
ここまで、労働生産性の向上をめぐる取組について、「過去」「現在」における取組状況等を

みてきたが、ここからは、更に「将来」の取組意向等を整理していく。なお、前述のとおり、
人手不足企業における労働生産性の向上に関する取組の意向等によって、後述する人手不足の
課題の所在が大きく異なってくることから、以下では、人手の過不足状況別に、労働生産性の
向上をめぐる取組意向等について分析していく。

まず、第２－（１）－８図の（１）により、人手の過不足状況別に、３年先を見据えた際に、労
働生産性の向上に取り組む予定があると回答した企業をみると、人手の過不足状況にかかわら
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ず、労働生産性の向上に取り組む予定のある企業が多い中、人手適当企業では86.8％、人手不
足企業では90.2％となっている。人手適当企業より人手不足企業の方が、より一層労働生産性
の向上に取り組む予定があることから、多くの企業にとって労働生産性の向上は共通の課題と
なっている中、特に、人手不足に直面している企業では、人手不足を契機として、労働生産性
向上により一層積極的に取り組む意向が強い可能性が示唆される。

次に、同図の（２）により、人手の過不足状況別に、具体的な取組予定の内容をみると、人
手適当企業、人手不足企業ともに、「営業力・販売力」「技術力」「顧客満足度の向上によるリ
ピーター獲得力」「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」等といっ
た、企業が強化等に取り組むべきと考えているものの、実際には取り組むことのできていない
と思われる内容を強化する意向が強いことが分かる。他方、同図の（３）により、人手不足企
業の取組割合から人手適当企業の取組割合を差し引いたギャップをみると、上述した「従業員
の意欲を高める人事マネジメント」「技術力」「従業員への能力開発」といった取組における
ギャップが相対的に大きい中、「優秀な人材の獲得体制」におけるギャップが特に大きい。そ
のため、人手不足企業では、特に、優秀な人材の獲得体制を強化するなど、より質の高い人材
の確保等を通じて、労働生産性の向上に取り組む意向が強い可能性が示唆される。
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第２－（１）－８図 人手不足感別にみた労働生産性を向上させるための取組予定内容

○　３年先を見据えた際に、労働生産性の向上に取り組む予定のある企業は、人手不足企業の方が人
手適当企業より多く、人手不足企業、人手適当企業ともに、「営業力・販売力」「従業員への能力開発」
「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」等といった、
実際に取り組むことができていない内容を強化する意向が強い。

（1）人手の過不足状況別にみた
取組予定

（2）人手の過不足状況別にみた
3年後を見据えて労働生産性向上のために強化する取組

① ⑨ ④ ② ⑪ ⑩ ③ ⑭ ⑦ ⑥ ⑫ ⑮ ⑤ ⑧ ⑯ ⑬ ⑰

人手適当企業
人手不足企業

（％）

⑩ ⑪ ② ⑨ ⑮

（「人手不足企業」－「人手適当企業」・％ポイント）

人手不足企業

90.2

人手適当企業

86.8
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①営業力・販売力、②技術力、③自社ブランド、④顧客満足度の向上によるリピーター獲得力、⑤財・サービスの供給能力、⑥利便性、
⑦品揃えやサービス提供の種類、⑧イベント・キャンペーンの実施、⑨従業員への能力開発、⑩優秀な人材の獲得体制、

⑪従業員の意欲を高める人事マネジメント、⑫特許などの知的財産の保有、⑬新製品・サービスの開発、
⑭不採算事業の廃止や事業の絞り込み、⑮規模の拡大による効率性、⑯オフショア開発

（3）人手不足企業と人手適当企業のギャップ
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）は、「３年先を見据えた際に自社の労働生産性の向上に取り組む予定か」という問に対する「大いに
積極的に取り組む」「積極的に取り組む」「ある程度取り組む」「ほとんど取り組まない」「取り組まない、取り
組めない」の選択肢のうち、「大いに積極的に取り組む」「積極的に取り組む」「ある程度取り組む」のいずれ
かを回答した企業を「取り組む予定の企業」としている（未回答を除く）。

２）（２）及び（３）は、「取り組む予定の企業」を対象に、強化等に取り組む意向のある具体的な内容の取組
割合をまとめたもの（複数回答）。

３）「人手不足企業」とは、現在、３年先ともに従業員全体に関して、人手が「大いに不足」「やや不足」と回
答した企業を指し、「人手適当企業」とは、現在、３年先ともに従業員全体に関して、人手が「適当」と回
答した企業を指す。

４）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企
業は、集計対象外としている。

5）人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じることも懸
念されない」と回答した企業は、集計対象外としている。

●労働生産性の向上に取り組めない企業の理由等をみると、人手の過不足感にかかわらず、
「日々の業務遂行で精一杯のため」「有効な取組方法が分からないため」を挙げる企業が多く、
特に、人手不足企業では「日々の業務遂行で精一杯のため」を、人手適当企業では「有効な
取組方法が分からないため」を挙げる企業が多い
前図では、多くの企業において、労働生産性の向上に取り組む予定があることを指摘したが、

労働生産性の向上に取り組む予定のない企業が一定数いることも明らかとなった。そこで、第
２－（１）－９図の（１）により、人手の過不足状況別に、労働生産性の向上に取り組めない理由
等をみると、人手不足企業では、「日々の業務遂行で精一杯のため」を理由として挙げる企業が
48.9％と最も多く、次いで、「有効な取組方法が分からないため」「ノウハウを持つ人材がいない
ため」「特段理由はない」となっている一方で、人手適当企業では、「有効な取組方法が分から
ないため」を理由として挙げる企業が32.8％と最も多く、次いで「日々の業務遂行で精一杯の
ため」「特段理由はない」「ノウハウを持つ人材がいないため」となっている。人手不足企業と人
手適当企業において、順位は異なるものの、回答割合が相対的に高い理由は共通しており、人
手の過不足状況にかかわらず、労働生産性の向上に「取り組まない」のではなく、「取り組めな
い」状況にある企業が多いことが分かる。また、同図の（２）により、人手不足企業の回答割
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合から、人手適当企業の回答割合を差し引いたギャップをみると、「日々の業務遂行で精一杯の
ため」が20.5％ポイントと、ギャップが正の方向に最も大きく、次いで、「ノウハウを持つ人材
がいないため」「経営トップに機運が醸成されていないため」等のギャップが大きい一方で、「有
効な取組方法が分からないため」は▲8.0％ポイントと、ギャップが負の方向に最も大きい。こ
のことから、人手適当企業は、人手不足企業と比べ、労働生産性の向上に取り組む余裕は相対
的にあるものの、有効な取り組み方法が分からない企業が多い一方で、人手不足企業は、人手
適当企業と比べ、日々の業務遂行に追われる中、労働生産性の向上に取り組む余裕がないだけ
でなく、労働生産性の向上に関する取組のノウハウを持つ人材が職場に居らず、経営トップに
労働生産性向上の機運が醸成されていない状況の企業が多い可能性が示唆される。

以上のことから、一部の人手不足企業では、人手不足に伴う業務の多忙化や人材不足等によ
り、今後さらに労働生産性の向上に取り組むことが困難になっていく可能性も考えられる。

これまでの分析結果を踏まえると、多くの企業にとって労働生産性の向上は共通の課題となってい
る中、特に、人手不足に直面している企業では、人手不足を契機として、労働生産性の向上により
一層積極的に取り組む意向が強いものの、一部の人手不足企業では、日々の業務遂行に追われ、労
働生産性の向上に取り組む余裕がないだけでなく、労働生産性の向上に関する取組のノウハウを持
つ人材の不足等により、労働生産性の向上に「取り組めない」厳しい状況であることが示唆される。

第２－（１）－９図 労働生産性の向上に取り組めない理由等について

〇　労働生産性の向上に取り組めない企業の理由等をみると、人手の過不足感にかかわらず、「日々の
業務遂行で精一杯のため」「有効な取組方法が分からないため」を挙げる企業が多く、特に、人手不
足企業では「日々の業務遂行で精一杯のため」を、人手適当企業では「有効な取組方法が分からな
いため」を挙げる企業が多い。

①有効な取り組み方法が分からないため、②段階的に事業廃止を進めていくため、③事業の方向性を見直す予定であるため、④日々の業務遂行で精一杯のため、
⑤ノウハウを持つ人材がいないため、⑥経営トップに機運が醸成されていないため、⑦すでに労働生産性が高水準にあるため、

⑧現場・各部署などに理解が得られないため、⑨資金調達が困難であるため、⑩販売価格転嫁による需要の減少が懸念されるため、⑪特段理由はない

（１）人手の過不足状況別にみた
３年先を見据えて、労働生産性向上に取り組めない理由等

（２）人手不足企業と人手適当企業のギャップ

④ ① ⑤ ⑪ ⑥ ⑨ ③ ⑧ ⑦ ⑩ ②

人手不足企業（％）

① ④ ⑪ ⑤ ③ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩ ② ⑧

人手適当企業（％）

④ ⑤ ⑥ ⑨ ⑧ ⑪ ①

（「人手不足企業」－「人手適当企業」・％ポイント）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）「３年先を見据えた際に労働生産性の向上に取り組む予定か」という問に対して、「ほとんど取り組まない」
「取り組まない・取り組めない」と回答した企業を対象に、その理由を選択した割合を算出している（複数
回答）。

２）「人手不足企業」とは、現在、３年先ともに従業員全体に関して、人手が「大いに不足」「やや不足」と回答した企
業を指し、「人手適当企業」とは、現在、３年先ともに従業員全体に関して、人手が「適当」と回答した企業を指す。

３）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企
業は、集計対象外としている。

４）人手不足企業については、人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以
内に影響が生じることも懸念されない」と回答した企業を集計対象外としている。

5）以上の条件を加えた結果、サンプル数は人手不足企業で137社、人手適当企業で67社となっている点に、
留意が必要。
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●1970年から2010年までの40年間で、労働生産性の地域間格差は、東京都を除くその
他の46都道府県間では格差が縮小している一方で、東京都が、他の都道府県と比較して飛
び抜けて高い労働生産性となっている
ここまで、人手不足企業の多くは、人手不足を契機として、労働生産性の向上により一層積

極的に取り組む意向が強い傾向にあるものの、一部の人手不足企業では、日々の業務遂行に追
われ、労働生産性の向上に取り組む余裕がないだけでなく、労働生産性の向上に関するノウハ
ウを有する人材の不足等により、労働生産性の向上に「取り組めない」状況にある可能性を指
摘してきた。他方、前述したとおり、人手不足感は地方圏の企業で相対的に高まっているた
め、これ踏まえ、地域間の労働生産性をめぐる状況について、地域差を生んでいる要因も含め
て、整理していきたい12。

第２－（１）－10図は、労働生産性を、産業計資本労働比率（以下「資本装備率」という。）の
違い、労働の質13の違い、産業計全要素生産性14（以下「ＴＦＰ」という。）の違いに分解し、
労働生産性の地域間格差の要因をみたものであり、図中の「労働生産性15」は、各都道府県の
労働生産性の全国平均からの乖離率を示している16。1970年と2010年の労働生産性の全国平均
からの乖離率を比較すると、この40年間で、東京都を除くほぼ全ての都道府県で全国平均か
らの乖離率は縮小しており、労働生産性の地域間格差は、東京都を除く46都道府県間では縮
小傾向にあるものの、この40年間で、東京都の労働生産性の全国平均からの乖離率だけは拡
大しており、このような東京都の一人勝ち状態が、東京都と比較して地方の格差を感じさせる
原因となっている可能性が考えられる。

次に、1970年時点の労働生産性の全国平均からの乖離率をみると、神奈川県の値が最も大
きくなっており、これは京浜工業地帯を擁する当該地域の高い資本装備率が、労働生産性を押
し上げる大きな要因となっていたことが考えられる。このように、1970年時点では、資本装
備率の地域間格差が、労働生産性の地域間格差を説明する重要な要因となっていたことが示唆
されるが、その後の40年間で、資本装備率の地域間格差は大きく縮小しており、詳細は後述
するが、2010年時点で労働生産性の値が最も大きな東京都の資本装備率は、全国平均を下回っ
ている状況にある。

他方、2010年時点の労働生産性の全国平均からの乖離率をみると、東京都の値が最も大き
くなっており、労働生産性を押し上げている要因をみると、他地域に比べて高い労働の質と、
飛び抜けて高いＴＦＰが大きく寄与していることから、資本装備率に代わって、ＴＦＰが労働
生産性の地域間格差を説明する主な要因となっていることが示唆される17。

12　本稿の作成にあたっては徳井（2018）を参考にした。
13　ここでの労働の質は、労働者の性、就業上の地位、学歴構成、就業している産業といった労働属性ご

との限界生産性の違いを考慮した「質を考慮した労働投入」の概念を採用している。
14　全要素生産性（ＴＦＰ）は、経済成長率を要因分解した際、資本や労働といった生産要素の投入量の

増減では計測することができない全ての要因による寄与を指している。
15　労働生産性を測るときの分母の労働投入量は、マンアワーベースである。
16　数値は、経済産業研究所「都道府県別産業生産性データベース2017」より引用。
17　徳井（2018）では、労働生産性の地域間格差の分散に対する寄与度を、「資本装備率」「労働の質」

「ＴＦＰ」の要因にそれぞれ分解した上で分析を行っており、当該分析結果によると、1970年において
労働生産性の地域間格差を生み出していた最大の要因はＴＦＰと資本装備率の格差であったが、資本装
備率格差の寄与は、1980年以降急速に減少した一方で、ＴＦＰ格差の寄与は1990年まで変化がなく、そ
の後はおおむね半減したものの、2010年では下げ止まりがうかがえる状況にあったことから、結果的に
ＴＦＰ格差の寄与の重要度が相対的に高まり、今日では、労働生産性の地域間格差のほとんどをＴＦＰ
格差で説明できるようになったとしている。
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なお、近年の「労働経済の分析」においても、我が国の労働生産性が伸び悩んでいる要因に
ついては、情報化資産や人的資本などの無形資産への投資 18が国際的にみて不足していること
等を指摘しており、我が国の労働生産性を引き上げて行くには、ＴＦＰの上昇率を高めていく
ことが重要となる。

第２－（１）－10図 地域別にみた労働生産性の動向

○　1970年から2010年までの40年間で、労働生産性の地域間格差は、東京都を除くその他の46
都道府県間では縮小している一方で、東京都は、他の都道府県と比較して飛び抜けて高い労働生産
性となっている。
○　東京都の労働生産性を押し上げた要因をみると、「ＴＦＰ」が大きく寄与している。
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資料出所　（独）経済産業研究所「都道府県別産業生産性データベース2017」より引用
（注）　１）労働生産性とは、各都道府県と全国平均の労働生産性の乖離率を示している。

２）1970年は沖縄県を除く46都道府県の数値を示している。

●男女ともに、いずれの雇用形態においても、地方圏より三大都市圏の方が、仕事に役立てる
ための訓練や自己啓発に取り組む者が多い
労働生産性の向上にとって重要な要素である、労働者の人的資本の形成については、フォー

マルな学校教育を通じて得られるもの以外にも、主に企業が実施する人的資本形成（ＯＦＦ-

18　「平成28年版 労働経済の分析」において、ＴＦＰの上昇に対しては、無形資産への投資が波及効果を
持つことを指摘している。なお、無形資産は、①情報化資産（受注・パッケージソフト、自社開発ソフ
トウェア）、②革新的資産（Ｒ＆Ｄ、著作権、デザイン、資源開発権）、③経済的競争能力（ブランド資
産、企業が行う人的資本形成（ＯＦＦ－ＪＴ）、組織形成・改革）から成る。
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ＪＴ：Off-the-Job Training）や、ＯＪＴ（On-the-Job Training）のような経験を通じた人的
資本の蓄積等も重要であることから、第２－（１）－11図により、仕事に役立てるための訓練・
自己啓発の実施割合を、男女別、地域別にみることで、人的資本の形成に資する取組の実施状
況の地域間格差について考察する。同図によると、雇用者計の男女計では、三大都市圏におい
て40.9％である一方、地方圏では37.7％、男性では三大都市圏43.5％、地方圏40.2％、女性で
は三大都市圏37.7％、地方圏34.8％といずれも三大都市圏の方が高い実施割合となっている。
さらに雇用形態別にみると、正規雇用労働者の男女計では三大都市圏において48.1％である一
方、地方圏では44.8％、男性では三大都市圏47.0％、地方圏43.7％、女性では三大都市圏
50.5％、地方圏46.8％といずれも三大都市圏の方が高い実施割合になっている。非正規雇用労
働者をみると、男女計では三大都市圏において28.0％である一方、地方圏では25.2％、男性で
は三大都市圏29.4％、地方圏26.1％、女性では三大都市圏27.4％、地方圏24.8％といずれも三
大都市圏の方が高い実施割合になっている。

以上のように、いずれの雇用形態、性別においても地方圏より三大都市圏の方が訓練・自己
啓発の実施割合が高く、こうした人的資本の形成に資する取組状況の地域間格差が、労働生産
性の地域間格差の要因の一つとなっている可能性が示唆される。

第２－（１）－11図 地域別等でみた仕事に役立てるための訓練・自己啓発の実施状況

○　男女ともに、いずれの雇用形態においても、地方圏より三大都市圏の方が、仕事に役立てるため
の訓練・自己啓発の実施割合が高い。
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資料出所　総務省統計局「平成29年就業構造基本調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪

府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。
２）「主に通学をしながら仕事をしている」と回答している者は集計対象外としている。
３）勤め先における呼称について、「正規の職員・従業員」と回答した者を正規雇用労働者、「パート」「アルバ

イト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」と回答した者を非正規雇用労働者として
いる。

４）「１年間の間に仕事に役立てるための訓練や自己啓発をしましたか」という質問に回答した者に占める、実
施したと回答した者の割合を算出している。
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	 第２節	 我が国における人手不足の緩和に向けた企業の取組状況について
前節では、我が国における人手不足等の現状について分析を行い、相対的に正社員に対する

人手不足感が高まる中、当該人手不足感は、相対的に中小企業や地方圏の企業で高まっている
ことを明らかにしたが、人手不足感の高まりは、企業における人手不足を緩和するための対策
への取組姿勢や、企業経営、職場環境などにどのような影響を及ぼすのだろうか。

そこで、本節では、我が国における人手不足の緩和に向けた企業の取組状況について概観
し、特に、人手不足企業と人手適当企業において実施されている人手不足を緩和するための取
組内容を比較することで、人手不足の影響について、特徴を明らかにしていく。

	１	 人手不足の緩和に向けた取組状況等について

●過去３年間で人手不足を緩和するための対策に取り組んできた企業は、全体の８割を超える
高い水準にあるものの、相対的に人手不足感が高まっている産業や企業規模の小さい企業等
における取組割合は、低い傾向にある
第２－（１）－12図の（１）により、３年前から現在までの、人手不足を緩和するための対策

への取組割合をみると、人手不足を緩和するための対策に取り組んできた又は近く取り組む予
定にある企業は、全体の86.0％と高い水準を占めており、人手不足感の高まりに伴い、多くの
企業にとって喫緊の課題となっている可能性が示唆される。次に、同図の（２）により、人手
不足を緩和するための対策の取組割合を産業別にみると、前述と同様に、いずれの産業におい
ても高い水準となっている中、特に、「情報通信業」では94.1％、「学術研究・専門・技術サー
ビス業」では92.2％、「建設業」では91.3％と、取組割合が９割を超えている産業がある一方
で、「不動産業，物品賃貸業」「製造業」といった相対的に人手不足感が高まっている産業を中
心に、取組割合が全規模全産業平均の86.0％を下回る産業もあることが分かる。また、同図の

（３）により、企業規模別に取組割合をみると、「従業員50人以下企業」は、「全規模全産業」
「従業員300人以下企業」と比較して取組割合が低く、相対的に人手不足感が高まっている企
業規模の小さい企業における取組割合が低いことが分かる。最後に、同図の（４）により、地
域別に取組割合をみると、「地方圏」より「三大都市圏」の取組割合が低く、製造業、非製造
業別にみても、「地方圏」より「三大都市圏」の取組割合が低い傾向にあるものの、上述のと
おり、相対的に取組割合が低い「従業員50人以下企業」に対象を限定した上で取組割合をみ
ると、非製造業では、「三大都市圏」より「地方圏」の方が、取組割合が低いことが分かる。

以上のように、産業別、企業規模別及び地域別によって、若干傾向が異なるものの、人手不
足対策に取り組んできた又は近く取り組む予定にある企業は、全体の86.0％と高い水準にあり、
人手不足感の高まりに伴い、人手不足緩和に向けた対策が多くの企業にとって喫緊の課題と
なっている可能性が示唆される中、相対的に人手不足感が高まっている産業や企業規模の小さ
い企業等では、人手不足を緩和するための対策への取組割合が、相対的に低い傾向にあること
が確認された。また、相対的に取組割合の低い「従業員50人以下企業」に着目すると、相対
的に取組割合の高い産業が多く属する非製造業において、三大都市圏より地方圏の取組割合が
低いことが明らかとなった。
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第２－（１）－12図 人手不足の緩和に向けた取組状況の概況

○　過去３年間で人手不足を緩和するための対策に取り組んできた企業は、全体の８割を超える高い
水準にあるものの、相対的に人手不足感が高まっている産業や企業規模の小さい企業等における取
組割合は、低い傾向にある。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）各図では、事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と
回答した企業と、人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が
生じることも懸念されない」と回答した企業は、集計対象外としている。

２）調査時点から３年以内の状況に関して得た回答結果をまとめている。
３）（２）では、サンプル数が僅少であったことから、「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水

道業」「複合型サービス業」は除いている。
４）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪

府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。

	２	 人手不足の緩和に向けた、企業における具体的な取組内容等について

●人手不足企業は、人手適当企業と比較して、「応募条件の緩和を図るなど、採用対象を拡大
する」「新卒採用を強化する」等といった外部調達に積極的に取り組んできたが、人手が不
足している理由をみると、「新規の人材獲得が困難になっている」を挙げる企業が最も多い
前図では、相対的に人手不足感が高まっている産業や企業規模の小さい企業等では、人手不

足を緩和するための対策への取組割合が相対的に低い傾向にあるものの、企業全体の取組割合
の水準は、総じて高いことを確認したが、企業は、人手不足の緩和に向け、具体的にどのよう
な対策に取り組んでいるのだろうか。一般的に、企業が人手不足に直面した際には、新卒採用
や中途採用等のように、企業の外部から新たに人材を調達する方法（外部調達）や、従業員の
配置転換や定年の延長・再雇用による雇用継続、現従業員の追加就業等のように、企業の内部
から人材を調達する方法（内部調達）、業務プロセスの見直しや業務の外部委託の促進等のよ
うに、人材の調達以外の方法で人手不足の緩和を目指す方法を取ること等（業務の見直し等）
が考えられるが、以下では、人手不足を緩和するための取組を、それぞれ「外部調達」「内部
調達」「業務の見直し等」に大別した上で、具体的な取組内容を概観していく。

まず、第２－（１）－13図の（１）により、３年前から現在までに、人手不足対策に取り組ん
できた又は近く取り組む予定のある企業における、具体的な取組内容をみると、「求人募集時
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の賃金を引き上げる」が68.2％、「中途採用を強化する」が67.2％、「求人募集時の賃金以外の
労働条件を改善する」が50.0％、「新卒採用を強化する」が47.0％と、「外部調達」に取り組ん
できた企業が多く、次いで、「定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う」が59.3％、「非正
社員から正社員への登用を進める」が38.1％、「現従業員の配置転換」が32.6％、「教育訓練・
能力開発による現従業員の業務可能範囲の拡大」が28.9％と、「内部調達」に取り組んできた
企業が多いことが分かる。

一方で、「外部調達」「内部調達」以外の「業務の見直し等」については、「業務プロセスの
見直しによる効率化の強化」が28.1％、「離職率を低下させるための雇用管理の改善」が
27.1％、「省力化・合理化投資の実施」が20.8％、「従業員への働きがいの付与」が19.7％となっ
ており、「業務の見直し等」に取り組んできた企業は相対的に少ないことが分かる。特に、「離
職率を低下させる雇用管理の改善」や「従業員の働きがいの付与」といった従業員の「働きや
すさ」や「働きがい」の改善に資するような職場環境の改善に着目した取組がまだ十分に浸透
していないことが示唆される。

このような人手不足緩和に向けた取組状況は、企業における人手の過不足状況によって傾向
が異なるのだろうか。同図の（２）（３）により、企業における人手の過不足状況別に取組の
実施状況をみると、人手不足企業、人手適当企業のいずれも、上述と同様に、「中途採用を強
化する」「求人募集時の賃金を引き上げる」等の「外部調達」に取り組んできた企業が相対的
に多く、次いで「定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う」等の「内部調達」に取り組ん
できた企業が相対的に多い一方で、「業務プロセスの見直しによる効率性の強化」「離職率を低
下させるための雇用管理の改善」等の「業務の見直し等」に取り組んできた企業は、相対的に
少ないことが分かる。また、人手不足企業の取組割合から人手適当企業の取組割合を差し引い
たギャップをみると、「応募要件の緩和を図る等、採用対象を拡大する」の水準が最も高く、
次いで、「新卒採用を強化する」「求人募集時の賃金を引き上げる」「中途採用を強化する」の水
準が高くなっていることから、人手不足企業は、人手適当企業に比べ、「外部調達」に積極的
に取り組んできたことが分かる。

次に、同図の（４）により、人手不足企業における、人手が不足している理由について概観
すると、「新規の人材獲得が困難になっている」を挙げる企業が最も多く、全体の69.4％を占
めており、次いで、「従業員の自発的な離職の増加」「景気の回復に伴う事業の拡大」を挙げる
企業が多く、それぞれ38.2％、29.4％となっている。また、同図の（5）により、人手が不足
している理由を、過去３年間での企業における人手不足の緩和に向けた対策の実施の有無別に
みると、対策の実施の有無にかかわらず、「新規の人材獲得が困難になっている」が最も多く
挙げられており、次いで、「従業員の自発的な離職の増加」が多く挙げられている中、対策実
施企業の回答割合から対策未実施企業の回答割合を差し引いたギャップをみると、対策未実施
企業は、対策実施企業と比較して、「業務プロセスの見直しが出来ない」「雇用管理の見直しが
できない」「省力化・合理化投資が出来ない」等を理由に挙げる企業が多い一方で、対策実施
企業は、対策未実施企業と比較して、「新規の人材獲得が困難になっている」「景気の回復に伴
う事業の拡大」等を理由に挙げる企業が多いことが分かる。最後に、同図の（6）により、人
手が不足している理由を三大都市圏と地方圏別にみると、いずれにおいても、「新規の人材獲
得が困難になっている」が最も多く挙げられており、次いで、「従業員の自発的な離職の増加」
が多く挙げられている中、地方圏の企業の回答割合から、三大都市圏の企業の回答割合を差し
引いたギャップをみると、三大都市圏は、地方圏と比較して、「景気の回復に伴う事業の拡大」
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等を理由に挙げる企業が多い一方で、地方圏は、三大都市圏と比較して、「新規の人材獲得が
困難になっている」「都市部への人材流出」「従業員の自発的な離職の増加」等を理由に挙げる
企業が多くなっている。

以上の分析結果を踏まえると、人手不足の緩和に向けて、人手不足企業は、「応募条件の緩
和を図るなど、採用対象を拡大する」「新卒採用を強化する」等といった外部調達に積極的に
取り組んできたにもかかわらず、人手が不足している理由をみると、「新規の人材獲得が困難
になっている」を挙げる企業が最も多くなっていることから、人手不足企業が積極的に取り組
んできた対策が上手くいっていない可能性が示唆される 。

第２－（１）－13図 人手不足の緩和に向けた企業における取組内容と人手不足を感じる理由

○　人手不足企業は、人手適当企業と比較して、「応募条件の緩和を図るなど、採用対象を拡大する」
「新卒採用を強化する」等といった外部調達に積極的に取り組んできたが、人手が不足している理由
をみると、「新規の人材獲得が困難になっている」を挙げる企業が最も多い。
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⑫定年の延長や再雇用等による雇用継続を行う、⑬非正社員から正社員への登用を進める、
⑭従来の勤続要件等を緩和し、若手従業員をこれまでにないポストに抜擢する、

⑮業務プロセスの見直しによる効率性の強化、⑯外部委託を進める、⑰省力化・合理化投資の実施、
⑱離職率を低下させるための雇用管理の改善、⑲従業員への働きがいの付与、
⑳人材確保も視野に入れたM＆Aの実施、㉑事業の縮小・見直しを行う
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①景気の回復に伴う事業の拡大、②業務プロセスの見直しができない、③省力化・合理化投資ができない、④新規の人材獲得が困難になっている、
⑤従業員の自発的な離職の増加、⑥雇用管理の見直しができない、⑦必要なスキル・知識をもった人材が社内におらず、配置転換で調整できない、

⑧配置転換を希望しない、あるいは、対応できない従業員の増加、⑨育児のための休職者や短時間勤務者の増加、
⑩介護のための休職者や短時間勤務者の増加、⑪病気治療のための休職者や短時間勤務者の増加、

⑫定年退職や再雇用期間が満了を迎えた従業員の増加、⑬都市部への人材流出、⑭過去の採用抑制の影響

④ ① ⑧ ⑨ ⑬ ⑦ ⑪ ⑩ ⑭ ⑤ ⑫ ③ ⑥ ②

（「取り組んだ・取り組む予定の企業」－「取り組んでこなかった企業」・％ポイント）

（５）人手不足対策の有無別の差分

④ ⑬ ⑤ ⑫ ⑧ ⑭ ⑪ ⑩ ⑨ ③ ⑦ ⑥ ② ①

（６）地域別の差分

（「地方圏ー三大都市圏・％ポイント）

④ ⑤ ① ⑫ ⑦ ③ ② ⑧ ⑨ ⑥ ⑪ ⑭ ⑬ ⑩

（４）人手不足を感じている理由
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）～（３）では、事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを
重視」と回答した企業は、集計対象外としている。

２）（１）は、人手不足を緩和するための対策について、３年前から現在までに「取り組んできた」「未だ取り
組んでいないが、近く取り組む予定」と回答した企業における取組内容について、複数回答の結果を集計し
ている。

３）（２）（３）において、自社の従業員全体の人手の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」と回答
した企業を「人手不足企業」、「適当」と回答した企業を「人手適当企業」としている。

４）（１）において自社の従業員全体の人手の過不足感について「大いに不足」「やや不足」と回答した企業、
（２）（３）における人手不足企業及び（４）～（6）の回答企業については、人手不足が自社の企業経営ま
たは職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じることも懸念されない」と回答した
企業を集計対象外としている。

5）（４）は、自社の従業員全体の過不足状況について「大いに不足」「やや不足」と回答した企業における、
雇用人員が不足している理由について、複数回答の結果を集計している。

6）（5）は、人手不足を緩和するための対策について、３年前から現在までに「取り組んできた」「未だ取り
組んでいないが、近く取り組む予定」と回答した企業における各理由の回答割合と、「取り組んでこなかっ
た」と回答した企業における各理由の回答割合の差をとったもの。サンプル数はそれぞれ1385社、110社。

7）（6）は、「地方圏」に所在地のある企業における各理由の回答割合と、「三大都市圏」に所在地のある企業
における各理由の回答割合との差分をみたもの。「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川
県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏
以外の地域を指す。サンプル数はそれぞれ1005社、778社。
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●人手不足企業は、人手適当企業と比較して、正社員では、「15～34歳」「男性」「外国人労
働者」の、非正社員では、「55歳以上」「女性」「外国人労働者」の採用を積極的に拡大する
傾向にある
前図において、人手不足企業は、人手適当企業に比べ、「応募要件の緩和を図る等、採用対

象の拡大」に積極的に取り組んできたことを確認してきたが、具体的にどういった対象の採用
を拡大してきたのだろうか。また、その対象は、企業における人手の過不足状況によって傾向
が異なるのだろうか。

第２－（１）－14図により、企業が採用を拡大してきた対象を、人手の過不足状況別にみると、
正社員では、人手適当企業は、「55歳以上」、人手不足企業は、「15～34歳」「男性」「外国人労
働者」の採用拡大を、相対的に積極的に取り組んできており、非正社員では、総じて人手不足
企業の方が、積極的な採用対象の拡大に取り組む傾向にある中、とりわけ、「55歳以上」「女
性」「外国人労働者」の採用拡大を、積極的に取り組んできたことが分かる。以上を踏まえる
と、人手適当企業と人手不足企業では、人手不足の緩和にむけて採用対象の拡大に取り組む際
に、特に、正社員については、着目する対象が異なっており、人手適当企業では、「55歳以上」
といった中高年齢者の採用拡大に、積極的に取り組んでいる一方で、人手不足企業では、「15
～34歳」「男性」といった若年者の男性や「外国人労働者」の採用拡大に、積極的に取り組ん
でいる可能性が示唆される。なお、非正社員については、総じて人手不足企業の方が、積極的
な採用対象の拡大に取り組む傾向にある中、とりわけ「55歳以上」「女性」といった中高年齢
者の女性や「外国人労働者」の採用拡大に、積極的に取り組んできた可能性が示唆される。

第２－（１）－14図 外部調達としての採用対象の拡大について

○　人手不足企業は、人手適当企業と比較して、正社員では、「15～34歳」「男性」「外国人労働者」
の、非正社員では、「55歳以上」「女性」「外国人労働者」の採用を積極的に拡大する傾向にある
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）人手の過不足状況は、現時点の自社の正社員、非正社員の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」
と回答した企業を「人手不足企業」、「適当」と回答した企業を「人手適当企業」としている。

２）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企
業は、集計対象外としている。

３）人手不足が自社の企業経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じるこ
とも懸念されない」と回答した企業は集計対象外としている。
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●求人募集をした際の状況をみると、「募集しても、応募がない」企業が最も多く、特に、「地
方圏」の企業でその傾向が強い
前述したとおり、「新規の人材獲得が困難になっている」企業の状況を踏まえ、第２－（１）－

15図の（１）により、人手不足を契機に求人募集した際の状況をみると、「募集しても、応募
がない」企業が最も多く、60.9％と全体の6割を超えており、次いで、「応募はあるが、応募
者の資質が自社の求める水準に満たなかった」企業が23.6％となっていることから、求人募集
を行っても、そもそも応募がなく、また、仮に応募があったとしても、応募者の資質が自社の
求める水準に満たない状況にあるなど、求人募集に関して、企業の厳しい状況が示唆される。
また、同図の（２）により、地域別に、求人募集をした際の状況をみると、「三大都市圏」「地
方圏」いずれも「募集しても、応募がない」企業が最も多く、次いで、「応募はあるが、応募
者の資質が自社の求める水準に満たなかった」企業が多い傾向にある中、「募集しても、応募
がない」については、特に、地方圏の企業で多く、地方における求人募集は、都市部と比較し
て、より一層厳しい状況にある可能性が考えられる。最後に、同図の（３）により、「募集し
ても、応募がない」と回答した企業の割合を産業別にみると、「宿泊業，飲食サービス業」の
割合が最も高く、72.3％となっており、次いで「建設業」が69.3％、「医療，福祉」が64.7％、

「サービス業（他に分類されないもの）」が62.4％と、全産業平均を超えていることから、求人
募集に関しては、人手不足感が相対的に高い産業を中心に、厳しい状況にある可能性が示唆さ
れる。

これまでの分析の結果を踏まえると、人手不足の緩和に向けて、人手不足企業は、「応募条
件の緩和を図るなど、採用対象を拡大する」をはじめとする外部調達に積極的に取り組み、正
社員は「15～34歳」「男性」といった若年者の男性や「外国人労働者」、非正社員は「55歳以
上」「女性」といった中高年齢者の女性や、「外国人労働者」の採用を拡大してきたものの、人
手が不足している理由をみると、「新規の人材獲得が困難になっている」を挙げる企業が多く、
求人募集をした際の状況をみても、「募集しても、応募がない」企業が最も多い状況にあるこ
とから、人手不足の緩和に向けた外部調達の取組は、厳しい状況にあることが明らかとなっ
た。
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第２－（１）－15図 求人募集の状況について

○　求人募集をした際の状況をみると、「募集しても、応募がない」企業が最も多く、特に、「地方圏」
の企業でその傾向が強い。
○　産業別に「募集しても、応募がない」と回答した企業をみると、「宿泊業，飲食サービス業」「建設
業」「医療，福祉」等の、人手不足感が相対的に高い産業における回答割合が高い。

①募集しても、応募がない、
②応募はあるが、応募者の資質が自社の求める水準に満たなかった、
③応募があり、応募者の資質は自社の求める水準であったが、

求職者が求める処遇・労働条件等と自社の提示内容が折り合わなかった、
④採用に至ったが、早期に離職してしまい、定着しなかった
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）従業員全体の認識について「大いに不足」「やや不足」と回答した企業であって、人手が不足している理由
として「新規の人材獲得が困難」をあげた企業を対象に、求人募集した際の状況を尋ねたもの。

２）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪
府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。

３）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企
業は、集計対象外としている。

４）人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じることも懸
念されない」と回答した企業は集計対象外としている。

5）（３）において、回答企業数が僅少の産業については割愛。

●正規雇用労働者では、「週就業時間35～42時間」の者であっても、就業時間の増加より、
減少を希望している者の方が多い
人手不足の緩和に向けて、外部調達が難しい場合、現従業員の追加就業等のように、企業の

内部から人材を調達することも考えられるが、「平成29年版 労働経済の分析」で指摘したよ
うに、我が国は、国際的にみても長時間労働者の割合は高く、仮に、就業時間を今より減らし
たいと考えている労働者が多い場合は、企業の内部人材による人材の供給余力はさほど大きく
ない可能性が考えられる。そこで、以下では、総務省統計局「就業構造基本調査」の個票を活
用し、労働者の就業時間の増減希望をみることで、企業における内部調達による人材供給の余
力を概観していく。

第２－（１）－16図では、正規雇用労働者、非正規雇用労働者それぞれの構成割合が高い週の
就業時間数（付２－（１）－２図）等に着目し、就業時間を今より増やしたい者の割合から就業時
間を今より減らしたい者の割合を差し引いたギャップをみており、値が０より大きいほど、就
業時間の増加希望者が多く、逆に、値が０より小さいほど、就業時間の減少希望者が多いこと
を意味している。

まず、同図の（３）（４）により、非正規雇用労働者についてみると、「週就業時間35時間未
満」の非正規雇用労働者は、男性、女性ともに、いずれの年齢階級においても、就業時間の減
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少希望者が多く、三大都市圏よりも地方圏で就業時間の減少希望者が多い傾向にあることが分
かる。また、構成割合が最も高い「週就業時間35～42時間」の非正規雇用労働者は、男性、
女性ともに、15～54歳の労働者では、就業時間の増加希望者が多いものの、「55歳以上」では、
就業時間の減少希望者が多いことが分かる。週の就業時間が35～42時間である非正規雇用労
働者は、いわゆるフルタイムで労働している者が多い可能性があることから、家計の主な担い
手となっている者が多いと思われる15～54歳の労働者において、家計収入の増加を目的に、
就業時間の増加を希望している可能性が考えられる。

次に、同図の（１）（２）により、正規雇用労働者についてみると、「週就業時間49～59時
間」の正規雇用労働者は、男性、女性ともに、全ての年齢階級において、就業時間の減少希望
者が多く、長時間労働者は、年齢や性別、地域圏にかかわらず、就業時間を今より減らしたい
と考える傾向にあることが分かる。また、構成割合が最も高い「週就業時間35～42時間」の
正規雇用労働者は、所定外労働時間が相対的に少ない労働者であるにもかかわらず、男性、女
性ともに、いずれの年齢階級においても、就業時間の減少希望者が多い状況にあり、わずかで
はあるが、「地方圏」と比較して「三大都市圏」の方が、就業時間の減少希望者が多い傾向に
あることが分かる。

最後に、同図の（5）（6）により、育児又は介護をしている者に限定した上で、上記と同
様に就業時間の増減希望をみると、正規雇用労働者では、男性、女性ともに、いずれの年齢階
級においても、就業時間の減少希望者が多く、育児又は介護をしていない「週就業時間35～
42時間」の正規雇用労働者よりも、減少希望者が多い傾向にある一方で、非正規雇用労働者
では、男性、女性の「55歳以上」を除き、就業時間の増加希望者が多い傾向にあり、とりわ
け、15～54歳の女性では、就業時間の増加を希望する者が相対的に多いことが分かる。育児
又は介護をしている15～54歳の女性の非正規雇用労働者は、家計の補助を担っている者が多
いと思われることから、家計収入の増加等を目的に、就業時間の増加を希望している可能性が
考えられる。

以上のように、労働者の就業時間の増減希望をみてきたが、一部の非正規雇用労働者を中心
に、就業時間の増加を希望する者がいるものの、人手不足感が相対的に高まっている正規雇用
労働者では、長時間労働者だけではなく、所定外労働時間が相対的に少ない労働者において
も、就業時間の減少を希望する者が多い傾向にあることから、企業における内部調達による人
材供給の余力は必ずしも大きくない可能性が示唆される。
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第２－（１）－16図 就業時間増減希望について

○　正規雇用労働者では、「週就業時間35～42時間」の者であっても、就業時間の増加より、減少を
希望している者の方が多い。

15 ～ 34歳 35～ 54歳 55歳以上15～ 34歳 35～ 54歳 55歳以上
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資料出所　総務省統計局「平成29年就業構造基本調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）勤め先における呼称について、「正規の職員・従業員」と回答した者を正規雇用労働者、「パート」「アルバ

イト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」と回答した者を非正規雇用労働者とする。
２）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪

府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。
３）「主に通学をしながら仕事をしている」と回答している者は集計対象から除いている。
４）（１）～（４）では、育児又は介護をしていると回答している者は集計対象から除いており、（5）（6）で

は、育児又は介護をしていると回答している者を集計対象としている。

110

第Ⅱ部　人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について

07_労働経済白書_第Ⅱ部第１章.indd   110 2019/09/19   16:41:45



●人手不足の緩和に向け、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」に取り組んできた企
業は、「情報通信業」「サービス業（他に分類されないもの）」「学術研究，専門・技術サービ
ス業」「製造業」等の企業で相対的に多く、また、人手不足感が相対的に高まっている製造
業を中心に、「労働生産性の向上」「人手不足の解消」に効果があったとする企業が多い
本節ではここまで、人手不足の緩和に向けた企業の取組状況や具体的な取組内容等を分析

し、外部調達の取組が厳しい状況にあること、また、内部調達による人材供給の余力も、必ず
しも大きくない可能性があることを指摘したが、最後に、外部調達や内部調達といった人材の
調達方法以外で、人手不足の緩和を目指す取組について、その取組状況や効果を概観していき
たい。

まず、第２－（１）－17図の（１）により、過去３年間で人手不足を緩和するための対策に取
り組んできた企業のうち、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」に取り組んできた企
業の割合を産業別にみると、「情報通信業」が33.8％と最も高く、次いで、「サービス業（他に
分類されないもの）」が33.5％、「学術研究，専門・技術サービス業」が31.0％、「製造業」が
30.6％と相対的に割合が高い。

次に、同図の（２）により、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」に取り組んでき
た結果、「労働生産性の向上」「人手不足の解消」にどの程度効果があったかについて、「労働
生産性の向上」「人手不足の解消」に効果があった企業の割合から、効果がなかった企業の割
合を差し引いたギャップをみることで概観すると、「労働生産性の向上」については、製造業
では84.0％、非製造業では73.8％となっており、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」
は、多くの企業で「労働生産性の向上」に効果があったことが分かる。また、「人手不足の解
消」については、製造業では23.6％、非製造業では4.1％となっており、人手不足感が相対的
に高まっている製造業を中心に、「人手不足の解消」に効果があったとする企業の方が多いこ
とが分かる。

最後に、同図の（３）により、過去３年間で「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」
に取り組んできた企業における、具体的な取組内容について、現時点の人手の過不足状況別に
みると、人手不足企業、人手適当企業ともに、「不要業務・重複業務の削減」「業務の標準化」
等に取り組む企業が相対的に多く、いずれの取組も、全体の過半数を超える企業において取り
組まれている中、特に、「業務の標準化」については、人手適当企業において取り組む企業の
割合が高く、「業務ごとの責任者の明確化」については、人手不足企業において取り組む企業
の割合が高い。

以上のように、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」は、人手不足を緩和するため
の対策の中では、相対的に取り組まれていない状況にあるものの、取り組んできた企業の中に
は、「労働生産性の向上」や「人手不足の解消」に一定の効果があったとする企業もあり、特
に、「労働生産性の向上」は、製造業、非製造業ともに、「人手不足の解消」は、人手不足感が
相対的に高まっている製造業を中心に、効果があったとする企業が多いことが明らかとなっ
た。
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第２－（１）－17図 業務プロセスの見直しによる効果について

○　人手不足の緩和に向け、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」に取り組んできた企業は、
「情報通信業」「サービス業（他に分類されないもの）」「学術研究，専門・技術サービス業」「製造業」
等の企業で相対的に多く、また、人手不足感が相対的に高まっている製造業を中心に、「労働生産性
の向上」「人手不足の解消」に効果があったとする企業が多い。

①不要業務・重複業務の削減、②業務の標準化、
③業務の簡素化、④業務進捗状況の見える化、

⑤従業員間の役割分担の明確化、
⑥業務ごとに必要な決裁ルートの明確化、

⑦業務ごとの責任者の明確化

（３）「業務プロセスの見直し」を実施した企業における
具体的な取組状況

① ② ⑤ ③ ④ ⑦ ⑥

人手不足企業
人手適当企業

（％）

労
働
生
産
性
向
上

人
手
不
足
の
解
消

労
働
生
産
性
向
上

人
手
不
足
の
解
消

労
働
生
産
性
向
上

人
手
不
足
の
解
消

全産業 製造業 非製造業

（２）「業務プロセス」の見直しによる効果

（「効果あり」－「効果なし」、％ポイント）

情
報
通
信
業

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

製
造
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

卸
売
業
，
小
売
業

全
産
業

医
療
，
福
祉

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

運
輸
業
，
郵
便
業

建
設
業

教
育
，
学
習
支
援
業

（１）産業別にみた人手不足を緩和するために
「業務プロセスの見直し」を実施している企業割合
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）３年前から現在まで、人手不足を緩和するための対策に「取り組んできた」と回答した企業のうち、「業
務プロセスの見直しによる効率性の強化」を実施したと回答した企業を対象としている。（未回答は集計対
象外）また、事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と
回答した企業と、人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が
生じることも懸念されない」と回答した企業についても、集計対象外としている。

２）（１）では、人手不足を緩和するための対策を実施した企業のうち、「業務プロセスの見直しによる効率性
の強化」を実施したと回答した企業の割合を算出している。なお、サンプル数が僅少であったことから、「鉱
業，採石業，砂利採取業」、「複合サービス事業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業，保険業」「不動
産業，物品賃貸業」は除いている。

３）（２）では、「労働生産性向上」「人手不足の解消」の観点から、「大きな効果があった」「ある程度効果が
あった」と回答した企業の割合と、「ほとんど効果がなかった」「全く効果がなかった」と回答した企業の割
合との差分をみている。

４）（３）では、従業員全体に関する人手の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業を
「人手不足企業」、「適当」と回答した企業を「人手適当企業」としている。

●人手不足の緩和に向け、「省力化・合理化投資」に取り組む企業は、「製造業」「学術研究，
専門・技術サービス業」「卸売業，小売業」「サービス業（他に分類されないもの）」等の企業
で相対的に多く、また、人手不足感が相対的に高まっている製造業を中心に、「労働生産性
の向上」「人手不足の解消」に効果があったとする企業が多い傾向にある
第２－（１）－18図の（１）により、過去３年間で人手不足を緩和するための対策に取り組ん

できた企業のうち、「省力化・合理化投資」に取り組んできた企業の割合を産業別にみると、
「製造業」が27.5％と最も高く、次いで、「学術研究，専門・技術サービス業」が25.0％、「卸
売業，小売業」が23.3％、「サービス業（他に分類されないもの）」が22.8％と相対的に割合が
高い。

次に、同図の（２）により、「省力化・合理化投資」に取り組んできた結果、「労働生産性の
向上」「人手不足の解消」にどの程度効果があったかについて、「労働生産性の向上」「人手不足
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の解消」に効果があった企業の割合から、「労働生産性の向上」「人手不足の解消」に効果がな
かった企業の割合を差し引いたギャップをみることで概観すると、「労働生産性の向上」につ
いては、製造業では86.1％、非製造業では67.5％となっており、「省力化・合理化投資」の取
組は、多くの企業において「労働生産性の向上」に効果があったことが分かる。また、「人手
不足の解消」については、製造業では39.4％、非製造業では13.0％となっており、「省力化・
合理化投資」の取組は、製造業を中心に、「人手不足の解消」に効果があったとする企業の方
が多いことが分かる。

以上のように、「省力化・合理化投資」についても、人手不足を緩和するための対策の中で
は相対的に取り組まれていない状況にあるものの、取り組んできた企業の中には、「労働生産
性の向上」や「人手不足の解消」に一定の効果があったとする企業もあり、特に、「労働生産
性の向上」は、製造業、非製造業ともに、「人手不足の解消」は、人手不足感が相対的に高
まっている製造業を中心に、効果があったとする企業が多いことが明らかとなった。

第２－（１）－18図 省力化・合理化投資による効果について

○　人手不足の緩和に向け、「省力化・合理化投資」に取り組む企業は、「製造業」「学術研究，専門・
技術サービス業」「卸売業，小売業」「サービス業（他に分類されないもの））」等の企業で相対的に多
く、また、人手不足感が相対的に高まっている製造業を中心に、「労働生産性の向上」「人手不足の解
消」に効果があったとする企業が多い。
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（１）産業別にみた人手不足を緩和するために
「省力化・合理化投資」に取り組んできた企業割合
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）事業の成長意欲について「現状維持が困難になる中、衰退・撤退を遅延させることを重視」と回答した企
業と、人手不足が会社経営または職場環境に「現在のところ影響はなく、今後３年以内に影響が生じること
も懸念されない」と回答した企業は、集計対象から除外している。

２）（１）は３年前から現在まで人手不足を緩和するための対策に取り組んだ企業のうち「省力化・合理化投
資」を実施した企業の割合を示したもの。

３）（１）はサンプル数が僅少であったことから、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「複合サービス事業」、「電気・
ガス・熱供給・水道業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」は除いている。

４）（２）の効果については、「大きな効果があった」「ある程度効果があった」を「効果あり」、「ほとんど効果
がなかった」「全く効果がなかった」を「効果なし」としている。

113

第
１
章

第１章　我が国を取り巻く人手不足等の現状

07_労働経済白書_第Ⅱ部第１章.indd   113 2019/09/19   16:41:45



	 第３節	 人手不足が企業経営や職場環境に与える影響について
本節では、人手不足が企業経営や働く方の職場環境に与える影響等について考察していくほ

か、人手不足に関する今後の展望として、３年先を見据えた際の人手不足感をめぐる状況につ
いて明らかにしていく。

	１	 人手不足が企業経営や働く方の職場環境に与える影響等について

●人手不足が会社経営に影響を及ぼしている企業は、全体の７割を超えており、多くは、既存
事業の運営への支障など「会社経営にとって悪い影響」であるが、人手不足が、抜本的な業
務プロセスの見直しの推進など「会社経営にとって良い影響」を及ぼしている企業も一部み
られる
第２－（１）－19図の（１）により、人手不足が企業経営に及ぼす影響についてみると、人手

不足が、自社の会社経営に影響を及ぼしている企業は、全体の72.4％に及んでおり、そのうち
22.5％は、「大きな影響を及ぼしている」状況にある。また、「現在のところ影響はないが、今
後３年以内に影響が生じることが懸念される」企業は全体の23.5％を占めており、多くの企業
にとって、人手不足は、自社の会社経営に影響を及ぼす又は及ぼしうる喫緊の課題となってい
ることが分かる。次に、同図の（２）により、人手不足が自社の会社経営に及ぼす具体的な影
響をみると、「既存事業の運営への支障」が最も多く挙げられており、次いで、「技術・ノウハ
ウの伝承の困難化」「既存事業における新規需要増加への対応不可」「余力以上の人件費の高騰」
など「会社経営に悪い影響」が多く挙げられている。他方、回答割合は相対的に低いものの、

「会社経営に良い影響」を挙げる企業も一定数存在しており、特に、「既存事業の積極的な効率
化の実施」「抜本的な業務プロセスの見直しの推進」は、全体の１割を超えていることが分か
る。

さらに、同図の（３）により、企業規模別に具体的な影響をみると、「従業員50人以下企業」
は「全規模企業」と比較して、「技術・ノウハウの伝承の困難化」を挙げる企業が多く、地域
別にみると、「地方圏」は「三大都市圏」と比較して、「技術・ノウハウの伝承の困難化」「既
存事業のやむを得ない縮小」等を挙げる企業が多い一方で、「三大都市圏」は「地方圏」と比
較して、「新規事業への着手や既存事業への拡大の困難化」「既存事業における新規需要への対
応不可」等を挙げる企業が多いことが分かる。なお、「企業経営に良い影響」についての回答
割合は、「全規模企業」より「従業員50人以下の企業」が、「三大都市圏」の企業より「地方
圏」の企業の方が、相対的に低い傾向にあるものの、地方圏の企業や相対的に企業規模の小さ
な企業においても、「会社経営に良い影響」を挙げる企業は一定数存在している。

以上を踏まえると、地方圏の相対的に企業規模の小さな企業では、人手不足により、事業所
の閉鎖、営業時間の短縮化、既存の財・サービスの提供削減等といった既存事業の縮小を強い
られているほか、後継者の確保や育成が追いついていないため、技術やノウハウが十分に伝承
されておらず、こうした影響が、自社の会社経営に影響を及ぼしている可能性がある一方で、
一部の企業では、人手不足が企業経営の改善に向けた対策等に取り組む契機となったことで、
結果的に、人手不足が企業経営に良い影響を及ぼしている可能性も考えられる。
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第２－（１）－19図 人手不足が会社経営に及ぼす影響について

○　人手不足が会社経営に影響を及ぼしている企業は、全体の７割を超えており、多くは「会社経営
にとって悪い影響」であるが、人手不足が「会社経営にとって良い影響」を及ぼしている企業も一
部みられる。

（２）人手不足が会社経営に及ぼす具体的な影響（１）人手不足が会社経営に及ぼす影響

大きな影響を
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懸念される　
（23.5％）

現在のところ影響はないが、
今後３年以内に影響が生じることが

懸念される　
（23.5％）

現在も今後３年以内も影響が生じることは懸念されない
（4.0％）
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（３）人手不足が会社経営に及ぼす具体的な影響

①既存事業のやむを得ない縮小、②既存事業の積極的な効率化の実施、③既存事業の運営への支障、
④既存事業における新規需要増加への対応不可、⑤技術・ノウハウの伝承の困難化、⑥余力以上の人件費の高騰、

⑦新規事業への着手や既存事業の拡大の困難化、⑨省力化・合理化投資の活用促進、⑩抜本的な業務プロセスの見直しの推進
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）は従業員全体の人手の過不足状況について、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業を対象に、各
回答の構成割合を集計したものである（未回答を除く）

２）（２）（３）（４）は（１）のうち「大きな影響を及ぼしている」「ある程度の影響を及ぼしている」と回答し
た企業における各影響の回答割合（複数回答）の結果を示したもの。

３）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪
府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。

●働く方は、企業よりも人手不足が職場環境に影響を及ぼしていると感じており、具体的な影
響をみると、「従業員の働きがいや意欲の低下」は、労使間でのギャップが最も大きい
次に、第２－（１）－20図の（１）により、人手不足が職場環境に及ぼす影響について、労使

それぞれの立場からみた状況を概観すると、人手不足が自社の職場環境に影響を及ぼしている
割合は、企業では全体の73.6％、働く方全体（正社員）では全体の77.5％と、労使ともに高い
水準にあるものの、労使間で認識に差異が生じている可能性が考えられる。そこで、同図の

（２）により、人手不足が職場環境に及ぼす具体的な影響をみると、労使ともに、「残業時間の
増加、休暇取得数の減少」が最も多く挙げられており、次いで、企業では、「能力開発機会の
減少」「離職者の増加」、労働者では、「従業員の働きがいや意欲の低下」「離職者の増加」など
が挙げられている。同図の（３）により、労使で生じているギャップをみると、「能力開発機
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会の減少」、「残業時間の増加、休暇取得数の減少」は労使間のギャップが小さい一方で、「従
業員の働きがいや意欲の低下」は、労使間でのギャップが最も大きくなっている。

以上のように、人手不足が職場環境に影響を及ぼすことについて、労使ともに認識は合致し
ているものの、企業が認識しているよりも働く方はより影響を感じており、特に「従業員の働
きがいや意欲の低下」などについては労使間で大きなギャップがある。人手不足により、業務
が多忙となり、働く方の労働時間や日数が増加するだけではなく、働きがいや意欲にまで影響
を及ぼす可能性があると考えられるため、企業においては、こうした観点も踏まえ、人手不足
の緩和に向けた対策に取り組むことが重要であると考えられる。

第２－（１）－20図 人手不足が職場環境に及ぼす影響について

○　働く方は、企業よりも人手不足が職場環境に影響を及ぼしていると感じており、具体的な影響を
みると、「従業員の働きがいや意欲の低下」は、労使間でのギャップが最も大きい。

（１）人手不足が職場環境へ影響を
及ぼしていると感じる割合

（％）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

（２）人手不足による職場環境への具体的な影響

働く方全体（正社員）
企業

（％）

② ⑦ ⑥ ⑧ ⑤ ③ ⑨ ① ④

（３）企業と労働者（正社員）のギャップ

（「労働者（正社員）」－「企業」、％ポイント）

①残業時間の増加、休暇取得数の減少、②従業員の働きがいや意欲の低下、③離職者の増加、④能力開発機会の減少、
⑤将来不安の高まりやキャリア展望の不透明化、⑥職場の雰囲気の悪化、⑦メンタルヘルスの悪化などによる休職者、

⑧従業員間の人間関係の悪化、⑨労働災害・事故発生の頻度の増加
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）人手不足が自社の職場環境に影響を及ぼしているかどうか回答のあった者のうち、人手不足が自社の職場
環境に「大きな影響を及ぼしている」「ある程度の影響を及ぼしている」と回答した者の割合を表している。

２）（２）（３）は、企業については「従業員全体」について、正社員については「職場全体に」ついて、それ
ぞれ「大いに不足」「やや不足」していると回答した企業に対して、各影響について回答のあった企業数の割
合を表している。不詳は除く。

●人手不足が職場環境に及ぼす影響のうち、「残業時間の増加、休暇取得の減少」は、「医療・
福祉関係専門職」「技術系専門職」等において、「従業員の働きがいや意欲の低下」は、「製
造・生産工程職」「事務職（一般事務等）」等において、より大きな影響が生じている
これまで、人手不足が職場環境に及ぼす影響について、労使それぞれの立場も含めた状況を

明らかにしてきたが、ここでは、働く方が感じる人手不足が職場環境に及ぼす具体的な影響に
ついて、分析していく。

第２－（１）－21図は、人手不足が職場環境に及ぼす影響について職種別に整理している。前
述のとおり、働く方の回答割合が相対的に高い「残業時間の増加、休暇取得数の減少」につい
ては、「医療・福祉関係専門職」「技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）」「教育関係専門職」
等といった非定型的業務の比重が高いと思われる職種では影響が大きいと感じている一方で、

「輸送・機械運転職」「建設・採掘職」「事務職（一般事務等）」等といった定型的業務の比重が
高いと思われる職種では影響が相対的に小さいと感じていることが分かる。また、「働きがい
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や意欲の低下」については、「製造・生産工程職」「事務職（一般事務等）」等といった定型的
業務の比重が高いと思われる職種では影響が大きいと感じている一方で、「教育関係専門職」

「管理職」「事務系専門職（市場調査、財務、貿易・翻訳等）」等といった非定型業務の比重が
高いと思われる職種では影響が相対的に小さいと感じていることが分かる。

総じてみると、職種によって、人手不足が職場環境に与える影響は異なる可能性があり、特
に、非定型的業務に従事する者は、労働時間・日数の増加等といった影響を受けやすい傾向に
あり、定型的業務に従事する者は、働きがいや意欲の低下等といった影響を受けやすい傾向に
ある可能性が考えられる。

なお、「接客・サービス職」「医療・福祉関係専門職」については、「労働災害・事故発生の
頻度の増加」における「接客・サービス職」を除く全ての内容において、「全職種」よりも大
きな影響が生じる傾向にあり、他の職種と比べ、人手不足の影響を強く受けやすい可能性が示
唆される。

第２－（１）－21図 職種別にみた人手不足が職場環境に及ぼす影響について

○　人手不足が職場環境に及ぼす影響のうち、「残業時間の増加、休暇取得の減少」は、「医療・福祉
関係専門職」「技術系専門職」等において、「従業員の働きがいや意欲の低下」は、「製造・生産工程
職」「事務職（一般事務等）」等において、より大きな影響が生じている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　職種において、「保安職」はサンプルサイズが僅少のため割愛。
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	２	 ３年先を見据えた際の人手不足感をめぐる状況について

●３年先を見据えた際の人手不足感をみると、引き続き、正社員の人手不足感が高い見込みで
あり、特に、「医療，福祉」「宿泊業，飲食サービス業」等といった、人材確保が厳しい状況
にあると思われる産業を中心に、高まる可能性が示唆される
本章はここまで、次章以降に行う検討の前提として、我が国における人手不足等の現状につ

いて分析を行い、相対的に正社員に対する人手不足感が高まる中、当該人手不足感は、相対的
に中小企業や地方圏の企業で、また、業種としては「製造業」「建設業」等において高まって
いる現状等を明らかにしてきたが、前節及び本節で前述したとおり、企業等における人手不足
感の高まりは、企業における人手不足を緩和するための対策への取組姿勢や、企業経営、職場
環境などに影響を及ぼす可能性があることから、労使双方にとって、人手不足感の今後の展望
を把握することは重要になると考えられる。そこで、本節では最後に、企業における３年先を
見据えた際の人手不足感を現在の人手不足感と比較することで、人手不足感の今後の展望につ
いて明らかにしていきたい。

第２－（１）－22図の（１）により、企業における３年先を見据えた際の人手の過不足状況と、
現在の人手の過不足状況を雇用形態別に比較してみると、現在は、非正社員より正社員の人手
不足感が高い状況にある中、３年先も引き続き正社員の人手不足感が高いことが見込まれる。
次に、同図の（２）により、企業規模別に更に細かくみると、正社員、非正社員ともに、現在
から３年先にかけて、人手不足感がより一層高まっていく中、特に、正社員では、「全規模企
業」より「従業員50人以下企業」の方が、現在から３年先にかけての人手不足感は高まる見
込みとなっている。同様に、同図の（３）において地域別にみると、正社員、非正社員とも
に、現在から３年先にかけて、人手不足感はより一層高まっていく中、特に、正社員では、

「三大都市圏」よりも「地方圏」の方が、現在から３年先にかけての人手不足感が高まる見込
みとなっており、３年後の人手不足感も、現在と同じ傾向が続く可能性が示唆される。

また、同図の（４）（5）により、正社員、非正社員、それぞれの３年先の人手不足感D.I.か
ら現在の人手不足感D.I.を差し引いたギャップを、産業別にみると、正社員では、「医療，福
祉」「宿泊業，飲食サービス業」等といった、人材確保が厳しい状況にある産業を中心に、人
手不足感が高まっていくことが見込まれる一方で、「金融業，保険業」「建設業」「不動産業，物
品賃貸業」「教育，学習支援業」等の産業では、人手不足感が弱まっていく見込みとなってい
る。非正社員では、「宿泊業，飲食サービス業」「情報通信業」「医療，福祉」等で、人手不足感
の高まりが強くなっていく見込みである。  
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第２－（１）－22図 企業における３年先を見据えた人手不足感をめぐる状況

○　企業における３年先を見据えた際の人手不足感をみると、引き続き、正社員の人手不足感が高い
見込みである。
○　当該人手不足感は、特に、「医療，福祉」「宿泊業，飲食サービス業」等といった、人材確保が厳し
い状況にあると思われる産業を中心に、高まる可能性が示唆される。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）３年先の人手不足状況について、「不足」とは「大いに不足」「やや不足」と、「過剰」とは「大いに過剰」
「やや過剰」との回答をまとめたもの。

２）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪
府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。
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	 第４節	 課題の小括と本白書における検討の視座について

本章では、次章以降に行う検討の前提として、我が国における人手不足等の現状と労働経済
への影響について、今後の見通しも含めて分析を行い、我が国が抱える課題の所在を明らかに
してきた。総じてみると、少子高齢化による労働供給制約という課題を抱える我が国は、雇用
情勢が着実に改善し、景気が緩やかに回復する中で、人手不足感が趨勢的に高まっており、ま
た、その時々の景況感によって左右される可能性があることに留意が必要であるものの、３年
先（2022年）に関する企業予測では、現状よりも高い人手不足感が見込まれている。こうし
た人手不足感の高まりは、実体経済に影響を及ぼす人手不足の問題として、既に顕在化してい
る可能性があり、実際に、多くの労使では、人手不足が企業経営や働く方の職場環境に影響を
及ぼすと感じている状況にある。特に、働く方の職場環境に関しては、「残業時間の増加や休
暇取得数の減少」「従業員の働きがいや意欲の低下」等の影響があげられるが、これは、人手
不足が、長時間労働の助長や休暇取得日数の減少等を通じて「働きやすさ」を毀損する要因と
なるのと同時に、「働きがい」を消失する要因となる可能性があることを示唆している。

また、人手不足の緩和に向けて、多くの企業が、新卒採用や中途採用等のように外部労働市
場から人材を確保する「外部調達」や、従業員の配置転換や定年の延長・再雇用による雇用継
続、非正社員の正社員登用、現従業員の追加就業等のように、企業内で人材を確保する「内部
調達」などに取り組んでいる。しかし、外部調達については、ひっ迫した労働市場を背景に、
多くの企業が新規の人材確保が困難な状況に直面しており、内部調達についても、継続雇用を
希望する高齢者や追加就業を希望する非正規雇用労働者の希望を実現し、その意欲や能力を積
極的に活用することは有用である一方で、人手不足感が相対的に高まっている正規雇用労働者
では、長時間労働者だけでなく、所定外労働時間が相対的に少ない労働者においても、就業時
間の減少を希望する者が多い傾向にあることから、内部調達による人材供給の余力は、必ずし
も大きくない可能性が示唆される。

このような中で、業務プロセスの見直し、省力化・合理化投資、離職率の低下改善に向けた
雇用管理の改善、従業員への働きがいの付与などの人材の調達以外の人手不足の緩和策を導入
する動きがみられる。業務プロセスの見直しや省力化・合理化投資は、人材不足の解消や労働
生産性の向上に一定の効果があり、雇用管理の改善や従業員の働きがいの向上は、離職率の改
善や労働生産性の向上に有効であることが示唆される。一方で、これらの取組は、外部調達・
内部調達に比べると相対的に実施率が低い傾向にあり、特に、「離職率を低下させる雇用管理
の改善」や「従業員の働きがいの付与」等といった従業員の「働きやすさ」や「働きがい」の
改善に資するような職場環境の改善に着目した取組については、人手不足の緩和策として十分
に浸透していないことが示唆される。

上記の問題意識を踏まえ、本白書では、次章以降、人手不足下における「働き方」の在り方
について、「働きやすさ」と「働きがい」の観点から分析を行っていくが、それに先立って、

「働きやすさ」と「働きがい」の関係について整理する19。
「働きやすさ」と「働きがい」は、いずれも、働く人の視点からの企業や職場に対する評価

19　本稿の作成にあたっては守島（2010）の議論を参考にした。
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であり、企業収益や生産性などの企業経営上の視点からの評価とは異なる。また「働きやす
い」職場と「働きがい」のある職場には、職場環境や雇用管理等で共通する点も多く、両者を
実現している企業も多く存在する。このように、両者は密接に関連している概念であり、「働
きやすさと働きがい」とまとめて用いられることもある。一方で、「働きやすさ」と「働きが
い」は、それぞれ特徴がある概念であり、いずれも一般的にその違いは認識されている。本白
書では、両者に着目して議論を進めるため、それぞれについて次のとおり整理する。
「働きやすさ」は、働く人が安心して快適に働ける職場環境を示す概念であり、現在の職場

における公正さや、将来的なライフイベントに応じた働き方の選択の可能性につながっていく
ものである。労働時間や休暇、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）などに関連す
る雇用管理と比較的関係が深いものと考えられる。
「働きがい」は、働く人が生き生きと誇りをもって熱心に働ける職場環境を示す概念であり、

現在の職場における達成感や将来的な仕事の上での成長可能性につながっていくものである。
目標設定、仕事の進め方、進捗管理等の人材マネジメントと比較的関係性が深いものと考えら
れる。

それでは、これらの「働きやすさ」と「働きがい」の相互の関係性についてはどのように考
えれば良いであろうか。「働きがい」は働く人の仕事への積極的な関わりを促す要因（プッ
シュ要因）である一方で、「働きやすさ」はそれを疎外する要因（プル要因）を取り除くもの
であると考えられる。そうであれば、いわば、「働きがい」は「働きやすさ」を前提として成
り立つものであり、職場の「働きやすさ」なくして、持続的な「働きがい」は実現しない。い
わば、「働きやすい」職場環境は、よりよい職業生活を送るための基盤となり、前提となるイ
ンフラストラクチャーであるといえる。

これまで働く人の視点から「働きやすさ」と「働きがい」について見てきたが、企業の立場
から見ればどうだろうか。

人手不足に直面している企業が多い現状において、働きやすい職場環境の整備は、女性や高
齢者のみならず、あらゆる人材の確保のためにも重要である。それに加え、働きがいのある職
場では、働く人はより積極的に仕事にコミットするため、働く意欲やモチベーションが高まる
可能性が高い。このような、働きやすく働きがいのある職場では、働く人にとっては自己充足
感や達成感が得られるとともに、企業から見れば、企業の人的資本が効率的に活用されている
状態ともいえ、生産性やパフォーマンスにもポジティブな影響が出ることが想定される。ま
た、雇用の流動化が進む中で、働く人が自分で働く場所を選択する可能性が高くなっている環
境下では、「働きやすさ」や「働きがい」といった働く人の視点からの評価を高めることは、
当面の人手不足の解消のみならず、中長期的な企業の基幹となる人材を確保し、その能力を十
分に発揮してもらうために重要である。

これらは企業自体の成長にも関わる重要課題であり、近年の「働きやすさ」や「働きがい」
への関心の背景となっている。従来、企業における雇用管理や仕事の業務改善は、合理化、効
率重視の基準で見直されることが多く、働く人が感じる「働きやすさ」や「働きがい」を考慮
し、行動基準として盛り込むことは少なかったが、近年では「働きがい」や「働きやすさ」の
視点から業務を見直す企業も増えてきており、アンケート調査やAIを活用した人事労務管理

（HR Tech）を用いて「働きやすさ」や「働きがい」を継続的・定期的に把握し、これらにい
かす取組も盛んになってきている。

なお、「働きやすさ」や「働きがい」を基軸とした経営改革をより実効的に行うためには、
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企業側が一方的に取り組むのではなく、企業と従業員の双方が職場の現状や課題を共有し、共
に創り上げていくことが重要であり、そのためには労使間の相互コミュニケーションの活性化
が不可欠であることに留意が必要である。
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現在の日本経済は人口減少と産業構造の変化を背景に、人手不足が大きな課題となっている
一方で、女性と高齢者の就業者が増加しており、その背景には、女性と高齢者の就業希望の高
まりがあるとされている。女性や高齢者が働きやすい職場環境を整備することは、このような
方々の就業希望を実現し、就業後も安心して働き続けられるようにするために不可欠であると
ともに、人手不足を緩和し、社会経済全体を活性化するためにも重要である。

また、女性や高齢者以外の労働者にとっても、働きやすい職場環境を整備することは、より
よい職業生活を送るための前提となるものであり、第３章で詳しく考察する「働きがい」を
もって、いきいきとした職業生活を送る上での基盤となるものであるといえる。

加えて、社会全体やそれぞれの職場で働きやすい環境を実現することは、政府が現在推進し
ている働き方改革が目指すものの一つであり、「働き方改革実行計画」（平成29 年３ 月28 日働
き方改革実現会議決定）においては、「我が国は欧州諸国と比較して労働時間が長く、この20 
年間フルタイム労働者の労働時間はほぼ横ばいである。仕事と子育てや介護を無理なく両立さ
せるためには、長時間労働を是正しなければならない。働く方の健康の確保を図ることを大前
提に、それに加え、マンアワー当たりの生産性を上げつつ、ワーク・ライフ・バランスを改善
し、女性や高齢者が働きやすい社会に変えていく」と現状認識と目指すべき方向性が示されて
いる。

このように、「働きやすさ」は、働き方を考える上で重要な概念である一方で、個々の働く
人が、それぞれの主観的な価値判断に基づいて、日常的に用いている概念でもあり、様々な要
因で規定されるものであるといえる。

本章では、「就労を望む誰もが安心して働き続けられる「働きやすさ」の実現に向けて」と
題して、まず、職場環境の働きやすさの現状やその規定要因を明らかにし、働きやすさの向上
に資する雇用管理やワーク・ライフ・バランスなどの取組の効果について分析する。その上
で、これらの取組が企業の従業員の離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率など人手不
足に関係する指標に与える影響について分析し、最後に人手不足感が比較的高いとされる中小
企業における働きやすい環境づくりの在り方について考察する。

具体的には、本章の第１節では、「「働きやすさ」について」と題して、まずは労働者の主観
的な「働きやすさ」について性別や年齢階級別に見た状況を俯瞰し、労働時間、年次有給休
暇、柔軟な働き方などが労働者の「働きやすさ」に与える影響について考察するとともに、人
手不足と「働きやすさ」の関係について明らかにする。第２節では、「働きやすさの向上に資
する企業の取組」と題して、企業の雇用管理やワーク・ライフ・バランスに関する取組が労働
者の働きやすさに与える影響について俯瞰した上で、働きやすさの向上に資する企業のこれら
の取組が従業員の離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率などに与える影響について分
析し、企業のこれらの取組が人手不足の緩和に資する可能性について考察する。第３節では

「中小企業における働きやすい職場環境づくり」と題して、企業規模別に働きやすさや働きや
すさの向上に資する雇用管理やワーク・ライフ・バランスに関する取組の実施状況を明らかに

第２章
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られる「働きやすさ」の実現に向けて
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し、中小企業における働きやすい職場環境づくりや人手不足の緩和のために有効な取組等につ
いて考察する。

この章では、景気が緩やかに回復する中で顕在化している人手不足が、企業活動や従業員の
方々の働き方に与える影響を明らかにするとともに、働き方改革関連法の施行に向けて、企業
の人材マネジメントにおいて生じている諸課題を把握するため、（独）労働政策研究・研修機
構が2019年に行った「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」の集計結果を中心
に考察していく。

	 第１節	「働きやすさ」について

	１	 働きやすさについての視座

本章では、「働きやすさ」について考察していくが、その前段として、「働きやすさ」という
ものがどのように捉えられているかを考察する。

これまで、「働きやすさ」は、主に仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の観点
から、女性の働きやすさとして議論されることが比較的多かったといえる。
「労働経済の分析」では、直近では、「平成27年版 労働経済の分析」において、女性の働き

やすさを地域特性との関係から分析しており、充実した保育所定員、親との同居、男性の積極
的な家事・育児の分担、短い通勤時間などが働きやすさと正の相関があると分析している。

また、女性の働きやすさについては、このような地域特性に加えて、企業の取組についても
重視されており、政府においても、次世代育成支援対策推進法や女性活躍推進法等に基づいた
取組が推進されている。上述でも紹介した働き方改革実行計画においても、「女性活躍推進法
に基づく女性が働きやすい企業（えるぼし）」といった認定制度などを活用し、「働き方改革の
好事例の横展開を図る」ことが取組の一つと位置づけられており、働きやすい企業を増やして
いくことが、女性の働き方改革の推進の一翼と考えられている。

これらの取組の中では、「働きやすさ」自体は労働者の主観的な受け止めを表す概念である
ため、女性の働きやすい職場環境を測定する指標として、企業における雇用状態や休暇、労働
時間等などの客観的なデータが用いられている。

例えば、2019年５月に成立した改正女性活躍推進法では、労働者101人以上の企業について、
「職業生活に関する機会の提供」に関する項目と「職業生活と家庭生活の両立」に関する項目
のそれぞれ一つ以上公表することが義務づけられたが、後者の事項としては、「男女の平均継
続勤務年数の差異」「事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続
雇用割合」「男女別の育児休業取得率」「労働者の一月当たりの平均残業時間」「有給休暇取得率」
が施行規則で定められる予定であり、継続勤務年数、新入社員の継続雇用割合、育児休業取得
率、平均残業時間、有給休暇取得率がその測定指標と考えられている。

以上のようなこれまでの議論を踏まえ、本章では、第１章第４節で述べたとおり、「働きや
すさ」を、働く人が安心して快適に働ける職場環境を示す概念として位置づけた上で、働きや
すさと比較的関係が深いものと考えられる労働時間や休暇、ワーク・ライフ・バランスなどに
関連する雇用管理との関係性について考察していく。その前段として、以下では、労働者の主
観的な働きやすさに関する認識について、性別や年齢階級別に考察する。
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	２	 労働者にとって働きやすい職場とは

●正社員では、働きやすいと感じている方が、働きにくいと感じている方よりも多く、特に
65歳以上で多い。
女性や高齢者を中心に労働市場への参加が進み、労働者の就業意識は多様化している、労働

者自身は「働きやすさ」をどのように捉えているのだろうか。ここでは、（独）労働政策研
究・研修機構が2019年に行った「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」の正社
員調査票の集計結果を元に考察していく。

まず、正社員が働きやすさに対して満足感をどの程度感じているのかをみていく。
第２－（２）－１図により、男女別・年齢階級別に働きやすさに対する認識をみると、男女とも

にいずれの年齢階級においても、働きやすさに対して満足感を「いつも感じる」又は「よく感
じる」者（以下、「働きやすいと感じている者」という。）が「全く感じない」又は「めったに
感じない」者（以下、「働きにくいと感じている者」という。）を上回っており、働きやすいと
感じている者の方が多いことが分かる。働きやすいと感じている者の構成比をみると、男性は

「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」、女性は「45～54歳」「55～64歳」において働きやすいと
感じている者が他の年齢階級に比べて少ない一方で、男女ともに「65歳以上」において働き
やすいと感じている者が多くなっている。

第２－（２）－１図 男女別・年齢階級別にみた働きやすさに対する満足感

○　働きやすさに対する満足感は、「いつも感じる」又は「よく感じる」労働者の割合が、35～64歳
の男性及び45～64歳の女性において少なくなっている。

○　65歳以降も正社員として働き続けている労働者は、男女ともに、「いつも感じる」又は「よく感
じる」労働者の割合が、他の年齢階級に比べて多くなっている。

15 ～ 34歳

35～ 44歳

45～ 54歳

55～ 64歳

65歳以上
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男性 女性

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　働きやすさに対する満足感について調査時点の認識をたずねたもの。

●労働者は、働きやすさの向上のために重要な雇用管理として、職場の人間関係の円滑化、有
給休暇の取得促進、労働時間の短縮、働き方の柔軟化などの取組を重視
次に、正社員が働きやすさの向上のために重要と考えている企業側の雇用管理についてみて

いく。第２－（２）－２図により、男女別・年齢階級別に働きやすさの向上のために重要と考える
企業による雇用管理をみると、男女ともにいずれの年齢階級においても「職場の人間関係やコ
ミュニケーションの円滑化」が最も多く、次いで「有給休暇の取得促進」、「労働時間の短縮や
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働き方の柔軟化」が高くなっている。また、「15～34歳」「35～44歳」の女性は、「仕事と育児
との両立支援」も重要と考えている。この傾向は、女性ほどではないものの、「15～34歳」「35
～44歳」の男性においてもみられる。年齢が上がると、「仕事と介護の両立支援」「仕事と病気
治療との両立支援」なども重要と考える者が多くなっている。

第２－（２）－２図 男女別・年齢階級別にみた働きやすさの向上のために重要な雇用管理

○　男女、年齢を問わず、働きやすさの向上には「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」
が必要であると考えている労働者の割合が最も多く、「有給休暇の取得促進」、「労働時間の短縮や働
き方の柔軟化」が次いでいる。

○　15～44歳の女性にとっては「仕事と育児との両立支援」も働きやすさに関する重要な要素となっ
ている。
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⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　働きやすさの向上の観点から、正社員が重要と考える、企業の雇用管理の取組について複数回答（上位５つ）
の結果を各性・年齢階級ごとに集計したもの。

次に第２－（２）－１図でみたように男性の「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」と女性の「45
～54歳」「55～64歳」において、働きやすいと感じている者の割合が他の年齢階級よりも低く
なっている要因を考察するため、働く人が働きやすさの向上のために重要と考える企業側の雇
用管理について、働きやすいと感じている者と働きにくいと感じている者との違いをみてい
く。
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第２－（２）－３図は、働く人が働きやすさの向上のために重要だと考えている企業側の雇用管
理について、働きやすいと感じている者と働きにくいと感じている者の差分を示しているもの
である。差分がマイナスになりグラフが下に伸びているものは、働きにくいと感じている者が
より重視している取組であり、差分のマイナス幅が大きいほど、働きにくいと感じている者の
不満が大きいといえる。同図によると、働きにくいと感じている者の方が重視している取組と
して、35～64歳の男性及び45～64歳の女性に共通しているものとしては、「人事評価に関する
公正性・納得性の向上」があり、人事評価に対する公平性・納得性への不満感が働きにくさを
感じさせる一つとなっていると考えられる。その他の働きにくいと感じている者がより重視し
ている取組について、性別・年齢別にみると、35～54歳の男性については、「長時間労働対策
やメンタルヘルス対策」、45～64歳の男性では「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、
正規・非正規間）」「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」、45～54歳の女
性では「いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化」、55～64歳の女性では

「副業・兼業の推進」「仕事の介護との両立支援」等となっており、これらの取組の不十分さが、
多くの人に働きにくさを感じさせる要因となっているものと考えられる。なお、45～64歳の
男性で、従業員間の待遇格差や企業内の経営戦略や部門別目標の社内共有の不徹底が、働きに
くさを感じる要因となっている背景としては、勤務年数を経て職場での責任が高まるのに伴
い、職場全体の職場環境への関心が高まっていること推察される。
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第２－（２）－３図 働きやすさに対する満足感と働きやすさの向上のために重要だと考える雇用管理の関係

○　働きやすいと感じている者は、働きにくいと感じている者と比べて、35～44歳の男性は「人事評
価に関する公正性・納得性の向上」、45～54歳の男性は「長時間労働対策やメンタルヘルス対策」、
55～64歳の男性は「従業員間の不合理な待遇格差の解消」をより重要であると考えている。同様に
45～54歳の女性は「いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化」、55～64歳の女
性は「副業・兼業の推進」をより重要であると考えている。
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（「働きやすいと感じている者における割合」－「働きにくいと感じている者における割合」、％ポイント）
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（「働きやすいと感じている者における割合」－「働きにくいと感じている者における割合」、％ポイント）

①人事評価に関する公正性・納得性の向上、②本人の希望を踏まえた配属、配置転換、③業務遂行に伴う裁量権の拡大、④優秀な人材の抜擢・登用、
⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑫有給休暇の取得促進、⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、⑭仕事と育児との両立支援、

⑮仕事と介護との両立支援、⑯仕事と病気治療との両立支援、⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、⑳副業・兼業の推進
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、「い
つも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」と回答した者
を「働きにくい」とした。
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	３	 労働時間、年次有給休暇、柔軟な働き方が働きやすさに与える影響

●労働時間が長くなると働きにくいと感じる者が増加する
ここまで確認してきたように、労働者は、年代や性別にかかわらず、労働時間、年次有給休

暇、柔軟な働き方、職場の人間関係やコミュニケーションなどを、職場の働きやすさの向上の
ために重要な要素として捉えていることが明らかになった。ここからは、これらの要素と働き
やすさの関係を個別にみていく。

まずは、労働時間と働きやすさの関係をみていく1。
第２－（２）－４図の左図により、男女別・年齢階級別に１か月当たりの労働時間の分布をみる

と、男性の「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」において、220時間以上の割合が高くなって
いる。女性の200時間以上の割合をみると、「35～44歳」は低く、「45～54歳」「55～64歳」は
高くなっている。

第２－（２）－４図の右上図により、男女計における１か月当たりの労働時間と働きやすさとの
関係をみると、労働時間が短くなるほど働きやすいと感じる者が増加し、逆に労働時間が長く
なるほど働きにくいと感じる者が増えることが分かる。労働時間が月220時間以上になると働
きにくいと感じている者が働きやすいと感じている者を上回る。第２－（２）－４図の右中図によ
り、男性における１か月当たりの労働時間と働きやすさの関係を、第２－（２）－４図の右下図に
より、女性における１か月当たりの労働時間と働きやすさの関係をみても、同様の傾向を示し
ているが、女性については、働きにくいと感じている者が働きやすいと感じている者を上回る
労働時間が月200時間と、男女計及び男性より短くなっている。

１　ここでは、（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社
員調査票）」（2019年）が正社員を調査対象としていることを踏まえ、集計対象は月平均労働時間が120
時間以上260時間未満の労働者としている。
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第２－（２）－４図 労働時間と働きやすさの関係について

○　男性は「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」において220時間以上の割合が高く、女性の
200時間以上の割合をみると、「35～44歳」で低く、「45～54歳」「55～64歳」と高くなってい
る。

○　男女ともに、１か月当たりの労働時間が短くなるほど働きやすいと感じている者の割合が多くな
るが、男性は220時間、女性は200時間以上になると働きやすいと感じている者の割合を働きにく
いと感じている者の割合が上回っている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計対象は月平均労働時間が120時間以上260時間未満の労働者としている。
２）集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、
「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」と回答
した者を「働きにくい」としている。

●年次有給休暇の取得率が低下すると働きにくいと感じる者が増加する
続いて、年次有給休暇と働きやすさの関係をみていく。
第２－（２）－５図の左図により、男女別・年齢階級別に年次有給休暇の取得率の分布をみる

と、男性の場合は「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」、女性の場合は「45～54歳」「55～64歳」
において、10％未満の割合が高くなっている。

第２－（２）－５図の右上図により、男女計における年次有給休暇の取得率と働きやすさとの関
係をみると、取得率が著しく低いと働きにくいと感じている者の方が多い。取得率が高くなる
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ほど働きやすいと感じている者の割合が多くなるが、取得率が50％を超えると、働きやすい
と感じている者の割合は横ばいとなっており2、男女別で見ても同様の傾向を示している。（第
２－（２）－５図の右中図・右下図）

第２－（２）－５図 年次有給休暇の取得率と働きやすさの関係について

○　年次有給休暇の取得率が10％未満の割合をみると、男性の「35～44歳」「45～54歳」「55～64
歳」と女性の「45～54歳」「55～64歳」において高い。

○　男女ともに、年次有給休暇の取得率は、高くなるほど働きやすいと感じている者の割合が働きに
くいと感じている者の割合を上回ってくるが、50％以上になると横ばいとなっている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、
「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」と回答
した者を「働きにくい」としている。

２）年次有給休暇取得率は、調査前年度の取得日数を付与日数（繰越日数を含む）で除したものである。

２　同調査では、年次有給休暇取得率の分母に、その年の付与日数に加えて前年からの繰越日数を含ん
でおり、その年に付与された日数のみを分母とする就労条件総合調査による年次有給休暇取得率とは定
義が異なることに留意が必要である。
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●フレックスタイム制は同一企業での就業継続意向を高め、多様なニーズに応じるにはテレ
ワークなどの選択肢があることも重要
次に、働き方の柔軟化と働きやすさの関係をみていくため、フレックスタイム制、勤務間イ

ンターバル制度、テレワークといった柔軟な勤務制度に注目する。
まず、フレックスタイム制についてみていく。
第２－（２）－６図の左図により、フレックスタイム制を採用している企業の割合の推移をみる

と、制度が導入された1988年から2005年にかけて上昇傾向にあったが、その後は横ばいで推
移している。第２－（２）－６図の右図により、フレックスタイム制の正社員と通常の勤務時間制
度の正社員で就業継続意向に差があるのかをみると、フレックスタイム制の正社員の方が同一
企業での就業継続を望む割合が高いことが分かる。

第２－（２）－６図 フレックスタイム制と働きやすさの関係について

○　フレックスタイム制を採用している企業の割合は直近10年は横ばいで推移している。
○　フレックスタイム制の労働者の方が通常の勤務時間制度の労働者より同一企業での就業継続を希

望する割合が高い。
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資料出所　左図は厚生労働省「就労条件総合調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
右図は（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社
員調査票）」（2018年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　左図の調査対象について、2007年以前は「本社の常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」としており、
2008年から「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」2015年より「常用労働者が30人以上民営法人」に
範囲を拡大した。また、2014年以前は「複合サービス事業」を含んでいない。

次に、勤務間インターバル制度と働きやすさの関係についてみていく。なお、平成30年就
労条件総合調査によると、勤務間インターバル制度を導入している企業の割合は1.8％となっ
ている。

第２－（２）－７図の左図により、勤務間インターバル制度に該当する正社員と該当しない正社
員の労働時間を比較すると、該当者の方の労働時間が短い傾向にあることが分かる。

第２－（２）－７図の右図により、勤務間インターバル制度に該当する正社員と該当しない正社
員の働きやすさを比較すると、該当する正社員の方が働きやすさを感じていることが分かる。
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第２－（２）－７図 勤務間インターバル制度と働きやすさについて

○　勤務間インターバル制度に該当する正社員は、該当しない正社員に比べ、労働時間が短い傾向に
ある。

○　勤務間インターバル制度に該当する正社員の方が該当しない正社員より働きやすさに対して満足
している。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計対象は月平均労働時間が120時間以上260時間未満の労働者としている。
２）右図の集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対

して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」
と回答した者を「働きにくい」としている。

続いて、テレワークと働きやすさの関係についてみていく。
第２－（２）－８図の左図により、テレワークを導入している企業の割合の推移をみると、上昇

傾向にあることが分かる。
第２－（２）－８図の中図により、テレワークの導入状況と働きやすさ・働きにくさとの関係を

みると、テレワークが導入されていない場合、働きにくいと感じている者の割合が高い。一方
で、第２－（２）－８図の右図により、テレワークが導入されている場合、テレワークの実施状況
と働きやすさ・働きにくさとの関係をみると、実施者と未実施者との間で働きやすさに対する
満足感に大きな違いは見られなかった。
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第２－（２）－８図 テレワークと働きやすさの関係について

○　テレワークの導入率は上昇傾向にある。
○　テレワークが未導入の場合、働きにくいと感じている者の割合が高いが、テレワークが導入され

ている場合、実施者と未実施者との間で働きやすさに大きな違いは見られない。
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資料出所　左図は総務省「通信利用動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
中図、右図は（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査
票）」（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　中図及び右図の集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問
に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」
と回答した者を「働きにくい」としている。

●人間関係が働きやすさに与える影響は大きい
次に、仕事の遂行に当たっての人間関係と働きやすさの関係について見ていく。
第２－（２）－９図の左図により、１年前と比較した際の仕事の遂行に当たっての人間関係の変

化と働きやすさの変化の関係をみると、人間関係が良好になると働きやすくなったと感じる者
が増加し、悪化すると働きにくくなったと感じる者が増加することが分かる。

また、第２－（２）－９図の中図により、１か月当たりの労働時間の変化と働きやすさの変化の
関係をみると、現状の労働時間の水準と現状の働きやすさの水準との関係と同様に、労働時間
が短くなると働きやすくなったと感じる者が増加し、労働時間が長くなると働きにくくなった
と感じる者が増加することが分かる。

第２－（２）－９図の右図により、仕事の遂行に当たっての人間関係の変化と１か月当たりの労
働時間の変化が働きやすさに与える影響をみると、人間関係が良好になった場合は、労働時間
の増減にかかわらず働きやすくなったと感じる者が働きにくくなったと感じる者を大きく上回
る。一方で、人間関係が悪化している場合は、労働時間が減少しても働きにくくなったと感じ
る者の方が働きやすくなったと感じる者を上回り、労働時間が増加した場合には、働きにくく
なったと感じる者が働きやすくなったと感じる者を大きく上回る。

このことから、労働時間以上に人間関係が働きやすさに対する満足感に与える影響が大きい
ことが分かる。
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第２－（２）－９図 仕事上の人間関係と労働時間の変化と働きやすさの変化関係について

○　１年前と比較して、仕事上の人間関係が、良好になると働きやすくなり、悪化すると働きにくく
なる。また、労働時間については、減ると働きやすくなり、増えると働きにくくなる。

○　労働時間が減少しても人間関係が悪化すると働きやすくなったと感じる者の割合と働きにくく
なったと感じる者の割合に大きな差が見られないことから、人間関係が働きやすさに与える影響が
大きいことが分かる。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計対象は月平均労働時間が120時間以上260時間未満の労働者としている。
２）左図のサンプルサイズは、「人間関係が良好になった」が1,534、「人間関係が悪化した」が1,078となって

いる。
３）中図のサンプルサイズは、「労働時間が減った」が444、「労働時間が増えた」が404となっている。
４）右図のサンプルサイズは、「人間関係が良好になった」かつ「労働時間が減った」が160、「人間関係が良

好になった」かつ「労働時間が増えた」が129、「人間関係が悪化した」かつ「労働時間が減った」が59、
「人間関係が悪化した」かつ「労働時間が増えた」が82となっている。

人間関係と働きやすさの関係について更に考察するため、ここでは、上司からのフィード
バックと働きやすさの関係についてみていく。

第２－（２）－10図の左上図により、上司からのフィードバックの頻度と働きやすさの関係を
みると、フィードバックが全く実施されない場合は働きにくいと感じている者が働きやすいと
感じている者より多く、半年に１度よりも高い頻度でフィードバックが行われる場合は、働き
やすいと感じている者の割合は横ばいとなっていることが分かる。

第２－（２）－10図の右上図、左下図、右下図により、上司からのフィードバックの効果と働
きやすさの関係をみると、今後の行動に関するアドバイスや、行動した内容の重要性や意義に
ついての説明など、よりきめ細やかに充実した内容のフィードバックを行うことにより、正社
員の働きやすさが向上する可能性が示唆される。
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第２－（２）－10図 上司からのフィードバックと働きやすさについて

○　上司からのフィードバックが実施されないと働きにくいと感じている者の割合が多くなり、フィー
ドバックのやり方次第で働きやすさの向上に資する可能性がある。

○　正社員は、「今後の行動に関するアドバイスがあった」フィードバックを効率的であったと考えて
おり、「フィードバックの内容が充実していない」「今後の行動に関するアドバイスがなく、どうすれ
ばよいか不明」なフィードバックを効率的でなかったと考えている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）左上図及び右上図の集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」か
という問に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全
く感じない」と回答した者を「働きにくい」としている。

２）右上図の集計において、上司からのフィードバックが実施されている労働者のうち、フィードバックが
「とても効果的であった」「どちらかといえば効果的であった」と回答した者を「効果的であった」、「効果が
なかった」「どちらかといえば効果がなかった」と回答した者を「効果がなかった」としている。

３）左下図の集計対象は、上司からのフィードバックが実施されている労働者のうち、フィードバックが「と
ても効果的であった」「どちらかといえば効果的であった」と回答した者としている。（複数回答）

４）右下図の集計対象は、上司からのフィードバックが実施されている労働者のうち、フィードバックが「効
果がなかった」「どちらかといえば効果がなかった」と回答した者としている。（複数回答）

137

第
２
章

第２章　就労を望む誰もが安心して働き続けられる「働きやすさ」の実現に向けて

08_労働経済白書_第Ⅱ部第２章.indd   137 2019/09/19   17:23:37



	４	 人手不足が働きやすさに与える影響

●人手不足により「残業時間の増加、休暇取得数の減少」を感じている労働者が多い
第１章では、人手不足の現状について分析したが、ここでは、人手不足と働きやすさの関係

についてみていく。
第２－（２）－11図の左上図により、正社員が感じる雇用人員の過不足状況別の働きやすさを

みると、雇用人員が「適当」と感じている場合に、働きやすいと感じている者が最も多く、人
手不足感が高まるにつれて、その数は減少し、「大いに不足」と感じている場合には、働きに
くいと感じている者が働きやすいと感じている者を大きく上回ることが分かる。

なお、人員過剰感が高まる場合にも、働きやすいと感じている者は減少し、働きにくいと感
じている者は増加しており、必ずしも雇用人員が多ければ良いという訳ではないことが分か
る。

第２－（２）－11図の右上図により、人手不足が職場環境に及ぼしている影響度合いについて、
働きやすいと感じている者と働きにくいと感じている者を比較してみると、人手不足の職場環
境への影響が大きいほど働きにくいと感じている者の割合が増加することが分かる。

また、第２－（２）－11図の左下図により、職場環境に「大いに影響を及ぼしている」「ある程
度の影響を及ぼしている」と感じている者が感じる具体的な影響をみると、働きやすいと感じ
ている者及び働きにくいと感じている者のいずれについても、「残業時間の増加、休暇取得数
の減少」「離職者の増加」が多くなっている。

これまで、労働時間や年次有給休暇の取得率が働きやすさにとって重要な要因となっている
ことを確認してきたが、人手不足に直面している職場で働く労働者は、人手不足がこれらに悪
影響をもたらしていると感じているとともに、さらなる人手不足の要因となる離職率の上昇に
もつながっているとの認識を持っていると考えられる。

また、人手不足の職場への影響について、働きやすいと感じている者と働きにくいと感じて
いる者の差が大きい項目をみると、「職場雰囲気の悪化」「従業員の働きがいや意欲の低下」「従
業員間の人間関係の悪化」となっており、これまでに取り上げた上司からのフィードバックや
職場内のコミュニケーションの活性化などを通じて、これらを改善することにより、人手不足
の職場においても働きやすさが改善する可能性が示唆される。
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第２－（２）－11図 人手不足と働きやすさの関係について

○　雇用人員が適当だと働きやすいと感じている者が多いが、不足でも過剰でも働きやすいと感じて
いる者は減少し、人手不足が職場に及ぼす影響が大きいほど働きにくいと感じている者が多くなる。

○　人手不足が職場環境に与える具体的な影響をみると、働きやすさに対する満足感にかかわらず「残
業時間の増加、休暇取得数の減少」が最も多くなっており、働きやすいと感じている者と働きにく
いと感じている者の差をみると、「職場雰囲気の悪化」が最も多くなっている。
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⑦職場雰囲気の悪化、

⑧将来不安の高まりやキャリア展望の不透明化、
⑨労働災害・事故発生の頻度の増加

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、
「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じない」と回答
した者を「働きにくい」としている。

２）左下図の集計対象は、人手不足が職場環境に「大きな影響を及ぼしている」「ある程度影響を及ぼしている」
と回答した者としている。

次に第２－（２）－12図の左図により、男女別・年齢階級別に人手不足が職場環境に影響を及
ぼしていると感じている者の割合をみると、男性の「35～44歳」「45～54歳」「55～64歳」にお
いてやや高くなっている。

また、人手不足が労働時間及び年次有給休暇の取得率に与える影響についてみてみると、人
手不足が職場環境に影響を及ぼしていると感じている者は、影響はないと感じている者と比べ
て労働時間が長くなっており（第２－（２）－12図の右上図）、年次有給休暇の取得率も低くなっ
ている。（第２－（２）－12図の右下図）
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第２－（２）－12図 人手不足が労働時間及び年次有給休暇の取得率に与える影響について

○　人手不足が職場環境に影響を及ばしていると感じている者の割合は、男性の「35～44歳」 
「45～54歳」「55～64歳」においてやや高くなっている。

○　人手不足が職場環境に影響を及ばしていると感じている者は、影響はないと感じている者に比べ
て、労働時間が長く、年次有給休暇の取得率が低い。

人手不足の
影響あり

人手不足の
影響なし

人手不足の影響と年次有給休暇の取得率（繰越日数を含む）

人手不足の
影響あり

人手不足の
影響なし

人手不足の影響と労働時間

120～ 140時間 140～ 160時間 160～ 180時間
180～ 200時間 200～ 220時間 220～ 240時間
240～ 260時間

０% ０％～ 10％ 10～ 20％ 20～ 30％
30～ 40％ 40～ 50％ 50～ 100％
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35～ 44歳
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55～ 64歳

65歳以上

15～ 34歳

35～ 44歳
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男

女

人手不足の影響を感じている割合
0 10 20 30 40 50 60（％） 0 20 40 60 80 100（％）

0 20 40 60 80 100（％）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）「人手不足の影響を感じている割合」とは、人手不足が職場環境に「大きな影響を及ぼしている」「ある程
度の影響を及ぼしている」と回答した者の割合を指す。

２）右上図及び右下図の集計において、人手不足が職場環境に「大きな影響を及ぼしている」「ある程度の影響
を及ぼしている」と回答した者を「人手不足の影響あり」、それ以外の者を「人手不足の影響なし」として
いる。

３）右上図の集計対象は月平均労働時間が120時間以上260時間未満の正社員としている。
４）右下図の年次有給休暇取得率は、調査前年度の取得日数を付与日数（繰越日数を含む）で除したものであ

る。
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コラム２–１ 介護分野における元気高齢者―「介護助手」の活用について

少子高齢化の進展に伴い、我が国の労働力人口は減少し、各産業において深刻な労働力
不足を招くおそれがある。特に、高齢化に伴って需要が益々増加することが見込まれる介
護サービス分野において、労働力不足は顕著であり、将来の介護人材需給ギャップを解消・
軽減するためには、需給面の対策や介護現場の人材確保などを同時並行的に進めることが
喫緊の課題となってくる。

近年、介護職員の機能分化（専門性が必要な業務とそうでない業務の切り分け）が注目
されている中で、介護の周辺業務3を担う「介護助手」4が全国で広がりつつある。諸外国

（ドイツ、オランダ等）では、身体的介護をメインに行う専門職と、生活援助をメインに行
う職種が区別されているケースや、身体介護をメインに行う介護専門職の中にも医療的ケ
アが認められている職種と、そうでない職種というように、専門性に応じて介護職が細分
化されているケースもある。我が国においては、介護分野では個々人の能力や専門性に応
じた業務分担が十分になされていない、との指摘もある。
「介護助手」に関して先駆的な取組事例としては、2015年度から三重県が実施した「元気

高齢者活用モデル」事業がある。本事業は、地域の元気な高齢者を「介護助手」として育
成し、介護職場への就職を支援するものだが、本事業の狙いとしては「介護人材の確保」

「高齢者の就労先」「介護予防」の３本柱としている。「介護人材の確保」には、介護の担い
手の増加という直接的な狙いと、介護職の専門職化という間接的な狙いもあると言う。こ
の取組は、2017年度には全国25以上の都道府県で導入されるまで拡大した。

実際に介護助手を導入した介護の現場では「周辺作業負担が軽減され、利用者へのケア
の質が向上した」「介護職の残業時間が削減された」「組織として多様な人材の受入れや、柔
軟な働き方を認める職場環境・組織文化の改善に寄与した」「介護職員自らが専門性を付け
たいという意識が強くなった」という変化が見られたという。利用者からは「（介護助手が
高齢者の場合）利用者と年齢が近いため、より細やかな傾聴や状況変化への対応が可能と
なった」という声や、介護助手自身からも「やりがい・いきがいの向上」や「自身の介護
予防に効果があった」という声が寄せられた。

介護助手は介護職員の不足分を直接補完するものではないが、介護助手が生活援助等の
周辺作業を担うことにより、資格を有する介護職員の生産性が向上し、就業環境の改善に
よって介護職員の離職率が低下すれば、介護人材不足を緩和する効果が期待されるだろう。
今後、介護助手となりうる潜在的労働力としては高齢者に限らず、25～54歳の女性の未就
労就業希望者にも着目して、その層を介護助手として積極的に活用すべく、両立支援等の
就労環境の整備などの働き方改革を進めることが重要な課題となる。

3 4

３　部屋の掃除、食事の片付け、ベッドメイク、園芸などの趣味活動の手伝い、話し相手等
４　介護保険法上に位置づけられておらず「介護サポーター」「ケアアシスタント」「ケアサポーター」「介

護補助職」「介護補助員」などと呼ばれることがある。
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三重県の介護老人保健施設における「介護助手」導入の取組

 地域の元気な高齢者を「介護助手」として育成し、
介護職場への就職を支援

• 実施施設数 施設
• 説明会参加者数 名
• 採用者数（３か月のパート雇
用） 名

• 事業終了後の継続雇用者数 名

（＊ 年 月現在 （公）全国老人保健施設協会調査）

～現場の声～
（ベッドメイキング、食事の配膳 など）

目的

 介護人材の
「すそ野の拡大」「人手不足の解消」「介護職の“専門職化”」

成果・実績（ 年度）

・これまで以上に業務に集中出来る。
・時間的余裕ができる。
・利用者の満足度が上がった。

（介護職員・施設）

（介護助手）
・ 歳と言えど、まだまだやれる自信がついた。
・人生に張り合いが出来た。
・役に立っているなと感じられ、やりがいが持てた。
・働きに来ることで元気をもらえた。

波及
効果

 他種施設への広がり

 全国的な広がり

年度からは
特別養護老人ホームでも事業展開

都道府県で実施

（資料出所）三重県資料を基に作成
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	 第２節	 働きやすさの向上に資する企業の取組

	１	 企業の取組が働きやすさに与える影響

●有給休暇の取得促進や職場の人間関係等の円滑化が働きやすさの向上には重要
前節では、企業で働く労働者の視点から職場の「働きやすさ」を捉え、労働時間、年次有給

休暇、柔軟な働き方、職場の人間関係やコミュニケーションなど、職場の働きやすさの向上の
ために重要な要素について分析するとともに、人手不足が「働きやすさ」へ与える影響につい
て考察した。

本節では、企業の立場から、職場の「働きやすさ」の向上に資する雇用管理やワーク・ライ
フ・バランスに関する取組について分析するとともに、これらの取組が企業の従業員の離職
率、新入社員の定着率、求人募集の充足率の改善などを通じて人手不足の緩和に資する可能性
などについて考察する。

ここでは、主に、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に行った「人手不足等をめぐる現
状と働き方等に関する調査」の企業調査票と正社員調査票の個票を紐付けしたデータの分析結
果を元にみていく。

まず、企業の雇用管理が職場の働きやすさにどのような影響を及ぼしているのかをみてい
く。

第２－（２）－13図の左図により、正社員が働きやすいと感じている企業における雇用管理の
項目ごとの実施率をみると、「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「有給休暇の取得促
進」が高く、次いで「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「人事評価に関する公
平性・納得性の向上」「仕事と育児の両立支援」などが高くなっていることが分かる。

第２－（２）－13図の右図により、雇用管理の項目ごとに、実施企業において働きやすいと感
じている労働者の割合と未実施企業における当該割合との差をみると、「有給休暇の取得促進」

「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「業務遂行に伴う裁量権の拡大」などが大き
くなっており、これらの雇用管理を行うことにより労働者の働きやすさが向上する可能性が示
唆される。
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第２－（２）－13図 雇用管理が働きやすさに与える影響について

○　雇用管理の実施率をみると、「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「有給休暇の取得促進」
「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが高くなっている。

○　「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「業務遂行に伴う裁量権
の拡大」などを行うことにより、正社員の働きやすさが向上する可能性がある。

0

20

40

60

80

⑦ ⑫ ⑬ ① ⑭ ④ ⑯ ⑧ ⑩ ⑮ ⑪ ⑨ ② ⑲ ⑱ ③ ⑰ ⑥ ⑳

働きやすい企業における実施率

（％）

①人事評価に関する公正性・納得性の向上、②本人の希望を踏まえた配属、配置転換、③業務遂行に伴う裁量権の拡大、④優秀な人材の抜擢・登用、
⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑫有給休暇の取得促進、⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、⑭仕事と育児との両立支援、

⑮仕事と介護との両立支援、⑯仕事と病気治療との両立支援、⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、⑳副業・兼業の推進

各取組が働きやすさに与える影響
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（「実施企業における働きやすい者の割合」－「未実施企業における働きやすい者の割合」、％ポイント）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、「い
つも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」としている。

また、第２－（２）－14図により、正社員が働きやすさの向上のために重要だと考える雇用管
理と企業が実施している雇用管理を比較すると、上位５項目中３項目（「職場の人間関係やコ
ミュニケーションの円滑化」「有給休暇の取得促進」「仕事と育児との両立支援」）が一致してい
ることが分かる。

第２－（２）－14図 雇用管理に関する労使の意識の比較について

○　雇用管理に関する労使の意識を比較すると、それぞれの上位５項目中、「職場の人間関係やコミュ
ニケーションの円滑化」「有給休暇の取得促進」「仕事と育児との両立支援」の３項目で一致している。

正社員が働きやすさの向上のために重要と考える雇用管理 
（上位５項目）

企業が正社員に対して実施している雇用管理 
（正社員に実施、上位５項目）

⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化 ⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ

⑫有給休暇の取得促進 ⑫有給休暇の取得促進

⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化 ①人事評価に関する公正性・納得性の向上

⑭仕事と育児との両立支援 ⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化

②本人の希望を踏まえた配属、配置転換 ⑭仕事と育児との両立支援

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

このように、仕事と育児の両立支援などのワーク・ライフ・バランスを推進する取組は、正
社員の働きやすさの向上のために重要であると労使いずれもが認識されていることが分かる。
ここでは、仕事と育児の両立支援の代表的な取組である育児休業制度が、労働者にどのような
影響を及ぼしているのかをみていく。

第２－（２）－15図の左図により、育児休業制度の規定がある事業所の割合の推移をみると、
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1996年度以降上昇傾向にあり、2017年度には75.0％となっている。
第２－（２）－15図の右図により、出産前の妻の職場の育児休業制度の有無別にみた出産後の

妻の就業状況をみると、妻の就業形態で利用可能な育児休業制度があると、出産後も転職や離
職せずに同一就業を継続する女性の割合が大幅に高くなっていることが分かる。その割合は、
育児休業制度を利用しやすい雰囲気があると、さらに高くなっていることが分かる。

第２－（２）－15図 育児休業制度が出産後の女性の就業状況に与える影響について

○　育児休業制度の規定がある事業所の割合は、上昇傾向にあり、2017年度には75.0％となってい
る。

○　妻の就業形態で利用可能な育児休業制度があると、出産後も同一就業継続率が高まるが、制度を
利用しやすい雰囲気を伴うとさらに高くなり、転職や離職が減少する傾向にある。
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資料出所　左図は厚生労働省「雇用均等基本調査」（2018年）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
右図は厚生労働省「第６回21世紀成年者縦断調査（平成24年成年者）」（2018年）をもとに厚生労働省政策統
括官付政策統括室にて作成

（注）　１）集計対象は、①又は②に該当し、かつ③に該当するこの５年間に子どもが生まれた夫婦である。
①第１回から第６回まで双方が回答した夫婦
②第１回に独身で第５回までの間に結婚し、第６回まで回答した夫婦
③妻が出産前に会社等に勤めていて、かつ、第１回の「女性票」の対象者

２）５年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
３）育児休業制度の「あり」「なし」とは、利用可能な育児休業制度があるかどうかをいう。

●働きやすさの向上には休暇等を申請しやすい職場の雰囲気や人員配置が重要
続いて、企業の雇用管理の取組のうち、ワーク・ライフ・バランスを推進する取組と働きや

すさの関係をみていく。
第２－（２）－16図の左図により、正社員が働きやすいと感じている企業におけるワーク・ラ

イフ・バランスを推進するための取組の実施率をみると、「休暇・急な早退等を申請しやすい
職場雰囲気の醸成」が最も高く、次いで「時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導
入・推進」「育児休業制度や介護休業制度の利用促進」などが高くなっていることが分かる。

第２－（２）－16図の右図により、ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組ごとに、
実施企業において働きやすいと感じている者の割合と未実施企業における当該割合との差をみ
ると、実施率は低いものの「テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進」が最も差が大きく、
続いて「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置」

「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」などにおいて差が大きくなっており、
これらを実施することにより労働者の働きやすさが向上する可能性が示唆される。
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第２－（２）－16図 ワーク・ライフ・バランス推進のための取組と働きやすさの関係について

○　正社員が働きやすい企業におけるワーク・ライフ・バランス推進のための取組の実施率をみると、
「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」が最も多く、「時間単位、半日単位など柔軟
な有給取得制度の導入・推進」「育児休業制度や介護休業制度の利用促進」などが次いでいる。

○　各取組が働きやすさに与える影響をみると、実施率は低いものの「テレワーク等の柔軟な働き方
の導入・推進」や「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を
配置」などを行うことにより、労働者の働きやすさが向上する可能性がある。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、「い
つも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」としている。

	２	 企業の取組が離職率等に与える影響

●働きやすい職場環境は、労働者が定着しやすく充足もしやすい
前節において、労働者は、働きやすさの向上のために、職場の人間関係などの円滑化、有給

休暇の取得促進や労働時間の短縮などが重要であると考えていることを確認した。また、本節
では、雇用管理やワーク・ライフ・バランスを推進する企業レベルの取組が、従業員の働きや
すさに影響していることを確認した。

ここでは、このような働きやすさの向上に資する企業の取組が、従業員の離職率、新入社員
の定着率、求人募集の充足率の改善などを通じて、人手不足の緩和に資する可能性について考
察する。

まず、人手不足の職場環境への影響についてみてみる。前節では労働者の意識について考察
したが、ここでは、企業側の認識について考察する。

企業側の考える人手不足が職場環境に及ぼす影響については、第１章の第２－（１）－20図で
みたとおり、「残業時間の増加、休暇取得数の減少」「能力開発機会の減少」「離職者の増加」「従
業員の働きがいや意欲の低下」が多くなっている。

次に、企業側の人手不足感と従業員の離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率との関
係をみてみる。
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第２－（２）－17図により、企業の現在の雇用人員の過不足感と直近３年間における従業員の
離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率の変化の関係をみると、雇用人員が適当な企業
においては、離職率は改善（低下）している企業が多く、新入社員の定着率は入社後３年と入
社後７年のいずれにおいても改善（上昇）している企業が多い。求人募集の充足率は、人手不
足の影響もあり、悪化（低下）している企業が多い。他方、雇用人員が不足している企業にお
いては、離職率及び定着率は悪化している企業数と改善している企業数に大きな差がなくな
り、充足率は悪化している企業が極めて多くなっている。

第２－（２）－17図 雇用人員の過不足と離職率等の関係について

○　雇用人員が適当な企業においては、離職率・定着率は改善している企業が多い。求人募集の充足
率は、人手不足の影響もあり、悪化している企業が多い。

○　雇用人員が不足している企業においては、離職率及び定着率は悪化している企業と改善している
企業に大きな差がなくなり、充足率は悪化している企業が極めて多くなっている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）雇用人員の過不足の集計において、従業員全体が「大いに不足」「やや不足」と回答した企業を「不足」と
している。

２）離職率の集計において、現在と３年前を比較した際に「大幅に低下」「やや低下」と回答した企業を「改善」
とし、「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した企業を「悪化」としている。

３）定着率及び充足率の集計において、現在と３年前を比較した際に「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した企
業を「改善」とし、「大幅に低下」「やや低下」と回答した企業を「悪化」としている。

続いて、第２－（２）－18図により、正社員の感じる「働きやすさ」と企業における従業員の
離職率、新入社員の定着率及び求人募集の充足率の関係をみてみる。

従業員の離職率は、働きやすいと感じている者の所属企業の方が働きにくいと感じている者
の所属企業よりも悪化が抑えられている。新入社員の定着率は、入社後３年と入社後７年のい
ずれにおいても、働きやすいと感じている者の所属企業の方が働きにくいと感じている者の所
属企業よりも改善している。求人募集の充足率は、人手不足の影響もあり、働きやすいと感じ
ている者の所属企業でも働きにくいと感じている者の所属企業でも悪化している企業が多い
が、働きやすいと感じている者の所属企業の方が充足率の悪化が抑えられている。

これらのことから、社員が働きやすい企業は、社員が働きにくい企業よりも人材を確保しや
すい環境にある可能性が示唆される。
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第２－（２）－18図 働きやすさ別にみた離職率等の変化について

○　働きやすいと感じている者の所属企業は、働きにくいと感じている者の所属企業に比べて、従業
員の離職率は悪化が抑えられており、新入社員の定着率は改善している。

○　求人募集の充足率は、人手不足の影響もあり、働きやすいと感じている者の所属企業でも働きに
くいと感じている者の所属企業でも悪化している企業が多いが、働きやすいと感じている者の所属
企業の方が充足率の悪化が抑えられている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括室にて独自集計

（注）　１）働きやすさの集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという
問に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」、「めったに感じない」「全く感じ
ない」と回答した者を「働きにくい」としている。

２）従業員の離職率の集計において、現在と３年前を比較した際に「大いに上昇」「やや上昇」と回答した企業
を「悪化」、「大いに低下」「やや低下」と回答した企業を「改善」としている。

３）新入社員の定着率及び求人募集の充足率の集計において、現在と３年前を比較した際に「大いに上昇」「や
や上昇」と回答した企業を「改善」、「大いに低下」「やや低下」と回答した企業を「悪化」としている。

次に、前節で働きやすさとの関係が深いことを確認した「労働時間」「休日・休暇」「職場で
のコミュニケーション」について、これらに対する労働者の満足度が就業継続に与える影響を
みてみる。

第２－（２）－19図により、労働時間、休日・休暇、職場でのコミュニケーションに対する満
足度が就業継続に与える影響をみると、労働時間、休日・休暇や職場でのコミュニケーション
に満足している労働者の方が不満をもっている労働者に比べて同一企業での就業継続を望む割
合が高く、転職を希望する割合が低くなっていることが分かる。
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第２－（２）－19図 労働時間等に対する満足度と就業継続意向の関係について

○　労働時間、休日・休暇や職場でのコミュニケーションに対して満足している労働者の方が同一企
業での就業継続を望む比率が高く、転職を希望する比率が低くなっている。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（正社員調査
票）」（2018年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、「満足している」「どちらかと言えば満足」と回答した者を「満足」、「満足していない」「どちら
かと言えば満足していない」と回答した者を「不満」としている。

●職場の人間関係などの円滑化や有給休暇の取得促進は離職率の低下にも有効
続いて、働きやすさの向上に資する雇用管理やワーク・ライフ・バランスを推進する取組が

従業員の離職率、新入社員の定着率及び充足率に与える影響をみていく。
まず、第２－（２）－20図の左図により、現在と３年前を比較した際に従業員の離職率が低下

した企業における雇用管理の項目ごとの実施率をみると、「能力・成果等に見合った昇進や賃
金アップ」「有給休暇の取得促進」が高くなっており、次いで「職場の人間関係やコミュニケー
ションの円滑化」などが高くなっていることが分かる。

第２－（２）－20図の右図により、雇用管理の項目ごとに、実施企業のうち離職率が低下した
企業の割合と未実施企業のうち離職率が低下した企業の割合の差をみると、「経営戦略情報、
部門・職場での目標の共有化、浸透促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」

「有給休暇の取得促進」が大きくなっている。職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、
有給休暇の取得促進は、第２－（２）－５図や第２－（２）－９図でみたように、労働者の主観的な受
け止めを表す概念である働きやすさを向上させるだけでなく、客観的な指標である離職率も低
下させる可能性が示唆される。
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第２－（２）－20図 雇用管理が離職率に与える影響について

○　従業員の離職率が低下した企業における雇用管理の実施率をみると、「能力・成果等に見合った昇
進や賃金アップ」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが高
くなっている。

○　「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」や「有給休暇の取得促進」は、働きやすさを向
上させるのみならず、離職率も低下させる。
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①人事評価に関する公正性・納得性の向上、②本人の希望を踏まえた配属、配置転換、③業務遂行に伴う裁量権の拡大、④優秀な人材の抜擢・登用、
⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑫有給休暇の取得促進、⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、⑭仕事と育児との両立支援、

⑮仕事と介護との両立支援、⑯仕事と病気治療との両立支援、⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、⑳副業・兼業の推進
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較した際に離職率が「大幅に低下」「やや低下」と回答した企業を「低下」と
している。

第２－（２）－21図の左図により、従業員の離職率が低下した企業におけるワーク・ライフ・
バランスを推進するための取組の実施率をみると、「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰
囲気の醸成」が最も多く、次いで「時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推
進」「長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言」などが多くなっていることが分か
る。

第２－（２）－21図の右図により、ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組ごとに実
施企業のうち離職率が低下した企業の割合と未実施企業のうち離職率が低下した企業の割合の
差をみると、「労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓
発」「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置」「労
働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発」などで大きく
なっている。必要な休暇が取りやすい職場環境の整備や労働時間管理は、働きやすさを向上さ
せるだけではなく、客観的な指標である離職率も低下させる可能性が示唆される。
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第２－（２）－21図 ワーク・ライフ・バランス推進のための取組と離職率の関係について

○　従業員の離職率が低下した企業におけるワーク・ライフ・バランス推進のための取組の実施率を
みると、「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」が最も多く、「時間単位、半日単位
など柔軟な有給取得制度の導入・推進」「長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言」が次
いでいる。

○　各取組が離職率に与える影響をみると、「労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理
職向けの研修・意識啓発」「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人
員数を配置」「労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発」など
において実施企業のうち離職率が低下した割合と未実施企業における当該割合との差が大きくなっ
ており、必要な休暇が取りやすい職場環境の整備が、働きやすさの向上のみならず、離職率も低下
させる。

0

10

20

30

40

50

60

⑤ ⑰ ⑩ ⑲ ② ⑭ ③ ⑦ ④ ⑫ ⑥ ⑧ ⑨ ⑯ ⑮ ⑬ ① ⑪ ⑱ ⑳

離職率が低下した企業における各取組の実施率

（％）

①アンケート調査の実施などによる実態面の把握、②業務プロセスの見直し（組織間・従業員間の業務配分のムラを解消する等）、
③休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置、

④休暇が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、中期的な休暇予定を従業員間で見える化する、
⑤休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成、⑥有給休暇を取得する必要のある下限を設定する、⑦残業時間に上限を設定する、

⑧まとまった日数での休暇取得の奨励、⑨ノー残業日の設定、⑩長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言、
⑪残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する、
⑫労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発、

⑬労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発、⑭経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発、
⑮部門間の取組状況の見える化・情報共有、⑯短時間勤務制度やフレックスタイム制度等、より柔軟な労働時間制度を導入・推進、

⑰時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推進、⑱テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進、
⑲育児休業制度や介護休業制度の利用促進、⑳企業内に託児所を併設
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較した際に離職率が「大幅に低下」「やや低下」と回答した企業を「低下」と
している。

●新入社員や求職者は能力開発機会などを重視
離職率は、入社後数年の間は高いことが知られているが、ここでは新入社員の定着率につい

てみていく。
第２－（２）－22図の左図により、新入社員の入社３年後又は入社７年後の定着率が上昇した

企業における雇用管理の項目ごとの実施率をみると、入社３年後と入社７年後のいずれにおい
ても「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係や
コミュニケーションの円滑化」などが高くなっており、離職率が低下した企業における雇用管
理の項目ごとの実施率と同じ傾向を示している。

第２－（２）－22図の右図により、雇用管理の項目ごとに実施企業のうち定着率が上昇した企
業の割合と未実施企業のうち定着率が上昇した企業の割合の差をみると、入社３年後と入社７
年後のいずれにおいても「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「能力開発機会の充実
や従業員の自己啓発への支援」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが大き
くなっていることが分かる。

このことから、新入社員の定着率向上のためには、能力・成果等に見合った昇進や昇給、能
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力開発機会や自己啓発への支援などがより重要であると考えられる。また、入社３年後の定着
率上昇企業と入社７年後の定着率上昇企業を比較すると、入社７年後の定着率上昇企業では

「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」の実施率が高くなっており、新入
社員の一層の定着を図るためには、企業の経営方針や部門・職場での目標を共有する等の取組
が有用である可能性が示唆される。

第２－（２）－22図 雇用管理が新入社員の定着率に与える影響について

○　新入社員の定着率が上昇した企業における雇用管理の実施率をみると、「能力・成果等に見合った
昇進や賃金アップ」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが
高くなっている。

○　「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援」
「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などの取組は、新入社員の定着率向上のために重
要であると考えられる。
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⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑫有給休暇の取得促進、⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、⑭仕事と育児との両立支援、

⑮仕事と介護との両立支援、⑯仕事と病気治療との両立支援、⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、⑳副業・兼業の推進

0

1

2

3

4

5

6

7

⑦ ⑧ ⑬ ⑥ ③ ① ④ ⑫ ⑲ ⑯ ⑪ ⑩ ⑨ ⑮ ⑭ ⑱ ⑰

各取組が入社３年後の定着率に与える影響
（「実施企業のうち定着率が上昇した割合」－「未実施企業のうち定着率が上昇した割合」、％ポイント）

0

1

2

3

4

5

6

7

⑦ ⑬ ⑧ ⑲ ① ③ ④ ⑥ ⑯ ⑩ ⑨ ⑫ ⑱ ⑰ ⑮ ⑭

各取組が入社７年後の定着率に与える影響

（「実施企業のうち定着率が上昇した割合」－「未実施企業のうち定着率が上層した割合」、％ポイント）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較した際に新入社員の定着率が「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した企業を
「上昇」としている。

第２－（２）－23図の左上図及び左下図により、新入社員の定着率が上昇した企業におけるワー
ク・ライフ・バランスを推進するための取組の実施率をみると、入社３年後と入社７年後のい
ずれにおいても「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」が最も高く、次いで

「長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言」「業務プロセスの見直し」などが高く
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なっていることが分かる。
第２－（２）－23図の右上図及び右下図により、ワーク・ライフ・バランスを推進するための

取組ごとに、実施企業のうち定着率が上昇した企業の割合と未実施企業のうち定着率が上昇し
た企業の割合の差をみると、「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、
十分な人員数を配置」「業務プロセスの見直し」などで大きくなっていることが分かる。

第２－（２）－23図 ワーク・ライフ・バランス推進のための取組と新入社員の定着率の関係について

○　新入社員の定着率が上昇した企業におけるワーク・ライフ・バランス推進のための取組の実施率
をみると、「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」が最も多く、「長時間勤務労働者
やその上司等に対する指導・助言」「業務プロセスの見直し」などが次いでいる。

○　各取組が新入社員の定着率に与える影響をみると、「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融
通し合えるよう、十分な人員数を配置」「業務プロセスの見直し」などにおいて、実施企業のうち定
着率が上昇した割合と未実施企業における当該割合との差が大きくなっている。
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①アンケート調査の実施などによる実態面の把握、②業務プロセスの見直し（組織間・従業員間の業務配分のムラを解消する等）、
③休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置、

④休暇が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、中期的な休暇予定を従業員間で見える化する、
⑤休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成、⑥有給休暇を取得する必要のある下限を設定する、⑦残業時間に上限を設定する、

⑧まとまった日数での休暇取得の奨励、⑨ノー残業日の設定、⑩長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言、
⑪残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する、
⑫労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発、

⑬労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発、⑭経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発、
⑮部門間の取組状況の見える化・情報共有、⑯短時間勤務制度やフレックスタイム制度等、より柔軟な労働時間制度を導入・推進、

⑰時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推進、⑱テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進、
⑲育児休業制度や介護休業制度の利用促進、⑳企業内に託児所を併設
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較した際に新入社員の定着率が「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した企業を
「上昇」としている。

次に、求人募集の充足率についてみていく。
第２－（２）－24図の左図により、求人を募集した際の充足率が上昇した企業における雇用管
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理の項目ごとの実施率をみると、「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」が高くなって
おり、次いで「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」など
が高くなっていることが分かる。

第２－（２）－24図の右図により、雇用管理の項目ごとに実施企業のうち求人募集の充足率が
上昇した企業の割合と未実施企業のうち求人募集の充足率が上昇した企業の割合の差をみる
と、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」「能力開発機会の充実や従業員
の自己啓発への支援」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが大きくなって
おり、企業の経営方針や部門・職場での目標の共有、職場の円滑なコミュニケーション、能力
開発機会の拡充等の取組が労働市場からの人材確保のためにも有用である可能性が示唆される。

第２－（２）－24図 雇用管理が充足率に与える影響について

○　求人募集の充足率が上昇した企業における雇用管理の実施率をみると、「能力・成果等に見合った
昇進や賃金アップ」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などが
高くなっている。

○　「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進」「能力開発機会の充実や従業員の自己啓
発への支援」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」などの取組は人材確保のためにも有
用である。
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（「実施企業のうち充足率が上昇した割合」－「未実施企業のうち充足率が上昇した割合」、％ポイント）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較して、求人を募集した際の充足率が「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した
企業を「上昇」としている。

第２－（２）－25図の左図により、求人を募集した際の充足率が上昇した企業におけるワーク・
ライフ・バランスを推進するための取組の実施率をみると、「休暇・急な早退等を申請しやす
い職場雰囲気の醸成」が高くなっており、次いで「長時間勤務労働者やその上司等に対する指
導・助言」「業務プロセスの見直し」「時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推
進」などが高くなっていることが分かる。

第２－（２）－25図の右図により、ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組ごとに実
施企業のうち求人募集の充足率が上昇した企業の割合と未実施企業のうち求人募集の充足率が
上昇した企業の割合の差をみると、実施率は低いものの「テレワーク等の柔軟な働き方の導
入・推進」「残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する」が
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大きく、続いて「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数
を配置」等が大きくなっており、テレワーク等の柔軟な働き方や長時間労働の是正、休暇を取
りやすい環境整備等の取組が労働市場からの人材確保のためにも有用である可能性が示唆され
る。

第２－（２）－25図 ワーク・ライフ・バランス推進のための取組と充足率の関係について

○　充足率が上昇した企業におけるワーク・ライフ・バランス推進のための取組の実施率をみると、
「休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成」が最も多く、「長時間勤務労働者やその上司
等に対する指導・助言」「業務プロセスの見直し」「時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導
入・推進」などが次いでいる。

○　各取組が充足率に与える影響をみると、実施率は低いものの「テレワーク等の柔軟な働き方の導
入・推進」「残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する」「休暇・急
な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置」などが有効である。
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⑫労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発、⑬労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発、
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較して、求人を募集した際の充足率が「大幅に上昇」「やや上昇」と回答した
企業を「上昇」としている。

最後に、企業と従業員間のキャリア展望や働き方の希望についての意思疎通の状況と、定着
率及び従業員間のコミュニケーションの変化との関係をみてみる。

第２－（２）－26図により、企業と従業員間のキャリア展望や働き方の希望についての意思疎
通と、定着率及び従業員間のコミュニケーションの変化との関係をみると、様々なライフス
テージの変化に応じて、今後のキャリア展望や働き方への希望について、従業員と意思疎通が
出来ている企業は、出来ていない企業に比べ、離職者が減少し、定着率が上昇していることが
分かる。また、職場の雰囲気が明るくなり、従業員間のコミュニケーションが活発化している
ことも分かる。このことから、企業と従業員間の意思疎通を丁寧に図ることにより、人手不足
による影響を緩和することができる可能性が示唆される。
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第２－（２）－26図 定着率及びコミュニケーションの変化と意思疎通の関係について

○　キャリア展望や働き方の希望についての意思疎通が出来ている企業は、出来ていない企業に比べ、
離職者が減少し定着率が上昇している。

○　キャリア展望や働き方の希望についての意思疎通が出来ている企業は、出来ていない企業に比べ、
職場の雰囲気が明るくなり、従業員間のコミュニケーションが活発化している。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）キャリア展望や働き方の希望についての意思疎通の集計において、「十分に意思疎通が出来ている」「ある
程度意思疎通が出来ている」と回答した企業を「意思疎通出来ている」とし、「全く意思疎通が出来ていな
い」「ほとんど意思疎通が出来ていない」と回答した企業を「意思疎通できていない」としている。

２）定着率の変化の集計において、今後のキャリア展望や働き方への希望について、従業員と意思疎通を図る
ことで、「自社の離職者が減少し、定着率が上昇した」かという問に対し、「そう思う」「どちらかと言えばそ
う思う」と回答した企業を「定着率が上昇した」とし、「そう思わない」「どちらかと言えばそう思わない」
と回答した企業を「定着率が上昇していない」としている。

３）従業員間のコミュニケーションの変化の集計において、今後のキャリア展望や働き方への希望について、
従業員と意思疎通を図ることで、「職場の雰囲気が明るくなり、従業員間のコミュニケーションが活発化し
た」かという問に対し、「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答した企業を「コミュニケーション
が活発化した」とし、「そう思わない」「どちらかと言えばそう思わない」と回答した企業を「コミュニケー
ションが活発化していない」としている。

●仕事と家庭の両立には企業の取組だけではなく家庭における家事分担も重要
ここまで、企業の取組が正社員の離職率等に与える影響をみてきたが、Ⅰ部２章４節におい

て確認したように、「家事・育児・介護等と両立しやすいから」や「正規の職員・従業員の仕
事がないから」という理由で非正規雇用という働き方を選択している者が一定数いる。ここで
は、非正規雇用労働者の働きやすさを仕事と家庭生活の両立という観点からみていく。

第２－（２）－27図の左図により、男女別・雇用形態別・現在の仕事に就いた理由別に仕事と
家庭生活の両立に関するストレスをみると、「正規の職員・従業員の仕事がないから」という
理由で非正規雇用という働き方を選択している者（以下、「不本意非正規雇用労働者」という。）
のうち、女性は正規雇用労働者と同程度に仕事と家庭生活の両立に関するストレスを感じてい
ることが分かる。また、不本意非正規雇用労働者の男性及び「正規の職員・従業員の仕事がな
いから」以外の「家事・育児・介護等と両立しやすいから」などの理由で非正規雇用という働
き方を選択している者は、正規雇用労働者に比べ、仕事と家庭生活の両立に関するストレスを
感じている割合が低くなっていることが分かる。

第２－（２）－27図の右図により、当該ストレスの要因を仕事要因と家庭要因に分けると、男
性は仕事要因が大きく、女性は家庭要因が大きい傾向にあり、当該ストレスに与える影響は、
男性は仕事の方が大きく、女性は家庭の方が大きいものと考えられる。
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第２－（２）－27図 仕事と家庭生活の両立に関するストレスについて

○　「正規の職員・従業員の仕事がないから」という理由で非正規雇用という働き方を選択している女
性は、正規雇用労働者と同程度に仕事と家庭生活の両立に関するストレスを感じており、それ以外
の理由で非正規雇用という働き方を選択している女性は、正規雇用労働者に比べ、当該ストレスを
感じている割合が低くなっている。

○　当該ストレスの要因をみると、男性は仕事要因が多く、女性は家庭要因が多い傾向にある。
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資料出所　（株）リクルート　リクルート・ワークス研究所「全国就業実態パネル調査2018」の個票を厚生労働省政策統
括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）集計対象は、配偶者がいる者のうち仕事と家庭生活の両立に関するストレスを「強く感じていた」「感じて
いた」者としている。

２）非正規雇用労働者の集計において、現在の仕事に就いた理由として「正規の職員・従業員の仕事がないか
ら」と回答した者を「不本意選択」としている。

３）右図の集計において、「職場の人間関係」「労働時間・通勤時間の長さ/不規則さ」「仕事内容・責任の重さ」
を「仕事要因」とし、「食事の支度」「掃除や片付け」「家計のやりくり」「子どもの世話」「子どもと過ごす時
間の不足」「子どもの教育」「親・親戚との関係」「近所・子どもを通じた人間関係」「配偶者・パートナーの協
力・理解が得られない」「配偶者・パートナーとの性格の不一致」「介護・家族の世話」「自分の時間の不足」

「自分の健康・美容・加齢」を「家庭要因」としている。

家庭生活について、育児・介護を除く家事の分担状況が仕事と家庭生活の両立に関するスト
レスに与える影響をみていく。

第２－（２）－28図の左図により、男女別・雇用形態別に家事の分担状況をみると、雇用形態
にかかわらず、女性が担う家事分担割合が高くなっており、非正規雇用という働き方を選択し
ている女性の家事負担割合は特に高くなっていることが分かる。

第２－（２）－28図の右図により、家事分担が当該ストレスに与える影響をみると、雇用形態
にかかわらず、女性の方が当該ストレスを感じている割合が高い傾向にあり、家事における女
性の分担割合の多さが影響している可能性が示唆される。また、家事の分担割合が低い方が当
該ストレスも低い傾向にあるものの、非正規雇用労働者の女性については家事の分担割合別に
みた際のストレスを感じる者の割合の差は相対的に小さく、家事の分担割合に応じた仕事を選
択しているものと考えられる。

企業は育児との両立支援など女性の就業継続を可能とする環境を整えつつあるが、夫が家事
に積極的に参加するなど家庭における女性の家事負担の軽減を図ることにより、女性の就業継
続に与える効果はさらに高まるものと考えられる。そのためには男性が家庭においてより多く
の家事を担えるよう、長時間労働の是正などに企業が取り組むことも重要である。
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第２－（２）－28図 仕事と家庭生活の両立に関するストレスに家事分担が与える影響について

○　家事分担の状況をみると、雇用形態にかかわらず、女性が家事（育児・介護を除く。）において担
う役割が高くなっており、非正規雇用という働き方を選択している女性の分担割合が特に高くなっ
ている。

○　家事分担が仕事と家庭生活の両立に関するストレスに与え影響をみると、家事分担が少なくなる
と、当該ストレスは小さくなる傾向にあるが、非正規雇用労働者の女性は、家事分担の割合が低く
なっても、当該ストレスの変化は相対的に少ない。
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資料出所　（株）リクルート　リクルート・ワークス研究所「全国就業実態パネル調査2018」の個票を厚生労働省政策統
括官付政策統括室にて独自集計

（注）　左図の集計対象は、配偶者がいる者としている。
右図の集計対象は、配偶者がいる者のうち、仕事と家庭生活の両立に関するストレスを「強く感じていた」「感じて
いた」者としている。
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	 第３節	 中小企業における働きやすい職場環境づくり

	１	 中小企業の働きやすさの状況

●中小企業は女性と高齢者が多いため、両立支援を必要とする者が多い
第１章第１節で考察したとおり、近年、中小企業における人手不足感が特に強い状況にあ

る。本章ではこれまで、働きやすい職場環境づくりを通じた、従業員の離職率、新入社員の定
着率及び求人募集の充足率の改善について考察してきたが、本節では、特に中小企業に着目し
て、中小企業の働きやすさの現状を俯瞰した上で、中小企業における働きやすさの向上や離職
率等の改善に有効な取組等について考察する。

まず、従業員規模別に正社員が感じている働きやすさや従業員の離職率などを比較する。
第２－（２）－29図により、従業員規模別に正社員が感じている働きやすさや従業員の離職率

などをみると、従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員の方が100人超の企業に所属
する者よりも働きやすいと感じている者の割合が高いことが分かる。また、新入社員の定着率
や求人募集の充足率については、従業員規模によって大きな違いがみられないものの、従業員
の離職率については、100人以下の企業の方が100人超の企業よりも３年前と比較して低下し
た割合が高くなっていることが分かる。

第２－（２）－29図 従業員規模別にみた働きやすさ等の比較

○　働きやすいと感じている正社員の割合は、従業員規模100人以下の企業に所属する者の方が100
人超の企業に所属する者よりも高い。

○　新入社員の定着率と求人募集の充足率が上昇した企業の割合は、従業員規模別にみても大きく変
わらないが、離職率が低下した企業の割合は、従業員規模100人以下の企業の方が100人超の企業
よりも高い。
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（％）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）働きやすさの集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという
問に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」としている。

２）従業員の離職率、新入社員の定着率及び求人募集の充足率の集計において、現在と３年前を比較した際に
「大いに上昇」「やや上昇」と回答した企業を「上昇」、「大いに低下」「やや低下」と回答した企業を「低下」
としている。

それでは、従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員は何に対して働きやすさを感じ
ているのだろうか。

まず、第２－（２）－31図により、第１節において働きやすさに対して大きな影響を及ぼして
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いることを示した、労働時間、年次有給休暇の取得率、職場の人間関係について、従業員規模
別に比較する。従業員規模別に正社員のうち労働時間が220～260時間の者の割合を比較する
と、従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員の方が100人超の企業に所属する者より、
長時間労働となっている者の割合が多いことが分かる。年次有給休暇の取得率が10％未満の
者の割合と職場の人間関係が良好ではない者の割合は、従業員規模によって大きな違いはみら
れない。

第２－（２）－30図 従業員規模別にみた労働時間等の比較

○　労働時間が220～260時間の正社員の割合は、従業員規模100人以下の企業に所属する者の方が
100人超の企業に所属する者よりも高い。

○　年次有給休暇取得率が10％未満の割合と職場の人間関係が良好ではない者の割合は、従業員規模
別にみても大きく変わらない。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）労働時間の集計対象は月平均労働時間が120時間以上260時間未満の正社員としている。
２）年次有給休暇取得率は、調査前年度の取得日数を付与日数（繰越日数を含む）で除したものである。
３）職場の人間関係の集計において、調査時点の認識として「仕事の遂行に当たっての人間関係が良好である」

かという問に対して、「めったに感じない」「全く感じない」と回答した者を「良好ではない」としている。

一方、中小企業は、女性と高齢者が多く、仕事と育児や介護との両立支援を必要とする労働
者が多いものと考えられることから、第２－（２）－31図により、従業員規模別に仕事の裁量度
及び家族・子供の急病などによる急な休暇の取得状況をみてみる。これによると、従業員規模
が100人以下の企業に所属する正社員の方が100人超の企業に所属する正社員より、裁量度が
高い割合が高く、急な休暇取得がいつも出来ている割合が高くなっており、業務裁量性の高さ
や休暇取得など雇用管理制度運用の柔軟さといった中小企業の特徴が、働きやすさに反映され
ている可能性が考えられる。
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第２－（２）－31図 従業員規模別にみた仕事の裁量度と急な休暇取得について

○　従業員規模別に仕事の裁量度をみると、100人以下の企業に所属する正社員の方が裁量度が高い
と感じている者の割合が高い。

○　家族・子供の急病などによる急な休暇取得の状況をみても、100人以下に所属する正社員の方が
いつも出来ていると感じている者の割合が高い。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　仕事の裁量度の集計において、調査時点の認識として「仕事の裁量度（仕事を進める手段や方法を自分で自由
に選べる程度）が高い」かという質問に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答した正社員を「高い」と
している。

次に、従業員規模によって、労働者が働きやすさの向上に重要と考える雇用管理が異なるの
かをみていく。

第２－（２）－32図により、従業員規模別に働きやすさの向上のために正社員が重要と考える
雇用管理をみると、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「有給休暇の取得促進」

「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」が多く、これまでにみてきた傾向と大きな違いはないこ
とが分かる。従業員規模100人超の企業の正社員と100人以下の企業の正社員を比較すると、
100人超の企業の正社員は「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「仕事と育児との両立支援」な
どをより重視しており、100人以下の企業の正社員は「人事評価に関する公正性・納得性の向
上」などをより重視していることが分かる。

また、多くの雇用管理の項目において、100人超の企業の正社員の方が多くなっているが、
「仕事と病気治療との両立支援」等については100人以下の企業の正社員が多くなっている。
この背景を考察するために、第２－（２）－33図により、従業員規模別に「正規の職員・従業員」
における男女比及び年齢構成をみると、100人以下の企業の方が女性と65歳以上の高齢者が多
くなっていることが分かる。100人以下の企業においては、上述したとおり、業務裁量性の高
さや雇用管理制度運用の柔軟さといった中小企業の特徴が働きやすさに反映され、100人超の
企業に対して「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「仕事と育児との両立支援」が低くなって
いることにつながっていると考えられるものの、一方で身体疾患の増えてくる高齢者が多いこ
とから「仕事と病気治療との両立支援」を重視する正社員が多くなっているものと考えられ
る。
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第２－（２）－32図 従業員規模別にみた働きやすさの向上のために重要な雇用管理

○　従業員100人超の企業の正社員は、100人以下の企業の正社員に比べ、「労働時間の短縮や働き
方の柔軟化」「仕事と育児との両立支援」などを重視している。

○　他方、100人以下の企業の正社員は、100人超の企業の正社員に比べ「人事評価に関する公正
性・納得性の向上」「仕事と病気治療との両立支援」を重視している。
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⑤優秀な人材の正社員への登用、⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑫有給休暇の取得促進、⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、⑭仕事と育児との両立支援、

⑮仕事と介護との両立支援、⑯仕事と病気治療との両立支援、⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、⑳副業・兼業の推進

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

第２－（２）－33図 従業員規模別にみた男女比及び年齢構成

○　従業員100人未満の企業は、100人以上の企業に比べ、「正規の職員・従業員」に占める女性と
65歳以上の高齢者の割合が多い。
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資料出所　総務省「就業構造基本調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

	２	 中小企業における企業の取組が離職率等に与える影響

●離職率の低下にも両立支援が有効だが、労働者のニーズを把握して雇用管理等を行うことが
重要
上述したとおり、従業員の離職率については、100人以下の企業の方が100人超の企業より

も３年前と比較して低下した割合が高くなっているが、本節では企業の取組が離職率等に与え
る影響について考察する。
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まず、第２－（２）－34図により、企業規模別に働き方改革の取組をみると、ほとんどの取組
において企業規模が小さくなるほど実施率が低くなっており、中小企業における取組が遅れて
いることが分かる。また、企業規模によらず、「長時間労働削減のための労働時間管理の強化」

「残業削減の推進」「休暇取得の促進」などについて、今後新たに実施予定の事業所の割合をみ
ると、企業規模が小さいほど差が大きくなっていることから、今後中小企業におけるこれらの
取組が正社員の働きやすさを向上させ、また離職率を低下させる可能性があることが示唆され
る。

一方、今後の実施予定を含めても、企業規模が小さくなるほど実施率が低下している傾向に
変わりがないことは事実であり、今後も引き続き中小企業等における働き方改革の取組の導入
に向けた継続的な支援が必要である。

第２－（２）－34図 企業規模別にみた働き方改革の取組について

○　働き方改革の取組をみると、企業規模にかかわらず「長時間労働削減のための労働時間管理の強
化」「残業削減の推進」「休暇取得の促進」が多いが、企業規模が小さいほど実施率は低下する傾向に
ある。

○　現在までに実施している企業の割合と今後実施する予定の企業の割合との差をみると、企業規模
が小さいほど大きくなっている。
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現在までに実施

企業規模計 1000人以上 300～ 999人 100～ 299人 30～ 99人

企業規模計 1000人以上 300～ 999人 100～ 299人 30～ 99人
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② ④ ① ⑪ ⑭ ⑨ ⑰ ⑫ ⑯ ⑬ ⑥ ⑩ ⑱ ③ ⑮ ⑧ ⑦ ⑤

今後新たに実施する予定
（「今後新たに実施する予定」―「現在までに実施」、％ポイント）

①休暇取得の促進、②長時間労働削減のための労働時間管理の強化、③「勤務間インターバル制度」の導入、④残業削減の推進、⑤朝型勤務・「ゆう活」の実施、
⑥「フレックスタイム」等の柔軟な就業時間管理の導入、⑦「テレワーク制度」の導入、⑧「限定正社員」等の雇用形態の導入、

⑨非正規雇用労働者の正社員化などキャリアアップの推進、⑩非正規雇用労働者の待遇改善、⑫育児・介護中の職員が働きやすいような環境整備、
⑬⑫のうち、男性の育児休業取得等の育児参加の促進、⑭労働者の病気の治療と仕事の両立を可能とする社内制度の整備、⑮パワーハラスメント防止対策の推進、

⑯副業・兼業を容認、⑰働き方・休み方に関する労使の話合いの機会の設定、⑱「働き方改革」に対する経営トップのメッセージの発信

資料出所　厚生労働省「労働経済動向調査（平成30年11月）」（2018年）をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室に
て作成
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それでは、働き方改革を目的とした企業の取組は、従業員の離職率、新入社員の定着率、求
人募集の充足率にどのような影響を及ぼしているのかをみていく。

第２－（２）－35図により、従業員の離職率、新入社員の定着率、求人募集の充足率について
働き方改革を目的とした取組を行っている企業と行っていない企業との間で差があるかをみる
と、いずれの指標においても、取組を行っている企業の方が行っていない企業よりも３年前と
比較して改善していることが分かる。

第２－（２）－35図 働き方改革を目的とした取組と離職率等の関係について

○　働き方改革を目的とした取組を行っている企業と行っていない企業を比較すると、従業員の離職
率、新入社員の定着率、求人募集の充足率のいずれにおいても、行っている企業の方が改善してい
る。
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従業員の離職率が低下 新入社員の定着率が上昇 求人募集の充足率が上昇

行っている 行っていない

（％）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　従業員の離職率、新入社員の定着率及び求人募集の充足率の集計において、現在と３年前を比較した際に「大
いに上昇」「やや上昇」と回答した企業を「上昇」、「大いに低下」「やや低下」と回答した企業を「低下」として
いる。

ここからは、中小企業における働きやすさの向上と従業員の離職率の低下に有効な取組につ
いてみていく。

第２－（２）－36図の左図により、企業が考える働きやすさの向上に有効な雇用管理をみると、
従業員規模計（第２－（２）－13図の右図）に比べ、「仕事と介護との両立支援」「従業員間の不合
理な待遇格差の解消（男女間、正規雇用・非正規雇用間等）」「仕事と病気治療との両立支援」
が有効になっている。

第２－（２）－36図の右図により、企業が考える働きやすさの向上に有効なワーク・ライフ・
バランスを推進するための取組をみると、従業員規模計（第２－（２）－16図の右図）に比べ「経
営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発」が有効ではなくなっている。
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第２－（２）－36図 中小企業における働きやすさの向上に有効な取組について

○　従業員規模100人以下の企業における働きやすさを向上させる雇用管理は、従業員規模計に比べ
「仕事と介護との両立支援」「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）」「仕
事と病気治療との両立支援」が加わっている。

○　ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組は、従業員規模計に比べ「経営トップからの呼
び掛けや経営戦略化による意識啓発」が有効ではなくなっている。

①アンケート調査の実施などによる実態面の把握、
②業務プロセスの見直し（組織間・従業員間の業務配分のムラを解消する等）、

③休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置、
④休暇が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、中期的な休暇予定を従業員間で見える化する、

⑤休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成、
⑥有給休暇を取得する必要のある下限を設定する、

⑦残業時間に上限を設定する、
⑧まとまった日数での休暇取得の奨励、

⑨ノー残業日の設定、
⑩長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言、

⑪残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する、
⑫労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発、
⑬労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発、

⑭経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発、
⑮部門間の取組状況の見える化・情報共有、

⑯短時間勤務制度やフレックスタイム制度等、より柔軟な労働時間制度を導入・推進、
⑰時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推進、

⑱テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進、
⑲育児休業制度や介護休業制度の利用促進、

⑳企業内に託児所を併設

①人事評価に関する公正性・納得性の向上、
②本人の希望を踏まえた配属、配置転換、
③業務遂行に伴う裁量権の拡大、
④優秀な人材の抜擢・登用、
⑤優秀な人材の正社員への登用、

⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、
⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、
⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、
⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、

⑫有給休暇の取得促進、
⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、

⑭仕事と育児との両立支援、
⑮仕事と介護との両立支援、
⑯仕事と病気治療との両立支援、

⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、

⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、
⑳副業・兼業の推進
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雇用管理
（「実施企業における働きやすい者の割合」ー「未実施企業における働きやすい者の割合」、％ポイント）
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ワーク・ライフ・バランス推進のための取組
（「実施企業における働きやすい者の割合」－「未実施企業における働きやすい者の割合」、％ポイント）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、調査時点の認識として「働きやすさに対して満足感を感じている」かという問に対して、「い
つも感じる」「よく感じる」と回答した者を「働きやすい」としている。

第２－（２）－37図の左図により、企業が考える従業員の離職率の低下に有効な雇用管理をみ
ると、従業員規模計（第２－（２）－20図の右図）において有効であったものに加え、「仕事と介
護との両立支援」が有効となる一方で、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が有効ではなくなっ
ている。

第２－（２）－37図の右図により、企業が考える従業員の離職率の低下に有効なワーク・ライ
フ・バランスを推進するための取組をみると、従業員規模計（第２－（２）－21図の右図）にお
いて有効であったものに加え「ノー残業日の設定」「育児休業制度や介護休業制度の利用促進」
が有効となっている。

これらのうち、企業全体では有効であった「裁量権の拡大」が、中小企業では有効ではなく
なっている背景の要因としては、上述したとおり、企業全体と比べて、この取組が既に実施さ
れている中小企業が比較的多いことが考えられる。

従業員の離職率の低下に有効な取組についても、働きやすさの向上に有効な取組と同様に、
業務裁量性の高さや雇用管理制度運用の柔軟さといった中小企業の特徴が離職率の低下にも寄
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与している可能性があるが、両立支援を実施することにより、離職率や働きやすさが改善する
ことが期待される。

第２－（２）－37図 中小企業における離職率の低下に有効な取組について

○　従業員規模100人以下の企業における離職率を低下させる雇用管理は、従業員規模計に加え「仕
事と介護との両立支援」が有効となる一方で、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」が有効ではなくなっ
ている。

○　ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組は、従業員規模計に加え「ノー残業日の設定」「育
児休業制度や介護休業制度の利用促進」が有効となっている。

①アンケート調査の実施などによる実態面の把握、
②業務プロセスの見直し（組織間・従業員間の業務配分のムラを解消する等）、

③休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう十分な人員数を配置、
④休暇が必要な際、従業員間で融通し合えるよう中期的な休暇予定を従業員間で見える化する、

⑤休暇・急な早退等を申請しやすい職場雰囲気の醸成、
⑥有給休暇を取得する必要のある下限を設定する、

⑦残業時間に上限を設定する、
⑧まとまった日数での休暇取得の奨励、

⑨ノー残業日の設定、
⑩長時間勤務労働者やその上司等に対する指導・助言、

⑪残業させず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する、
⑫労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、管理職向けの研修・意識啓発、
⑬労働時間管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発、

⑭経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発、
⑮部門間の取組状況の見える化・情報共有、

⑯短時間勤務制度やフレックスタイム制度等より柔軟な労働時間制度を導入・推進、
⑰時間単位、半日単位など柔軟な有給取得制度の導入・推進、

⑱テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進、
⑲育児休業制度や介護休業制度の利用促進、

⑳企業内に託児所を併設

①人事評価に関する公正性・納得性の向上、
②本人の希望を踏まえた配属、配置転換、
③業務遂行に伴う裁量権の拡大、
④優秀な人材の抜擢・登用、
⑤優秀な人材の正社員への登用、

⑥いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、
⑦能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、

⑧能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、
⑨労働時間の短縮や働き方の柔軟化、
⑩採用時に職務内容を文書で明確化、
⑪長時間労働対策やメンタルヘルス対策、

⑫有給休暇の取得促進、
⑬職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、

⑭仕事と育児との両立支援、
⑮仕事と介護との両立支援、
⑯仕事と病気治療との両立支援、

⑰育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、
⑱従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、

⑲経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進、
⑳副業・兼業の推進
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括室にて独自集計

（注）　集計において、現在と３年前を比較した際に離職率が「大幅に低下」「やや低下」と回答した企業を「低下」と
している。
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	３	 中小企業における「働きやすさ」の実現に向けて

最後に、本節のこれまでの分析で明らかになった中小企業の課題を整理する。
まず、従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員は、100人超の企業に所属する者よ

り働きやすい職場と感じており、３年前と比較して離職率が低下したと回答した割合も高く
なっている。この背景には、中小企業は女性や高齢者の従業員が比較的多いという特徴から、
業務裁量性の高さや雇用管理制度運用の柔軟性といった中小企業の特色が、職場の働きやすさ
にプラスに影響しているものと考えられる。

また、同様の背景から、中小企業の正社員は、働きやすさの向上に関して、「人事評価に関
する公正性・納得性の向上」に加えて、「仕事と病気治療との両立支援」を重視している。

一方で、中小企業における働き方改革の取組の実施状況をみると、大企業などと比べて、ほ
とんどの取組において現時点での実施率は総じて低くなっているが、今後実施予定と回答して
いる企業の割合は高くなっている。今後、中小企業における働き方改革に関する新たな取り組
みや、従来運用で対応していた取組の制度化が進めば、中小企業における正社員の働きやすさ
の向上や、離職率の低下の余地が十分にあるものと考えられる。

特に、中小企業においては、「仕事と介護との両立支援」「仕事と病気治療との両立支援」「育
児休業制度や介護休業制度の利用促進」などが大企業等と比べて働きやすさの向上や離職率の
改善に有効となっており、仕事と育児・介護・病気治療との両立支援等に引き続き重点的に取
り組むことが重要であると考えられる。

従業員規模100人以下の企業という集合全体でみた場合、両立支援などが有効な取組として
挙がってきたが、個々の企業で見た場合、現在は両立支援を必要とする労働者がいない企業も
存在し得る。しかしながら、現在は両立支援を必要としない者も、いずれは必要となるときが
来る可能性もある。第１章で述べたとおり、「働きやすい職場」とは、働く人が安心して快適
に働ける職場環境であり、将来的なライフイベントに応じた働き方の選択につながっていくも
のである。企業と働く人の双方が職場の現状や課題を共有しつつ、各企業の事情に応じた雇用
管理やワーク・ライフ・バランスを推進するための取組を協力して進めていくことが重要であ
る。

なお、働き方改革の実施状況については、今後の実施予定を含めても、その水準は大企業な
どと比べて依然低い状態にあるのも事実であり、今後も引き続き中小企業における働き方改革
の取組の導入に向けた継続的な支援が必要である。
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コラム２–２ 人手不足の中で「働きやすさ」向上を目指す取組事例について

人手不足が深刻化する中で、多様な人材の確保・定着のため、労働時間管理等の働き方
改革や、省力化・合理化等の業務改善に取り組む企業が増えている。しかし特に中小企業
においては、働き方改革の推進が、大企業に比べて困難な事情等もあると推測される。中
小企業における好事例を把握すべく、「働きやすさ」の向上を目指す取組を実施している神
奈川県横浜市の向洋電機土木株式会社（建設業）へヒアリングを行った。

向洋電機土木株式会社は、従業員39名（うち女性13名）の屋内外の電機設備設計や施工
を行う企業であるが、これまでも「テレワーク先駆者百選5」の総務大臣賞や「新・ダイ
バーシティ経営企業100選6」を受賞するなど、先駆的な取組で注目されている。

同社は、長時間労働になりがちな建設業界において、様々な工夫により時間外労働の削
減や能力開発機会の確保などに取り組むと同時に、受注増や採用応募者数の増加につなげ
ている。さらに人手不足で経営状況が厳しい状況においても、助成金の活用やテレワーク
を通じた経費削減、従来の契約の見直し等を地道に繰り返し、無駄を排除することの徹底
により、コスト削減や売上増加に結びつけてきた。

同社の人事担当責任者によると「人によって、年齢によって、家族によって、その人の
人生観によって、ワークとライフのバランス比率は異なり、社員の数だけニーズがある。
この施策をやったから全て解決、ということにはならない。」とのことであり、テレワーク
に代表されるワーク・ライフ・バランス施策は、「コストもかかるし、やったからといって
利益に直結するものでもない。むしろ社員の高い意欲と職業能力を引き出すために、生活
の質を上げ意欲的に仕事をしてもらうための『心的報酬』であり、また優秀な人材の採用、
退職防止、能力開発の可能性を引き出すための『経営戦略』である」と位置づけている。

また、テレワーク制度の支援対象者は子育てをしている者や女性など、限定された使用
条件を設けるのではなく、全ての従業員が対象の制度として、社員やその家族の満足度を
重視していることも注目すべきところである。テレワークの推進により、会社にはコスト
削減や人材活用促進がもたらされ、従業員には身体的・精神的負担の軽減や、家族や仲間
と共有する時間が増加し、普段の業務に集中が出来た等の声があがっている。

その他の取組として、有給休暇とは別に積立休暇の設定や、プレミアムフライデーの実
施、学習会・講習会の実施（企画・運営含む）、健康診断や健康用専用端末の導入などを
行っている。ただし、全ての従業員の全ての要求を実現することは不可能なため、サイレ
ント（潜在）ニーズの把握と優先順位が最大のポイント、と同社人事責任者は述べている。

本事例からは、会社が求めている成果と従業員が求めている施策（制度）に乖離がある
と制度が形骸化し、陳腐化や一部の者のみへの裨益となってしまう可能性があるため、「働
きたい会社」「働き続けたい会社」であり続けるためには、特に中小企業においては、双方
の認識の摺り合わせが重要であることが示唆される。

5　6

５　総務省では2015年度から、テレワークの導入・活用を進めている企業・団体を「テレワーク先駆者」
として、その中から十分な実績を持つ企業等を「テレワーク先駆者百選」として公表している。

６　経済産業省では、ダイバーシティ推進を経営成果に結びつけている企業の先進的な取組を広く紹介
し、取り組む企業のすそ野拡大を目指し、「新・ダイバーシティ経営企業100選」として経済産業大臣表
彰を実施している。
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第１章で概観したように、多くの労使は、人手不足が職場環境に影響を及ぼすと感じてお
り、その具体的な影響の一つとして、「従業員の働きがいや意欲の低下」を挙げている 1。こう
した従業員の働きがいや意欲の低下は、働くことによるストレスや疲労感を高め、健康に悪影
響を与える可能性があることに加えて、仕事のパフォーマンスの低下につながることも懸念さ
れる。実際に、多くの企業は、人手不足が会社経営に影響を及ぼしていると感じており、その
具体的な影響の一つとして、財・サービスの品質の低下等といった「既存事業の運営への支
障」を挙げている2。こうした財・サービスの品質の低下等は、従業員の働きがいや意欲の低下
が一因となって顕在化している可能性も考えられる。

今後、我が国では、少子高齢化による生産年齢人口の減少が見込まれる中、労働供給制約を
抱えており、その時々の景況感によって左右される可能性があることに留意が必要であるもの
の、３年先（2022年）に関する企業予測では、現状よりも高い人手不足感が見込まれている3。

こうした状況の中、就労を望む多くの人が「働きがい」をもって働くことができる環境を整
備し、働く方が、より豊かな職業人生を過ごしながら、健康の増進と労働生産性の向上を同時
に実現することで、持続的な経済成長を実現していくことが、ますます重要な課題となってい
くものと考えられる。

そこで、本章では、我が国における「働きがい」をめぐる現状を明らかにするとともに、
「働きがい」を向上させるために有効な企業の雇用管理・人材育成の取組内容等について考察
していきたい。

なお、「働きがい」といった言葉は、一見すると抽象的な概念である印象を受けるかもしれ
ない。そこで、詳しくは後述するが、本稿では、「平成30年版 労働経済の分析」においても
紹介している4「ワーク・エンゲイジメント（Work Engagement）」という概念を活用しながら、

「働きがい」を客観的に捉えるように努めつつ、分析を進めていく。また、ワーク・エンゲイ
ジメントという尺度は、オランダ・ユトレヒト大学のSchaufeli教授らによって、2002年に確
立されたものであるが、今日まで様々な研究者による学術研究も蓄積されており、本稿におけ
る議論の前提として、必要があるものについては、可能な範囲で併せて紹介していきたい。

さらに、「働きがい」は、「働き方」だけではなく、「休み方」にも密接に関係することが指
摘されている。すなわち、働く方の休日等の過ごし方（リカバリー経験）は、後日就業する際
の「働きがい」にもプラスの影響を与える可能性がある。そのため、本稿では、我が国におけ
る「リカバリー経験（休み方）」をめぐる現状を明らかにしていく。また、働く時はしっかり
と働き、休む時はしっかりと休むことで、後日再び就業する際の良質なパフォーマンスの発揮

１　第Ⅱ部第１章の第２－（１）－20図を参照。
２　第Ⅱ部第１章の第２－（１）－19図を参照。
３　第Ⅱ部第１章の第２－（１）－22図を参照。
4　「平成30年版 労働経済の分析」第Ⅱ部「働き方の多様化に応じた人材育成の在り方について」の

p.191を参照。
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に結びつけていき、その両方の時の間にポジティブな循環を生み出していくため、仕事と余暇
時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）が重要であることを明ら
かにしていく。

そこで、本章の第１節では、「ワーク・エンゲイジメントに着目した「働きがい」をめぐる
現状について」と題して、ワーク・エンゲイジメントの特徴等を整理した上で、我が国におけ
るワーク・エンゲイジメントをめぐる状況を考察している。第２節では、「「働きがい」と様々
なアウトカムとの関係性について」と題して、ワーク・エンゲイジメント・スコアと組織コ
ミットメント、定着率・離職率、労働生産性、仕事に対する自発性等、顧客満足度、健康増
進、職業人生の長さに関する所感といった様々なアウトカムとの関係性を分析し、「働きがい」
を向上させることで得られる可能性のある利点を明らかにしている。第３節では、「「働きが
い」をもって働ける環境の実現に向けた課題について」と題して、仕事を通じた成長実感等と
いった働く方の主な仕事5に対する認識や、企業の雇用管理・人材育成の取組内容といった観
点から、ワーク・エンゲイジメント・スコアを向上させる要因を考察している。特に、業務上
の目標達成の難易度、フィードバック、今後のキャリアや働き方への希望に関する労使の意思
疎通機会、ロールモデルとなる先輩社員などについては、より詳細に分析している。最後に、
第4節では、「リカバリー経験（休み方）と「働きがい」との好循環の実現に向けて」と題し
て、我が国におけるリカバリー経験（休み方）をめぐる現状や課題を明らかにしていく6。

	 第１節	 ワーク・エンゲイジメントに着目した「働きがい」をめぐる現状について

	１	 ワーク・エンゲイジメントという概念と歴史的変遷

●ワーク・エンゲイジメントが高い人は、仕事に誇りとやりがいを感じ、熱心に取り組み、仕
事から活力を得て、いきいきとしている状態にある
まず、本章の出発点として、ワーク・エンゲイジメントという概念について整理していく。
第２－（３）－１図は、ワーク・エンゲイジメントという概念を構成する下位因子を整理してお

り、ワーク・エンゲイジメントは、仕事に関連するポジティブで充実した心理状態として、
「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感じている」（熱
意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つが揃った状態として定義される。つまり、
ワーク・エンゲイジメントが高い人は、仕事に誇りとやりがいを感じ、熱心に取り組み、仕事
から活力を得て、いきいきとしている状態にあるといえる。

さらに、ワーク・エンゲイジメントは、特定の対象、出来事、個人、行動などに向けられた
「一時的な状態」ではなく、仕事に向けられた「持続的かつ全般的な感情と認知」によって特
徴づけられる。つまり、ワーク・エンゲイジメントは、「個人」と「仕事全般」との関係性を
示す概念であることに加えて、個人の中で日々の時間の経過とともに一時的な経験として変動
していく面もあるものの、基本的には、持続的かつ安定的な状態を捉える概念となっている。

５　本章を通じて、「主な仕事」は副業を除いたものである。
6　本章の執筆作業段階では、長年にわたってワーク・エンゲイジメント等の研究を熱心に進めてこら

れた慶應義塾大学総合政策学部の島津明人教授に、有益なアドバイスや的確な御指摘を頂いており、こ
の場においても改めて感謝を申し上げたい。
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本稿では、ワーク・エンゲイジメントが捉えるこうした状態が、働く方にとって「働きが
い」のある状態と定義し、ワーク・エンゲイジメントを活用した様々な分析を通じて、「働き
がい」をめぐる諸課題について考察していく。

第２－（３）－１図 ワーク・エンゲイジメントの概念について

○　「ワーク・エンゲイジメント」は、オランダ・ユトレヒト大学のSchaufeli 教授らが提唱した概念
であり、「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感じている」

（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つが揃った状態として定義される。

ワーク・
エンゲイジメント

活力 熱意 没頭

【ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度における
質問内容】

｢仕事をしていると，活力がみなぎるよう
に感じる｣など

【ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度における
質問内容】

｢自分の仕事に誇りを感じる｣など

【ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度における
質問内容】

｢仕事をしていると，つい夢中になってしまう｣など

資料出所　島津明人、井上彰臣、大塚泰正、種市康太郎（2014）「ワーク・エンゲイジメント-基本理論と研究のためのハ
ンドブック-」などを参考に、厚生労働省政策統括官付政策統括室が作成

（注）　ワーク・エンゲイジメントの測定に当たっては、ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度（Utrecht Work 
Engagement Scale：UWES）が最も広く活用されており、「活力」「熱意」「没頭」といった下位因子を17項目の
質問で測定している。その他、UWESでは、各因子を３項目ずつ、合計９項目の質問で測定できる短縮版、合計
３項目の質問で測定できる超短縮版も開発されている。

●５年前と比較すると、我が国において「エンゲイジメント」を含む記事件数は約10倍と
なっており、我が国においても急速に関心が高まっている傾向が確認できる
次に、「ワーク・エンゲイジメント」という概念の歴史的変遷について概要をまとめていく。

「エンゲイジメント」という用語は、当初はコンサルタント業界で使用され、1990年代に
ギャラップ社によって初めて使用された可能性が高いと指摘されている。こうしたコンサルタ
ント業界におけるエンゲイジメントについて、Bakker & Leiter（2010）7では、「実際には、（組
織コミットメントなどの）伝統的な概念と重なっているにもかかわらず、ビジネス界及びコン
サルタントの間では、目新しい人目を引く名称として用いられ、いささか一時的な流行のよう
にも見える。しかし、これらの業界でのエンゲイジメントの人気は、「これには何かがある」
ということを物語ってもいる。それゆえ、学術研究者らは、独特の構成概念としてエンゲイジ
メントを定義し、研究し始めた」と記述している。

こうした中、学問の世界でエンゲイジメントを最初に概念化したのは、Kahn（1990）であ
る。Kahnは、「パーソナル・エンゲイジメント」という名称を用いて、「組織構成員の自己と

「仕事上の役割」との結びつきの度合い」として概念を定義した。そして、こうした状態にあ
る従業員は、自身と仕事を同一化し、それゆえ多大な労力を注ぐと指摘している。その後、エ

7　島津明人、井上彰臣、大塚泰正、種市康太郎による監訳版を参照。

172

第Ⅱ部　人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について

09_労働経済白書_第Ⅱ部第３章.indd   172 2019/09/19   18:35:31



ンゲイジメントを様々な形で特徴づける研究者がいたが、2002年には、オランダのSchaufeli
教授らによってワーク・エンゲイジメントの概念が確立された。現在、ワーク・エンゲイジメ
ントの概念に基づき、国際的な比較も可能なユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度

（Utrecht Work Engagement Scale）が開発されており、広く活用されている。
さらに、やや視点をかえて、我が国におけるエンゲイジメントといった用語のプレゼンスに

ついても考察してみよう。日経テレコムを活用し、新聞（主要全国紙、一般紙、業界紙を含
む。）、雑誌、インターネットニュース、研究・調査レポート、書籍などを対象として、「エン
ゲイジメント」（完全一致に限定）というワードを含む記事件数の推移をみると、2014年の１
月から6月末までが198件、2015年の同期間が365件、2016年の同期間が672件、2017年の同
期間が1,022件、2018年の同期間が1,272件、2019年の同期間が1,999件となっており、５年前
と比較すると、「エンゲイジメント」を含む記事件数は約10倍となっており、我が国において
も急速に関心が高まっている傾向が確認できる。

	２	 ワーク・エンゲイジメントという概念の特徴

●ワーク・エンゲイジメントは、バーンアウト（燃え尽き）の対局の概念となっており、様々
な類似する概念がある中、部分的に重複する部分もあるが、付加価値を加えた固有の概念と
なっている
さらに、他の関連する概念との関係性を整理することで、ワーク・エンゲイジメントの特徴

について理解を深めていきたい。
第２－（３）－２図の（１）は、「活動水準」「仕事への態度・認知」といった軸を用いて、「バー

ンアウト（燃え尽き）」「ワーカホリズム」「職務満足感」といったワーク・エンゲイジメントに
関連する概念を整理したものである。
「バーンアウト（燃え尽き）」の定義については、島津（2016）において「仕事に対して過度

のエネルギーを費やした結果、疲弊的に抑うつ状態に至り、仕事への興味・関心や自信を低下
させた状態」とされており、「仕事への態度・認知」について否定的な状態で、「活動水準」が
低い状態にある。
「ワーカホリズム」については、Schaufeli, Shimazu, & Taris（2009）において「過度に一生

懸命に強迫的に働く傾向」とされており、「活動水準」が高い点がワーク・エンゲイジメント
と共通しているが、「仕事への態度・認知」が否定的な状態にある。
「職務満足感」については、Locke（1976）において「自分の仕事を評価してみた結果とし

て生じる、ポジティブな情動状態」とされており、ワーク・エンゲイジメントが仕事を「して
いる時」の感情や認知を指す一方で、職務満足感は仕事「そのものに対する」感情や認知を指
す点で差異があり、どちらも「仕事への態度・認知」について肯定的な状態であるが、後者は
仕事に没頭している訳ではないため、「活動水準」が低い状態にある。

ワーク・エンゲイジメントについては、「仕事への態度・認知」について肯定的な状態であ
り、「活動水準」が高い状態にあることから、バーンアウト（燃え尽き）の対極の概念として
位置づけられていることが特徴となっている。

次に、同図の（２）は、「パーソナル・エンゲイジメント」「組織コミットメント」「ワーク・
モチベーション」「ジョブ・インボルブメント（仕事への関与）」「フロー」といったワーク・エ
ンゲイジメントに類似する概念との差異について整理したものである。
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まず、既出になるが、Kahnが提唱した「パーソナル・エンゲイジメント」は、「組織構成
員の自己と「仕事上の役割」との結びつきの度合い」と定義され、個人と仕事との関係性と
いった点などで部分的にワーク・エンゲイジメントと重複している面がある。しかし、ワー
ク・エンゲイジメントは、個人と「仕事全般」との結びつきの度合いを示す概念であり、対象
範囲の点で差異がある。

次に、Mawdayらが提唱した「組織コミットメント」は、「特定の組織に対する個人の一体
感と関与の相対的な強さ」と定義され、一体感や「熱意」があるといった点などで部分的に
ワーク・エンゲイジメントと重複している面がある。しかし、ワーク・エンゲイジメントは、
個人と「仕事全般」との結びつきの度合いを示す概念であり、個人と「組織」との結びつきの
度合いを示す組織コミットメントとは、対象範囲の点で差異がある。

さらに、「ワーク・モチベーション8」は、Mitchell（1997）による定義が近年定着しており、
「目標に向けて行動を方向づけ、活性化し、そして維持する心理的プロセス」とされ、「活力」
や「熱意」がある点などで部分的にワーク・エンゲイジメントと重複している面がある。しか
し、ワーク・モチベーションは、ある行動に駆り立てる構造や過程に関連する概念である一方
で、ワーク・エンゲイジメントは、行動を起こす主体である個人が、動機付けられた結果とし
て経験する「感情」「認知」に関連する概念を示しており、主眼とする点で差異がある。

その他、Lodahlらが提唱した「ジョブ・インボルブメント（仕事への関与）」は、「人が自
分の仕事と心理的にどれほど一体化しているか、もしくは、ある人の総合的な自己イメージに
おいて、仕事がどれほどの重要性を占めるかの度合い」と定義され、個人と仕事との関係性と
いった点などで部分的にワーク・エンゲイジメントと重複している面がある。しかし、ジョ
ブ・インボルブメント（仕事への関与）は、仕事への態度・認知に関しては織り込んでいない
一方で、ワーク・エンゲイジメントは、仕事に関連するポジティブで充実した心理状態を示し
ており、仕事への態度・認知に関する着眼の有無といった点で差異がある。

最後に、Csikszentmihalyiが提唱した「フロー」は、「取り組んでいる活動に完全にのめり
込んだ没頭状態を指し、心と体が一体化して、時間も忘れて内発的な喜びが得られることを特
徴とする状態」と定義され、ポジティブな感情や「没頭」している点などで部分的にワーク・
エンゲイジメントと重複している面がある。しかし、「フロー」は、仕事に限定されない概念
であり、短期的・一時的な体験として、多数の複雑な側面が備わった状態を指し、非常に限定
的な心理状態である一方で、ワーク・エンゲイジメントは、個人と「仕事全般」との結びつき
の強さや、持続的かつ安定的な状態を示す点で差異がある。

以上のように、ワーク・エンゲイジメントに類似する概念との差異について整理したが、先
行研究では、様々なアウトカムとの相関といった観点から、概念の特徴を捉えようとする分析

8　池田（2017）では、「フレデリック・テイラー（Frederick Taylor）による科学的管理法では、労働
者による「怠業」の問題を解決すべく、標準的な課業の設定とその達成に連動したインセンティブ（賃
金）の有効性が明らかにされた。そこでは、必ずしもワーク・モチベーションという概念は存在しな
かったものの、経営者として労働者の意欲をどのように引き出すかが課題だったと言える。その後、
ホーソン研究を機に、労働者の生産性を左右する心理的要因の一つとしてワーク・モチベーションの重
要性が認識されるようになり、本格的に研究が始まった。」とされている。

 さらに、Kanfer, Frese, & Johnson（2017）では、「ワーク・モチベーションという文言は、Viteles
（1953）において、初めて記載された」と指摘している。

 以上を踏まえ、第２－（３）－２図では、ワーク・モチベーションという文言を明確に定義した訳ではない
ものの、問題意識として捉えていたという観点から、提唱者はFrederick Taylorとしているが、文言化
したという観点からは、Vitelesが提唱者とも考えられ、様々な捉え方がある点に留意が必要である。
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が行われている。
例えば、Hallberg & Schaufeli（2006）では、ワーク・エンゲイジメントと「組織コミット

メント」「ジョブ・インボルブメント（仕事への関与）」を分析し、いずれの指標も働く方の離
職意思と負の相関があるが、ジョブ・インボルブメント（仕事への関与）のみが過重な仕事と
正の相関があること、また、ワーク・エンゲイジメントと「組織コミットメント」が様々な健
康上の不調と負の相関があり、特にワーク・エンゲイジメントで強い負の相関が確認されたこ
とを明らかにした。この結果を踏まえ、ワーク・エンゲイジメントは、様々な健康上の不調と
負の相関がある概念であり、バーンアウト（燃え尽き）の対極の概念として位置づけられてい
ることが関係していると指摘している。

以上のように、ワーク・エンゲイジメントには様々な類似する概念があり、部分的に重複す
る面もあるが、付加価値を加えた固有の概念となっているものと評価できる。特に、詳しくは
第２節において分析結果を示していくが、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、働
く方の健康増進と仕事のパフォーマンスの向上に資する可能性がある。つまり、働く方の健康
増進と仕事のパフォーマンスの向上を同時に実現していくに当たって、着目すべき有用な概念
だといえるだろう。

第２－（３）－２図 ワーク・エンゲイジメントの特徴について

○　ワーク・エンゲイジメントは、バーンアウト（燃え尽き）の対極の概念となっている。
○　ワーク・エンゲイジメントには、様々な類似する概念があり、部分的に重複する部分もあるが、

付加価値を加えた固有の概念となっている。

仕事への
態度・認知
（否定的）

仕事への
態度・認知
（肯定的）

活動水準（低い）

ワーカホリズム ワーク・
エンゲイジメント

バーンアウト 職務満足感

（１）｢活動水準｣｢仕事への態度・認知｣を用いた関連する概念の整理

活動水準（高い）
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（２）ワーク・エンゲイジメントと類似する主な概念との相違点の整理
概念 提唱者 定義 ワーク・エンゲイジメントとの差異

パーソナル・エンゲイジメント
（Personal Engagement）

Kahn
（1990年）

組織構成員の自己と仕事上の役割との結び
つきの度合い。エンゲイジしている人は、
身体的、認知的、感情的、精神的に自分の
役割に関わっている。

kahnが定義したエンゲイジメントは、 
｢仕事上の役割｣ に着目しているが、ワー
ク・エンゲイジメントは、｢仕事全般｣ に
着目している。

組織コミットメント
（Organizational 

Commitment）

Mawday et al.
（1979年）

特定の組織に対する個人の一体感と関与の
相対的な強さ

組織コミットメントは、個人と ｢組織｣ と
の結びつきの強さを示している一方で、
ワーク・エンゲイジメントは、個人と 
｢仕事全般｣ との結びつきの強さを示して
いる。

ワーク・モチベーション
（Work Motivation）

Frederick Taylor
（1911年）

※ １ テイラーの科学的管理
法では、ワーク・モチベー
ションという概念は存在
しなかったものの、経営
者が労働者の意欲を引き
出すことが課題であった。

※ ２ ｢ワーク・モチベーション｣
という言葉は、Viteles（1953）
で初めて用いられた（Kanfer, 
Frese, & Johnson（2017）

目標に向けて行動を方向づけ、活性化し、
そして維持する心理的プロセス
※３ Mitchell（1997）における定義を引用。

ワーク・モチベーションは、ある行動に 
駆り立てる構造や過程に関連する概念であ
る一方で、ワーク・エンゲイジメントは、 
行動を起こす主体である個人が、動機付け
られた結果として経験する ｢感情｣ や 
｢認知」に関連する概念を示している。

ジョブ・インボルブメント
（Job Involvement）

Lodahl et al.
（1965年）

人が自分の仕事と心理的にどれほど一体化
しているか、もしくは、ある人の総合的な
自己イメージにおいて、仕事がどれほどの
重要性を占めるかの度合い

ジョブ・インボルブメント（仕事への関与）
は、ワーク・エンゲイジメントと密接に関
連するが、仕事への態度・認知に関しては
織り込んでいない。
一方、ワーク・エンゲイジメントは、仕事
に関連するポジティブで充実した心理状態
を示しており、仕事への態度・認知に関す
る着眼の有無といった点で差異がある。

フロー
（Flow）

Csikszentmihalyi M
（1990年）

取り組んでいる活動に完全にのめり込んだ
没頭状態を指し、心と体が一体化して、時
間も忘れて内発的な喜びが得られることを
特徴とする状態

ポジティブな感情や ｢没頭｣ していること
が、ワーク・エンゲイジメントと共通するが、
フローは、
・仕事に限定されない概念であること
・短期的・一時的な体験であること
・ 多数の複雑な側面が備わった状態を指し、

非常に限定的な心理状態であること
から、個人と ｢仕事全般｣ との結びつきの
強さや、持続的かつ安定的な状態を示す
ワーク・エンゲイジメントとは差異がある。

資料出所　島津明人、井上彰臣、大塚泰正、種市康太郎（2014）、Hallberg & Schaufeli（2006）、Kanfer, Frese, & Johnson
（2017）などを参考に、厚生労働省政策統括官付政策統括室が作成

	３	 ワーク・エンゲイジメントに着目した我が国における「働きがい」の概況

●ワーク・エンゲイジメント・スコアは、加齢又は職位・職責の高まりに伴って、高まる傾向
がみられることに加えて、「教育関連専門職」「管理職（リーダー職を含む）」「接客・サービ
ス職」などの非定型的業務の比重が高いと思われる職種では高い傾向にある
ここからは、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐ

る現状と働き方等に関する調査9」を活用し、スコア化したワーク・エンゲイジメントをめぐる
状況を考察することで、我が国における「働きがい」の現状を示していきたい。

同調査では、企業調査及び正社員調査を実施しており、例えば、正社員調査では、ワーク・
エンゲイジメントの下位因子に着目して、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事を
していると、活力がみなぎるように感じる」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（熱意）、

「仕事をしていると、つい夢中になってしまう」（没頭）といった質問項目が盛り込まれている。
当該質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝
３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコアを付した上で、「活

９　本調査は、2019年２月末時点の状況について、調査を実施しており、企業調査票は4,599サンプル
（有効回答率23.0%）、正社員調査票は16,752サンプル（有効回答率16.4%）の回答を得ている。
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力」「熱意」「没頭」の３項目に関する１項目当たりの平均値を算出し、ワーク・エンゲイジメ
ント・スコアとしている10。

その上で、第２－（３）－３図では、我が国の正社員のワーク・エンゲイジメント・スコアにつ
いて、様々な属性に着目しながら、その概況を示している。

まず、我が国における正社員全体のワーク・エンゲイジメント・スコアは3.42となってお
り、「熱意」が3.92と最も高く、次いで「没頭」が3.55となっており、「活力」が2.78と低く
なっている状況にあることが分かる。

性別でみると、男性と比較し、女性のワーク・エンゲイジメント・スコアがやや高く、「活
力」は男性より低いが、「熱意」「没頭」は男性より高い状況がうかがえる。

年齢別又は役職別にみると、加齢又は職位・職責の高まりにともなって、ワーク・エンゲイ
ジメント・スコアは高くなっていく傾向にある。こうした傾向は、加齢又は職位・職責の高ま
りに伴って、自己効力感（仕事への自信）や仕事を通じた成長実感が高まることに加えて、仕
事にコントロールが効きやすくなること、また、難易度が高めの仕事に挑戦する機会が増える
ことなどが影響している可能性が考えられる。

他方、ワーク・エンゲイジメント・スコアの平均値からは、居住地や勤め先企業の規模に
よって、特定の傾向はみられない結果となった。

さらに、職種別にみると、「輸送・機械運転職」「事務職（一般事務等）」「建設・採掘職」「製
造・生産工程職」などの定型的業務の比重が高いと思われる職種と比較し、「教育関連専門職」

「管理職（リーダー職を含む）」「接客・サービス職」等といった非定型的業務の比重が高いと
思われる職種では、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い傾向にあることが分かる11。つ
まり、定型・非定型といった仕事の作業内容は、ワーク・エンゲイジメント・スコアの水準に
も影響を与えている可能性が考えられる。

10　ワーク・エンゲイジメントの測定に当たっては、ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度
（Utrecht Work Engagement Scale：UWES）が最も広く活用されており、通常、「活力」「熱意」「没頭」
といった下位因子を17項目の質問で測定している。その他、UWESでは、３つの因子を３項目ずつ、合
計９項目の質問で測定できる短縮版、合計３項目の質問で測定できる超短縮版（Ultra-Short Measure）
も開発されている。本稿におけるワーク・エンゲイジメント・スコアは、合計３項目の質問で測定でき
る超短縮版（Ultra-Short Measure）の質問を参考にしている。

 なお、本来のUWESでは、スコア化するに当たって、「いつも感じる（＝6点）」「とてもよく感じる（＝
５点）」「よく感じる（＝4点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝２点）」「ほとんど感じな
い（＝１点）」「全くない（＝０点）」としており、「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」
では、スコアの配分方法が若干異なる点に留意が必要である。

11　2019年7月4日の日本経済新聞（朝刊）の経済教室において、慶應義塾大学・山本勲教授は、ＡＩと
雇用といった観点から、「ＡＩ導入により反復的な作業が減少し、複雑な問題への対処が増加するといっ
たタスクの高度化がみられる。さらに注目すべきは仕事のやりがいの変化だ。既にＡＩが導入されてい
る労働者は仕事のやりがいが増加したと回答する一方、それ以外は減少すると予想している。同様の傾
向は、経済産業研究所のプロジェクトで実施した黒田祥子・早稲田大教授と筆者による共同研究結果で
も確認できる。労働者を追跡調査したパネルデータを用いると、ＡＩ導入により仕事のやりがいだけで
なく、ワーク・エンゲージメント（仕事への活力・熱意・没頭）やメンタルヘルスが改善することが示
された」と指摘しており、定型・非定型といった仕事の作業内容とワーク・エンゲイジメントとの間に
関係があること可能性が考えられる。
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第２－（３）－３図 ワーク・エンゲイジメント・スコア（活力・熱意・没頭）の概況

○　正社員全体のワーク・エンゲイジメント・スコアは、3.42となっており、「熱意」が3.92と高い
一方で、「活力」が2.78と低くなっている。性別でみると、女性はワーク・エンゲイジメント・ス
コアがやや高く、「活力」が男性より低いが、「熱意」「没頭」が男性より高い。また、年齢別にみる
と、加齢にともなって、ワーク・エンゲイジメント・スコアは高くなっていく傾向にある。さらに、
職位・職責が高くなるほど、ワーク・エンゲイジメント・スコアは高くなっていく傾向にある。

○　ワーク・エンゲイジメント・スコアの平均値からは、居住地や勤め先企業の規模によって、特定
の傾向はみられない。

○　職種別にみると、「輸送・機械運転職」「事務職（一般事務等）」「建設・採掘職」「製造・生産工程職」
等といった定型的業務の比重が高いと思われる職種と比較し、「教育関連専門職」「管理職（リーダー
職を含む）」「接客・サービス職」等といった非定型的業務の比重が高いと思われる職種では、ワー
ク・エンゲイジメント・スコアが高い傾向にある。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事をしていると、活力
がみなぎるように感じる」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（熱意）、「仕事をしていると、つい夢中になっ
てしまう」（没頭）と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝
３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、「活力」「熱意」「没頭」の３項目
全てに回答している16,579サンプルについて、１項目当たりの平均値として算出している。
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コラム２–３ ワーク・エンゲイジメント・スコアの国際比較

ワーク・エンゲイジメントの測定に当たっては、ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメン
ト尺度（Utrecht Work Engagement Scale：UWES）が最も広く活用されており、日本を
含めた16ヶ国のワーク・エンゲイジメント・スコアを比較した論文として、Shimazu, 
Schaufeli, Miyanaka, & Iwata（2010）がある。

その分析結果の一部を紹介しているコラム２－３によると、我が国のワーク・エンゲイジ
メント・スコアは、他国と比較して、相対的に低い状況にあることが分かっている。

しかしながら、こうした結果の解釈に当たっては、慎重な考察が必要であることが指摘
されている。同論文では、日本人がポジティブな感情や態度の表出を抑制するのが、社会
的に望ましいとされる風潮があるのに対して、欧米では積極的に表出することが望ましい
される風潮があることを理由として挙げている。つまり、集団の調和を重視する文化のあ
る日本社会では、仮に「活力」「熱意」「没頭」が内在されている労働者であっても、ポジ
ティブな感情として表出させることを控えている可能性が考えられる。

なお、こうした傾向は、自己効力感、幸福感、職務満足感などのポジティブな感情を示
すその他の指標でも確認されることが指摘されている。

したがって、国際比較は有用な分析観点の一つであるものの、ワーク・エンゲイジメン
ト・スコアの国際比較に当たっては、各国の文化等にも影響を受ける可能性があることを
踏まえながら、一定の幅をもって解釈することが重要である。

コラム２ー３図　ワーク・エンゲイジメント・スコアの国際比較

○　国際比較によると、我が国のワーク・エンゲイジメント・スコアは相対的に低い状況にあるが、
ポジティブな態度や感情の表出は、各国の文化等にも影響を受ける可能性があることが指摘されて
おり、その結果については、一定の幅をもって解釈することが重要である。

仕事に関する調査
（Utrecht Work Engagement Scale）

【質問項目】
（活力）

①仕事をしていると、活力がみなぎるように感じる
②職場では、元気が出て精力的になるように感じる
③朝に目がさめると、さあ仕事へ行こう、という気持ちになる

（熱意）
④仕事に熱心である
⑤仕事は、私に活力を与えてくれる
⑥自分の仕事に誇りを感じる

（没頭）
⑦仕事に没頭しているとき、幸せだと感じる
⑧私は仕事にのめり込んでいる
⑨仕事をしていると、つい夢中になってしまう

【回答】
0点：全くない
1点：ほとんど感じない（1年に数回以下）
2点：めったに感じない（1 ヶ月に1回以下）
3点：時々感じる（1 ヶ月に数回）
4点：よく感じる（1週間に1回）
5点：とてもよく感じる（1週間に数回）
6点：いつも感じる（毎日） 合計得点（平均値等）

UWESを活用した国際比較

2 3 4 5 6
フランス （N=221）

フィンランド（N=6,131）
南アフリカ （N=2,547）

ドイツ（N=434）
ベルギー （N=1,680）

イタリア （N=212）
オーストラリア（N=643）

チェコ共和国（N=92）
カナダ（N=1,280）

ノルウェー（N=2,250）
中国（N=272）

スウェーデン（N=378）
オランダ（N=13,236）

ギリシャ（N=469）
スペイン（N=1,759）

日本（N=19,489）

資料出所　島津明人（2016）「ワーク・エンゲイジメント－ポジティブ・メンタルヘルスで活力ある毎日を－」
（注）　１）棒線は、９つの質問項目の総得点を９で除した１項目当たりの平均的な得点を示している。

２）棒線の右線は、平均値＋１標準偏差の上限を示しており、その上限までの範囲内に、サンプルの68％が含
まれる。
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●非正規雇用に就いた理由によって、ワーク・エンゲイジメントには大きな差が生じており、
正規雇用労働者と比較すると、不本意非正規雇用労働者では、ワーク・エンゲイジメントの
高い状態にあると回答した者の割合が低い水準となっているが、大多数を占めるそれ以外の
非正規雇用労働者では、同割合が高い水準となっている
引き続き、我が国で働く方のワーク・エンゲイジメント・スコアについて、その概況を示し

ていきたい。
第２－（３）－4図では、いわゆる正社員12と限定正社員13、又は、正規雇用と非正規雇用といっ

た雇用形態等に着目しつつ、ワーク・エンゲイジメント・スコアの概況を示している。
まず、同図の（１）により、いわゆる正社員と限定正社員のワーク・エンゲイジメント・ス

コアをみると、いわゆる正社員が3.41である一方で、限定正社員は3.51となっており、限定正
社員の方が高い状況にある。限定されている項目別にワーク・エンゲイジメント・スコアをみ
ると、勤務地のみが限定されている正社員は3.47、職務のみが限定されている正社員は3.46、
労働時間等14のみが限定されている正社員は3.55となっており、労働時間等が限定されている
正社員が、相対的に高い状況にあることがうかがえる。すなわち、労働時間等が限定されてい
る正社員は、職務時間内で業務を効率的に進めようとする意識が醸成されていること等が要因
となっている可能性が考えられる。さらに、性別や年齢でコントロールしても、40歳台を除
き15、限定正社員の方が高い傾向がみられる。

以上のように、いわゆる正社員と限定正社員をみると、労働時間等が限定されている正社員
を中心に、限定正社員のワーク・エンゲイジメント・スコアは高い可能性が示唆された。

さらに、正規雇用と非正規雇用といった雇用形態別にワーク・エンゲイジメントの状況を考
察していきたい。本稿では、非正規雇用という働き方の実態が多様であり、一括りにすること
が困難であることを踏まえ、正規雇用を希望しながらも、非正規雇用による働き方を余儀なく
されている者（いわゆる「不本意非正規雇用労働者」）と、それ以外の自分の都合が良い時間
に働きたい、体力に合わせて働きたい、専門的能力を発揮したい等の理由から、非正規雇用に
よる働き方を選択している者に分けて、ワーク・エンゲイジメントをめぐる現状を明らかにし
ていく。非正規雇用に就いた理由は、ワーク・エンゲイジメントに大きな差を生む可能性があ
り、こうした観点による分析は、非正規雇用という働き方の実態をより正確に捉えることがで
きるものと考えられる。

その上で、同図の（２）により、（株）リクルート（リクルートワークス研究所）「全国就業
実態パネル調査」のデータ（2019年）を用いて、正規雇用と非正規雇用で働く方の中で、ワー
ク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合をみると、正規雇用で働く方と比

12　勤務地、職務、労働時間などが、いずれも限定されていない社員をいう。
13　本稿では、働く方が自分に合った「働き方」を選択できることが重要であることから、そのための選

択肢の一つとして、限定正社員に着目しているが、多様な働き方を導入する場合には、本稿における分
析結果等も勘案しながら、労使でよく話し合っていくことが重要である。

14　「所定内労働時間が短縮されている」「残業が制限されている」「出勤日数が短縮されている」のいずれ
か（複数該当も含む。）に該当する限定正社員としている。

15　40歳台では、職務が限定されている正社員が171人（61.5％）、勤務地が限定されている正社員が173
人（62.2％）、労働時間等が限定されている正社員が65人（23.4％）となっている。

 他方、例えば、39歳以下では、職務が限定されている正社員が122人（43.7％）、勤務地が限定されてい
る正社員が192人（68.8％）、労働時間等が限定されている正社員が71人（25.4％）となっており、40歳
台では、職務が限定されている正社員が相対的に多い一方で、勤務地や労働時間等が限定されている正
社員が相対的に少ない。つまり、限定正社員という働き方へ求められるニーズが、年齢によって異なる
ことが影響している可能性が考えられる。
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べて、非正規雇用で働く方の同割合は高い16。こうした結果は、同調査において非正規雇用で
働く方の約85％を占める不本意選択以外の非正規雇用労働者において、同割合が高い水準に
あることが影響しているもの考えられる。他方、非正規雇用で働く方の約15％を占める不本
意非正規雇用労働者では、正規雇用労働者と比較し、同割合の水準が低い。不本意非正規雇用
労働者についてより詳細にみると、パート・アルバイトにおける同割合は、正規雇用よりやや
低い程度であるが、労働者派遣事業所の派遣社員や契約社員・嘱託における同割合は明らかに
低い状況にあることが分かる。

さらに、同図の（３）により、不本意非正規雇用労働者における同割合を性別で比較する
と、その水準は、特に男性において低い。また、不本意非正規雇用労働者における同割合を正
規雇用労働者と比較すると、女性では1.3％ポイント低いのに対して、男性では3.0％ポイント
低くなっており、男性において不本意な選択を余儀なくされている影響が強い可能性が示唆さ
れる。

最後に、同図の（4）により、不本意非正規雇用労働者における同割合を年齢別で比較する
と、その水準は、特に「35～44歳」において低い。また、不本意非正規雇用労働者における
同割合を正規雇用労働者と比較すると、「35～44歳」が5.3％ポイントと最も低くなっており、
次いで、「45～54歳」が3.8％ポイント、「15～34歳」が2.3％ポイント、「55歳以上」が1.4％ポ
イントと低い状況にあり、特に「35～44歳」において不本意な選択を余儀なくされている影
響が強い可能性が示唆される。

以上のように、非正規雇用に就いた理由によって、ワーク・エンゲイジメントには大きな差
が生じており、正規雇用労働者と比較すると、不本意非正規雇用労働者では、ワーク・エンゲ
イジメントの高い状態にあると回答した者の割合が、労働者派遣事業所の派遣社員や契約社
員・嘱託、男性、35～44歳を中心として低い水準となっているが、大多数を占める不本意選
択以外の非正規雇用労働者では、同割合が高い水準となっている。先行研究においても、今回
と類似する分析結果を示すものがあり、山本（2011）では、「慶應義塾家計パネル調査」（2004
～10年）の個票データを用いて、就業形態毎に、個々人の主観的指標として心身症状（スト
レス）がどのように異なるかを検証しており、不本意型の非正規雇用労働者は、正規雇用労働
者よりもストレスが統計的有意に大きいが、大多数を占める不本意型以外の非正規雇用労働者
は、正規雇用労働者と水準はかわらないことを指摘している。こうした分析結果からは、非正
規雇用を一括りにすることなく、働く方一人ひとりが置かれている実情をよく勘案しながら、
ワーク・エンゲイジメントをめぐる状況を考察していく重要性が改めて明らかになったといえ
るだろう。

16　「ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者」とは、同調査において、2018年１月～
12月の仕事に関して「生き生きと働くことができていた」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいた」（熱
意）、「仕事をしていると、つい夢中になってしまった」（没頭）といった質問項目のいずれにおいても、

「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」と回答した者を示している。
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第２－（３）－４図 雇用形態別等にみたワーク・エンゲイジメント・スコア（活力・熱意・没頭）の概況
○　いわゆる正社員と限定正社員をみると、労働時間等が限定されている正社員を中心に、限定正社

員のワーク・エンゲイジメント・スコアは高い可能性が示唆された。
○　非正規雇用に就いた理由によって、ワーク・エンゲイジメントには大きな差が生じており、正規

雇用労働者と比較すると、不本意非正規雇用労働者では、ワーク・エンゲイジメントの高い状態に
あると回答した者の割合が、労働者派遣事業所の派遣社員や契約社員・嘱託、男性、35～44歳を中
心として低い水準となっているが、大多数を占める不本意選択以外の本意非正規雇用労働者では、
同割合が高い水準となっている。

○　非正規雇用労働者を一括りにすることなく、働く方一人ひとりが置かれている実情をよく勘案し
ながら、ワーク・エンゲイジメントをめぐる状況を考察していくことが重要である。
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（｢ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合｣、％）（｢ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合｣、％）

（３）正規雇用労働者・非正規雇用労働者のワーク・エンゲイジメントの概況
（性別）

（４）正規雇用労働者・非正規雇用労働者のワーク・エンゲイジメントの概況
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）、
（株）リクルート（リクルートワークス研究所）

「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）「ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合」とは、2018年１月～12月の仕事に関

する「生き生きと働くことができていた」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいた」（熱意）、「仕事をしてい
ると、つい夢中になってしまった」（没頭）といった質問項目のいずれにおいても、「あてはまる」「どちらか
というとあてはまる」と回答した者の構成比を示している。

２）非正規雇用労働者（不本意選択）は、2018年１月～12月の仕事に就いた理由（複数選択）として、「正規
の職員・従業員の仕事がないから」を選択した者を示している。非正規雇用労働者（不本意選択以外）は、
同質問について、「正規の職員・従業員の仕事がないから」を選択しなかった者を示している。

●人件費の増大といった費用負担が難しい企業であっても、仕事の在り方や職場環境を改善さ
せる様々な工夫を重ねることによって、ワーク・エンゲイジメントを改善させることができ
る可能性が示唆される
第２－（３）－５図は、正社員について、年齢や役職をコントロールした上で、年収別のワー

ク・エンゲイジメント・スコアの概況を整理している。同図によると、39歳以下の正社員で
は、年収の増加に伴い、ワーク・エンゲイジメント・スコアが上昇する傾向がみられる一方
で、40歳台や50歳以上の正社員では、こうした傾向がみられない結果となった。年収とワー
ク・エンゲイジメントとの関係については、様々な見解があり、例えば、Zeng, Zhou, & Han

（2009）では、報酬の高いホテル従業員は、報酬の低いホテル従業員と比較し、ワーク・エン
ゲイジメントが高いことを指摘している。また、看護師を対象に分析を行ったSimpson（2009）
でも、報酬とワーク・エンゲイジメントに統計的有意な正の相関があることに言及している。

他方、Putra, Cho, & Liu（2017）では、こうした先行研究が、金銭等の外発的動機付けと、
仕事への誇り等の内発的動機付けを同時に考慮したものではないことを指摘しており、計量分
析において外発的動機付けと内発的動機付けを同時に説明変数に入れた場合、仕事への誇り等
の内発的動機付けは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと統計的有意な正の相関が確認され
るが、金銭等の外発的動機付けは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと統計的有意な正の相
関が確認されないことを指摘している。ただし、こうした状況は、従事している仕事の内容に
よってもかわってくる可能性があるだろう。例えば、ワーク・エンゲイジメントとの関係を検
証したものではないが、Ariely, Bracha, & Meier（2009）やVan Beek et al.（2012）では、精
神的負担が生じやすい定型的業務においては、報酬などの外発的動機付けが、モチベーション
を高めるのに重要であることが指摘されている。つまり、働く方が、精神的負担が生じやすい
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定型的業務、あるいは、報酬の水準が低い仕事に従事している場合には、報酬などの外発的動
機付けが、ワーク・エンゲイジメントを高めるのに重要な要素となる可能性も予想させるだろ
う。

以上のように、年収とワーク・エンゲイジメントとの関係を判断する際は、慎重なスタンス
が必要であると思われるが、近年では、収入などの外発的動機付けが、ワーク・エンゲイジメ
ント・スコアに大きな影響を与えない可能性を示唆する研究もあり、これを前提として、今回
の分析結果をみると、39歳以下の正社員では、年収の増加を通じて、仕事の中での成長実感
や自己効力感の高まりによる効果を捉えている可能性も考えられるだろう。年収とワーク・エ
ンゲイジメントとの間に相関がみられないことは、人件費の増大といった費用負担が難しい企
業であっても、仕事の在り方や職場環境を改善させる様々な工夫を重ねることによって、ワー
ク・エンゲイジメントを改善させることができる可能性があることを示唆している。

続いて、第２－（３）－6図により、短期的ではあるものの、我が国におけるワーク・エンゲイ
ジメントについて、時系列の観点から変動状況を整理している。同図は、（独）労働政策研
究・研修機構が、2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調
査」の中で、調査時点の勤め先企業に１年前も在籍し、かつ、正社員であった方を対象とし
て、１年前を振りかえった際の評価について御回答頂いた内容を基にして算出したワーク・エ
ンゲイジメント・スコアを用いながら、現在と１年前の変動状況を示している。

まず、同図の（１）をみると、ワーク・エンゲイジメントという概念が、日単位等の様々な
時間軸で変化することが指摘されているものの、基本的には、一時的な状態ではなく、持続的
かつ安定的な状態を捉えるものであることから、現在と１年前のワーク・エンゲイジメント・
スコアには大きな変動がみられない結果となった。

他方、同図の（２）により、現在と１年前を比較し、仕事について大きな変化のあった調査
対象に限定すると、「年収のみが増加」「労働時間のみが短くなった」「仕事の難易度のみが上昇
した」では、現在と１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアには大きな変動がみられない
のに対して、「役職のみが高くなった」「仕事上の人間関係のみが良好になった」「仕事上の人間
関係のみが良好になった」では、現在と１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアに変動が
確認された。ワーク・エンゲイジメントに影響を与える要因については、第３節において、よ
り詳細に考察していくが、こうした結果からは、仕事における裁量度などに変化が生じると思
われる「役職の変化」や、仕事の遂行に当たって重要となる「人間関係の変化」といった仕事
の在り方に関連する変化は、ワーク・エンゲイジメントに大きな影響を与える可能性が示唆さ
れる。
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第２－（３）－５図 年収別にみたワーク・エンゲイジメント・スコア（活力・熱意・没頭）の概況

○　39歳以下の正社員では、年収の増加に伴い、ワーク・エンゲイジメント・スコアが上昇する傾向
がみられる一方で、40歳台や50歳以上の正社員ではこうした傾向がみられない。

○　年収とワーク・エンゲイジメントとの関係を判断する際は、慎重なスタンスが必要であると思わ
れるが、近年では、収入などの外発的動機付けが、ワーク・エンゲイジメント・スコアに大きな影
響を与えない可能性を示唆する研究もあり、これを前提として、今回の分析結果をみると、39歳以
下の正社員では、年収の増加を通じて、仕事の中での成長実感や自己効力感の高まりによる効果を
捉えている可能性も考えられる。

○　年収とワーク・エンゲイジメントとの間に相関がみられないことは、人件費の増大といった費用
負担が難しい企業であっても、仕事の在り方や職場環境を改善させる様々な工夫を重ねることによっ
て、ワーク・エンゲイジメントを改善させることができる可能性があることを示唆している。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事をしていると、活力
がみなぎるように感じる」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（熱意）、「仕事をしていると、つい夢中になっ
てしまう」（没頭）と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝
３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、「活力」「熱意」「没頭」の３項目
について回答している16,579サンプルについて、１項目当たりの平均値として算出している。
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第２－（３）－６図 短期的にみたワーク・エンゲイジメントの動向について

○　ワーク・エンゲイジメントという概念が、日単位等の様々な時間軸で変化することが指摘されて
いるものの、基本的には、一時的な状態ではなく、持続的かつ安定的な状態を捉えるものであるこ
とから、現在と１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアには大きな変動がみられない。

○　仕事における裁量度などに変化が生じると思われる「役職の変化」や、仕事の遂行に当たって重
要となる「人間関係の変化」といった仕事の在り方に関連する変化は、ワーク・エンゲイジメント
に大きな影響を与える可能性が示唆される。
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（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア
の２時点比較の結果

（２）現在と１年前を比較して賃金水準、役職、労働時間、仕事上の人間関係、仕事の難易度が
大きく変化した場合のワーク・エンゲイジメント・スコアの変動

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）調査時点から１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアは、2019年に実施した調査の中で、正社員本人
に１年前を振りかえった際の評価について回答頂いた内容を基に算出した結果であり、一定の幅をもって解
釈する必要がある。また、１年前の状況は、調査時点の勤め先企業に１年前も在籍し、かつ、正社員であっ
た方のみに回答頂いており、調査対象全体で15,263名が比較可能である。

２）（１）における「１年前と現在を比較し、仕事について大きな変化のない調査対象」とは、現在と１年前を
比較して、賃金水準、役職、労働時間、仕事上の人間、仕事の難易度のいずれも「おおむね変わらない」と
回答した正社員を指す。

３）（２）では、年収のみが減少している等、サンプル数が僅少であった質問項目については、割愛している。

●人手適当企業であっても、企業が認識しているより、正社員は「働きがい」を感じることが
出来ていない可能性を踏まえ、「働きがい」の向上に着目した積極的な取組を継続的に行っ
ていく必要がある　
第１節の最後に、労使のワーク・エンゲイジメントに関する認識を比較することで、労使間

で生じている認識のギャップを考察していきたい。
第２－（３）－7図は、人手不足企業と人手適当企業に区別した上で、（１）では自社の正社員

全体に対する企業の主観的な認識を、（２）では主な仕事に対する正社員の認識を整理してい
る。同図の（１）（２）ともに、人手不足企業では、人手適当企業と比較し、ワーク・エンゲ
イジメント・スコアが低い状況にあることが分かる。

さらに、同図の（３）では、労使それぞれの集計結果に関して、分散などの分布の特徴が労
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使で異なる可能性があるため、ワーク・エンゲイジメント・スコアを正規分布へ標準化17させ
ることで、比較のための土台を合致させた上で、労使間で生じている認識のギャップを考察し
ている。その結果、人手不足企業では、労使ともに平均値（０点）より低いということで認識
がほぼ合致している。他方、人手適当企業では、企業は平均値（０点）より相当程度高いと認
識している一方で、正社員は平均値（０点）よりやや高い程度であり、認識にギャップが生じ
ている。つまり、人手適当企業であったとしても、企業が認識しているよりも、正社員は「働
きがい」を感じることが出来ていない可能性が示唆される。

労使ともに平均値（０点）より低いということで認識がほぼ合致している人手不足企業で
は、労使が一丸となって、「働きがい」の向上に着目した積極的な取組を継続的に行っていく
必要があるものと考えられる。また、人手適当企業では、人手不足によって生じる「働きが
い」の低下は、相対的には解消されていることが見込まれ、一見すると大きな問題が生じてい
ないような印象を受けるかもしれない。しかしながら、今回の分析結果からは、「働きがい」
を低下させる要因が解消されているだけでは、企業が見込んでいる程度まで、働く方の「働き
がい」が高い状態となる訳ではない可能性があることが示唆された。したがって、人手適当企
業であっても、企業が認識しているより、正社員は「働きがい」を感じることが出来ていない
可能性があることを、まずは十分に認識した上で、「働きがい」の更なる向上に着目した積極
的な取組を継続的に行っていく必要があるものと考えられる。

17　正規分布へ標準化させると、労使ともに、平均値０点、標準偏差１となる。
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第２－（３）－７図 労使間で生じているワーク・エンゲイジメントに係る認識のギャップについて

○　労使の認識をみると、いずれにおいても、人手不足企業では、人手適当企業と比較し、ワーク・
エンゲイジメント・スコアが低い状況にある。

○　労使の認識のギャップを考察するに当たって、分散などの分布の特徴が労使で異なる可能性があ
るため、ワーク・エンゲイジメント・スコアを正規分布へ標準化させることで、比較のための土台
を合致させると、人手不足企業では、労使ともに平均値より低いということで認識がほぼ合致して
いる。他方、人手適当企業では、企業は平均値より相当程度高いと認識している一方で、正社員は
平均値よりやや高い程度であり、認識にギャップが生じている。

○　こうした結果から、人手適当企業であっても、企業が認識しているより、正社員は「働きがい」
を感じることが出来ていない可能性が示唆される。
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（１）自社の正社員に対する企業の主観的な認識 （２）主な仕事（副業を除く）に対する
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（３）労使が認識しているワーク・
エンゲイジメント・スコアを
正規分布へ標準化した上でみた
平均値（０点）からの乖離幅

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）人手不足企業や人手適当企業は、自社の正社員不足について、「大いに不足」「やや不足」と回答した企業
を人手不足企業とし、「適当」と回答した企業を人手適当企業としている。

２）（１）におけるスコアは、企業が認識している正社員全体の様子に対する認識として、「仕事をしていると、
活力がみなぎるように感じている」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（熱意）、「仕事をしていると、
つい夢中になっている」（没頭）と質問した項目に対して、「あてはまる（＝6点）」「どちらかといえば、あ
てはまる（＝4.5点）」「どちらでもない（＝３点）」「どちらかといえば、あてはまらない（＝1.5点）」「あては
まらない（＝０点）」とした上で、「活力」「熱意」「没頭」の３項目について、労使の認識が把握できる13,657
サンプルについて、１項目当たりの平均値として算出している。

３）（２）におけるワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事を
していると、活力がみなぎるように感じる」（活力、「仕事に熱心に取り組んでいる」（熱意）、「仕事をしてい
ると、つい夢中になってしまう」（没頭）と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる

（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、
「活力」「熱意」「没頭」の３項目について、労使の認識が把握できる13,657サンプルについて、１項目当たり
の平均値として算出している。
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	 第２節	「働きがい」と様々なアウトカムとの関係性について

	１	 ワーク・エンゲイジメントと労働者の離職意向・組織コミットメント

●人手不足下では、従業員が高い仕事の要求度に直面する可能性が高くなると考えられ、その
中で「働きがい」を向上させていくためには、仕事の資源を活用できる環境を整備していく
ことが、重要な「鍵」となる
本節では、ワーク・エンゲイジメント・スコアと様々なアウトカムとの関係性を分析し、

「働きがい」を向上させることで得られる可能性のある様々な利点を明らかにしていく。また、
次節では、仕事を通じた成長実感等といった働く方の主な仕事に対する認識や、企業の雇用管
理・人材育成の取組内容といった観点から、ワーク・エンゲイジメント・スコアを向上させる
要因について考察していく。そこで、ここでは、その前提となる包括的な考え方として、仕事
の要求度 ‐ 資源モデル（Job Demands-Resources model、JD-Rモデル）について、説明して
おきたい。

JD-Rモデルは、Demerouti, Bakker, Nachreiner, & Schaufeli （2001）によって初めて提唱さ
れたものである18。まず、「仕事の要求度」とは、従業員の適応能力を超えた場合、ストレス等
を引き起こす可能性のある仕事の特性を指す。例えば、仕事のプレッシャー、対人業務おける
情緒的負担、精神的負担、肉体的負担、役割の過重などがある。ただし、仕事の要求度は、必
ずしもネガティブなものだけではなく、挑戦的なストレッサーと妨害的なストレッサーといっ
た観点から、区別することも重要である。例えば、仕事の難易度が上昇したものの、やりがい
のある仕事として捉えられた場合、その挑戦的なストレッサーは、個人の成長を促進するもの
となり得る。さらに、「仕事の資源」とは、就業条件（キャリア開発の機会、雇用の安定性な
ど）、対人関係や社会関係（上司によるコーチング、社会的な支援など）、組織での仕事の進め
方（意思決定への参加、コントロールなど）、課題（仕事のパフォーマンスに対するフィード
バック、正当な評価など）を指している。

一般的には、仕事の要求度とコントロールのバランスがとれていない場合、従業員は仕事に
ストレスを感じるとともに、様々な仕事の資源も活用できなくなり、ワーク・エンゲイジメン
トを低下させることが指摘されている。しかしながら、Bakker, Hakanen, Demerouti, & 
Xanthopoulou（2007）では、仕事の資源が豊富にあると、仕事の要求度の高さにかかわらず、
ワーク・エンゲイジメントが高まることが指摘されている。つまり、人手不足下では、従業員
が高い仕事の要求度に直面する可能性が高くなると考えられるが、その中で「働きがい」を向
上させていくためには、仕事の資源を活用できる環境を整備していくことが、重要な「鍵」と
なる。

また、「個人の資源（心理的資本）」とは、個人の成長におけるポジティブな心理状態であ
り、自己効力感、楽観性（現在・未来の成功について、ポジティブに考えること）、レジリエ
ンス（問題や逆境に悩まされた時も、成功するために屈せず、立ち直り、乗り越えること）、
希望（目標に向かって、粘り強く取り組み、必要があれば、目標達成までの道のりを軌道修正

18　図表は、Demerouti, Bakker, Nachreiner, & Schaufeli（2001）によって初めて提唱され、その後、部
分的に修正されたモデルに基づき作成している。
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すること）によって特徴づけられる。個人の資源（心理的資本）は、ワーク・エンゲイジメン
トに対する重要な予測因子であり、その育成は、ワーク・エンゲイジメントの向上につながる
ことが指摘されている。

さらに、Xanthopoulou Bakker, Demerouti, & Schaufeli（2009）では、ワーク・エンゲイジ
メントに対する予測因子である「仕事の資源」と「個人の資源（心理的資本）」との関係性を
考察しており、２年間の追跡期間を伴う２時点間比較を行い、各資源とワーク・エンゲイジメ
ントとの間だけでなく、「仕事の資源」と「個人の資源（心理的資本）」が、相互に関連してい
ることを指摘している。つまり、「仕事の資源」と「個人の資源（心理的資本）」は、ワーク・
エンゲイジメントにポジティブな影響を与えながら、双方の資源を強化すると考えられてい
る19。

次に、ワーク・エンゲイジメントの高い従業員は、仕事に誇りとやりがいを感じ、熱心に取
り組み、仕事から活力を得て、いきいきとしている状態にあることから、様々なポジティブな
効果が期待され、組織コミットメント、仕事のパフォーマンス、自発性、離職率・定着率、健
康などのアウトカムを予測することが、多くの先行研究において支持されてきた。本節では、

（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方
等に関する調査」を活用し、ワーク・エンゲイジメント・スコアと様々なアウトカムとの関係
性を分析していくが、その結果は、両者の因果関係まで言及できるものではなく、あくまでも
両者の相関関係を示すものであるため、その解釈には留意が必要であるが、我が国において
も、多くの先行研究に類似する傾向が確認できるのかは、今後、「働きがい」の向上に着目し
た取組を労使で話し合っていくに当たって、有用な検討材料になることを期待したい。

最後に、資源とワーク・エンゲイジメントとの間には、「獲得のスパイラル」があると指摘
されている。Hakanen, Schaufeli, & Ahola（2008）では、３年経過した変化を捉えるパネル研
究において、仕事の資源がワーク・エンゲイジメントを向上させ、ワーク・エンゲイジメント
が個人の自発性を促し、その自発性が職場組織の革新性にポジティブな影響を与え続けている
ことを指摘している。中長期的な観点でみれば、このような好循環を実現していくことが重要
になると考えられるだろう。

以上のように、本稿では、仕事の要求度 ‐ 資源モデル（Job Demands-Resources model）
の考え方を参考としながら、引き続き考察を進めていきたい。

19　例えば、自己啓発等の学習経験を通じて、個人の資源である自己効力感が高まり、能力開発の重要性
を認識した従業員が、その機会に富んだ職場環境の整備を企業に提案し、その後、整備された機会を活
用することで、従業員が更なる自己効力感を高める等が考えられる。
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第２－（３）－８図 仕事の要求度-資源モデル（ＪＤ-Ｒモデル）とワーク・エンゲイジメントについて

○　仕事の要求度とコントロールのバランスがとれていない場合、従業員は仕事にストレスを感じる
とともに、様々な仕事の資源も活用できなくなり、ワーク・エンゲイジメントを低下させる。他方、
仕事の資源が豊富にある場合、仕事の要求度の高さにかかわらず、ワーク・エンゲイジメントが高
まることが指摘されている。つまり、人手不足下では、従業員が高い仕事の要求度に直面する可能
性が高くなると考えられ、その中で「働きがい」を向上させていくためには、仕事の資源を活用で
きる環境を整備していくことが、重要な「鍵」となる。

○　また、仕事の資源や個人の資源は、各々が独立してワーク・エンゲイジメントを高めるだけでな
く、相互に影響を及ぼしながらワーク・エンゲイジメントを高める。

○　ワーク・エンゲイジメントは、媒介変数として、組織コミットメントの向上、離職率の低下、仕
事のパフォーマンスの向上などの様々なアウトカムを予測する。

例えば、
・組織コミットメントの向上
・仕事のパフォーマンスの向上
・仕事の革新性・創造性の向上
・自発性の向上
・離職率の低下、定着率の向上
・健康増進

ポジティブなアウトカム

ワーク・
エンゲイジメント
（活力、熱意、没頭）

例えば、
・仕事のプレッシャー
・対人業務における情緒的負担
・精神的負担
・肉体的負担

仕事の要求度（Job-demand）

例えば、
・裁量性、コントロール
・仕事のパフォーマンスに対するフィードバック
・上司によるコーチング
・社会的な支援
・正当な評価
・キャリア開発の機会

仕事の資源

例えば、
・自己効力感
・楽観性
・レジリエンス（屈せず、立直り、乗り越えること）
・希望（目標に向かって、粘り強く取り組むこと）

個人の資源（心理的資本）

例えば、自発性の高まった従業員が、職場環境の改善を提案し、経時的に資源が増加していく等、
｢資源とワーク・エンゲイジメントとの獲得のスパイラル｣があることが指摘されている。

資料出所　Bakker & Demerouti （2007, 2008）、島津明人、井上彰臣、大塚泰正、種市康太郎（2014）などを参考に、厚
生労働省政策統括官付政策統括室が作成

（注）　仕事の要求度-資源モデルの起源は、Karasek（1979）であり、Demerouti, Bakker, Nachreiner, & Schaufeli
（2001）によって初めて提唱された。本図表は、その後、修正されたモデルに基づき作成している。

●ワーク・エンゲイジメント・スコアと組織コミットメント、新入社員の定着率（入社３年
後）、従業員の離職率の低下には、正の相関があることがうかがえる。いずれも逆方向の因
果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させること
は、こうしたアウトカムにポジティブな影響を与えている可能性が示唆される
ここからは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと様々なアウトカムとの関係性について、

順次データで具体的に示していく。まずは、組織コミットメントと定着率・離職率について、
整理していきたい。

第２－（３）－９図は、調査時点から１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアと、調査時点
の組織コミットメント（本稿では「企業の理念等や担当業務の意義等を理解した上で、企業の
組織風土に好感もっている」といった状態を指す）の度合いをスコア化した値との関係性を整
理しており、同図によると、ワーク・エンゲイジメント・スコアと組織コミットメントには、
正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係20がある可能性にも留意が必要であるが、
先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、組織コミットメントの向
上につながる可能性が示唆される。また、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

20　本稿では、例えば、AとBの相関関係から、因果関係の方向性を推論により解釈しようとする際
（A→B）、因果関係の逆の方向性（A←B）を「逆方向の因果関係」と表現している。そして、ここで
は、比較時点の工夫をしているが、組織コミットメントが高い従業員が、ワーク・エンゲイジメントが
高い可能性も考えられることに留意が必要である。
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なお、組織コミットメントを構成する「企業の理念・戦略・事業内容を理解している」「担
当業務の意義や重要性を理解している」「企業の組織風土に好感をもっている」のいずれをみ
ても、ワーク・エンゲイジメント・スコアと正の相関があることがうかがえる。

次に、第２－（３）－10図の（１）（２）の縦軸は、新入社員の定着率（入社３年後）21に関する
D.I.を示しており、現在と３年前を比較した新入社員の定着率（入社３年後）の状況について、

「上昇」と回答した企業の割合と、「低下」と回答した企業の割合との差分を示しており、プラ
スであれば、現在と３年前を比較した新入社員の定着率（入社３年後）が上昇している企業の
方が多いこととなる。同図によると、ワーク・エンゲイジメント・スコア22と新入社員の定着
率（入社３年後）に関するD.I.には、正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係 23

がある可能性にも留意が必要であるが、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向上
させることは、新入社員の定着率（入社３年後）の向上につながる可能性が示唆される。

また、人手不足企業においても、同様に正の相関があることがうかがえるが、ワーク・エンゲイ
ジメント・スコアの水準をみると、ワーク・エンゲイジメント・スコアが３以下の場合、新入社員の
定着率（入社３年後）が低下している企業が多いことが分かる。他方、ワーク・エンゲイジメント・
スコアが4以上の場合、人手不足企業であっても、定着率が上昇している企業が多くなっている。

さらに、同図の（３）（4）の縦軸は、従業員の離職率24に関するD.I.を示しており、現在と
３年前を比較した従業員の離職率の状況について、「低下」と回答した企業の割合と、「上昇」
と回答した企業の割合との差分を示しており、プラスであれば、現在と３年前を比較した従業
員の離職率が低下している企業の方が多いことになる。同図によると、ワーク・エンゲイジメ
ント・スコア25と従業員の離職率に関するD.I.（プラスであれば、従業員の離職率が低下して
いる企業の方が多い）には、正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係26がある可
能性にも留意が必要であるが、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向上させるこ
とは、従業員の離職率の低下につながる可能性が示唆される。

また、人手不足企業においても、同様に正の相関があることがうかがえるが、ワーク・エン
ゲイジメント・スコアの水準をみると、ワーク・エンゲイジメント・スコアが３以下の場合、
従業員の離職率が上昇している企業が多いことが分かる。他方、ワーク・エンゲイジメント・
スコアが4以上の場合、人手不足企業であっても、従業員の離職率が低下している企業が多く
なっている。

以上のように、ワーク・エンゲイジメント・スコアと組織コミットメント、新入社員の定着率
（入社３年後）、従業員の離職率の低下には、正の相関があることがうかがえる。いずれも逆方向

21　新入社員の定着率（入社３年後）は、「３年前に新規採用した正社員であって、採用後３年以上勤め
ている正社員数（分子）が、３年前に新規採用した正社員数（分母）に占める割合」として得た回答を
示している。

22　新入社員の定着率（入社３年後）は、企業の認識として、現在と３年前を比較した変化について回答
を得ており、労働者のワーク・エンゲイジメント・スコアを調査時点の１年前とすることで生じる利点
はないと思われるため、ここでは、サンプル数が増加する利点のある調査時点のワーク・エンゲイジメ
ント・スコアを活用している。

23　新入社員の定着率（入社３年後）が高い企業では、職場に仕事の資源が多くあるなどにより、ワー
ク・エンゲイジメントが高い可能性も考えられる。

24　定年や雇用契約の満了などによる非自発的な離職は除かれている。
25　脚注22と同様の趣旨で、調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアを活用している。
26　従業員の離職率が低い企業では、職場に仕事の資源が多くあるなどにより、従業員のワーク・エンゲ

イジメントが高い可能性も考えられる。
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の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメン
トを向上させることは、こうしたアウトカムにポジティブな影響を与えている可能性が示唆される。

第２－（３）－９図 ワーク・エンゲイジメントと組織コミットメントについて

○　組織コミットメント（企業の理念等や担当業務の意義等を理解した上で、企業の組織風土に好感
をもっている）とワーク・エンゲイジメントには、正の相関があることがうかがえる。逆方向の因
果関係がある可能性にも留意が必要であるが、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向
上させることは、組織コミットメントの向上につながる可能性が示唆される。

○　また、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

（スコア）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
組織コミットメントのスコア（全企業）

（３）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
組織コミットメントに関連する指標のスコア（全企業）

（４）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
組織コミットメントに関連する指標のスコア（人手不足企業）

（２）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
組織コミットメントのスコア（人手不足企業）

（スコア）

（
組
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る
）
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3.63

4.08

4.68

ワーク・エンゲイジメント・スコアワーク・エンゲイジメント・スコア

（スコア） （スコア）

ワーク・エンゲイジメント・スコアワーク・エンゲイジメント・スコア

企業の組織風土に好感をもっている 企業の理念・戦略・事業内容を理解している 担当業務の意義や重要性を理解している
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0
2以下 3 4 5 6 2以下 3 4 5 6

（
各
事
項
に
該
当
す
る
と
感
じ
る
）

企業の理念・戦略・
事業内容を理解している

担当業務の意義や重要性を理解している

企業の組織風土に好感をもっている

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）（２）における組織コミットメントは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「担当業務の意義や
重要性を理解している」「企業の理念・戦略・事業内容を理解している」「企業風土に好感をもっている」と
いった質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めっ
たに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコア化した上で、３項目の平均値を示している。

２）（２）（4）における「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業を指す。
３）ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点から１年前の状況について御回答頂いた結果を基に算出している。
4）図表中のワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位で四捨五入したものを示している。
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第２－（３）－10図 ワーク・エンゲイジメントと定着率・離職率について

○　新入社員の定着率（入社３年後）や従業員の離職率の低下は、ワーク・エンゲイジメント・スコ
アと正の相関があることがうかがえる。いずれも逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要で
あるが、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、こうしたアウトカム
にポジティブな影響を与えている可能性が示唆される。

○　また、人手不足企業においても、こうした傾向がみられ、ワーク・エンゲイジメント・スコアが
４以上の場合、人手不足企業であっても、定着率が上昇している企業や離職率が低下している企業
が多い。

ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
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（｢上昇｣－｢低下｣、％ポイント）（｢上昇｣－｢低下｣、％ポイント）

（１）新入社員の定着率（入社３年後）に関するD．I．（全企業） （２）新入社員の定着率（入社３年後）に関するD．I．（人手不足企業）
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（３）従業員の離職率に関するD．I．（全企業） （４）従業員の離職率に関するD．I．（人手不足企業）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）における新入社員の定着率（入社３年後）は、「３年前に新規採用した正社員であって、採用後３年
以上勤めている正社員数（分子）が、３年前に新規採用した正社員数（分母）に占める割合」として得た回
答を示している。

２）（２）（4）における「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業
を指す。

３）（３）（4）における「従業員の離職率」は、定年や雇用契約の満了などによる非自発的な離職は除かれて
いる。

4）新入社員の定着率（入社３年後）や従業員の離職率は、現在と３年前の状況を比較した変化について、「大
幅に上昇」「やや上昇」を「上昇」とし、「やや低下」「大幅に低下」を「低下」としている。

５）ワーク・エンゲイジメントは、調査時点のスコアを活用している
6）図表中のワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位で四捨五入したものを示している。
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	２	 ワーク・エンゲイジメントと仕事のパフォーマンス

●労働生産性に影響を与える可能性のあるいくつかの要因をコントロール変数として考慮しな
がら計量分析を行った結果、逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワー
ク・エンゲイジメントを向上させることは、企業の労働生産性の向上につながる可能性が示
唆される
引き続き、ワーク・エンゲイジメント・スコアと様々なアウトカムとの関係性について、

データで具体的に示していく。ここからは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと、仕事のパ
フォーマンスに関連するものとして、個人の労働生産性、企業の労働生産性、仕事に対する自
発性、他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）、顧客満足度との関係性
ついて、順次整理していきたい。

第２－（３）－11図は、調査時点から１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアと、調査時
点の個人の認識から捉えた主観的な労働生産性の向上の度合いをスコア化した値との関係性を
整理しており、同図によると、ワーク・エンゲイジメント・スコアと個人の労働生産性には、
正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係27がある可能性にも留意が必要であるが、
ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、個人の労働生産性の向上につながる可能性が
示唆される。また、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

次に、第２－（３）－12図により、ワーク・エンゲイジメント・スコアと企業の財務諸表等の
客観的なデータを活用して算出した企業の労働生産性との関係性を考察していく。まずは、企
業の労働生産性の算出方法について説明していきたい。（独）労働政策研究・研修機構が2019
年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」では、企業調査票に
おいて、常時従業者28の人数（年平均）や総実労働時間（年間分）が、正規雇用と非正規雇用
に分けて把握することが可能となっており、非正規雇用労働者数を正規雇用者数に換算しつ
つ、人数と総実労働時間を乗じることで、労働生産性の分母となる労働投入量を算出した。ま
た、同調査において回答を得た企業の中から、帝国データバンクが把握している企業の財務諸
表等のデータと紐付けることのできたサンプルを分析対象として、労働生産性の分子となる付
加価値額29を算出した。以上のように算出したマンアワーベースの企業の労働生産性（2018年
平均）と調査時点から１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性について考察し
ていく30。

なお、今回の分析では、正社員とその勤め先企業を合致させるため、同調査における企業調
査票と正社員調査標のデータを紐付けているが、例えば、各々の勤め先企業における標本サン
プルとして把握した正社員31のワーク・エンゲイジメント・スコアが同水準であったとしても、
各々の勤め先企業の従業員に占める正社員の割合に差異があれば、ワーク・エンゲイジメン
ト・スコアが企業の労働生産性へ与える影響にも差異が生じる可能性も考えられるだろう。そ
こで、通常のワーク・エンゲイジメント・スコアに加えて、勤め先企業における従業員に占め

27　労働生産性の高い従業員が、自己効力感や仕事を通じた成長実感などの高まりによって、ＷＥが高い
可能性も考えられる。

28　期限を定めずに、又は、１ヶ月以上の期間を定めて雇用している者。
29　付加価値額は、「営業利益」「減価償却費」「給与総額」「福利厚生費」「動産・不動産賃借料」「租税公課」

を合算している。
30　労働生産性については、ＧＤＰデフレーターを用いて実質化している。
31　企業規模に応じて、１企業当たり５～8枚の正社員調査票を企業に送付し、回答に御協力頂いた。
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る正社員の割合を活用して、ワーク・エンゲイジメント・スコアにウェイト付け32を行った値
（以下、「加重版」という。）についても、併せて考察していく。

まず、同図の（１）（２）により、ワーク・エンゲイジメント・スコア（加重版を含む。）と
上記のように算出した企業の労働生産性との関係性をみると、両者には、正の相関があること
がうかがえる。そこで、企業の労働生産性を被説明変数とする重回帰分析（ＯＬＳ（Ordinary 
Least Squares））によって、企業の労働生産性に影響を与える可能性のあるいくつかの要因を
コントロール変数として考慮しながら、両者の関係性を推定する計量分析を行った。その分析
結果を整理した同図の（３）をみると、有形固定資産額33、企業の本社のある地域、業種、企
業規模、人手不足の状況をコントロール変数として考慮した上で、ワーク・エンゲイジメン
ト・スコア（加重版を含む。）と企業の労働生産性には、統計的有意に正の相関があることが
確認され、１単位のワーク・エンゲイジメントのスコアの上昇は、企業の労働生産性を１％～
２％程度上昇させる可能性が示唆された。

さらに、労働生産性の付加価値額を向上させるために、企業が強化してきた取組内容につい
てもコントロール変数に加えた上で、ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性との関係
性を推定する計量分析を行った。その分析結果を整理した同図の（4）をみると、有形固定資
産額、企業の本社のある地域、業種、企業規模、人手不足の状況、労働生産性に影響を与える
その他の取組内容をコントロール変数として考慮した上で、ワーク・エンゲイジメント・スコ
アと企業の労働生産性には、統計的有意に正の相関があることが引き続き確認された。

なお、労働生産性に影響を与えるその他の取組内容としては、「営業力・販売力」「技術力」
「自社ブランド」「顧客満足度の向上によるリピーター獲得力」「財・サービスの供給能力」「利
便性（インターネットを活用した電子取引の強化、出前対応等）」「品揃えやサービスの種類」

「イベント・キャンペーンの実施」「優秀な人材の獲得体制（人事部の増強等）」「特許などの知
的財産の保有」「新製品・サービスの開発」に関して強化した企業を１とするダミー変数が、
統計的有意に正の相関があることが確認された。

以上のように、労働生産性に影響を与える可能性のあるいくつかの要因をコントロール変数
として考慮しながら計量分析を行った結果、ワーク・エンゲイジメント・スコアと企業の労働
生産性には統計的有意に正の相関があることが確認され、逆方向の因果関係 34がある可能性に
も留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、企業の労働生産性の
向上につながる可能性が示唆される。

32　「正規雇用労働者の割合が6割程度」を基準とし、例えば、正規雇用労働者の割合が7割程度である
企業に勤める労働者のワーク・エンゲイジメント・スコアについては、1.1を乗じるといった重み付けを
行う調整をした。

33　2016年・2017年の額を平均した有形固定資産額（対数）を用いており、その実質化には総固定資本形
成デフレーターを活用している。

34　労働生産性の高い企業において、ワーク・エンゲイジメントが高い従業員が在籍している可能性も考
えられる。
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第２－（３）－11図 ワーク・エンゲイジメントと個人の労働生産性について

○　逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させ
ることは、個人の労働生産性の向上につながる可能性が示唆される。

○　また、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

（スコア）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた個人の労働生産性に
関する認識（全企業、現在と３年前の比較）

（２）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた個人の労働生産性に
関する認識（人手不足企業、現在と３年前の比較）

（スコア）

ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
2以下 3 4 5 6 2以下 3 4 5 6

2.37
2.93

3.36
3.84

4.39

2.40
2.93

3.39
3.86

4.39

（
労
働
生
産
性
が
向
上
し
て
い
る
と
感
じ
る
）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）（２）における個人の労働生産性に関する認識は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「３年前
と比較し、労働生産性（時間あたりの成果）が向上している」といった質問項目に対して、「いつも感じる

（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない
（＝０点）」とスコア化した値を示している。

２）（１）（２）におけるワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位で四捨五入したものを示している。
３）（２）における「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業を指す。
4）ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点から１年前の状況について御回答頂いた結果を基に算出している。

第２－（３）－12図 ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性について

○　ワーク・エンゲイジメント・スコア（正規雇用労働者比率による加重版を含む。）と労働生産性
（マンアワーベース）の水準をみると、正の相関関係があることが示唆される。

○　そこで、重回帰分析（最小二乗法：ＯＬＳ）による計量分析を行った結果、ワーク・エンゲイジメ
ント・スコアと労働生産性との間には、正の相関関係があることが確認され、１単位当たりのワー
ク・エンゲイジメント・スコアの上昇は、労働生産性を１％～２％程度上昇させる可能性が得られた。

○　逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させ
ることは、企業の労働生産性の向上につながる可能性が示唆される。

（千円）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
企業の労働生産性の水準

（２）ワーク・エンゲイジメント・スコア（正規雇用労働者比率による加重版）別にみた
企業の労働生産性の水準

（千円）
5
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ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
（加重版）

2以下 3 4 5 6

3.39

3.80 3.85
3.66
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3.19 3.19
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（３）ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性との関係性に関する計量分析（重回帰分析）の結果
被説明変数（労働生産性（対数））

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

有形固定資産額（対数） 0.048***
（3.9）

0.050***
（4.1）

0.082***
（6.6）

0.083***
（6.8）

0.083***
（6.8）

0.085***
（6.9）

ワーク・エンゲイジメント・
スコア

0.014**
（2.1）

0.012*
（1.9）

0.011*
（1.7）

ワーク・エンゲイジメント・
スコア（加重版）

0.026***
（4.8）

0.025***
（4.8）

0.025***
（4.7）

三大都市圏ダミー なし なし あり あり あり あり
製造業ダミー なし なし あり あり あり あり

企業規模20人以下ダミー なし なし あり あり あり あり
人手不足ダミー（正社員） なし なし なし なし あり あり

定数項 0.067
（0.9）

▲0.001
（▲0.0）

▲0.112
（▲1.6）

▲0.179**
（▲2.5）

▲0.087
（▲1.2）

▲0.157**
（▲2.2）

R-squared 0.007 0.014 0.081 0.087 0.083 0.089
サンプル数 2954 2954 2954 2954 2954 2954

（４）ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性との関係性に関する計量分析（重回帰分析）の結果 
（労働生産性に影響を与えるその他の要素も勘案）

被説明変数（労働生産性（対数））
⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

有形固定資産額（対数） 0.085***
（6.4）

0.090***
（6.7）

0.088***
（6.6）

0.086***
（6.5）

0.085***
（6.4）

0.086***
（6.6）

0.085***
（6.4）

0.081***
（6.2）

0.080***
（6.1）

0.084***
（6.4）

0.085***
（6.4）

0.083***
（6.3）

ワーク・エンゲイジメント・スコア 0.015**
（2.1）

0.013*
（1.9）

0.013*
（1.9）

0.013*
（1.9）

0.013*
（1.8）

0.013*
（1.9）

0.014**
（2.0）

0.014*
（2.0）

0.014**
（2.0）

0.014*
（2.0）

0.015**
（2.1）

0.013*
（1.8）

47都道府県ダミー あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
製造業ダミー あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

企業規模20以下ダミー あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
人手不足ダミー（正社員） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

＜現在と３年前を比較し強化＞

営業力・販売力 0.068***
（3.9）

技術力 0.068***
（3.7）

自社ブランド 0.116***
（5.3）

顧客満足度の向上による
リピーター獲得力

0.055***
（3.0）

財・サービスの供給力 0.069***
（3.6）

利便性
（インターネットを活用した電子取引の 

強化、出前対応等）

0.048***
（5.3）

品揃えやサービスの種類 0.079***
（4.2）

イベント・キャンペーンの実施 0.092***
（4.1）

優秀な人材の獲得体制
（人事部の増強等）

0.062***
（2.9）

特許などの知的財産の保有 0.118***
（4.1）

新製品・サービスの開発 0.152***
（7.6）

定数項 ▲0.12
（▲1.5）

▲0.17**
（▲2.1）

▲0.16**
（▲2.0）

▲0.15*
（▲1.9）

▲0.14*
（▲1.7）

▲0.14*
（▲1.8）

▲0.13*
（▲1.7）

▲0.12
（▲1.6）

▲0.10
（▲1.3）

▲0.13*
（▲1.7）

▲0.13
（▲1.6）

▲0.13*
（▲1.7）

R-squared 0.089 0.096 0.095 0.102 0.093 0.094 0.092 0.096 0.095 0.093 0.095 0.110
サンプル数 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622 2622

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）（２）におけるワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位で四捨五入したものを示している。
２）本分析における労働生産性は、2018年の平均値を示しており、非正規雇用労働者数を正規雇用労働者数に

換算した上で、マンアワーベース（雇用者数×労働時間）の労働生産性を示している。付加価値額は、「営
業利益」「減価償却費」「給与総額」「福利厚生費」「動産・不動産賃借料」「租税公課」を合算しており、ＧＤＰ
デフレーターを用いて実質化している。また、計量分析に当たっては、2016年・2017年の額を平均した有形
固定資産額（対数）を用いており、その実質化には総固定資本形成デフレーターを活用している。

３）ワーク・エンゲイジメント・スコアは、2019年３月に実施した調査において、１年前の状況について得た
回答結果を示している。また、本分析では、正社員と勤め先企業を紐付けたデータを活用しているが、企業
単位の労働生産性への影響を考察するに当たって、ワーク・エンゲイジメントについて回答を得た正社員の
影響は、勤め先企業の雇用者に占める正規雇用労働者の割合にも影響する可能性がある。そのため、「正規
雇用労働者の割合が6割程度」を基準とし、例えば、正規雇用労働者の割合が7割程度である企業に勤める
労働者のワーク・エンゲイジメント・スコアについては、1.1を乗じるといった重み付けを行うことで調整を
したワーク・エンゲイジメント・スコア（加重版）によっても、計量分析を行っている。

4）表中における「***」は１％水準、「**」は５％水準、「*」は10％水準において統計的有意であることを示し
ている。また、（   ）はｔ値を示している。
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●ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事に対する自発性、他の従業員に対する積極的な支
援（役割外のパフォーマンス）、顧客満足度には、正の相関があることがうかがえる。いずれ
も逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向
上させることは、こうしたアウトカムにポジティブな影響を与えている可能性が示唆される
次に、仕事のパフォーマンスに関連するものとして、ワーク・エンゲイジメント・スコア

と、仕事に対する自発性、他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）、顧
客満足度との関係性ついて、整理していきたい。

第２－（３）－13図は、調査時点から１年前のワーク・エンゲイジメント・スコアと、調査時
点の仕事に対する自発性35や他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）36の
度合いをスコアした値との関係性を整理しており、同図によると、ワーク・エンゲイジメン
ト・スコアと仕事に対する自発性や他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマン
ス）には、正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係37がある可能性にも留意が必
要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、仕事に対する自発性や他の従業
員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）の向上につながる可能性が示唆される。
また、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

第２－（３）－14図の縦軸は、顧客満足度に関するD.I.を示しており、現在と３年前を比較した
顧客満足度の状況について、「上昇」と回答した企業の割合と、「低下」と回答した企業の割合
との差分を示しており、プラスであれば、現在と３年前を比較した顧客満足度が上昇している
企業の方が多いこととなる。同図によると、ワーク・エンゲイジメント・スコア38と顧客満足
度に関するD.I.には、正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係39がある可能性に
も留意が必要であるが、先行研究40と同様に、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、
顧客満足度の上昇につながる可能性が示唆される。また、人手不足企業においても、同様の傾
向が確認できる。

以上のように、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事に対する自発性、他の従業員に対
する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）、顧客満足度には、正の相関があることがうか
がえる。いずれも逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイ

35　調査時点の主な仕事に対する認識として、「指示・命令がなくとも、自律的に仕事に取り組んでいる」
といった質問項目への回答結果を活用している。

36　調査時点の主な仕事に対する認識として、「指示・命令がなくとも、他の従業員に対して、積極的に
支援している」といった質問項目への回答結果を活用している。

37　比較時点の工夫をしているが、仕事に対する自発性がある従業員や、他の従業員に対する積極的な支
援（役割外のパフォーマンス）を行う従業員が、ワーク・エンゲイジメントが高い可能性も考えられる。

38　脚注21と同様の趣旨で、調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアを活用している。
39　顧客満足度の高い企業では、職場に仕事の資源が多くあるなどにより、従業員のワーク・エンゲイジ

メントが高い可能性も考えられる。
40　Salanova, Agut, & Peiro （2005）では、スペインのレストランやホテルで働く従業員（N=342）を分

析対象とし、100を超えるサービス部門で働く接客従業員（ホテルのフロントデスク等）の仕事の資源、
ワーク・エンゲイジメント、サービス風土の関係性を考察している。また、当該部門を利用した顧客

（Ｎ=1,140）からみた、従業員のパフォーマンスに関する評価や顧客のロイヤリティに関する情報を収
集し、これらの関係性についても考察している。解析の結果、仕事の資源とワーク・エンゲイジメント
が、サービス風土の予測因子となっており、また、サービス風土が当該部門を利用した顧客からみた、
従業員のパフォーマンスや顧客のロイヤリティの予測因子となっていることが明らかにされた。

 なお、顧客のロイヤリティは、顧客がその店を再び利用しようと戻ってくる可能性によって測定された
行動原理とされている。本論文は、直接的に顧客満足度を考察しているものではないが、類似の観点を
考察している論文として、ここでは紹介しておきたい。
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ジメントを向上させることは、こうしたアウトカムにポジティブな影響を与えている可能性が
示唆される。

第２－（３）－13図 ワーク・エンゲイジメントと仕事に対する自発性等について

○　仕事に対する自発性や他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）とワーク・
エンゲイジメント・スコアには、正の相関があることがうかがえる。

逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させ
ることは、仕事に対する自発性や他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）の
向上につながる可能性が示唆される。

○　さらに、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

（スコア）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
仕事に対する自発性に関する認識（全企業）

（２）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
仕事に対する自発性に関する認識（人手不足企業）

（スコア）
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に
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）
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0 0

ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
2以下 3 4 5 6

3.20
3.59

4.15
4.56

5.26

2以下 3 4 5 6

3.19
3.58

4.14
4.60

5.30

（スコア） （スコア）（
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も
、
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の
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業
員
に
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し
て
、
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極
的
に
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し
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る
）

6

5

4

3

2

1

6

5

4

3

2

1

0 0

ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
2以下 3 4 5 6

2.77
3.25

3.67
4.11

4.78

2以下 3 4 5 6

2.76
3.23

3.65
4.11

4.81

（３）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
役割外パフォーマンスに関する認識（全企業）

（４）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
役割外パフォーマンスに関する認識（人手不足企業）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）仕事に対する自発性と他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマンス）に関する認識は、調
査時点の主な仕事に対する認識として、「指示・命令がなくとも、自律的に仕事に取り組んでいる」「指示・
命令がなくとも、他の従業員に対して、積極的に支援している」といった質問項目に対して、「いつも感じ
る（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じな
い（＝０点）」とスコア化した値を示している。

２）図表中のワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位を四捨五入したものを示している。
３）（２）（4）における「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業

を指す。
4）ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点から１年前の状況について御回答頂いた結果を基に算出

している。
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第２－（３）－14図 ワーク・エンゲイジメントと顧客満足度について

○　企業が認識する顧客満足度に関するD.I.とワーク・エンゲイジメント・スコアには、正の相関があ
ることがうかがえる。逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、先行研究と同様に、
ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、顧客満足度の上昇につながる可能性が示唆される。

○　さらに、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。

（
顧
客
満
足
度
が
上
昇
し
て
い
る
）

（｢上昇｣－｢低下｣、％、ポイント）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
顧客満足度に関する企業の認識（全企業）

（２）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
顧客満足度に関する企業の認識（人手不足企業）

（｢上昇｣－｢低下｣、％、ポイント）
45

40

35

30

25

45

40

35

30

25

20 20

ワーク・エンゲイジメント・スコア ワーク・エンゲイジメント・スコア
2以下 3 4 5 6

29.3
31.2

35.6

38.5 38.6

2以下 3 4 5 6

32.8 33.0

36.5

39.4 40.2

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）図表中のワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位を四捨五入したものを示している。
２）企業が認識する顧客満足度は、現在と３年前の状況を比較した変化について、「大幅に上昇」「やや上昇」

を「上昇」とし、「やや低下」「大幅に低下」を「低下」としている。
３）　「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業を指す。
4）　ワーク・エンゲイジメントは、調査時点のスコアを活用している。

	３	 ワーク・エンゲイジメントと働く方の健康増進

●働く方の健康増進には、ワーク・エンゲイジメントを高める観点が重要であることが示唆さ
れるが、ワーク・エンゲイジメントとワーカホリズムの間には正の相関が確認され、状況に
よってはワーカホリックな状態に陥りやすい傾向にある。したがって、企業は、ワーカホ
リックな労働者を称えるような職場環境を見直す等、働き方をめぐる企業風土の在り方につ
いても検討していく必要がある　
ここからは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと働く方の健康との関係性ついて整理して

いきたい。また、働く方の健康という観点からは、ワーク・エンゲイジメントだけではなく、
「ワーカホリズム」と併せて考察していくことが、ワーク・エンゲイジメントの特徴をより深
く理解する上でも有用であることから、以下では、ワーカホリズムについても考察していく。

まず、第２－（３）－15図の（１）は、調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアと、調
査時点の仕事中に過度なストレスや疲労を感じる度合い41をスコアした値との関係性を整理し
ており、同図の（１）によると、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中の過度なストレ
スや疲労には、負の相関があることがうかがえる。

なお、我が国においても、先行研究42と同様に、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事
中の過度なストレスや疲労に統計的有意な負の相関が確認されるかどうかは、重要なポイント

41　調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事の中で、過度なストレスや疲労を感じる」といった
質問項目への回答結果を活用している。

42　既出であるが、Hallberg & Schaufeli（2006）では、ワーク・エンゲイジメントと様々な健康上の不調
には、強い負の相関があることを確認している。
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であると考えられるため、第２－（３）－16図では、仕事中の過度なストレスや疲労に影響を与
える可能性のあるいくつかの要因をコントロール変数として考慮しながら、両者の関係性を推
定する計量分析を行った結果をまとめており、その詳細な内容については後述していく。

次に、第２－（３）－15図の（２）は、調査時点のワーカホリズムをスコア化した値（以下
「ワーカホリック・スコア」という。）と、調査時点の仕事中に過度なストレスや疲労を感じる
度合いをスコア化した値との関係性を整理している。ワーカホリズムの本質に関する研究者間
の意見については、基本的には一致していないとの指摘があることに留意が必要であるが、
Schaufeli, Shimazu, & Taris（2009）では、ワーカホリズムに関して、「過度に一生懸命に強迫
的に働く傾向」とされており、（ⅰ）一生懸命に働きすぎる、また、（ⅱ）強力かつ強迫的な内
発的な衝動がある、といった２つの特徴がみられることが指摘されている。これを踏まえ、

（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方
等に関する調査」では、（ⅰ）の観点から「常に忙しく、一度に多くの仕事に手を出している」
といった質問項目を、（ⅱ）の観点から「楽しくない時でさえ、一生懸命働くことが義務だと
感じる」「仕事を休んでいる時間は、罪悪感を覚える」といった質問項目を盛り込んでいる。
また、ワーク・エンゲイジメント・スコアと同様に、当該質問項目に対して、「いつも感じる

（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」
「全く感じない（＝０点）」とスコアを付した上で、３項目に関する１項目当たりの平均値を算
出し、ワーカホリック・スコアとしている。

その上で、同図の（２）によると、ワーカホリック・スコアと仕事中の過度なストレスや疲
労には、強い正の相関があることがうかがえる。逆方向の因果関係43がある可能性にも留意が
必要であるが、ワーカホリズムの度合いが高まると、仕事中の過度なストレスや疲労を感じる
度合いが大きく高まる可能性があること示唆される。

さらに、第２－（３）－15図の（３）は、調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアと調
査時点のワーカホリック・スコアとの関係性を整理しており、同図の（３）によると、両者に
は、正の相関があることがうかがえる。「平成30年版 労働経済の分析」においても、両者に
弱い正の相関があることに留意が必要であることを指摘しているが44、今回の調査においても、
同様の傾向が確認される結果となった。すなわち、働く方の健康増進には、ワーク・エンゲイ
ジメントを高める観点が重要であることが示唆されるが、ワーク・エンゲイジメントとワーカ
ホリズムの間には正の相関が確認され、状況によってはワーク・エンゲイジメントの状態に
あった者がワーカホリズムの状態に陥りやすい傾向にある。したがって、企業は、働く方が
ワーカホリズムの状態に陥らないよう、ワーカホリックな労働者を称えるような職場環境を見
直す等、働き方をめぐる企業風土の在り方についても、しっかりと検討していく必要がある。

加えて、第２－（３）－15図の（１）から（３）は、人手不足企業においても、同様の傾向が
確認できる。特に、人手不足企業では、仕事の要求度の高まりに伴って、長時間労働者を称え
る雰囲気が醸成されやすいものと思われる。したがって、人手不足企業では、働く方がワーカ
ホリックな状態に陥らないよう、より一層の留意が必要である。

43　仕事中の過度なストレスや疲労の度合いが高い労働者が、ワーカホリック・スコアが高い可能性も考
えられる。

44　第Ⅱ部 「働き方の多様化に応じた人材育成の在り方について」のp.192を参照。
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第２－（３）－15図 ワーク・エンゲイジメントと働く方の健康増進について

○　ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中の過度なストレスや疲労には、負の相関があること
がうかがえる。また、ワーカホリック・スコアと仕事中の過度なストレスや疲労には、強い正の相
関があることがうかがえる。

○　働く方の健康増進には、ワーク・エンゲイジメントを高める観点が重要であることが示唆される
が、ワーク・エンゲイジメントとワーカホリズムの間には正の相関が確認され、状況によってはワー
ク・エンゲイジメントの高い状態にあった者がワーカホリズムの状態に陥りやすい傾向にある。し
たがって、企業は、ワーカホリックな労働者を称えるような職場環境を見直す等、働き方をめぐる
企業風土の在り方についても検討していく必要がある。

○　さらに、人手不足企業においても、同様の傾向が確認できる。
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（スコア）

（１）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
ストレスや疲労に関する認識（全企業）

（２）ワーカホリック・スコア別にみた
ストレスや疲労に関する認識（全企業）

（３）ワーク・エンゲイジメント・スコアと
ワーカホリック・スコアとの関係（全企業）
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2.53
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5.23
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2.77 2.87
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（４）ワーク・エンゲイジメント・スコア別にみた
ストレスや疲労に関する認識（人手不足企業）

（５）ワーカホリック・スコア別にみた
ストレスや疲労に関する認識（人手不足企業）

（６）ワーク・エンゲイジメント・スコアと
ワーカホリック・スコアとの関係（人手不足企業）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票、正社員票）」
（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ストレスや疲労に関する認識は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事の中で、過度なストレ
スや疲労を感じる」といった質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々
感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコア化した値を示してい
る。

２）図表中のワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位を四捨五入したものを示している。
３）ワーカホリック・スコアは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「常に忙しく、一度に多くの仕事

に手を出している」「楽しくない時でさえ、一生懸命働くことが義務だと感じる」「仕事を休んでいる時間は、
罪悪感を覚える」といった質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感
じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコア化した値を示している。

4）「人手不足企業」は、正社員に関して「大いに不足」「やや不足」と回答している企業を指す。
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●計量分析からは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中の過度なストレスや疲労に、
統計的有意な負の相関が確認され、逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要である
が、ワーク・エンゲイジメント・スコアの向上は、仕事中の過度なストレスや疲労を感じる
度合いを低下させる可能性がある
前述したように、我が国においても、先行研究と同様に、ワーク・エンゲイジメント・スコ

アと仕事中の過度なストレスや疲労に統計的有意な負の相関が確認されるかどうかは、重要な
ポイントであると考えられるため、仕事中の過度なストレスや疲労に影響を与える可能性のあ
るいくつかの要因をコントロール変数として考慮しながら、両者の関係性を推定する計量分析
を行う。加えて、ここでは、ワーク・エンゲイジメント・スコアやワーカホリック・スコアと
労働時間（所定外労働時間を含む。）との関係性を推定する計量分析も行う。後者の計量分析
の結果については、仕事中に過度なストレスや疲労を感じる度合いに対して、ワーカホリッ
ク・スコアは負の相関が確認される一方で、ワーク・エンゲイジメント・スコアは強い正の相
関が確認されるのか、その要因を理解する一助になるものと考えられる。また、ワーク・エン
ゲイジメントは、「活力」「熱意」「没頭」の３つが揃った状態として定義されるが、ワーカホリ
ズムと同様に、「働きすぎ」につながらないのか懸念されている方もいるかもしれない。この
点については、後者の計量分析の結果が、重要なポイントとなるだろう。

まず、第２－（３）－16図では、「仕事の中で、過度なストレスや疲労を感じる」といった質問
項目への回答について、「いつも感じる（＝５点）」「よく感じる（＝4点）」「時々感じる（＝３
点）」「めったに感じない（＝２点）」「全く感じない（＝１点）」と順序付けした変数を被説明変
数とする順序ロジット分析45を行う。コントロール変数としては、年齢、職種、性別、役職に
加えて、仕事中の過度なストレスや疲労に影響を与える可能性がある要因として、「出勤日数

（月平均）」「有給休暇の取得率」「労働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」を考慮した、いく
つかの推計式によって検討を進めていきたい。多くの方が予想されるように、「出勤日数（月
平均）」が多く、「労働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」が長い労働者は、仕事中に過度
なストレスや疲労を感じる度合いが高いことが予想される一方で、「有給休暇の取得率」が高
い労働者は、仕事中に過度なストレスや疲労を感じる度合いが低いことが予想され、これらの
状況の差異をコントロールすることは有用だと考えられる。　

こうした分析の結果を整理した同図をみると、年齢、職種、性別、役職に加えて、「出勤日
数（月平均）」「有給休暇の取得率」「労働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」を考慮したい
ずれの推計式においても、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中に過度なストレスや疲
労を感じる度合いには、統計的有意に負の相関があることが確認された。

なお、「出勤日数（月平均）」「有給休暇の取得率」「労働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」
については、いずれも予想される符号で統計的有意になっており、「出勤日数（月平均）」「労
働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」は、仕事中に過度なストレスや疲労を感じる度合い
と統計的有意に正の相関があることが確認された一方で、「有給休暇の取得率」は、同度合い
と統計的有意に負の相関があることが確認された。

以上のように、計量分析からは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中の過度なスト

45　順序ロジットモデル（ordered logit model）は、被説明変数のとりうる値が連続変数ではなく、数通
りの限られた値しかとらない離散変数であり、選択肢が３つ以上、かつ、それらに何らかの順序がある
場合に適用するモデルである（山本勲（2015）「実証分析のための計量経済学：正しい手法と結果の読み
方」（中央経済社））。
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レスや疲労に、統計的有意な負の相関が確認され、逆方向の因果関係46がある可能性にも留意
が必要であるが、ワーク・エンゲイジメント・スコアの向上は、仕事中の過度なストレスや疲
労を感じる度合いを低下させる可能性があることが示唆される。

次に、第２－（３）－17図では、労働時間（所定外労働時間を含む。）を被説明変数とする重回
帰分析（ＯＬＳ（Ordinary Least Squares））によって、労働時間に影響を与える可能性のあ
るいくつかの要因をコントロール変数として考慮しながら、ワーク・エンゲイジメント・スコ
アやワーカホリック・スコアと労働時間との関係性を推定する計量分析を行う。その分析結果
を整理した同図をみると、年齢、職種、性別、役職、年収、企業規模、学歴をコントロール変
数として考慮した上で、ワーカホリック・スコアと労働時間には、統計的有意な正の相関があ
ることが確認された一方で、ワーク・エンゲイジメント・スコアと労働時間には、統計的有意
な相関が確認されず、推計したパラメータの値も低い水準であったことが分かる。

すなわち、逆方向の因果関係47がある可能性にも留意が必要であるが、ワーカホリックの度
合いの高まりは、労働時間を統計的有意に増加させる可能性があり、こうした労働時間の増加
が一因となり、仕事中の過度なストレスや疲労を増大させている可能性があるものと考えられ
る。他方、ワーク・エンゲイジメント・スコアの向上は、労働時間を統計的有意に増加させる
ことなく、一定の労働時間の中で、「活力」「熱意」「没頭」の３つが揃い、仕事に誇りとやりが
いを感じ、熱心に取り組み、仕事から活力を得て、いきいきとしている状態にあり、働く方に
とって「労働時間の質の向上」が促されることによって、仕事中の過度なストレスや疲労を減
少させている可能性があるものと考えられる。

以上のように、計量分析を行った結果、ワーカホリック・スコアとワーク・エンゲイジメン
ト・スコアでは、労働時間との関係性に大きな差異があり、ワーク・エンゲイジメント・スコ
アの向上は、労働時間を統計的有意に増加させることなく、一定の労働時間の中で、「活力」

「熱意」「没頭」の３つが揃い、仕事に誇りとやりがいを感じ、熱心に取り組み、仕事から活力
を得て、いきいきとしている状態にあり、働く方にとって「労働時間の質の向上」が促されて
いる可能性が示唆される。

46　仕事中の過度なストレスや疲労の度合いが高い労働者が、ワーカホリック・スコアが高い可能性も考
えられる。

47　労働時間が長い労働者が、ワーカホリック・スコアが高い可能性も考えられる。
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第２－（３）－16図 ワーク・エンゲイジメントと働く方の健康増進に関する計量分析の結果

○　計量分析からは、ワーク・エンゲイジメント・スコアと仕事中の過度なストレスや疲労に、統計
的有意な負の相関が確認され、逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・
エンゲイジメント・スコアの向上は、仕事中の過度なストレスや疲労を感じる度合いを低下させる
可能性があること示唆される。

○　なお、「出勤日数（月平均）」「労働時間（月平均）」「通勤時間（月平均）」は、仕事中に過度なスト
レスや疲労を感じる度合いと統計的有意に正の相関があることが確認された一方で、「有給休暇の取
得率」は、同度合いと統計的有意に負の相関があることが確認された。

被説明変数（仕事の中で、過度なストレスや疲労を感じている）（１～５の５段階）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

ワーク・エンゲイジメント・スコア
（０～6）

▲0.210***
（▲13.1）

▲0.237***
（▲14.4）

▲0.241***
（▲14.7）

▲0.239***
（▲14.5）

▲0.243***
（▲12.8）

▲0.246***
（▲11.8）

出勤日数（月平均） 0.061***
（7.7）

0.057***
（7.1）

有給休暇の取得率 ▲0.004***
（▲6.2）

▲0.003***
（▲3.8）

▲0.002***
（▲3.2）

労働時間（月平均） 0.011***
（13.6）

0.012***
（12.7）

通勤時間（月平均） 0.001**
（2.2）

年齢
（基準：29歳以下） なし あり あり あり あり あり

職種ダミー
（基準：事務職（一般事務等） なし あり あり あり あり あり

女性ダミー
（基準：男性） なし あり あり あり あり あり

役職
（基準：役職なし） なし あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.005 0.012 0.014 0.015 0.02 0.022
サンプル数 12386 12386 12386 12386 9528 7948

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）表内の数値は「係数（パラメータ）を示している。また、（　　）内はｚ値を示しており、「***」は１％水
準、「**」は５％水準、「*」は10％水準において統計的有意であることを示している。

２）　推計に当たっては、主な仕事に関する調査時点の認識として、「仕事の中で、過度なストレスや疲労を感
じる」といった質問項目に対して、「全く感じない＝１」「いつも感じる＝５」といった順序を設定した値を
被説明変数とした順序ロジット分析を行った。

３）通勤時間については、３時間を超えるサンプルは対象外としており、7,948サンプルを分析対象としてい
る。

4）出勤日数、労働時間、通勤時間については、調査時点から３ヵ月前を振りかえった際の月単位の平均的な
値を用いている。
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第２－（３）－17図 ワーク・エンゲイジメントと労働時間に関する計量分析の結果

○　ワーカホリズムは、労働時間と強い正の相関があることが確認された一方で、ワーク・エンゲイ
ジメントは、労働時間と統計的有意な相関が確認されず、パラメータの値も低い水準にあり、両者
は異なる概念であることが分かる。

被説明変数（対数、労働時間（所定外労働時間（残業時間）を含む））
ワーク・エンゲイジメント・スコア

（０～6）
0.0009
（1.6）

ワーカホリック・スコア（０～6） 0.0086***
（15.7）

年齢
（基準：29歳以下） あり あり

職種ダミー
（基準：事務職（一般事務等） あり あり

女性ダミー
（基準：男性） あり あり

役職
（基準：役職なし） あり あり

年収ダミー
（基準：300万円未満） あり あり

企業規模
（従業員20人以下） あり あり

学歴
（専門・各種学校、短大・高専卒） あり あり

定数項 2.241***
（633.4）

2.221***
（663.9）

R-squared 0.157 0.181
サンプル数 9019 8972

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票、正社員票）」
（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）表内の数値は「係数（パラメータ）を示している。また、（　　）内はt値を示しており、「***」は１％水
準、「**」は５％水準、「*」は10％水準において統計的有意であることを示している。

２）ワーカホリック・スコアは、調査時点の主な仕事に対する認識として、「常に忙しく、一度に多くの仕事
に手を出している」「楽しくない時でさえ、一生懸命働くことが義務だと感じる」「仕事を休んでいる時間は、
罪悪感を覚える」といった質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感
じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコア化した値を示している。

●逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上
させることは、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の増加につなが
る可能性が示唆される　
第２節の最後に、ワーク・エンゲイジメント・スコアと職業人生の長さに関する所感48との関

係性について考察していく。我が国では、少子高齢化による生産年齢人口の減少が見込まれる
中、労働供給制約を抱えており、その時々の景況感によって左右される可能性があることに留
意が必要であるものの、３年先（2022年）に関する企業予測では、現状よりも高い人手不足感
が見込まれている。今後、恒常化する可能性も懸念される高い人手不足感への対処策の一つと
して、高齢者から若者まで、就労を望む誰もが、いくつになっても活躍できる社会を構築してい
くことが肝要だと考えられる。その前提としては、働く方一人ひとりにとって、職業人生は可能
な限り長い方が望ましいと感じることのできる「働き方」が実現されることが重要であり、その
ために、「働きがい」が重要な「鍵」となることが推察される。そのため、ここでは、ワーク・
エンゲイジメント・スコアと職業人生の長さに関する所感との関係性について考察していく。

まず、第２－（３）－17図の（１）では、職業人生の長さに関する所感について、我が国の概
況を整理しており、同図の（１）によると、「職業人生は長過ぎない方が望ましい」と考える

48　労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）に盛り込まれ
ている「自身が健康で、マイペースに働ける希望にあった職であれば、職業人生は可能な限り長い方が
望ましい」や「自身が健康で、マイペースに働ける希望にあった職であっても、職業人生は長過ぎない
方が望ましい」といった質問項目に対する結果を活用して分析している。
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者が12.6％である一方で、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と考える者が63.0％と
なっており、後者の割合が高いことが分かる。

次に、同図の（２）では、ワーク・エンゲイジメント・スコアと職業人生の長さに関する所
感との関係性を整理しており、同図の（２）によると、ワーク・エンゲイジメント・スコアと

「職業人生は長過ぎない方が望ましい」には負の相関があることが、また、ワーク・エンゲイ
ジメント・スコアと「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」には正の相関があることがう
かがえる。逆方向の因果関係49がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメ
ントを向上させることは、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の増加
につながる可能性が示唆される。

さらに、同図の（３）では、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い者と低い者に分けつ
つ50、年齢別に、ワーク・エンゲイジメント・スコアと職業人生の長さに関する所感との関係性
を整理している。まず、ワーク・エンゲイジメント・スコアの高低にかかわらず、加齢に伴っ
て、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の割合が高くなる傾向にあり、
例えば、「60歳以上」であって、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い者では、75.8％が
同所感を持っていることが分かる。こうした傾向は、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高
い者の中における平均的なスコアが、高齢者において相対的に高い可能性も考えられるが、

「平成30年版 労働経済の分析」では、高齢者（70歳）が仕事をしている理由について、他の
年齢と同様に、収入に関連する理由を挙げる者が多いが、健康の維持や社会参加を目的にする
者が相対的に多くなることを指摘しており51、その分析結果を踏まえると、加齢に伴って、職業
人生を通じて実現したい目標や達成した目的に変化が生じており、それが影響している可能性
も考えられる。次に、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の割合につ
いて、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い者から低い者を差し引いた差分を年齢別に比
較すると、「60歳以上」が10.8％ポイントと最も高くなっており、次いで、「29歳以下」が
10.6％ポイント、「50歳台」が9.5％ポイント、「30歳台」が9.1％ポイント、「40歳台」が6.9％
ポイントとなっている。いずれの年齢階級においても、ワーク・エンゲイジメント・スコアが
低い者と比較し、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い者では、「職業人生は可能な限り
長い方が望ましい」と感じる労働者の割合が高いが、特に60歳以上の高齢者や29歳以下の若
者では、「働きがい」と職業人生の長さに関する所感との関係性が強い可能性が示唆される。

以上のように、本節では、様々なアウトカムとワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性
について、データで具体的に示してきた。人手不足下においては、企業にとって、従業員の組
織コミットメントを向上させるとともに、従業員の離職率を低下させることは重要な課題であり、
そのためにワーク・エンゲイジメントを向上させることは、有効な手段となる可能性が示唆され
た。また、我が国においても、ワーク・エンゲイジメントを向上させることが、働く方の健康増
進と仕事のパフォーマンスの向上を同時に実現していく可能性が示唆された。さらに、働く方
の健康に与える影響といった観点からは、ワーク・エンゲイジメントとワーカホリズムに大きな

49　「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者が、「働きがい」を感じており、結果とし
てワーク・エンゲイジメント・スコアも高い可能性も考えられる。

50　本稿におけるワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上
の者（「よく感じている」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメント
が低い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じる」「めったに感じない」

「全く感じない」に相当）としている。
51　第Ⅱ部 「働き方の多様化に応じた人材育成の在り方について」のp.103を参照。
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差異がある可能性が確認された。ただし、ワーク・エンゲイジメントとワーカホリズムの間には
正の相関が確認され、状況によってはワーク・エンゲイジメントの状態にあった者がワーカホリ
ズムの状態に陥りやすい傾向もあり、企業は、ワーカホリックな労働者を称えるような職場環境
を見直す等、働き方をめぐる企業風土の在り方についても、しっかりと検討していく必要があ
ることを指摘した。そして、ワーク・エンゲイジメントを向上させることは、「職業人生は可能
な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の増加につながる可能性が示唆され、今後も引き続
き懸念される高い人手不足感への対処策の一つとして、就労を望む誰もが、いくつになっても
活躍できる社会を構築していくためには、その向上が有効な手段となる可能性が示唆された。

第２－（３）－18図 ワーク・エンゲイジメントと職業人生の長さに関する所感について

○　「職業人生は長過ぎない方が望ましい」と考える者が12.6％である一方で、「職業人生は可能な限
り長い方が望ましい」と考える者が63.0％となっており、後者の割合が高い。

○　逆方向の因果関係がある可能性にも留意が必要であるが、ワーク・エンゲイジメントを向上させ
ることは、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働者の増加につながる可能性が示
唆される。

○　いずれの年齢階級においても、ワーク・エンゲイジメント・スコアが低い者と比較し、ワーク・
エンゲイジメント・スコアが高い者では、「職業人生は可能な限り長い方が望ましい」と感じる労働
者が多いが、特に、60歳以上の高齢者や29歳以下の若者では、「働きがい」と職業人生の長さに関
する所感との関係性が強い可能性が示唆される。

職業人生は可能な限り長い方が望ましい 職業人生は長過ぎない方が望ましい

（構成比、％）

（１）職業人生の長さに
関する所感

（２）ワーク・エンゲイジメントスコアと職業人生の長さに
関する所感との関係（調査対象計）

（３）ワーク・エンゲイジメントスコアと職業人生の長さに
関する所感との関係（年齢別）

（％） （％）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）本図表における「職業人生は可能な限り長い方が望ましい（職業人生は長過ぎない方が望ましい）」は、
「自身が健康で、マイペースに働ける希望にあった職であれば、職業人生は可能な限り長い方が望ましい」
をＡとし、「自身が健康で、マイペースに働ける希望にあった職であっても、職業人生は長過ぎない方が望
ましい」をＢとした場合、「Ａである（Ｂである）」「どちらかというとＡ（Ｂ）」と回答した者としている。

２）（２）におけるワーク・エンゲイジメント・スコアは、小数点第一位を四捨五入したものを示している。
３）ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「よく感じてい

る」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメントが低い者とは、ワーク・エン
ゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じる」「めったに感じない」「全く感じない」に相当）としている。
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	 第３節	 「働きがい」をもって働ける環境の実現に向けた課題について

	１	 ワーク・エンゲイジメントの高い労働者の主な仕事に対する認識

●「仕事を通じて、成長できている」「自己効力感（仕事への自信）が高い」「勤め先企業でど
のようにキャリアを築いていくか、キャリア展望が明確になっている」等、これらの認識を
持つ頻度の高さとワーク・エンゲイジメント・スコアには、正の相関がある可能性が予想さ
れる　
本節では、仕事を通じた成長実感等といった働く方の主な仕事に対する認識や、企業の雇用

管理・人材育成の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性を分析し、「働き
がい」を向上させる可能性のある要因について明らかにしていきたい。本節の流れとしては、
まずは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが高い者と低い者をめぐる状況を比較すること
で、ワーク・エンゲイジメント・スコアを向上させる可能性のある要因について予想してい
く。その結果を踏まえ、ワーク・エンゲイジメント・スコアを被説明変数とする計量分析を行
うことで、ワーク・エンゲイジメント・スコアに影響を与える可能性のある要因を特定してい
く。その後、今回の計量分析では、ワーク・エンゲイジメント・スコアと統計的有意な正の相
関が確認できなかった目標管理制度、フィードバック、定期的な面談を含めて、いくつかの取
組についてより詳細な分析を行うことで、「働きがい」をもって働ける環境の実現に向けた、
我が国における課題の所在について明らかにしていきたい。

まず、第２－（３）－19図により、働く方の主な仕事に対する認識について、ワーク・エンゲ
イジメントが高い者と低い者をめぐる状況を比較してみよう。

同図の（１）の縦軸は、仕事を通じた成長実感等、働く方の主な仕事に対するいくつかの認
識について、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めっ
たに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とし、スコア化した値を示している。そ
して、同図の（１）をみると、ワーク・エンゲイジメントが高い者では、ワーク・エンゲイジ
メントが低い者と比較し、いずれの認識においてもスコアの水準が高くなっており、これらの
認識を持つ頻度が高いことが分かる。　　

また、同図の（２）は、主な仕事に対する認識に関するスコアについて、ワーク・エンゲイ
ジメントが高い者から低い者を差し引いた差分を示しており、両者のギャップが最も大きい認
識は「仕事を通じて、成長できている」であり、次いで、「自己効力感（仕事への自信）が高
い」「勤め先企業でどのようにキャリアを築いていくか、キャリア展望が明確になっている」

「働きやすさに対して満足感を感じる」などが大きくなっている。すなわち、仕事を通じた成
長実感等、これらの認識を持つ頻度の高さとワーク・エンゲイジメント・スコアとの間には、
正の相関がある可能性が予想されることが分かる。
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第２－（３）－19図 ワーク・エンゲイジメントの高い労働者の主な仕事に対する認識

○　「仕事を通じて、成長できている」「自己効力感（仕事への自信）が高い」「勤め先企業でどのよう
にキャリアを築いていくか、キャリア展望が明確になっている」等、これらの認識を持つ頻度の高
さとワーク・エンゲイジメント・スコアとの間には、正の相関がある可能性が推察される。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

（ワーク・エンゲイジメントが｢高い者｣－｢低い者｣、ポイント）
26

5

4

3

2

1

0

1.5

1

0.5

0

（スコア）

（１）ワーク・エンゲイジメントの高い者の主な仕事（副業を除く）に対する認識
（０～６にスコアした結果）

（２）ワーク・エンゲイジメントの高い者の主な仕事（副業を除く）に対する認識
（ギャップ）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

①仕事を通じて、成長できている、②自己効力感（仕事への自信）が高い、
③勤め先企業でどのようにキャリアを築いていくか、キャリア展望が明確になっている、
④働きやすさに対して満足感を感じる、⑤仕事の遂行に当たっての人間関係が良好である、

⑥仕事の裁量度（仕事を進める手段や方法を自分で自由に選べる程度）が高い、⑦職場にロールモデルとなる先輩社員がいる、
⑧労働時間の少なくとも半分以上は、ハイスピードで仕事をしている、⑨自身に業務が集中している

ワーク・エンゲイジメントの
高い者の認識

ワーク・エンゲイジメントの
低い者の認識

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「活力」「熱
意」「没頭」について、「よく感じている」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲ
イジメントが低い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じる」「めったに感じ
ない」「全く感じない」に相当）としている。

２）（１）におけるスコア化に当たっては、「いつも感じる＝6」「よく感じる＝4.5」「時々感じる＝３」「めった
に感じない＝1.5」「全く感じない＝０」として、各質問項目の平均値を示している。

	２	 ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている雇用管理

●「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「業
務遂行に伴う裁量権の拡大」等、これらの雇用管理の実施率の高さとワーク・エンゲイジメ
ント・スコアとの間には、正の相関がある可能性が予想される　
続いて、第２－（３）－20図により、勤め先企業で実施されている雇用管理について、ワーク・

エンゲイジメントが高い者と低い者をめぐる状況を比較してみよう。
同図の（１）の縦軸は、自社の正社員を対象に実施されている雇用管理について、取組内容

毎に実施率を示している。そして、同図の（１）をみると、ワーク・エンゲイジメントが高い
者では、ワーク・エンゲイジメントが低い者と比較し、いずれの雇用管理についても、勤め先
企業における実施率が高くなっている。

また、同図の（２）は、勤め先企業における雇用管理の実施率について、ワーク・エンゲイ
ジメントが高い者から低い者を差し引いた差分を示しており、両者のギャップが最も大きいの
は「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」であり、次いで、「労働時間の短縮や働
き方の柔軟化」「業務遂行に伴う裁量権の拡大」「いわゆる正社員と限定正社員との間での相互
転換の柔軟化」「仕事と病気治療との両立支援」「育児・介護・病気治療等により離職された方
への復職支援」などが大きくなっている。すなわち、職場の人間関係やコミュニケーションの
円滑化等、これらの雇用管理の実施率の高さとワーク・エンゲイジメント・スコアとの間に
は、正の相関がある可能性が予想されることが分かる。
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第２－（３）－20図 ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている雇用管理

○　「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「業務遂行
に伴う裁量権の拡大」等、これらの雇用管理の実施率の高さとワーク・エンゲイジメント・スコア
との間には、正の相関がある可能性が推察される。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱

（ワーク・エンゲイジメントが｢高い企業｣－｢低い企業｣、％ポイント）
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（１）ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている
雇用管理の取組内容（実施率）

（２）ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている
雇用管理の取組内容（ギャップ）

①職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化、②労働時間の短縮や働き方の柔軟化、③業務遂行に伴う裁量権の拡大、
④いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、⑤仕事と病気治療との両立支援、

⑥育児・介護・病気治療等により離職された方への復職支援、⑦有給休暇の取得促進、
⑧従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規・非正規間等）、⑨仕事と育児との両立支援、⑩優秀な人材の抜擢・登用、
⑪採用時に職務内容を文書で明確化、⑫本人の希望を踏まえた配属、配置転換、⑬人事評価に関する公正性・納得性の向上、

⑭能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ、⑮仕事と介護との両立支援、⑯能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援、
⑰長時間労働対策やメンタルヘルス対策、⑱経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、浸透促進

ワーク・
エンゲイジメントの
高い者の勤め先企業

ワーク・
エンゲイジメントの
低い者の勤め先企業

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「よく感じ
ている」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメントが低い者とは、ワー
ク・エンゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じている」「めったに感じない」「全く感じない」に
相当）としている。

	３	 ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている人材育成

●「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」「キャリアコンサルティング等による将来展望
の明確化」「企業としての人材育成方針・計画の策定」等、これらの人材育成の実施率の高
さとワーク・エンゲイジメント・スコアとの間には、正の相関がある可能性が予想される
さらに、第２－（３）－21図により、勤め先企業で実施されている人材育成について、ワーク・

エンゲイジメントが高い者と低い者をめぐる状況を比較してみよう。
同図の（１）の縦軸は、自社の正社員を対象に実施されている人材育成について、取組内容

毎に実施率を示している。そして、同図の（１）をみると、ワーク・エンゲイジメントが高い
者では、ワーク・エンゲイジメントが低い者と比較し、いずれの人材育成についても、勤め先
企業における実施率が高くなっている。

また、同図の（２）は、勤め先企業における人材育成の実施率について、ワーク・エンゲイ
ジメントが高い者から低い者を差し引いた差分を示しており、両者のギャップが最も大きいの
は「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」であり、次いで、「キャリアコンサルティング
等による将来展望の明確化」「企業としての人材育成方針・計画の策定」などが大きくなって
いる。つまり、指導役や教育係の配置（メンター制度等）等、これらの人材育成の実施率の高
さとワーク・エンゲイジメント・スコアとの間には、正の相関がある可能性が予想されること
が分かる。

なお、「定期的な面談（個別評価・考課）」「フィードバックの実施による動機づけ」「目標管
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理制度による動機づけ」では、勤め先企業における人材育成の実施率について、ワーク・エン
ゲイジメントが高い者から低い者を差し引いた差分がプラスであるものの、その差分の大きさ
は小さく、統計的有意な正の相関がない可能性が予想される。

第２－（３）－21図 ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で実施されている人材育成の取組

○　「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」「キャリアコンサルティング等による将来展望の明確
化」「企業としての人材育成方針・計画の策定」等、これらの人材育成の実施率の高さとワーク・エ
ンゲイジメント・スコアとの間には、正の相関がある可能性が予想される。
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（ＷＥが｢高い企業｣－｢低い企業｣、％ポイント）（各取組の実施率、％）

（１）ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で
実施されている人材育成の取組内容（実施率）

（２）ワーク・エンゲイジメントの高い者の勤め先企業で
実施されている人材育成の取組内容（ギャップ）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

ワーク・エンゲイジメントの
低い者の勤め先企業

ワーク・エンゲイジメントの
高い者の勤め先企業

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

①指導役や教育係の配置（メンター制度等）、②キャリアコンサルティング等による将来展望の明確化、
③企業としての人材育成方針・計画の策定、④定期的な面談（個別評価・考課）、⑤本人負担の社外教育に対する支援・配慮、

⑥フィードバックの実施による動機づけ、⑦目標管理制度による動機づけ

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「活力」「熱意」
「没頭」について、「よく感じている」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメン
トが低い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じている」「めったに感じない」「全
く感じない」に相当）としている。

	４	 ワーク・エンゲイジメントを向上させる要因に関する計量分析

●計量分析の結果、「個人の資源（心理的資本）」に相当する働く方の主な仕事に対する認識
や、「仕事の資源」に相当する企業の雇用管理・人材育成の取組内容といった観点から、い
くつかの認識や取組内容について、いずれも逆方向の因果関係がある可能性に留意が必要だ
が、ワーク・エンゲイジメントを向上させる可能性があることが示唆された
ここまで確認してきたように、働く方の主な仕事に対する認識や、企業の雇用管理・人材育

成の取組内容といった観点から、いくつかの認識や取組内容とワーク・エンゲイジメント・ス
コアとの間には、正の相関がある可能性が予想された。そこで、ここからは、ワーク・エンゲ
イジメント・スコアに影響を与える可能性のあるいくつかの要因をコントロール変数として考
慮しながら、両者の関係性を推定する計量分析を行うことで、ワーク・エンゲイジメント・ス
コアに影響を与える可能性のある要因を特定していきたい。

そこで、第２－（３）－22図では、ワーク・エンゲイジメント・スコア（０から6の7段階 52）
を被説明変数とし、ワーク・エンゲイジメント・スコアに影響を与える可能性のある要素とし

52　順序ロジット分析に当たって、被説明変数としては、順序が設定された整数である必要があるため、
ここでは、ワーク・エンゲイジメント・スコアを四捨五入し、０から6の7段階の範囲で、数値が大き
くなる程、ワーク・エンゲイジメントが高くなるように順序を設定している。
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て、年齢、年収、職種、性別、役職をコントロール変数として考慮しながら、働く方の主な仕
事に対する認識や、企業の雇用管理・人材育成の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコ
アとの関係性を推定する順序ロジット分析53を行っている。

まず、同図の（１）では、調査時点の働く方の主な仕事に対する認識と調査時点のワーク・
エンゲイジメント・スコアとの関係性について分析している。計量分析を行うに当たって、説
明変数としては、働く方の主な仕事について、「いつも感じる（＝５）」「よく感じる（＝4）」

「時々感じる（＝３）」「めったに感じない（＝２）」「全く感じない（＝１）」とした階級値を用
いている。また、説明変数には、仕事の要求度を捉えるため、「労働時間の少なくとも半分以
上は、ハイスピードで仕事している」「自身に業務が集中している」といった労働強度に関連
する質問項目に対する回答結果を用いた同様の階級値を加えている。さらに、後述する第4節
において、より詳細に現状を分析していく「休み方」に関連し、「余暇時間は、仕事からの疲
労回復に十分な長さか」といった質問項目に対して、「十分である」「どちらかといえば足りて
いる」を１とするダミー変数を説明変数として加えている。そして、同図の（１）によると、

「働きやすさに対して満足している」「自己効力感（仕事への自信）が高い」「仕事の裁量度が高
い（仕事を進める手段や方法を自分で選べる）」「仕事を通じて、成長できていると感じる」「仕
事遂行に当たっての人間関係が良好」「勤め先企業でのキャリア展望が明確になっている」「職
場にロールモデルとなる先輩職員がいる」「労働時間の少なくとも半分以上は、ハイスピード
で仕事している」「自身に業務が集中している」「仕事から疲労回復するのに十分な長さの余暇
時間がある」とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有意な正の相関があるこ
とが確認された。逆方向の因果関係54がある可能性にも留意が必要であるが、前述したJD-Rモ
デルにおける「個人の資源（心理的資本）」に相当する仕事を通じた成長実感や自己効力感

（仕事への自信）等、主な仕事に対するこれらの認識を持つことのできる環境を整備すること
で、ワーク・エンゲイジメントを向上させることのできる可能性が示唆される。

また、今回の分析結果からは、仕事の要求度に関連した説明変数とワーク・エンゲイジメン
ト・スコアの間には、統計的有意な正の相関があることが確認され、第２節冒頭で述べたよう
に、挑戦的なストレッサーとして、やりがいのある仕事に従事している状態を統計として捉え
た可能性や、仕事の資源が豊富にある状況との交互作用の結果として生じている可能性も示唆
される。他方、ワーク・エンゲイジメントが高い者に対して、仕事の要求度が高くなっている
といった逆方向の因果関係が生じている可能性も考えられるため、仕事の要求度に関する今回
の分析結果については、一定の幅をもって解釈する必要があることに留意が必要である。いず
れにせよ、仕事の資源が豊富にある状況の中で、働く方が、仕事の要求度を挑戦的なストレッ
サーとして捉え、やりがいのある仕事として認識できるような環境の整備を推進し、仕事の要
求度をワーク・エンゲイジメントの向上につなげていくことが重要だと考えられる。

さらに、今回の分析結果からは、「休み方」に関連する「仕事から疲労回復するのに十分な
長さの余暇時間がある」といったダミー変数とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、
統計的有意な正の相関があることが確認され、ワーク・エンゲイジメントを向上させるための
有効な手段となる可能性が示唆された。こうした結果を踏まえ、我が国におけるリカバリー経
験（休み方）をめぐる現状について、第4節において詳細に考察していきたい。

53　順序ロジット分析については、脚注45を参照。
54　ワーク・エンゲイジメントの高い者が、主な仕事に対して良い認識を持っている可能性も考えられる。
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次に、同図の（２）では、調査時点において自社の正社員を対象に実施されている雇用管理
と調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性について分析している。計量分析
を行うに当たって、説明変数としては、様々な雇用管理の取組内容について、正社員に実施さ
れている場合を１とするダミー変数を用いている。同図の（２）によると、「人事評価に関す
る公正性・納得性の向上」「本人の希望を踏まえた配属、配置転換」「業務遂行に伴う裁量権の
拡大」「優秀な人材の抜擢・登用」「いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化」

「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」「労働時間の短縮や働き方の柔軟化」「採用時に職
務内容を文書で明確化」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑
化」「仕事と育児との両立支援」「仕事と病気治療との両立支援」「育児・介護・病気治療等によ
り離職された方への復職支援」「従業員間の不合理な待遇格差の解消（男女間、正規雇用労働
者・非正規雇用労働者間等）」「企業としての中期計画等にワーク・ライフ・バランスに関する
目標を盛り込んでいる」とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有意な正の相
関があることが確認された。逆方向の因果関係55がある可能性にも留意が必要であるが、前述
したJD-Rモデルにおける「仕事の資源」に相当するこれらの雇用管理を推進することで、ワー
ク・エンゲイジメントを向上させることのできる可能性が示唆される。

なお、ワーク・エンゲイジメント・スコアとの統計的有意な正の相関が確認された雇用管理
のうち、仕事との両立支援、いわゆる正社員と限定正社員との間での相互転換の柔軟化、労時
時間の短縮や働き方の柔軟化、有給休暇の取得促進などについては、働く方のワーク・ライ
フ・バランスの推進を通じて、「働きやすさ」の向上にも資する可能性がある。つまり、働く
方の「働きがい」を向上させるためには、その前提として、「働きやすさ」を向上させること
で、望まない離職や過度な疲労・ストレスの蓄積につながる要因を解消し、就労を望む誰もが
働き続けることのできる環境を整備していくことが重要であると考えられる。

最後に、同図の（３）では、調査時点において自社の正社員を対象に実施されている人材育
成と調査時点のワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性について分析している。計量分
析を行うに当たって、説明変数としては、様々な人材育成の取組内容について、正社員に実施
されている場合を１とするダミー変数を用いている。同図の（３）によると、「キャリアコン
サルティング等による将来展望の明確化」「指導役や教育係の配置（メンター制度等）」「企業と
しての人材育成方針・計画の策定」とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有
意な正の相関があることが確認された。逆方向の因果関係 56がある可能性にも留意が必要であ
るが、雇用管理と同様に、「仕事の資源」に相当するこれらの人材育成を推進することで、
ワーク・エンゲイジメントを向上させることのできる可能性が示唆される。

なお、今回の分析では、「目標管理制度による動機づけ」「フィードバックによる動機づけ」
「定期的な面談（個別評価・考課）」については正の値を示しているものの、統計的有意な相関
は確認されなかった。そのため、後述において、これらの取組を含めて、いくつかの取組につ
いてより詳細な分析を行うことで、「働きがい」をもって働ける環境の実現に向けた、我が国
における課題の所在について、明らかにしていきたい。

以上のように、先行研究にあるJD-Rモデルの考え方を踏まえると、我が国においても、「個
人の資源（心理的資本）」に相当する働く方の主な仕事に対する認識や、「仕事の資源」に相当

55　ワーク・エンゲイジメントの高い者が、多くの雇用管理が実施されている可能性も考えられる。
56　ワーク・エンゲイジメントの高い者が、多くの人材育成の対象となっている可能性も考えられる。
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する企業の雇用管理・人材育成の取組内容といった観点から、いくつかの認識や取組内容につ
いて、いずれも逆方向の因果関係がある可能性に留意が必要だが、ワーク・エンゲイジメント
を向上させる可能性があることが示唆された。

第２－（３）－22図 ワーク・エンゲイジメントを向上させる要因に関する計量分析の結果

○　計量分析の結果、先行研究にあるJD-Rモデルの考え方を踏まえると、我が国においても、「個人
の資源（心理的資本）」に相当する働く方の主な仕事に対する認識や、「仕事の資源」に相当する企
業の雇用管理・人材育成の取組内容といった観点から、いくつかの認識や取組内容について、いず
れも逆方向の因果関係がある可能性に留意が必要だが、ワーク・エンゲイジメントを向上させる可
能性があることが示唆された。

（１）主な仕事に対する労働者の認識とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係
被説明変数（ワーク・エンゲイジメント・スコア）（０～6の7段階）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
＜主な仕事に対する労働者の認識（１～５）＞

働きやすさに対して満足している 0.812***
（49.7）

0.393***
（19.3）

自己効力感（仕事への自信）が高い 1.154***
（59.0）

0.575***
（25.9）

仕事の裁量度が高い
（仕事を進める手段や方法を自分で選べる）

0.662***
（39.9）

0.008
（0.4）

仕事を通じて、成長できていると感じる 1.414***
（69.3）

0.824***
（35.0）

仕事遂行に当たっての人間関係が良好 0.821***
（45.3）

0.168***
（8.0）

勤め先企業でのキャリア展望が明確になっている 0.945***
（54.1）

0.268***
（12.8）

職場にロールモデルとなる先輩職員がいる 0.506***
（36.1）

0.150***
（9.1）

労働時間の少なくとも半分以上は、
ハイスピードで仕事している

0.508***
（29.7）

0.431***
（21.0）

自身に業務が集中している 0.341***
（21.2）

0.132***
（6.8）

仕事から疲労回復するのに
十分な長さの余暇時間がある

0.439***
（14.7）

0.077**
（2.3）

年齢（基準：29歳以下） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
年収（年収300万円未満） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

職種ダミー（基準：事務職（一般事務等） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
女性ダミー（基準：男性） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
役職（基準：役職なし） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.058 0.093 0.047 0.13 0.058 0.078 0.04 0.031 0.021 0.016 0.202
サンプル数 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418
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（２）企業が実施している雇用管理の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係
被説明変数（ワーク・エンゲイジメント・スコア）（０～6の7段階）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
＜企業が実施している

雇用管理＞
人事評価に関する公正性・

納得性の向上
0.089**
（2.5）

本人の希望を踏まえた配属、
配置転換

0.099***
（2.9）

業務遂行に伴う裁量権の拡大 0.132***
（3.8）

優秀な人材の抜擢・登用 0.124***
（3.5）

いわゆる正社員と限定正社員
との間での

相互転換の柔軟化

0.154***
（3.2）

能力・成果等に見合った昇進
や賃金アップ

0.146***
（3.5）

労働時間の短縮や働き方の
柔軟化

0.157***
（4.6）

採用時に職務内容を文書で
明確化

0.058*
（1.7）

有給休暇の取得促進 0.099**
（2.5）

職場の人間関係や
コミュニケーションの円滑化

0.163***
（4.5）

仕事と育児との両立支援 0.064*
（1.8）

仕事と病気治療との両立支援 0.119***
（3.4）

育児・介護・病気治療等
により離職された方

への復職支援

0.095***
（2.6）

従業員間の不合理な待遇
格差の解消

（男女間、正規雇用労働者・ 
非正規雇用労働者間等）

0.079**
（2.3）

企業としての中期計画等に
ワーク・ライフ・バランスに
関する目業を盛り込んでいる

0.076**
（2.0）

年齢（基準：29歳以下） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
年収（年収300万円未満） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

職種ダミー
（基準：事務職（一般事務等）） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

女性ダミー（基準：男性） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり
役職（基準：役職なし） あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.014
サンプル数 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 11481 10102

（３）企業が実施している人材育成の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係
被説明変数（ワーク・エンゲイジメント・スコア）（０～6の7段階）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
＜企業が実施している人材育成＞

キャリアコンサルティング等
による将来展望の明確化

0.128***
（2.8）

目標管理制度による動機づけ 0.026
（0.8）

フィードバックによる動機づけ 0.046
（1.3）

定期的な面談（個別評価・考課） 0.028
（0.8）

指導役や教育係の配置（メンター制度等） 0.094**
（2.5）

企業としての人材育成方針・計画の策定 0.064*
（1.8）

年齢（基準：29歳以下） あり あり あり あり あり あり
年収（年収300万円未満） あり あり あり あり あり あり

職種ダミー（基準：事務職（一般事務等）） あり あり あり あり あり あり
女性ダミー（基準：男性） あり あり あり あり あり あり
役職（基準：役職なし） あり あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013
サンプル数 11481 11481 11481 11481 11481 11481

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）表内の数値は「係数（パラメータ）を示している。また、（　　）内はｚ値を示しており、「***」は１％水
準、「**」は５％水準、「*」は10％水準において統計的有意であることを示している。

２）　推計に当たっては、「全く感じない＝０」「いつも感じる＝6」といった順序を設定した調査時点のワー
ク・エンゲイジメント・スコア（０～6）を被説明変数とし、労働者の認識については、「全く感じない＝
１」「いつも感じる＝５」といった順序を設定しスコア化した値を説明変数とし、また、企業の雇用管理・人
材育成については、「正社員を対象に実施している＝１」とするダミー変数を説明変数として、順序ロジッ
ト分析を行った。
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コラム２–４ 主な仕事に対する働く方の認識と年齢からみた特徴について

第２－（３）－22図における計量分析の結果、JD-Rモデルの考え方を踏まえると、我が国に
おいても、「個人の資源（心理的資本）」に相当する働く方の主な仕事に対するいくつかの
認識、仕事の要求度、休み方とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有意
な正の相関が確認された。つまり、逆方向の因果関係がある可能性に留意が必要だが、「個
人の資源（心理的資本）」を豊富に持つことのできる環境を整備すること等により、ワー
ク・エンゲイジメントを向上させることのできる可能性が示唆された。

他方、ワーク・エンゲイジメントを向上させる観点からみて、様々な個人の資源（心理
的資本）、仕事の要求度、休み方の重要性は、年齢によっても大きく異なる可能性が考えら
れ、その状況を明らかにすることは、今後、「働きがい」の向上に着目した取組を労使で話
し合っていくに当たって、有用な検討材料になるものと思われる。

そこで、コラム２－4では、第２－（３）－22図で行った計量分析の手法をベースとしつつ、
説明変数の中に、「働く方の主な仕事に対する認識、仕事の要求度、休み方に関する変数と
年齢階級別にとったダミー変数を乗じた「交差項」」を加えることで、29歳以下における上
記変数とワーク・エンゲイジメント・スコアとの相関の強さを基準としながら、その他の
年齢階級における上記変数とワーク・エンゲイジメント・スコアとの相関の強さを比較し
た際、その強さに統計的有意な差が確認されるのか、といった観点から分析を進めていく。

まず、主な仕事に対する認識についてみると、「働きやすさ」「自己効力感（仕事への自信）
の高さ」「仕事の裁量度の高さ」「仕事遂行に当たっての人間関係の良好さ」の相関の強さは、

「29歳以下」と比較すると、「60歳以上」で統計的有意に高いことが分かる。基本的に、こ
れらの変数とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有意な正の相関がある
ことが前提ではあるが、これらの「個人の資源（心理的資本）」を獲得することの効果は、

「60歳以上」で相対的に高い可能性が示唆された。
さらに、「キャリア展望の明確性」の相関の強さは、「29歳以下」と比較すると、「30歳台」

「40歳台」「50歳台」で統計的有意に低いことが分かる。基本的に、「キャリア展望の明確性」
とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、統計的有意な正の相関があることが前提
ではあるが、その獲得効果は、「29歳以下」「60歳以上」で相対的に高い可能性が示唆され
た。すなわち、職業人生を開始した、あるいは、その序盤段階である29歳以下の若年層に
加えて、定年退職・継続雇用等といった職業人生の転機に差しかかる60歳以上の高年齢層
にとって、「働きがい」という観点からみても、今後のキャリア展望を明確化する重要性が
高いことが示唆される。

また、「ロールモデルとなる先輩社員がいること」の相関の強さは、「29歳以下」と比較
すると、その他のいずれの年齢階級においても統計的有意に低いことが分かる。基本的に、

「ロールモデルとなる先輩社員がいること」とワーク・エンゲイジメント・スコアの間には、
統計的有意な正の相関があることが前提ではあるが、その獲得効果は、「29歳以下」で相対
的に高い可能性が示唆された。

加えて、「仕事を通じて、成長できている」の相関の強さは、「29歳以下」と比較すると、
その他のいずれの年齢階級においても統計的有意な差が得られなかったことが分かる。す
なわち、仕事を通じた成長実感は、年齢階級による差はなく、働く方一人ひとりにとって、
重要性が高いことが示唆された。
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次に、同図により、仕事の要求度についてみると、「労働時間の少なくとも半分以上は、
ハイスピードで仕事している」では、「29歳以下」と比較すると、その他のいずれの年齢階
級においても統計的有意に高いこと、また、加齢に伴って、パラメータの値も高まってい
くことが分かる。また、「自身に業務が集中している」では、「29歳以下」と比較すると、

「40歳台」や「60歳以上」で統計的有意に高いことが分かる。前述したように、仕事の要求
度に関する分析結果については、一定の幅をもって解釈する必要があることに留意が必要
であるが、その効果は、29歳以下の若年層より、中高年層で相対的に高い可能性が示唆さ
れた。

最後に、同図により、休み方についてみると、「仕事から疲労回復するのに十分な長さの
余暇時間がある」の相関の強さは、「29歳以下」と比較すると、「30歳台」「40歳台」「50歳
台」で統計的有意に低く、特に、「40歳台」「50歳台」におけるパラメータの値が低いこと
が分かる。詳細は第4節で説明していくが、我が国おけるリカバリー経験（休み方）を概
観すると、30歳台、40歳台、50歳台でリカバリー経験が出来ていると自己評価された方の
割合が低い状況にあり57、これらの分析結果を踏まえると、こうした年齢層において何らか
の課題が生じていることが予想され、休み方の工夫を検討する必要性が生じている可能性
が示唆された。

以上のように、ワーク・エンゲイジメントを向上させる観点からみて、様々な個人の資
源（心理的資本）、仕事の要求度、休み方の重要性は、年齢によっても大きく異なる可能性
がうかがえた。今後、「働きがい」の向上に着目した取組を労使で話し合っていくに当たっ
て、その取組の主たるターゲットを明確に想定していく視点も有用だと考えられ、本コラ
ムで明らかにした分析結果が、その一助になることを期待したい。

57　

57　「第２－（３）－31 図 我が国おけるリカバリー経験（休み方）の概況について」を参照。
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コラム２ー４図　主な仕事に対する働く方の認識と年齢からみた特徴について

○　働く方の主な仕事に対する認識、仕事の要求度、休み方に関する変数と年齢階級別にとったダミー
変数を乗じた「交差項」加えた計量分析の結果、ワーク・エンゲイジメントを向上させる観点から
みて、様々な個人の資源（心理的資本）、仕事の要求度、休み方の重要性は、年齢によっても大きく
異なる可能性がうかがえた。

被説明変数（ワーク・エンゲイジメント・スコア）（０～6の7段階）
① ② ③ ④ ⑤

①働きやすさに対して満足している 0.851***
（21.5）

年齢
（基準：29歳以下）

①×30歳台 ▲0.100**
（▲2.0）

①×40歳台 ▲0.047
（▲1.0）

①×50歳台 ▲0.039
（▲0.8）

①×60歳以上 0.198***
（2.6）

②自己効力感（仕事への自信）が高い 1.123***
（24.1）

年齢
（基準：29歳以下）

②×30歳台 ▲0.005
（▲0.1）

②×40歳台 0.015
（0.3）

②×50歳台 0.074
（1.3）

②×60歳以上 0.201**
（2.4）

③仕事の裁量度が高い
（仕事を進める手段や方法を自分で選べる）

0.619***
（15.0）

年齢
（基準：29歳以下）

③×30歳台 0.013
（0.3）

③×40歳台 0.071
（1.4）

③×50歳台 0.034
（0.6）

③×60歳以上 0.183**
（2.4）

④仕事を通じて、成長できている 1.380***
（30.1）

年齢
（基準：29歳以下）

④×30歳台 0.053
（0.9）

④×40歳台 0.049
（0.9）

④×50歳台 0.018
（0.3）

④×60歳以上 0.026
（0.3）

⑤仕事遂行に当たっての人間関係が良好 0.863***
（19.8）

年齢
（基準：29歳以下）

⑤×30歳台 ▲0.047
（▲0.9）

⑤×40歳台 ▲0.112**
（▲2.1）

⑤×50歳台 ▲0.018
（▲0.3）

⑤×60歳以上 0.178**
（2.2）

年齢
（基準：29歳以下） あり あり あり あり あり

年収ダミー
（基準：300万円未満） あり あり あり あり あり

職種ダミー
（基準：事務職（一般事務等） あり あり あり あり あり

女性ダミー
（基準：男性） あり あり あり あり あり

役職
（基準：役職なし） あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.069 0.093 0.047 0.130 0.058
サンプル数 15418 15418 15418 15418 15418
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被説明変数（ワーク・エンゲイジメント・スコア）（０～6の7段階）
⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

⑥勤め先企業でどのようにキャリアを
築いていくかキャリア展望が明確になっている

1.054***
（24.4）

年齢
（基準：29歳以下）

⑥×30歳台 ▲0.112**
（▲2.1）

⑥×40歳台 ▲0.126**
（▲2.5）

⑥×50歳台 ▲0.153***
（▲2.8）

⑥×60歳以上 ▲0.114
（▲1.5）

⑦職場にロールモデルとなる先輩社員がいる 0.662***
（19.4）

年齢
（基準：29歳以下）

⑦×30歳台 ▲0.120***
（▲2.8）

⑦×40歳台 ▲0.210***
（▲5.1）

⑦×50歳台 ▲0.228***
（▲5.0）

⑦×60歳以上 ▲0.203***
（▲3.0）

⑧労働時間の少なくとも半分以上は、
ハイスピードで仕事している

0.376***
（8.1）

年齢
（基準：29歳以下）

⑧×30歳台 0.097*
（1.7）

⑧×40歳台 0.126**
（2.3）

⑧×50歳台 0.223***
（3.8）

⑧×60歳以上 0.270***
（3.4）

⑨自身に業務が集中している 0.284***
（6.5）

年齢
（基準：29歳以下）

⑨×30歳台 ▲0.019
（▲0.4）

⑨×40歳台 0.108**
（2.1）

⑨×50歳台 0.078
（1.4）

⑨×60歳以上 0.128*
（1.7）

⑩仕事から疲労回復するのに
十分な長さの余暇時間がある

0.708***
（8.6）

年齢
（基準：29歳以下）

⑩×30歳台 ▲0.282***
（▲2.8）

⑩×40歳台 ▲0.352***
（▲3.6）

⑩×50歳台 ▲0.327***
（▲3.2）

⑩×60歳以上 ▲0.116
（▲0.8）

年齢
（基準：29歳以下） あり あり あり あり あり

年収ダミー
（基準：300万円未満） あり あり あり あり あり

職種ダミー
（基準：事務職（一般事務等） あり あり あり あり あり

女性ダミー
（基準：男性） あり あり あり あり あり

役職
（基準：役職なし） あり あり あり あり あり

Pseudo R-squared 0.079 0.041 0.031 0.021 0.016
サンプル数 15418 15418 15418 15418 15418

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　表内の数値は「係数（パラメータ）を示している。また、（　　）内はt値を示しており、「***」は１％水準、
「**」は５％水準、「*」は10％水準において統計的有意であることを示している。
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コラム２–５ ワーク・エンゲイジメントに着目した企業の取組事例について

本コラムでは、ワーク・エンゲイジメントに着目した取組を推進されている「株式会社 
福井」「株式会社FICC」「Sansan株式会社」に御協力を頂き、ワーク・エンゲイジメントに
着目した経緯も含めて、企業の取組事例を紹介していく。

株式会社 福井
１．ワーク・エンゲイジメントに着目した経緯（企業としての課題の所在）

大阪府堺市に本社を構える「株式会社福井」は、創業100年を越える金物製造卸売業の老
舗企業である。金物店やホームセンターへの卸売りに加えて、近年はEC関係58での販売を
中心に、農業用ハサミ等の農業園芸資材を主力商品とした事業活動を進めており、従業員
は65名（うち正社員は37名）となっている。

顧客の構造変化等により、1995年頃から2006年頃まで、売上げが減少する苦しい時代を
経験したが、販路の新規開拓などの地道な営業努力を続け、2008年頃から売上げは徐々に
回復していき、今日まで増加基調にある。

他方、創業から100年を超える期間を振り返った際、「社員に十分向き合えていなかった
のでは」という反省があったという。2016年までは、社員の各々が担当エリアをもって、
担当交代もほぼなく、いわゆる個人事業主が集まったようなガンバリズム気質の企業であっ
た。この時期は、売上の拡大が始まった時期でもあったが、組織的な機能分化が出来てい
なかったこと等もあり、離職者が多い時期でもあったという。

こうした状況もあり、株式会社福井では、2016年以降、組織的な機能分化を進めていっ
たが、その後も離職者が断続的に発生する状況にあり、強い危機感を覚えたという。その
ため、「共に喜ぶ」といった既存の経営理念に加えて、会社としての基本方針と行動方針を、
起業から100年以上を経て、初めて策定した。基本方針の最上段には、「社員」「家族」を位
置づけ、最重要視する姿勢を社内外に提示するとともに、行動指針の最上段には、「収益の
拡大」を位置づけた。

以上のような取組を進めていく中で、ワーク・エンゲイジメントの測定システム 59に出
会ったという。株式会社福井では、当該システムを2018年から導入しており、経営陣が主
導している取組に対して、客観的に組織の状態を計測することで、「従業員から経営陣への
通信簿」を得る、という感覚でスタートさせたという。

58　59

58　インターネット等を利用した電子商取引。
59　なお、厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業「労働者のメンタルヘルス不調の第一次

予防の浸透手法に関する調査研究」（研究代表者：川上憲人）の平成21－23年度総合研究報告書が、2013
年２月4日に公表されており、研究班が作成した ｢新職業性ストレス簡易調査票｣ においても、ユトレ
ヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度に準じたワーク・エンゲイジメントを測定することができる。
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２．ワーク・エンゲイジメントの把握方法等
株式会社福井では、１か月に１度、全社員を対象として、ワーク・エンゲイジメント・

スコアを計測しており、本社、複数ある営業課、物流担当課といった単位ごとに組織の状
態を数値化している。同数値は、各場の管理職や経営陣の間で共有される。スコアの変動
から、生じている課題を適切に捉えることが可能となり、その改善に向けた取組について
管理職や経営陣が定期的に話し合いを行っている。

その際、集計したワーク・エンゲイジメント・スコアをExcel化した上で、70点以上を
青、50点未満を赤で表示するなどして、課題が生じている点を「見える化」するように工
夫をしており、問題があると判断された箇所に対しては、可能な限りスピーディーな対策
が講じられるという。

３．自社のワーク・エンゲイジメント・スコアに対する所感
経営陣が、初めてワーク・エンゲイジメント・スコアをみた際、物流センターの従業員

の点数が、相対的に低いことに気づいた。その原因がマンパワー不足にあると判断し、直
ちに物流センターの従業員の増員（合計３名の正社員）を実施した。その後、ワーク・エ
ンゲイジメント・スコアが劇的に改善した訳ではないものの、物流センター従業員の離職
が止まったことから、最低限の効果が得られたのではないかと思っているという。

４．ワーク・エンゲイジメントを向上させるための取組内容
株式会社福井では、「コミュニケーションは質より量である」をモットーに、階層別に

「１on１」を多く実施している。管理職は、１か月に１回必ず従業員と１on１を実施する
ようにしており、仕事の話に限らず、「最近どう？」といった形で、ざっくばらんな話をし
ている。その効果は、ワーク・エンゲイジメント・スコアの改善としても表れ、１on１を
始めてから、離職率が急激に低下したという。

また、トップダウン型の組織として100年以上やってきたが、変化の激しい時代には、意
思決定のできる多くのリーダーを育成していった方が、組織としての強さが絶対に出てく
ると考え、管理職への権限の移譲（裁量性の向上）にも取り組んでいる。
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５．ワーク・エンゲイジメントに着目することで生じた変化
定期的にワーク・エンゲイジメントを測定し、課題が生じている点を「見える化」する

ことで、解決に向けたアクションが取りやすくなった。こうした中、社内コミュニケーショ
ンの円滑化や、管理職への権限（裁量性）の移譲といった様々な取組を行うことで、株式
会社福井では、2018年の離職者が、数年ぶりにゼロとなったという。

以上のように、株式会社福井は、創業100年目の老舗企業であるが、従業員の「働きがい」
にも着目しながら、「新たな組織改革」に挑み続けている。その原動力の一つとしては、「社
員が自分の子どもに自信を持って入社を勧められる会社にしたい」といった想いがある。

株式会社 FICC
１．ワーク・エンゲイジメントに着目した経緯（企業としての課題の所在）

東京都港区赤坂に本社を構える「株式会社FICC」は、データに基づくブランドマーケティン
グを提供するデジタルエージェンシーであり、消費者に価値あるコンテンツと体験を届けるた
め、戦略立案から施策実行まで一貫してサービスを提供している（従業員は53名（正社員）60）。

同社が、ワーク・エンゲイジメントという概念に着目するようになったきっかけは、当時の
現場社員からの経営陣への提案であった。同社員は、一緒にやってきた仲間が辞めてしまうの
がもったいないという気持ちや、自分達が働く場所は自分達で良くしていく必要があるという
意識が根底にあり、自発的に何かできることはないか調べていく中で、ワーク・エンゲイジメ
ントという概念に出会ったという。その後、ワーク・エンゲイジメントをしっかりと考えてい
くことで、離職率が低下する効果に加えて、会社の生産性も向上し、企業の成長にもつながる
可能性があることについて、同社の取締役に対するプレゼンテーションを行った。結果として、
経営陣からの賛同を得て、ワーク・エンゲイジメントの向上を社内プロジェクトとして進める
ことが決定され、2017年8月よりワーク・エンゲイジメントの測定システムが導入された。

当時、経営陣としても、体系的な人材マネジメントの在り方に課題を感じていたことから、現
場社員から声があがったことについて、「非常によい提案をしてくれた」と振りかえってくれた。

60　

60　2018年５月時点。
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２．ワーク・エンゲイジメントの把握方法等
株式会社FICCでは、ワーク・エンゲイジメントの測定システム導入直後は月に１回とい

う頻度でワーク・エンゲイジメント・スコアを把握していたが、現在では隔週へと頻度を
高めているという。ワーク・エンゲイジメント・スコアは、匿名性を重視し、個人が特定
できないように配慮しており、チーム単位での把握を行っている。また、管理職の中で、
事業部長やマネージャーは、ワーク・エンゲイジメント・スコアの状況を把握することが
可能となっており、その低下を認知した場合、そこにある何らかの原因について仮説を立
て、スピーディーに対策が講じられるようになったという。

また、ワーク・エンゲイジメント・スコアによる「見える化」は、マネージャーにとって
も自信につながっている。会社としても、以前からマネージャーの頑張りをしっかりと評価
していたが、一方で、退職者は変わらずに存在している事実があり、マネージャー自身とし
ても、「どこかが上手く出来ていなかったのではないか」といった漠然とした不安感を持っ
ている様子がみてとれたという。ワーク・エンゲイジメント・スコアによる「見える化」
は、その変動を通じて、講じた取組に対する評価を得ることができ、よい効果のあった取組
は、マネージャーの自信やモチベーションの向上につながるとともに、効果のない取組は、
やる必要がないものと明確化され、管理職による人材マネジメントも効率化された。

３．自社のワーク・エンゲイジメント・スコアに対する所感
株式会社FICCでは「リベラルアーツ」の考え方を重要視し、社内文化としても積極的に

取り入れているという。“学び”を分野の枠だけで捉えるのではなく、自由に融合させ新し
い発見や価値を見出していく「リベラルアーツ」の本質的な考えに基づき、自分の興味だ
けではなく、他者の興味にも関心を持ち、自分の興味と相手の興味を掛け合わせることで、
さらに新しい発見や価値を見出していくアプローチを業務遂行においても大切にしている。
また、行動指針においても、相手のことを尊重し相手の視点に立って物事を考えることや、
多様性を受け入れることの重要性を盛り込んでいる。そのため、日々の業務の中で多様性
を受け入れ、相手の興味をかけ合わせ、お互いの存在に感謝をすることが、ワーク・エン
ゲイジメント・スコアにおける「やりがい」や「達成感」のスコアを高める要因ではない
かと考えているという。
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４．ワーク・エンゲイジメントを向上させるための取組内容
株式会社FICCは、学びの情熱そのものを価値としてビジネスを行うことを目指している。

学び続けることの情熱や喜びを大切にする社風と、新たな価値の創造に向けて社員の「主
体性」「多様性」を重視する姿勢もあり、ワーク・エンゲイジメントを向上させるための取
組の一つとして、現場社員全員が参加可能である「ワークショップ」を実施している。

ワークショップにおいて最優秀となったプロジェクトについては、会社から資金を提供
し、実際に事業として実行に移しており、現場社員に裁量性を持たせている。また、全社
横断的な取組は、「みんなで会社を作っている」という仲間意識の醸成とともに、会社とし
て、社員一人ひとりの提案・意見に耳を傾け、内容次第で採用していく姿勢にあることを
改めて共有するための機会となっている。加えて、こうした取組を行う上で「楽しさ」は
重要なポイントであり、社員へのワークショップ開催の伝達等においても、「堅苦しさ」で
はなく「楽しさ」の要素を加えるように心掛けているという。

５．ワーク・エンゲイジメントに着目することで生じた変化
当初課題であった離職率については、改善傾向がみられるという。また、ワーク・エン

ゲイジメントに着目する以前は、毎週行われるマネージャーの定例会議における議題は、
ビジネスの話が大半であったが、会社として同概念に着目することを決定した後は、ワー
ク・エンゲイジメントに関連する議題も多くなった。さらに、現場社員からは、「チームが
良くなっている」といった声も聞こえてきている。

以上のように、株式会社FICCは、現場社員からの提案をきっかけとして、従業員の「働
きがい」に着目しながら、「自走する組織」を目指している。その原点としては、社員一人
ひとりが興味・関心を持つ分野や、それぞれのバックグラウンドを大切にしながら、主体
的なチャレンジを後押しする環境が整備された企業でありたいという想いがある。
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Sansan株式会社の事例
１．ワーク・エンゲイジメントに着目した経緯（企業としての課題の所在）

東京都渋谷区神宮前に本社を構える「Sansan株式会社」は、「出会いからイノベーション
を生み出す」というミッションを掲げ、名刺を主軸とし、法人向けクラウド名刺管理サー
ビス「Sansan」と、個人向け名刺アプリ「Eight」の２つのサービスで事業を展開している

（従業員は477名（うち正社員422名）61）。
同社では、人事施策の基本方針として、「事業目標の達成に向けて、メンバーの強みを最

大限に活かす組織作り」を掲げている。そのため、個々のメンバーの強みを活かすための
働き方が重要となってくるが、企業規模の拡大に伴って、従業員を「点（個人）」としてだ
けではなく、「面（チーム単位）」としても捉えていくことが、ひいては、組織としてのパ
フォーマンスの向上につながっていくと考えたという。

そして、入社３か月後等といった特定の時点だけではなく、「線」として組織の状態を定
点観測していきたいというニーズもあいまって、2017年4月よりワーク・エンゲイジメン
トの測定システムを導入し、チーム単位でみたワーク・エンゲイジメントの測定を始めた。

２．ワーク・エンゲイジメントの把握方法等
Sansan株式会社では、１か月に１度、全社員を対象として、ワーク・エンゲイジメント・

スコアを計測しており、平均7名程度のチーム単位で把握しているという。
システム導入当初は、人事部がワーク・エンゲイジメント・スコアの状況を把握し、経

営に役立てようと試行錯誤していたが、現在は、現場のチーム・マネージャーに権限を付
与し、自身のチームの状態を把握した上で、その士気を如何に高めるかを検討するために
活用している。特に、現場のチーム・マネージャーは、これまでに経験がある社員ばかり
ではないことに加えて、先輩の背中をみて学べといった企業風土もあるため、新任者にとっ
ては、マネジメントの補助ツールとして、貴重な存在になっている。

３．自社のワーク・エンゲイジメント・スコアに対する所感
会社として講じた人事施策等の変更に対して、それまでは直感的に感じとっていた組織

状態の変化が、データとなって確認できるようになったのが有用であったという。毎月実
施している調査の結果は、月々で大きな変動をみせる訳ではないが、例えば、年末の繁忙
期にはスコアが低下していく等、組織状態の変化がしっかりと確認できる。

他方、部署ごとの仕事の質によっても、ワーク・エンゲイジメント・スコアの水準には
特徴があり、例えば、保守的な仕事が主たる業務である部署では、その水準が低くなりが
ちであるが、これが直ちに離職に繋がるようなものではなく、部署ごとの仕事の質を理解
することも重要だという。

61　

61　2019年３月時点
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さらに、例えば、あるチーム・マネージャーが、メンバーに毎日挨拶をするように心掛
けたところ、チームの雰囲気が良くなり、そのチームのワーク・エンゲイジメント・スコ
アが大きく上昇した事例もあり、企業として大々的な人事施策を講じなくても、日々の業
務の中における小さな工夫を積み上げていくことで、ワーク・エンゲイジメント・スコア
は改善していくと感じているという。

４．ワーク・エンゲイジメントを向上させるための取組内容
Sansan株式会社では、ワーク・エンゲイジメント・スコアの測定開始を契機とし、

「チャージ休暇」といった取組を開始した。チャージ休暇は、生産性を向上させるための休
み方に着目した制度であり、日々の疲れを回復させ、エネルギーをチャージすることを目
的として、7～９月の間に連続３日間の休暇が取得できる制度である。取得対象者の取得
率は９割を超えているという。

同社におけるワーク・エンゲイジメント・スコアの測定は、チーム単位であるため、個
人レベルの関係性までは把握できないが、チャージ休暇の取得期間後の8月から10月にお
ける「健康」「組織風土」をみると、１～２％ポイントのスコア上昇が確認され、休暇取得
によって疲労が回復し、エネルギーがチャージされたことと、休暇取得に向けて、チーム
内での相互の協力体制が整備されたことによる影響があると考察しているという。
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５．ワーク・エンゲイジメントに着目することで生じた変化
Sansan株式会社では、企業規模が拡大する中で、従業員を「点（個人）」としてだけでは

なく、「面（チーム単位）」としても捉えていくことが、ひいては、組織としてのパフォー
マンスの向上につながっていくと考え、定期的にワーク・エンゲイジメントを測定し、課
題が生じている点を「見える化」することで、組織に今足りないものに向き合い、更なる
組織改革に挑戦している。
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コラム２–６ ジョブ・クラフティングについて

ワーク・エンゲイジメントを向上させる取組の一つとして、ジョブ・クラフティングが
有効であることが知られており、本コラムでは、その考え方や効果を検証した先行研究を
紹介したい。

まず、コラム２－6の（１）により、ジョブ・クラフティングの考え方について、説明し
ていく。

ジョブ・クラフティングは、Wrzesniewsk & Dutton（2001）によって提唱された概念で
あり、同論文では「課題や対人関係における従業員個人の物理的又は認知的変化」と定義
されている。やや難しい表現であるが、言い換えれば、仕事のやりがいや満足度を高める
ために、自分の働き方に工夫を加える手法である。そして、その工夫を加える際には、「作
業クラフティング」「人間関係クラフティング」「認知クラフティング」という３つの観点が
ある。
「作業クラフティング」とは、仕事のやり方に対する工夫であり、仕事の中身がより充実

したものになるよう、仕事の量や範囲を変化させる工夫である。例えば、目標設定や優先
順位をつけたスケジュール管理があり、目標達成のための優先順位が必ずしも高い訳では
なく、必要性が乏しい仕事については、断ることで仕事の量や範囲を調整する工夫があげ
られる。
「人間関係クラフティング」とは、周囲の人への働きかけの工夫であり、仕事で関係する

人々との関わり方を調整することで、サポートや前向きなフィードバックをもらい、仕事
への満足感を高める工夫である。例えば、職場の先輩に自らの仕事に関するアドバイスを
積極的に求める工夫があげられる。
「認知クラフティング」とは、仕事の捉え方や考え方に関する工夫であり、仕事の目的や

意味を捉え直したり、自分の興味関心と結びつけて考えることで、やりがいを感じながら、
前向きに仕事に取り組む工夫である。例えば、現在従事している自分の仕事が、自分の将
来に与える意義を考えてみる工夫があげられる。

次に、コラム２－6の（２）により、ジョブ・クラフティングの効果を検証した先行研究
について、説明していく。同先行研究については、現時点では、必ずしも多くが蓄積され
ている状況にはないが、いくつか先進的に取り組んだ研究がある。そのうち、いくつかの
先行研究では、ジョブ・クラフティング研修前後のコントロール群と介入群を比較した結
果、ワーク・エンゲイジメントや自己効力感等に対して、統計的有意な正の効果が確認さ
れなかったことを報告している。しかしながら、Sakuraya, Shimazu, Imamura, Namba, & 
Kawakami（2016）では、先行研究におけるジョブ・クラフティング研修について、「認知
クラフティング」の視点が欠如している可能性があることを指摘した上で、「認知クラフ
ティング」にも着目した研修を実施し、その前後の変化を比較した結果、ワーク・エンゲ
イジメントが統計的有意に向上し、精神的ストレスも統計的有意に低下させる効果が確認
されたことを報告している。
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以上のように、先行研究では、特に「認知クラフティング」の重要性が指摘されており、
ジョブ・クラフティングに着目した研修の結果、ワーク・エンゲイジメントが統計的有意
に向上したことが報告されている。こうしたジョブ・クラフティングに着目した研修につ
いては、ワーク・エンゲイジメントを向上させるための有効な手段の一つとなることが期
待されている。

なお、厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業「労働生産性の向上に寄与
する健康増進手法の開発に関する研究」（研究代表者：島津明人）の平成28－30年度総合研
究報告書が、2019年6月14日に公表されており、研究班が ｢ジョブ・クラフティング介入
プログラム実施マニュアル｣ を作成し、厚生労働科学研究成果データベースから、誰でも
閲覧することが可能となっている。

コラム２ー６図　ジョブ・クラフティングについて

○　仕事のやりがいや満足度を高め、ワーク・エンゲイジメントを向上させるための取組の１つとし
て、ジョブ・クラフティングが有効であることが知られている。

（１）ジョブ・クラフティングの考え方について

ジョブ・クラフティングは、Wrzesniewsk ＆ Dutton
(2001)によって提唱された概念であり、同論文では「課
題や対人関係における従業員個人の物理的又は認知的変
化」と定義されている。
言い換えれば、仕事のやりがいや満足度を高めるために、
自分の働き方に以下のような工夫を加える手法である。

①作業クラフティング（仕事のやり方に対する工夫）
仕事の中身がより充実したものになるよう、仕事の

量や範囲を変化させる工夫
（例：目標設定や優先順位をつけたスケジュール管理）

②人間関係クラフティング（周囲の人への働きかけの
　工夫）

仕事で関係する人々との関わり方を調整することで、
サポートや前向きなフィードバックをもらい、仕事へ
の満足感を高める工夫
（例：職場の先輩に自らの仕事に関するアドバイスを

求める）

③認知クラフティング（仕事の捉え方や考え方に関する
工夫）

仕事の目的や意味を捉え直したり、自分の興味関心
と結びつけて考えることで、やりがいを感じながら、
前向きに仕事に取り組む工夫
（例：自分の仕事が自分の将来に与える意義を考える）

（２）ジョブ・クラフティングの効果を検証した先行研究
ジョブ・クラフティングの効果を検証した先行研究
著者 分析対象 分析結果

Van Wingerden J, 
Derks D,  Bakker AB

（2017）
小学校の

教員

○ジョブ・クラフティング研修
前後のコントロール群と介入
群を比較した結果、ワーク・
エンゲイジメントや役割内パ
フォーマンスに対する統計的
有意な正の効果は確認されな
かった。

Heuvel M, Demerouti E, 
Peeters MC

（2015）
警察官

○ジョブ・クラフティング研修
前後のコントロール群と介入
群を比較した結果、自己効力
感等に対する統計的有意な正
の効果は確認されなかった。

Van Wingerden J, 
Bakker AB, Derks D

（2016）
ヘルスケア
の専門職

○ジョブ・クラフティング研修
前後のコントロール群と介入
群を比較した結果、ワーク・
エンゲイジメントや役割内パ
フォーマンスに対する統計的
有意な正の効果は確認された。

Sakuraya, Shimazu, 
Imamura, 

Namba, Kawakami
（2016）

日本の
民間企業と
精神病院の
マネージャー

○先行研究におけるジョブ・ク
ラフティング研修が、仕事の
要求度や仕事の資源の変化に
着目しており、本来の３つの
クラフティングのうち、｢認知
クラフティング｣ の視点が欠
如している可能性を指摘。

○ ｢認知クラフティング｣ にも
着目した研修前後の変化を比
較した結果、｢総合的なジョ
ブ・クラフティング｣ と下位
尺度である ｢認知クラフティ
ング｣ を示すスコアが、統計
的有意に高まっていることを
明らかにしている。

○こうした結果、ワーク・エン
ゲイジメントが統計的有意に
向上し、精神的ストレスも統
計的有意に低下させる効果が
確認された。

資料出所　Sakuraya, Shimazu, Imamura, Namba, & Kawakami（2016）、Wingerden, Bakker, & Derks（2016）などをも
とに、厚生労働省政策統括官付政策統括室が作成
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	５	 個人の資源（心理的資本）と仕事の資源との関係性等に着目した分析

●仕事を通じた成長実感の向上といった観点からみると、業務上の目標管理に当たっては、達
成にある程度の努力を要する難易度で設定されていることが肝要であることが示唆された
ここからは、第２－（３）－22図の計量分析において、ワーク・エンゲイジメント・スコアと

統計的有意な正の相関が確認できなかった目標管理制度、フィードバック、定期的な面談を含
めて、いくつかの取組についてより詳細な分析を行うことで、「働きがい」をもって働ける環
境の実現に向けた、我が国における課題の所在について明らかにしていきたい。また、前述し
たように、先行研究にあるJD-Rモデルでは、「個人の資源（心理的資本）」と目標管理制度、
フィードバック、定期的な面談などの「仕事の資源」は、ワーク・エンゲイジメントにポジ
ティブな影響を与えながら、双方の資源を強化すると考えられていることを踏まえ、両者の関
係性等にも着目しながら、分析を進めていきたい。

まず、第２－（３）－23図では、仕事を通じた成長実感と、目標管理制度に関連し、業務上の
目標達成の難易度との関係性を考察している。同図の（１）は、仕事を通じた成長実感が高い
者と低い者に分けて、業務上の目標達成の難易度に関する認識を比較している。同図の（１）
によると、仕事を通じた成長実感が高い者では、同認識が低い者と比較し、「通常の業務をす
れば達成できる目標」「ある程度容易に達成できる目標」と認識している者の構成比が低い一
方で、「達成にある程度の努力を要する目標」「達成にかなりの努力を要する目標」と認識して
いる者の構成比が高く、特に「達成にある程度の努力を要する目標」と認識している者の構成
比が高いことが分かる。

すなわち、仕事を通じた成長実感の向上といった観点からみると、業務上の目標管理に当
たっては、達成にある程度の努力を要する難易度で設定されていることが肝要であり、その達
成に向けて取り組んだ経験やその過程で得た知識・知見に加えて、最終的に目標の達成経験を
得ることで、仕事を通じた高い成長実感が獲得できている可能性が考えられる。

次に、こうした分析結果を踏まえつつ、業務上の目標達成の難易度に関する労使の認識の
ギャップについて考察してみたい。同図の（２）は、仕事を通じた成長実感が高い者と低い者
に分けつつ、働く方が認識している業務上の目標達成の難易度に関する認識と、各々が所属す
る勤め先企業が想定している業務上の目標達成の難易度に関する認識を比較している。例え
ば、業務上の目標達成の難易度について、労使ともに、「達成にある程度の努力を要する目標」
と認識している場合には、「労使が合致している」と分類している。他方、勤め先企業では、

「達成にある程度の努力を要する目標」と認識しているのに対して、働く方では、「通常の業務
をすれば達成できる目標」と認識している場合には、「企業の想定と比較し、社員の認識して
いる目標達成の難易度が低い」と分類している。また、このケースで、労使の認識する難易度
が逆の場合には、「企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が高い」と分
類している。

実際に、同図の（２）により、仕事を通じた成長実感が高い者とその勤め先企業における認
識との関係性と、同認識が低い者とその勤め先企業における認識との関係性を比較すると、後
者では、「企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い」状況にある者
の構成比が高いことが分かる。すなわち、業務上の目標達成の難易度について、仕事を通じた
成長実感が低い者の認識とその勤め先企業における認識との関係性としては、企業の想定と比
較し、社員の認識している目標達成の難易度が低いという状況で、労使の認識のギャップが大
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きくなっている可能性が示唆される。
続いて、同図の（３）では、企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が

低い状況になっている者の特徴を考察するため、性別、年齢、職種について、「調査全体の各
属性に係る構成比」から「企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い
状況になっている者の各属性に係る構成比」の差分をとった値を整理している。同図の（３）
によると、企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い状況になってい
る者では、性別でみると、「男性」と比較し「女性」の構成比が高く、年齢でみると、「29歳
以下」「60歳以上」の構成比が高く、職種でみると、「事務職（一般事務等）」で突出して高い
ことが分かる。

以上のように、仕事を通じた成長実感の向上といった観点からみると、業務上の目標管理に
当たっては、達成にある程度の努力を要する難易度で設定されていることが肝要であることが
示唆された。働く方一人ひとりが従事している仕事の内容は多種多様であり、達成にある程度
の努力を要する難易度といっても、その具体的な内容を一概に捉えることは困難であるが、業
務上の目標の難易度の設定が、仕事を通じた成長実感、ひいては、ワーク・エンゲイジメント
の向上に資するものとして、その重要性が高いことを認識した上で、目標の具体的な内容につ
いて、労使でよく話し合っていくことが重要だと考えられる。その際には、業務上の目標達成
の難易度に関して、女性、29歳以下や60歳以上、事務職（一般事務等）を中心に、企業の想
定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い状況になっている可能性があること
にも留意が必要である。
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第２－（３）－23図 仕事を通じた成長実感と業務上の目標達成の難易度について

○　仕事を通じた成長実感の向上といった観点からみると、業務上の目標管理に当たっては、達成に
ある程度の努力を要する難易度で設定されていることが肝要であることが示唆された。

○　他方、業務上の目標達成の難易度に関して、女性、29歳以下や60歳以上、事務職（一般事務等）
を中心に、企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い状況になっている可
能性があることにも留意が必要である。

仕事を通じた成長実感が
低い者の業務上の目標達成
の難易度に関する認識
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（構成比、％）

（１）仕事を通じた成長実感の高低別にみた業務上の目標達成の
難易度に関する社員の認識

（２）仕事を通じた成長実感の高低別にみた業務上の目標達成の
難易度に関する労使の認識のギャップ
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性別

（３）企業の想定と比較し、社員の認識している目標達成の難易度が低い状況になっている者の特徴
（「調査全体の各属性に係る構成比」から「企業の想定と比較し、社員の認識している達成難易度が低い状況になっている者の各属性に係る構成比」の差分）

年齢別 職種別

男性 女性 30
歳
以
下

30
歳
台

40
歳
台

50
歳
台

60
歳
以
上

輸
送
・
機
械
運
転
職

製
造
・
生
産
工
程
職

事
務
職
（
一
般
事
務
等
）

事
務
系
専
門
職

（
市
場
調
査
、
財
務
、
貿
易
・
翻
訳
等
）

販
売
職

建
設
・
採
掘
職

接
客
・
サ
ー
ビ
ス
職

そ
の
他

技
術
系
専
門
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研
究
開
発
、
設
計
、Ｓ
Ｅ
等
）

教
育
関
係
専
門
職

営
業
職

医
療
・
福
祉
関
係
専
門
職

管
理
職
（
リ
ー
ダ
ー
職
を
含
む
）

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）仕事を通じた成長実感が高い者（低い者）は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事を通じて、
成長できていると感じる」と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」

「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、4.5点以上
（３点以下）の者としている。

２）（１）（２）については、「仕事を通じた成長実感が高い者」と「仕事を通じた成長実感が低い者」に振り分
けた上で、それぞれの構成比を比較することでその特徴を分析している。
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●自己効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に対する上司から
のフィードバックが実施され、その頻度が相対的に高いこと、その上で、手法としては、働
く方の具体的な行動について、行動した内容の重要性や意義について説明しながら、行動し
た直後に誉めることが肝要であることが示唆された
続いて、自己効力感や仕事を通じた成長実感とフィードバックとの関係性について考察して

いきたい。具体的には、自己効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点から、日常業
務に対する上司からのフィードバックに関して、その効果的な実施頻度やフィードバックの具
体的な手法について、分析を進めていく。

まず、第２－（３）－24図の（１）（２）では、自己効力感が高い者と低い者、又は、仕事を通じ
た成長実感が高い者と低い者に分けつつ、日常業務に対する上司からのフィードバックの実施
頻度等を比較している。同図の（１）によると、自己効力感が高い者では、同認識が低い者と
比較し、「未実施」「6ヵ月に１度」「１年に１度」である者の割合が低く、「毎日」「３ヵ月に１度」
である者の割合がおおむね同水準、また、「週に１度」「１ヵ月に１度」である者の割合が高いこ
とが分かる。同様に、同図の（２）によると、仕事を通じた成長実感が高い者では、同認識が
低い者と比較し、「未実施」「6ヵ月に１度」「１年に１度」である者の割合が低く、「３ヵ月に１
度」である者の割合がおおむね同水準、また、「毎日」「週に１度」「１ヵ月に１度」である者の
割合が高いことが分かる。すなわち、自己効力感か仕事を通じた成長実感によって、同所感が
高い者と低い者との間で生じているギャップの大きさには差異があるものの、総じてみると、
自己効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に対する上司からの
フィードバックが実施され、その頻度が相対的に高いことが肝要であることが示唆された。

次に、同図の（３）（4）では、自己効力感が高い者と低い者、又は、仕事を通じた成長実感
が高い者と低い者に分けつつ、日常業務に対する上司からのフィードバックの効果に関して

「効果的であった62」と回答された方の中で、その理由として挙げられている項目を比較してい
る。まず、同図の（３）によると、自己効力感が高い者では、同認識が低い者と比較し、「具体
的な行動について注意された」「今後の行動に関するアドバイスがあった」といった理由を挙げ
る割合が低く、「行動した内容の重要性や意義について説明があった」といった理由を挙げる割
合がおおむね同水準、また、「具体的な行動について誉められた」「行動した直後にフィードバッ
クがあり、実感が湧いた」「フィードバックの実施頻度が適切だった」といった理由を挙げる割
合が高いことが分かる。同様に、同図の（4）によると、仕事を通じた成長実感が高い者では、
同認識が低い者と比較し、「具体的な行動について注意された」「今後の行動に関するアドバイ
スがあった」といった理由を挙げる割合がおおむね同水準、また、「具体的な行動について誉め
られた」「行動した直後にフィードバックがあり、実感が湧いた」「行動した内容の重要性や意義
について説明があった」「フィードバックの実施頻度が適切だった」といった理由を挙げる割合
が高いことが分かる。すなわち、自己効力感か仕事を通じた成長実感によって、同所感が高い
者と低い者との間で生じているギャップの大きさには差異があるものの、総じてみると、自己
効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に対する上司からのフィー
ドバックの具体的な手法として、働く方の具体的な行動について、行動した内容の重要性や意
義について説明しながら、行動した直後に誉めることが肝要であることが示唆された。

62　正社員調査の中で、「とても効果的であった」「どちらかといえば効果的であった」のいずれかを選択
している場合を指す。
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以上のように、自己効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に
対する上司からのフィードバックが実施され、その頻度が相対的に高いこと、その上で、手法
としては、働く方の具体的な行動について、行動した内容の重要性や意義について説明しなが
ら、行動した直後に誉めることが肝要であることが示唆された。

第２－（３）－24図 自己効力感等とフィードバックについて

○　自己効力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に対する上司からの
フィードバックが実施され、その頻度が相対的に高いこと、その上で、手法としては、働く方の具
体的な行動について、行動した内容の重要性や意義について説明しながら、行動した直後に誉める
ことが肝要であることが示唆された。

（構成比、％）

（１）自己効力感の高低別にみた日常業務に対する上司からの
フィードバックの実施頻度

（２）仕事を通じた成長実感の高低別にみた日常業務に対する
上司からのフィードバックの実施頻度
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（３）自己効力感の高低別にみた日常業務に対する
上司からのフィードバックの効果に関する認識

（４）仕事を通じた成長実感の高低別にみた日常業務に対する
上司からのフィードバックの効果に関する認識

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）自己効力感が高い者（低い者）は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「自己効力感（仕事への自
信）が高い」と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝
３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、4.5点以上（３点以下）の者
としている。

２）仕事を通じた成長実感が高い者（低い者）は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「仕事を通じて、
成長できていると感じる」と質問した項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」

「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、4.5点以上
（３点以下）の者としている。

３）（１）（２）については、最も当てはまる１つについて回答を得た結果をまとめている。
4）（３）（4）については、日常業務を遂行するに当たって、上司からのフィードバックが「とても効果的で

あった」「どちらかといえば効果的であった」と回答した者が、効果的であった理由として該当する全てにつ
いて回答を得た結果をまとめている。
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●勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点からは、様々なライフステージの変
化に応じた機会において、働く方の今後のキャリア展望や働き方への希望について、労使間
でしっかりと話し合って意思疎通を図ることが肝要であることが示唆された
続いて、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性と、定期的な面談に関連し、労使間の意

思疎通の機会との関係性について、分析を進めていきたい。ここでの労使間の意思疎通の機会
としては、日常業務の中における機会にも着目しているが、入社、結婚、出産・育児、介護、
定年等といった様々なライフステージの変化に応じた機会を主眼としており、様々な当該機会
において、働く方の今後のキャリア展望や働き方への希望について、労使間でしっかりと話し
合って意思疎通を図ることが出来ているのか、その状況を整理していく。その上で、具体的に
は、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点から、どのようなライフステージ
の変化において労使間の意思疎通をより一層図っていくことが重要なのか、また、どのような
内容について話し合うことが有用なのか等について、考察していく。

なお、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状
と働き方等に関する調査」の企業調査票では、学校卒業後直ちに企業に就職し、自社に長年継
続勤務している標準的な正社員を想定した上で、様々なライフステージにおける従業員との意
思疎通の機会に関して企業からの評価を得ており、回答頂いた企業に勤める正社員のキャリア
展望に関する所感と併せて、その回答結果を整理していく。

まず、第２-（３）-25図の（１）では、勤め先企業におけるキャリア展望が明確と感じる者
と不明確と感じる者に分けつつ、日常業務の中で、管理職と今後のキャリア展望について話し
合う頻度について比較している63。同図の（１）によると、勤め先企業におけるキャリア展望
が明確と感じる者では、不明確と感じる者と比較し、「未実施」「１年に１度」である者の割合
が低く、「毎日」「３ヶ月に１度」「6ヶ月に１度」である者の割合がおおむね同水準、また、

「週に１度」「１ヶ月に１度」である者の割合が高いことが分かる。すなわち、勤め先企業にお
けるキャリア展望の明確性を高める観点からは、日常業務の中で、管理職と今後のキャリア展
望について話し合いが実施され、その頻度が相対的に高いことが肝要であることを示唆され
た。

次に、同図の（２）では、勤め先企業におけるキャリア展望が明確と感じる者が所属する企
業と不明確と感じる者が所属する企業に分けつつ、様々なライフステージの変化に応じた機会
において、労使間で意思疎通を図ることが出来ているのかについて比較している。同図の（２）
によると、様々なライフステージにおける状況を踏まえて総合評価した結果として、勤め先企
業におけるキャリア展望が明確と感じる者が所属する企業では、働く方の今後のキャリア展望
や働き方への希望について、労使間でしっかりと話し合って意思疎通を図ることが出来ている
と82.4％が評価している一方で、不明確と感じる者が所属する企業では、75.2％が同様に評価
しており、前者が7.2％ポイント高くなっている。さらに、各ライフステージにおける評価に
ついてみると、いずれのライフステージにおいても、勤め先企業におけるキャリア展望が明確
と感じる者が所属する企業では、不明確と感じる者が所属する企業と比較し、同意思疎通を図
ることが出来ていると評価している割合が高いことが分かる。その上で、勤め先企業における
キャリア展望が明確と感じる者が所属する企業において、同意思疎通を図ることが出来ている

63　第２－（３）－25図の（１）については、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人
手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」の正社員調査票の結果を活用している。
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と評価している割合から、不明確と感じる者が所属する企業における同割合を差し引いた
ギャップをみると、「出産・子育て等、子供に対する責任が大きくなる時期」が7.7％ポイント
と最も大きくなっており、次いで、「中高年となり、定年が見据えられた時期」が6.5％ポイン
ト、「役職に昇進した時期」が6.4％ポイント、「親や家族の介護の必要性が生じる時期」が
5.4％ポイント、「新入社員として入社した時期」が4.3％ポイントとなっている。すなわち、勤
め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点からは、様々なライフステージの変化に
応じた機会において、働く方の今後のキャリア展望や働き方への希望について、労使間でしっ
かりと話し合って意思疎通を図ることが肝要であり、特に「出産・子育て等、子供に対する責
任が大きくなる時期」「中高年となり、定年が見据えられた時期」「役職に昇進した時期」では、
労使間で意思疎通を図る重要性が、より一層高い可能性があることが示唆された。

さらに、同図の（３）では、勤め先企業におけるキャリア展望が明確と感じる者が所属する
企業と不明確と感じる者が所属する企業に分けつつ、様々なライフステージの変化に応じて労
使間でしっかりと話し合って意思疎通を図るに当たって、どのような事項について話し合って
いるのか比較している。同図の（３）によると、いずれの事項においても、勤め先企業におけ
るキャリア展望が明確と感じる者が所属する企業では、不明確と感じる者が所属する企業と比
較し、話し合っている企業の割合が高いことが分かる。その上で、同図の（３）により、勤め
先企業におけるキャリア展望が明確と感じる者が所属する企業において、話し合っている事項
として挙げられた割合から、不明確と感じる者が所属する企業における同割合を差し引いた
ギャップをみると、「今後、取得が必要になる資格・技能や、向上させる必要があるスキル」
が5.1％ポイントと最も高く、次いで、「今後、従業員が担当を希望している業務の意義・重要
性」が4.7％ポイント、「現在担当している業務の意義・重要性」が3.1％ポイントとなっている。

この結果を踏まえ、同図の（4）では、「今後、取得が必要になる資格・技能や、向上させ
る必要があるスキル」「今後、従業員が担当を希望している業務の意義・重要性」について話
し合っている企業と話し合っていない企業に分けつつ、労使間で意思疎通を図ることで得られ
た効果について、企業の主観的な評価を比較している。同図の（4）によると、いずれの効果
においても、同項目について話し合っている企業では、話し合っていない企業と比較し、効果
を感じている企業の割合が高いことが分かる。その上で、同項目について話し合っている企業
が効果を感じている割合から、話し合っていない企業が効果を感じている割合を差し引いた
ギャップをみると、「従業員が能力開発への参加や自己啓発実施に積極的になった」が34.9％
ポイントと最も高くなっており、次いで、「従業員が目標に向かって成長を実感しやすくなっ
た」が28.6％ポイント、「職場の雰囲気が明るくなり、コミュニケーションが活発化した」が
25.1％ポイント、「従業員の働きがいや意欲が向上した」が20.7％ポイント、「離職者が減少し、
定着率が上昇した」が19.3％ポイントとなっている。

加えて、同図の（５）では、「今後、取得が必要になる資格・技能や、向上させる必要があ
るスキル」「今後、従業員が担当を希望している業務の意義・重要性」について話し合ってい
る企業と話し合っていない企業に分けつつ、各々の企業で働く方のワーク・エンゲイジメン
ト・スコアについて比較している。同図の（５）によると、同事項について話し合っている企
業において働く方は、話し合っていない企業において働く方と比較し、ワーク・エンゲイジメ
ント・スコアが高いことが分かる。

すなわち、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点から、様々なライフス
テージの変化に応じて労使間で意思疎通を図るに当たっては、現在担当している業務の意義・
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重要性だけでなく、将来を見据えながら、取得が必要になる資格・技能、向上させる必要があ
るスキル、従業員が担当を希望している業務の意義・重要性について話し合うことが有用であ
ることが示唆された。また、様々なライフステージの変化に応じて、このような労使間の意思
疎通の機会を高めることによって、職場の雰囲気が明るくなり、コミュニケーションが活発化
することで、従業員の離職率が低下する可能性が期待されるとともに、労使間で共有された具
体的な目標に向かって、働く方は成長を実感しやすくなり、能力開発への参加や自己啓発の実
施にも積極的になることが期待され、ひいては、働く方の「働きがい」も向上させる可能性が
示唆された。

以上のように、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点からは、
・日常業務の中で、管理職と今後のキャリア展望について話し合いが実施され、その頻度が相

対的に高いこと
・様々なライフステージの変化に応じた機会において、働く方の今後のキャリア展望や働き方

への希望について、労使間でしっかりと話し合って意思疎通を図ること
・話し合うに当たっては、現在担当している業務の意義・重要性だけでなく、将来を見据えな

がら、取得が必要になる資格・技能、向上させる必要があるスキル、従業員が担当を希望し
ている業務の意義・重要性について話し合うことが肝要であることが示唆され、特に、ライ
フステージとしては、「出産・子育て等、子供に対する責任が大きくなる時期」「中高年とな
り、定年が見据えられた時期」「役職に昇進した時期」では、労使間で意思疎通を図る重要
性が、より一層高い可能性があることも示唆された。そして、労使にとっても、双方の意思
疎通を図ることで、働きがいを含めたポジティブな効果を得られる可能性も確認された。
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第２－（３）－25図 キャリア展望と労使間の意思疎通の機会について

○　勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点からは、以下の点が肝要であることが示
唆された。

・日常業務の中で、管理職と今後のキャリア展望について話し合いが実施され、その頻度が相対的に
高いこと

・様々なライフステージの変化に応じた機会において、働く方の今後のキャリア展望や働き方への希
望について、労使間でしっかりと話し合って意思疎通を図ること

・話し合うに当たっては、現在担当している業務の意義・重要性だけでなく、将来を見据えながら、
取得が必要になる資格・技能、向上させる必要があるスキル、従業員が担当を希望している業務の
意義・重要性について話し合うこと

（構成比、％）

（１）勤め先企業におけるキャリア展望別にみた日常業務の中で、
管理職と今後のキャリア展望について話し合う頻度

（２）勤め先企業におけるキャリア展望別にみたライフステージの変化に応じた
今後のキャリアや働き方への希望に関する労使間の意思疎通の機会について
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　勤め先企業におけるキャリア展望が明確（不明確）と感じる者は、調査時点の主な仕事に対する認識として、
「勤め先企業でどのようにキャリアを築いていくかキャリア展望が明確になっている」と質問した項目に対して、
「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めったに感じない（＝1.5点）」「全く
感じない（＝０点）」とした上で、4.5点以上（３点以下）の者としている。
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●我が国において、ロールモデルとなる先輩社員がいる39歳以下の若者は、必ずしも多い状
況にはない。働く方自身のロールモデルとなる先輩社員をみつけるためには、その前提とし
て、働く方自身の勤め先企業におけるキャリア展望が明確になっていることが肝要であるこ
とが示唆された
続いて、39歳以下の若者に着目して、我が国におけるロールモデルとなる先輩社員の有無

をめぐる状況や課題を整理してみたい。ロールモデルとなる先輩社員がいることは、キャリア
展望の明確化が図られるとともに、自身に類似するキャリアをもった先輩社員の仕事における
成功を通じて、自身の自己効力感（仕事への自信）を間接的に高める効果（代理学習）も期待
され、ひいては、ワーク・エンゲイジメントを向上させる可能性がある。他方、詳しくは後述
するが、我が国において、ロールモデルとなる先輩社員がいる39歳以下の若者は、必ずしも
多い状況にはない。そのため、我が国におけるロールモデルとなる先輩社員の有無をめぐる状
況や課題を明らかにしていくことが有用だと考えられる。

まず、第２－（３）－26図の（１）から（５）により、我が国におけるロールモデルとなる先
輩社員の有無をめぐる状況を整理していきたい。同図の（１）によると、我が国において、

「ロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感64をもっている者」は27.9％となっている一
方で、「同所感をもっていない者」は72.1％となっており、後者が大勢を占める状況にあるこ
とが分かる。次に、同図の（２）により、ロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感を
もっている者の割合を性別で比較すると、「男性」が28.7％である一方で、「女性」が27.1％と
なっており、男性と比較し、女性の方がロールモデルとなる先輩社員をみつけにくい状況にあ
る可能性がうかがえる。さらに、同図の（３）により、ロールモデルとなる先輩社員がいると
いった所感をもっている者の割合を性別及び年齢別で比較すると、「15～24歳」では、男性が
52.1％、女性が44.9％となっており、半数前後はロールモデルとなる先輩社員がいるといった
所感をもっている状況にあることが分かる。他方、年齢階級の高まりに伴って、男女ともに、
同割合は低下していく傾向にあることがうかがえる。さらに、男性の同割合から女性の同割合
を差し引いたギャップを年齢別に比較すると、「15～24歳」が7.2％ポイントと最も高く、次い
で、「25～29歳」が6.9％ポイント、「30～34歳」が6.9％ポイント、「35～39歳」が1.8％ポイン
トとなっていることが分かる。つまり、男性と比較し、女性の方がロールモデルとなる先輩社
員をみつけにくい状況は、特に「15～24歳」「25～29歳」において顕著にみられる特徴であり、

「30～34歳」「35～39歳」では、相対的にみれば、男女共通の課題になっていることが示唆され
る。この解釈としては、女性がロールモデルとなる先輩社員を探すに当たって、「15～24歳」

「25～29歳」では、同性の先輩社員を探す傾向にある一方で、管理職になる者も増加してくる
「30～34歳」「35～39歳」では、趨勢的に上昇傾向にはあるものの、女性の管理職者比率の水準
は必ずしも高くない状況にある中、同性の先輩社員に限らず（むしろ限ることができず）、男
性も含めた先輩社員がロールモデルの候補に含まれるため、同年齢階級における男女間の
ギャップが相対的に低い可能性が考えられる。

続いて、同図の（4）により、ロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感をもってい
る者の割合を採用形態別で比較すると、「現在の勤め先企業に新規採用された者」では、同割
合が30.8％である一方で、「現在の勤め先企業に中途採用された者」では、同割合が26.3％と

64　職場にロールモデルとなる先輩社員がいる（いない）は、調査時点の主な仕事に対する認識として、
「職場にロールモデルとなる先輩社員がいる」と質問した項目に対して、「いつも感じる」「よく感じる」
（「時々感じる」「めったに感じない」「全く感じない」）と回答した者としている。
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なっており、後者が低いことが分かる。中途採用者において同割合が低い要因としては、中途
で入った故に勤め先企業におけるキャリア展望が描きにくい状態になっており、ロールモデル
となる先輩社員をみつけにくい可能性に加えて、中途採用者の仕事遂行能力が高く、そもそも
ロールモデルを要していない可能性も考えられるだろう。そこで、15～39歳以下を対象とし、
新規採用者と中途採用者に分けた上で、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性と自己効力
感（仕事への自信）をスコア化した値65について、性別で比較すると、男性では、新規採用者
の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性が2.25、自己効力感（仕事への自信）が2.70と
なっている一方で、中途採用者の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性が2.41、自己効力
感（仕事への自信）が2.98となっている。また、女性では、新規採用者の勤め先企業における
キャリア展望の明確性が2.00、自己効力感（仕事への自信）が2.53となっている一方で、中途
採用者の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性が1.94、自己効力感（仕事への自信）が
2.62となっている。特に、女性の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性をスコア化した値
に着目すると、15～24歳と35～39歳では、新規採用者と比較し、中途採用者が低い値を示し
ている66。すなわち、男女ともに、新規採用者と比較し、中途採用者では、自己効力感（仕事
への自信）のスコアが高い状況にあり、相対的にみれば、仕事遂行能力の高さから、ロールモ
デルを要していない側面を持ち合わせている可能性も示唆された。もちろん、両者ともに、
ロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感をもっている者の割合は、必ずしも高い状況
にはないことから、ロールモデルの在り方を改めて再考してみることが重要だと考えられる
が、その際には、新規採用者と中途採用者によって、ロールモデルとなる先輩社員の有無に対
するニーズが異なる可能性があることに留意が必要であろう。また、特に、女性の15～24歳
と35～39歳では、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性のスコアが低い状況にあり、中
途で入った故に勤め先企業におけるキャリア展望が描きにくい状態になっており、ロールモデ
ルとなる先輩社員をみつけにくい状況にある可能性も示唆され、この点についても併せて留意
が必要である。

さらに、同図の（５）により、ロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感をもってい
る者の割合を職種間で比較すると、「教育関係専門職」が46.4％と最も高くなっており、次い
で、「建設・採掘職」が34.5％、「営業職」が33.6％、「医療・福祉関係専門職」が31.5％、「接
客・サービス職」が31.0％、「技術系専門職（研究開発、設計、ＳＥ等）」が29.6％となってい
る一方で、管理職（リーダー職を含む）が21.7％と最も低くなっており、「事務系専門職（市
場調査、財務、貿易・翻訳等）」や「事務職（一般事務等）」といった事務職関連の職種におい
て低いことが分かる。すなわち、職種間で比較すると、仕事を遂行するために求められる能力
や専門的な技術・技能について、比較的にイメージをもちやすく、後輩社員が先輩社員の仕事
ぶりを目にする機会も多いことが想像される職種では、ロールモデルとなる先輩社員がいると
いった所感をもっている者の割合が、相対的に高い可能性が示唆される。

続いて、ここからは、ロールモデルとなる先輩社員がいることによって期待される効果につ
いて確認し、ロールモデルとなる先輩社員をみつける前提として、勤め先企業におけるキャリ

65　質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めっ
たに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコアを付した上で、平均値を算出している。

66　女性の中途採用者の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性をスコア化した値に着目すると、15～
24歳が2.11、25～29歳が2.03、30～34歳が1.82、35～39歳が1.95となっている。一方、新規採用者の同
値は、15～24歳が2.32、25～29歳が1.87、30～34歳が1.69、35～39歳が2.11となっている。
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ア展望の明確化が図られていることの重要性について言及した上で、ロールモデルとなる先輩
社員の有無に関する労使間の認識をめぐる状況を示していく。

まず、同図の（6）では、調査時点から１年前のロールモデルとなる先輩社員の有無と、調
査時点の自己効力感や勤め先企業におけるキャリア展望の明確性をスコア化した値、ワーク・
エンゲイジメント・スコアとの関係性を整理しており、ロールモデルとなる先輩社員がいるこ
とによって、働く方のいずれの所感も向上している可能性が示唆される。

次に、同図の（7）では、調査時点から１年前の勤め先企業におけるキャリア展望の明確性
をスコア化した値と、調査時点のロールモデルとなる先輩社員がいることをスコア化した値 67

との関係性を整理している。同図の（7）によると、両者には、正の相関があることがうかが
える。比較時点の工夫はしているものの、上記のような逆の因果関係も想定されていることに
留意が必要であるが、勤め先企業におけるキャリア展望の明確化を図ることは、ロールモデル
となる先輩社員がいる社員を増加させる可能性が示唆される。すなわち、働く方自身のロール
モデルとなる先輩社員をみつけるためには、その前提として、働く方自身の勤め先企業におけ
るキャリア展望が明確になっていることが肝要であることが示唆される。

最後に、同図の（8）では、ロールモデルとなる先輩社員の有無に関する労使間の認識
ギャップを示しており、既出ではあるが、働く方でロールモデルとなる先輩社員がいるといっ
た所感をもっている者の割合が27.9％である一方で、自社の職場に若手社員のロールモデルに
なる先輩社員がいると認識している企業は48.6％であることが分かる。すなわち、企業が想定
している以上に、働く方はロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感を持つことができ
ていない状況にあることが示唆される。

以上のように、我が国におけるロールモデルとなる先輩社員の有無をめぐる状況について整
理した上で、ロールモデルとなる先輩社員がいることによって、自己効力感（仕事への自信）、
勤め先企業におけるキャリア展望の明確性、ワーク・エンゲイジメント・スコアも向上してい
る可能性が示唆された。その上で、働く方自身のロールモデルとなる先輩社員をみつけるため
には、その前提として、働く方自身の勤め先企業におけるキャリア展望が明確になっているこ
とが肝要であることも示唆された。つまり、JD-Rモデルに関する説明の中で、「獲得のスパイ
ラル」について言及したが、働く方の勤め先企業におけるキャリア展望の明確化とロールモデ
ルとなる先輩社員をみつけることが、中長期的な観点でみて、ポジティブな循環を実現してい
くために重要と考えられる。こうした好循環の実現に向けては、企業が想定している以上に、
働く方はロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感を持つことができていない状況にあ
る可能性に留意しながら、ロールモデルの在り方について、労使でしっかりと話し合っていく
ことが重要である。

67　質問項目に対して、「いつも感じる（＝6点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めっ
たに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とスコアを付した上で、平均値を算出している。
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第２－（３）－26図 若者のキャリア展望等とロールモデルとなる先輩社員について

○　我が国において、ロールモデルとなる先輩社員がいる39歳以下の若者は、必ずしも多い状況には
ない。

○　働く方自身のロールモデルとなる先輩社員をみつけるためには、その前提として、働く方自身の
勤め先企業におけるキャリア展望が明確になっていることが肝要であることが示唆された。

○　企業が想定している以上に、働く方はロールモデルとなる先輩社員がいるといった所感を持つこ
とができていない状況にある可能性に留意しながら、ロールモデルの在り方について、労使でしっ
かりと話し合っていくことが重要である。

（構成比、％）

（１）39歳以下の社員の
ロールモデルに関する所感

（３）39歳以下の間の年齢階層別にみたロールモデルとなる先輩社員がいる割合
（男女別）

（２）39歳以下の社員であって、
ロールモデルとなる先輩社員が

いる割合（男女別）
（ロールモデルがいる割合、％） （ロールモデルがいる割合、％（男女差のみ％ポイント））
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）本図表は、いずれも15～39歳の正社員を対象とした分析を行っている。
２）職場にロールモデルとなる先輩社員がいる（いない）は、調査時点の主な仕事に対する認識として、「職

場にロールモデルとなる先輩社員がいる」と質問した項目に対して、「いつも感じる」「よく感じる」（「時々
感じる」「めったに感じない」「全く感じない」）と回答した者としている。

３）（8）における企業の認識は、正社員全体の様子について得た回答結果をまとめている。

●管理職では、管理職への登用機会の公正性や、性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視
する企業風土について、実感が担保されるような環境の推進が、また、非正規雇用で働く方
では、働き方に対する評価が不合理ではなく公正である実感が担保されるような環境の推進
が、ワーク・エンゲイジメントを向上させるために有用である可能性が示唆された
第３節の最後に、管理職と非正規雇用で働く方に着目して、働く方にとっての公正性とワー

ク・エンゲイジメント・スコアとの関係性を整理してみたい。
まず、第２－（３）－27図では、管理職への登用機会に関する管理職の所感と管理職のワーク・

エンゲイジメント・スコアとの関係性を整理している。また、趨勢的に上昇傾向にはあるもの
の、女性の管理職者比率の水準は必ずしも高くない状況にあることを踏まえ、性別にかかわり
なく、社員の能力発揮を重視する企業風土に対する管理職の所感と管理職のワーク・エンゲイ
ジメント・スコアとの関係性についても、併せて整理している。同図の（１）によると、管理
職全体のワーク・エンゲイジメント・スコアは3.60となっており、「男性」が3.55である一方
で、「女性」が3.80となっており、女性の方が高い状況にあることが分かる。また、同図の

（２）によると、「勤め先での管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に関わら
ず、幅広い多くの人材にあると感じる」といった所感をもった管理職のワーク・エンゲイジメ
ント・スコアは、全体、男性及び女性のいずれにおいても、同図の（１）のワーク・エンゲイ
ジメント・スコアより高い水準にあることが分かる。さらに、上記の所感に加えて、「性別に
かかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土があると感じる」といった所感をもった管
理職のワーク・エンゲイジメント・スコアは、全体、男性及び女性のいずれにおいても、より
高い水準を示していることが分かる。すなわち、本分析結果はあくまでも管理職の所感に基づ
くものであり、企業における実際の管理職への登用機会等をめぐる状況を直接的に示すもので
はないことに留意が必要であるが、「働きがい」といった働く方にとっての主観的な指標を考
察する際には、働く方がどのように感じているかが重要であり、その観点からみると、「勤め
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先での管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に関わらず、幅広い多くの人材に
あると感じる」「性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土があると感じる」
といった所感を管理職がもつことのできる環境を推進することで、管理職のワーク・エンゲイ
ジメント・スコアを向上させることのできる可能性が示唆される。

その上で、同図の（３）によると、企業が認識している以上に、管理職は「勤め先での管理
職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に関わらず、幅広い多くの人材にある」と
いった所感をもっておらず、「管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に差がな
くても、一部の人材に限られている68」といった所感をもっている管理職が、企業が認識して
いる以上に多い可能性がうかがえる。また、同様に、企業が認識している以上に、管理職は

「性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土がある」といった所感をもってい
ない状況がうかがえる。すなわち、今後、管理職の実感を担保するという観点から、管理職の
登用機会の公正性や性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土の醸成方法につ
いて、改めて労使で再考してみることが重要だと考えられるが、その際には、上記のような認
識ギャップが生じていることに留意が必要である。

次に、第２－（３）－28図では、働き方に対する評価が不合理ではなく公正であることと非正
規雇用で働く方のワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性を整理している。

なお、上記と同様に、本分析結果はあくまでも非正規雇用で働く方の所感に基づくものであ
り、実際の正規雇用で働く方との関係性をめぐる状況を直接的に示すものではないことに留意
が必要であるが、「働きがい」といった働く方にとっての主観的な指標を考察する際には、働
く方がどのように感じているかが重要であり、その観点から分析を進めていく。また、本分析
では、（株）リクルート（リクルートワークス研究所）の「全国就業実態パネル調査」におい
て、2018年１月～12月の仕事に関する状況として把握した結果を活用しており、働き方改革
関連法案の施行前であることについても、留意が必要である。

まず、同図の（１）（２）によると、自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者がいた
と認識している非正規雇用労働者の割合は、「非正規雇用労働者全体」で35.1％となっており、

「契約社員・嘱託」で48.6％と最も高くなっていることが分かる。また、自分と同様の働き方
をしている正規雇用労働者への評価と比較し、自分の働き方に対する評価が不合理ではなく公
正だと感じた非正規雇用労働者の割合は、「非正規雇用労働者全体」で23.6％となっており、

「契約社員・嘱託」で25.3％と最も高くなっている一方で、「労働者派遣事務所の派遣社員」で
18.7％と相対的に低くなっていることが分かる。こうした中、同図の（３）によると、非正規
雇用労働者であって、自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者への評価と比較し、自分
の働き方に対する評価が公正だと感じた方は、同評価が不合理だと感じた方と比較し、ワー
ク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合が高いことが分かる。すなわち、
非正規雇用といった働き方に対する評価が不合理ではなく公正である実感が担保されるような
環境の推進が、非正規雇用で働く方のワーク・エンゲイジメントを向上させる可能性があるこ
とが示唆される。

以上のように、本分析結果は、あくまでも管理職や非正規雇用で働く方の所感に基づくもの

68　回答項目には、「どちらともいえない」が含まれており、「勤め先での管理職登用の機会は、性別・学
歴・勤続年数・年齢等に関わらず、幅広い多くの人材にあると感じる」と「管理職登用の機会は、性
別・学歴・勤続年数・年齢等に差がなくても、一部の人材に限られている」の２つの選択肢しかない訳
ではないことに留意が必要である。
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であり、企業における実際の管理職への登用機会等をめぐる状況や実際の正規雇用で働く方と
の関係性をめぐる状況を直接的に示すものではないことに留意が必要だが、管理職にとって
は、管理職への登用機会の公正性や、性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風
土について、実感が担保されるような環境の推進が、また、非正規雇用で働く方にとっては、
非正規雇用といった働き方に対する評価が不合理ではなく公正である実感が担保されるような
環境の推進が、ワーク・エンゲイジメントを向上させるために有効な手段である可能性が示唆
された。

第２－（３）－27図 管理職のワーク・エンゲイジメントと登用機会の公正性等について

○　「勤め先での管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に関わらず、幅広い多くの人材
にあると感じる」「性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土があると感じる」といっ
た所感を管理職がもつことのできる環境を推進することで、管理職のワーク・エンゲイジメント・
スコアを向上させることができる可能性が示唆される。

〇　今後、管理職の実感を担保するという観点から、管理職の登用機会の公正性や性別にかかわりな
く、社員の能力発揮を重視する企業風土の醸成方法について、改めて労使で再考してみることが重
要だと考えられるが、その際には、上記のような認識ギャップが生じていることに留意が必要であ
る。

（スコア）

（１）管理職のワーク・
エンゲイジメント・スコア

（３）管理職への登用機会等に関する労使間の認識のギャップ（２）管理職への登用機会別等にみた管理職の
ワーク・エンゲイジメント・スコア
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票、正社員票）」
（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）勤め先企業での職種について、「管理職（リーダー職を含む）」と回答した3301名に関する回答結果をまと
めている。

２）「管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に関わらず、幅広い多くの人材にある」「管理職登
用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等に差がなくても、一部の人材に限られている」は、「どちらと
もいえない」があるため、合算しても100％にはならない。
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第２－（３）－28図 非正規雇用労働者のワーク・エンゲイジメントと公正な評価について

○　自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者がいたと認識している非正規雇用労働者の割合は、
35.1％となっている。

○　非正規雇用労働者であって、自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者への評価と比較し、
自分の働き方に対する評価が公正だと感じた方は、同評価が不合理だと感じた方と比較し、ワーク・
エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合が高いことが分かる。

（％）

（１）自分と同様の働き方を
している正規雇用労働者
がいたと認識している
非正規雇用労働者の割合

（２）自分の働き方に対する
評価が不合理ではなく
公正だと感じた

非正規雇用労働者の割合

（３）自分と同様の働き方をしている正規雇用労働者への評価と
比較した場合の自分の働き方に対する評価への
認識別にみた、ワーク・エンゲイジメント
の高い状態にあると回答した者の割合
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資料出所　（株）リクルート（リクルートワークス研究所）「全国就業実態パネル調査」の個票を厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）は、2018年１月～12月の仕事に関する「自分と同様の働き方をしている正規の職員・従業員がいる」
といった質問項目において、「あてはまる」「どちらかというとあてはまる」と回答した者の構成比を示して
いる。

２）（２）は、2018年１月～12月の仕事に関する「自分と同様の働き方をしている正規の職員・従業員への評
価と比較し、自分の働き方に対する評価が不合理ではなく公正だと感じた」といった質問項目において、「あ
てはまる」「どちらかというとあてはまる」と回答した者の構成比を示している。

３）（３）における「ワーク・エンゲイジメントの高い状態にあると回答した者の割合」とは、2018年１月～12
月の仕事に関する「生き生きと働くことができていた」（活力）、「仕事に熱心に取り組んでいた」（熱意）、「仕
事をしていると、つい夢中になってしまった」（没頭）といった質問項目のいずれにおいても、「あてはまる」

「どちらかというとあてはまる」と回答した者の構成比を示している。
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コラム２–７ ワーク・エンゲイジメントと副業・兼業について

ここまで分析してきたように、働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が高い者は、健
康の増進と労働生産性の向上を同時に実現していくことが期待できる。こうした指標の特
性を踏まえると、副業・兼業を実施している者であって、ワーク・エンゲイジメントが高
い者は、副業・兼業に伴う疲労感を上手くコントロールしながら、本業にポジティブな影
響をもたらす効果を獲得していることが予想できる。また、「働きがい」といった観点でみ
ると、副業・兼業の実施が、本業における「働きがい」を向上させ、両業の間で、ポジティ
ブな循環を構築している可能性も考えられる。本コラムでは、こうした仮説の下、副業・
兼業を実施している者であって、ワーク・エンゲイジメントが高い者をめぐる状況を考察
してみたい。

まず、コラム２－7の（１）により、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実
施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」における副業・兼業の実施状
況を概観すると、「副業・兼業を実施しなかった者」の構成比が70.1％と大勢を占めており、

「企業に実施が認められていない者」の構成比が26.2％である中、「副業・兼業を実施した
者」の構成比は3.7％となっており、かなり限定的な状況にあることが分かる。

次に、コラム２－7の（２）では、副業・兼業を実施した者をワーク・エンゲイジメント
が高い者と低い者に分けつつ、副業・兼業を実施することによって得られたと感じている
効果・影響について比較している。これによると、ワーク・エンゲイジメントが高い者は、
低い者と比較し、「本業に影響する他分野での人脈ができた」「本業で役立つ新しいスキル・
知識が得られた」といった仕事のパフォーマンスにポジティブな影響を与える可能性のあ
る効果について、得られたと感じている者の割合が高いことが分かる。また、ワーク・エ
ンゲイジメントが高い者は、低い者と比較し、「ストレスが軽減され、前向きな気持ちに
なった」といった効果について、得られたと感じている者の割合も高く、これは、好きな
ことに取り組む時間が得られたこと等によって、その効果が得られた可能性が考えられる。
さらに、ワーク・エンゲイジメントが高い者は、低い者と比較し、「疲労感が高まり、本業
がおろそかになった」と感じている者の割合が低いことが分かる。加えて、ワーク・エン
ゲイジメントが高い者は、低い者と比較し、「本業での働きがいが向上した」と感じている
者の割合が高いことが分かる。

以上のように、副業・兼業を実施している者であって、ワーク・エンゲイジメントが高
い者は、副業・兼業に伴う疲労感を上手くコントロールしながら、本業にポジティブな影
響をもたらす効果を獲得していることが示唆された。また、「働きがい」といった観点でみ
ると、副業・兼業の実施が、本業における「働きがい」を向上させ、両業の間で、ポジティ
ブな循環を構築している可能性も確認された。
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最後に、コラム２－7の（３）により、ワーク・エンゲイジメントが高い者が実施してい
る副業・兼業の内容の特徴についても、考察しておきたい。コラム２－7の（３）では、
ワーク・エンゲイジメントが高い者と低い者に分けつつ、実施した副業・兼業の内容につ
いて比較しており、ワーク・エンゲイジメントが高い者が実施した副業・兼業の内容の構
成比から、ワーク・エンゲイジメントが低い者が実施した副業・兼業の内容の構成比を差
し引いたギャップをみると、ワーク・エンゲイジメントが高い者は、低い者と比較し、「主
な仕事と異なる内容（営利活動）」の副業・兼業を実施している割合が低く、「主な仕事と
同じ内容（営利活動）」や「主な仕事と同じ内容（非営利活動）」の副業・兼業を実施して
いる割合が高い。特に、主な仕事と同じ内容（非営利活動）の副業・兼業は、上記のギャッ
プの水準が相対的に大きく、全体の構成比からみると、必ずしも高い水準を占める訳では
ないが、ワーク・エンゲイジメントが高い者が、相対的に積極的に取り組んでいる可能性
が示唆された。

副業・兼業を実施した者は、かなり限定的な状況にあることを踏まえれば、本分析結果
についても、一定の幅をもってみる必要があるが、「働きがい」といった観点からみると、
副業・兼業を実施することが、本業における「働きがい」を向上させるようなポジティブ
な循環を構築していく視点が重要であり、副業・兼業の在り方について、労使において改
めて話し合ってみることが有用であろう。

コラム２ー７図　ワーク・エンゲイジメントと副業・兼業について

○　副業・兼業を実施している者であって、ワーク・エンゲイジメントが高い者は、副業・兼業に伴
う疲労感を上手くコントロールしながら、本業にポジティブな影響をもたらす効果を獲得している
ことが示唆された。

○　また、「働きがい」といった観点でみると、副業・兼業の実施が、本業における「働きがい」を向
上させ、両業の間で、ポジティブな循環を構築している可能性も確認された。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「よく感じ
ている」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメントが低い者とは、ワー
ク・エンゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じる」「めったに感じない」「全く感じない」に相当）
としている。

２）（１）におけるスコア化に当たっては、「いつも感じる＝6」「よく感じる＝4.5」「時々感じる＝３」「めった
に感じない＝1.5」「全く感じない＝０」として、各質問項目の平均値を示している。
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	 第４節	 リカバリー経験（休み方）と「働きがい」との好循環の実現に向けて

	１	 リカバリー経験（休み方）と「働きがい」との関係性について

●「心理的距離」「リラックス」「コントロール」「熟達」といったリカバリー経験（休み方）が
出来ている場合には、仕事中の過度なストレスや疲労を回復させ、後日再び就業する際に、
働く方のワーク・エンゲイジメントや労働生産性の向上を実現させる可能性が示唆された
本節では、リカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性を分

析し、「働きがい」を向上させるために、リカバリー経験（休み方）の在り方が重要であるこ
とを明らかにしていく。本節の流れとしては、まずは、リカバリー経験（休み方）に関する考
え方や、リカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・スコア等との関係性に関す
る先行研究の分析結果を紹介した上で、（独）労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施
した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」においても、先行研究で確認される
ようなリカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・スコア等との関係性が確認さ
れるのか検証していく。その上で、我が国におけるリカバリー経験（休み方）の現状について
概観しつつ、いくつかの課題の所在を明らかにしていきたい。

まず、第２－（３）－29図では、リカバリー経験（休み方）に関する考え方や、リカバリー経
験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・スコア等との関係性に関する先行研究の分析結果
を整理していく。同図の（１）のフローチャートのように、働く方は、就業を続けることに
よって、次第に疲労やストレスが蓄積していき、仕事から活力を得ていきいきとすることが難
しくなり、レジリエンス（屈せず、立直り、乗り越えること）や楽観性などの「個人の資源

（心理的距離）」も枯渇していくため、リカバリー経験によって、「活力」や「個人の資源（心
理的資本）」を回復・向上させる機会を得ることで、後日再び就業する際に良質なパフォーマ
ンスを発揮することができる。Sonnentag & Fritz（2007）によると、そのリカバリー経験

（休み方）には、「心理的距離」「リラックス」「熟達」「コントロール」といった4つの種類があ
る。「心理的距離」とは、仕事から物理的及び心理的にも離れている状態であり、仕事に関す
ることを考えない状態を指す69。「リラックス」とは、心身の活動量を意図的に低減させて、く
つろいでいる状態を指す。「熟達」とは、余暇時間における自己啓発の実施を指す。「コント
ロール」とは、余暇時間に何をどのように行うのかを、自分で決められる状態を指す。本稿で
は、リカバリー経験（休み方）について、こうした4つの種類があるといった先行研究におけ
る考え方を踏まえながら、考察を進めていく。

次に、同図の（２）では、Shimazu, Sonnentag, Kubota, & Kawakami（2012）において、
日本人労働者2,520名を対象とし、リカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・
スコア等との関係性を分析した結果を紹介しており、表中の値は、計量分析により推定した相
関係数として、絶対値が１に近い方が変数間の関連が強く、０に近い方が変数間の関連が弱い
ことを示している。その分析結果をみると、「心理的距離」「リラックス」「熟達」「コントロー
ル」のいずれについても、「精神的ストレス」「身体的疲労（身体愁訴）」との相関係数は統計

69　Sonnentag & Fritz（2014）では、Sonnentag & Bayer（2005）の中で、「心理的距離」というコンセ
プトが、ストレスやリカバリー経験に関する研究に導入されたと記載している。
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的有意な負の値となっており70、また、「仕事のパフォーマンス」との相関係数は統計的有意な
正の値となっている。他方、「リラックス」「熟達」「コントロール」とワーク・エンゲイジメン
ト・スコアとの相関係数は統計的有意な正の値であるが、「心理的距離」とワーク・エンゲイ
ジメント・スコアとの相関係数が統計的有意な負の値となっていることが分かる。「心理的距
離」とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係性に関する分析結果は、それまでの先行研
究とは異なる結果を示しており、同論文では、この点について、「個人が、余暇時間において、
精神的に仕事から離れようとした際、実際には仕事から離れることに困難が生じており、ワー
ク・エンゲイジメントの向上に繋がるように、仕事に対する活力を回復させるためには、より
多くの時間を要する可能性があるのかもしれない」と指摘している。すなわち、日本人労働者
を対象とした調査を活用した同論文の分析結果において、それまでの先行研究とは異なる結果
が示されたことは、我が国で働く方の中で「心理的距離」というリカバリー経験について、何
らかの課題が生じている可能性があることを示唆しているとも解釈できるだろう。

さらに、第２－（３）－30図では、リカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・
スコア等との関係性に関する先行研究の分析結果を踏まえつつ、（独）労働政策研究・研修機
構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」において
も、先行研究で確認されるようなリカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・ス
コア等との関係性が確認されるのか検証していく。

同図の（１）では、「心理的距離71」「リラックス72」「コントロール73」「熟達74」について、「出来
ている」又は「出来ていない」と回答された方に分けつつ、ワーク・エンゲイジメント、仕事
中の過度なストレスや疲労、個人の労働生産性をスコア化した値を比較している。同図の（１）
によると、「心理的距離」「リラックス」「コントロール」「熟達」のいずれにおいても、同項目
が「出来ている」と回答された方は、「出来ていない」と回答された方と比較して、仕事中の
過度なストレスや疲労に関するスコアの水準が低く、個人の労働生産性に関するスコアの水準
が高いことが分かる。また、「リラックス」「コントロール」「熟達」では、同項目が「出来てい
る」と回答された方は、「出来ていない」と回答された方と比較して、ワーク・エンゲイジメ
ントの水準が高い一方で、「心理的距離」のみは、同様に比較すると、ワーク・エンゲイジメ
ントがおおむね同水準（あるいは、若干のマイナス）であることが分かる。すなわち、（独）
労働政策研究・研修機構が2019年に調査を実施した「人手不足等をめぐる現状と働き方等に
関する調査」においても、リカバリー経験（休み方）とワーク・エンゲイジメント・スコア等
との関係性については、先行研究とおおむね同様の結果が確認されたと評価できるだろう。

その上で、同図の（２）（３）では、上記のようなリカバリー経験（休み方）とワーク・エ

70　｢熟達｣ については、身体的疲労（身体愁訴）が高まる印象を受けるかもしれないが、好きなことに
ついて学ぶ時間が得られたこと等によって、気持ちが前向きになり、身体的疲労（身体愁訴）の一部が
失念されることや、仕事に関連する知識やスキルを習得することで、仕事をより円滑に進めることがで
き，その結果として心身のストレスが低減することなどが想定される。

71　「仕事の休憩時間や休日等の余暇時間において、仕事のことを考えることなく、心理的に仕事から十
分に離れることが出来ていますか」といった質問項目が含まれている。

72　「仕事の休憩時間や休日等の余暇時間において、リラックスすることが出来ていますか」といった質
問項目が含まれている。

73　「仕事の休憩時間や休日等の余暇時間において、どのような過ごし方をするのか、自分自身で決める
ことが出来ていますか」といった質問項目が含まれている。

74　「休日等の余暇時間において、自己啓発（会社や職場の指示によらない自発的な勉強）を行っていま
すか」といった質問項目が含まれている。
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ンゲイジメント・スコア等との関係性が、「調査対象計」と「労働強度が高い人手不足企業75」
において異なるのか検証している。同図の（２）は、同図の（１）におけるワーク・エンゲイ
ジメント、仕事中の過度なストレスや疲労、個人の労働生産性について、リカバリー経験（休
み方）が「出来ている」と回答された方のスコアから、リカバリー経験（休み方）が「出来て
いない」と回答された方のスコアを差し引いたギャップを示している。同図の（３）は、「労
働強度が高い人手不足企業」を対象とし、同様のギャップを示している。同図の（２）と（３）
を比較すると、「労働強度が高い人手不足企業」では、「調査対象計」と比較し、「心理的距離」

「コントロール」「リラックス」が出来ていることで、ワーク・エンゲイジメント・スコアや個
人の労働生産性に関するスコアが向上する度合いが、より一層高いことが分かる。また、「労
働強度が高い人手不足企業」における「熟達」については、「調査対象計」と比較し、ワー
ク・エンゲイジメント・スコアや個人の労働生産性に関するスコアが向上する度合いがやや低
いものの、仕事中の過度なストレスや疲労に関するスコアが低下する度合いが高いことも分か
る。すなわち、仕事中の過度なストレスや疲労の回復を図り、後日再び就業する際に、働く方
のワーク・エンゲイジメントと労働生産性の向上を実現させる観点からみると、「労働強度が
高い人手不足企業」こそ、従業員がリカバリー経験（休み方）をできるように様々な支援を講
じていくことが有用だと考えられる。

以上のように、先行研究や今回の分析結果を踏まえると、「心理的距離」「リラックス」「コン
トロール」「熟達」といったリカバリー経験（休み方）が出来ている場合には、仕事中の過度
なストレスや疲労を回復させ、後日再び就業する際に、働く方のワーク・エンゲイジメントや
労働生産性の向上を実現させる可能性が示唆された。つまり、働く時はしっかりと働き、休む
時はしっかりと休むことで、後日再び就業する際の良質なパフォーマンスの発揮に結びつけて
いき、その両方の時の間にポジティブな循環を生み出していくことが肝要だと考えられる。特
に、「労働強度が高い人手不足企業」では、こうしたポジティブな循環を生み出していくこと
が有用であることが示唆され、「労働強度が高い人手不足企業」こそ、従業員がリカバリー経
験（休み方）を得られるように様々な支援を講じていくことが有用だと考えられる。

75　企業が自社の正社員について「大いに不足」「やや不足」と回答しているとともに、同企業に所属する
正社員が、主な仕事に対する認識に関する「労働時間の少なくとも半分以上は、ハイスピードで仕事し
ている」といった質問項目に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答している企業を指す。
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第２－（３）－29図 リカバリー経験（休み方）に関する考え方と先行研究について

○　リカバリー経験には、「心理的距離」「リラックス」「熟達」「コントロール」といった４つの種類が
ある。

○　先行研究によると、リカバリー経験は、精神的ストレスや身体的疲労を軽減し、ワーク・エンゲー
ジメントや仕事のパフォーマンスを向上させる。

就業による疲労やストレスの上昇

「活力」の低下
疲労やストレスによる
個人の資源（心理的資本）の枯渇

リカバリー経験

①心理的距離（例：仕事のことを忘れる）
②リラックス（例：心身の活動量を意図的に低減）
③熟達（例：自己啓発をして新しいことを学ぶ）
④コントロール

（１）リカバリー経験の考え方

「活力」や｢個人の資源（心理的資本）｣
の回復・向上による良質なパフォーマンス

（２）リカバリー経験と健康、ワーク・エンゲージメント等との関係 
（先行研究による分析結果）

被説明変数

精神的ストレス 身体的疲労
（身体愁訴）

ワーク・
エンゲージメント

仕事の
パフォーマンス

説
明
変
数

心理的距離 ▲0.18*** ▲0.14*** ▲0.08*** 0.12***

リラックス ▲0.23*** ▲0.17*** 0.10*** 0.18***

熟達 ▲0.21*** ▲0.15*** 0.36*** 0.26***

コントロール ▲0.20*** ▲0.13*** 0.19*** 0.21***

資料出所　Shimazu, Sonnentag, Kubota, & Kawakami（2012）、島津（2014）、Sonnentag & Fritz（2007）などを参考に
厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　１）（２）は、日本人労働者2,520名を対象に調査を行った結果について、探索的・検証的因子分析（Exploratory 
and confirmatory factor analyses）による相関係数を示している。

２）（２）の仕事のパフォーマンスは、調査時点から振り返った4週間について、０～10の間で自己評価した結
果を活用している。

３）（２）の表中における「***」は、１％水準において統計的有意であることを示している。
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第２－（３）－30図 ワーク・エンゲイジメントとリカバリー経験（休み方）との関係について

○　「心理的距離」「リラックス」「コントロール」「熟達」といったリカバリー経験（休み方）が出来て
いる場合には、仕事中の過度なストレスや疲労から回復し、その後、再び就業する際に、働く方の
ワーク・エンゲイジメントや労働生産性の向上を実現させる可能性が示唆された。

○　こうした効果は、「労働強度が高い人手不足企業」において相対的に強い可能性があり、「労働強
度が高い人手不足企業」こそ、従業員がリカバリー経験（休み方）をできるように様々な支援を講
じていくことが有用だと考えられる。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業調査票、正社員票）」
（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　労働強度が高い人手不足企業とは、企業が自社の正社員について「大いに不足」「やや不足」と回答していると
ともに、同企業に所属する正社員が、主な仕事に対する認識に関する「労働時間の少なくとも半分以上は、ハイ
スピードで仕事している」といった質問項目に対して、「いつも感じる」「よく感じる」と回答している企業を指
す。
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	２	 我が国におけるリカバリー経験（休み方）の現状について

●「心理的距離」「リラックス」「コントロール」については、男性、30歳台～50歳台、係
長・主任相当職や課長相当職、50人超～300以下の中規模企業に勤める方において、リ
カバリー経験（休み方）が「出来ている」と自己評価された方の割合が低い

「心理的距離」「リラックス」「コントロール」「熟達」といったリカバリー経験（休み方）が
出来ている場合には、仕事中の過度なストレスや疲労を回復させ、後日再び就業する際に、働
く方のワーク・エンゲイジメントや労働生産性の向上を実現させる可能性が示唆された。つま
り、「働きがい」を向上させるためには、リカバリー経験（休み方）も重要であることが確認
されたことを踏まえ、我が国におけるリカバリー経験（休み方）の現状について、概観してい
きたい。

まず、第２－（３）－31図の（１）により、「心理的距離」「リラックス」「コントロール」「熟達」
といったリカバリー経験（休み方）が「出来ている」又は「行っている」と自己評価された方
の割合をみると、「心理的距離」が66.1％、「リラックス」が83.6％、「コントロール」が
75.0％、「熟達」が22.2％となっていることが分かる。「心理的距離」については、33.9％が「出
来ていない」と自己評価しており、「リラックス」や「コントロール」における同評価と比較
すると、高い水準にあることが分かる。

ここからは、リカバリー経験（休み方）が「出来ている」又は「行っている」と自己評価さ
れた方の割合に関して、いくつかの属性に着目しながら、その特徴を考察してみたい。

最初に、同図の（２）により、同割合を性別でみると、「心理的距離」「リラックス」「コント
ロール」については、女性の同割合が高い一方で、「熟達」については、男性の同割合が高い
ことが分かる。Sonnentag（2005）では、分析の結果、男性は、女性と比較して、リカバリー
経験が上手くいっていない可能性があることを指摘しており、Sonnentag（2001）において、
男性の方が、余暇時間に仕事に関連する活動により多くの時間を割いているといった分析結果
が得られたことと整合的であるとしている。したがって、本分析結果についても、こうした先
行研究とおおむね同様の傾向を示していると評価できるだろう。

次に、同図の（３）により、同割合を年齢別でみると、「心理的距離」「リラックス」「コント
ロール」については、「30歳台」「40歳台」「50歳台」において同割合が低い一方で、「熟達」に
ついては、おおむね加齢に伴って同割合が高くなることが分かる。

さらに、同図の（4）により、同割合を居住地域別でみると、「心理的距離」「リラックス」
「コントロール」については、「三大都市圏」「地方圏」における同割合ともに、おおむね同水
準である一方で、「熟達」については、「三大都市圏」における同割合が高いことが分かる。

続いて、同図の（５）により、同割合を勤め先企業における役職別にみると、「心理的距離」
については、「係長・主任相当職」「課長相当職」「部長相当職以上」といった役職者において同
割合が低いことが分かる。また、「リラックス」「コントロール」について、「係長・主任相当
職」「課長相当職」における同割合が低い一方で、「熟達」については、加齢に伴って同割合が
高くなることが分かる。

最後に、同図の（6）により、同割合を勤め先企業規模別にみると、「心理的距離」「リラッ
クス」「コントロール」については、「50人超～100人以下」「100人超～300人以下」において同
割合が低い一方で、「熟達」については、企業規模の高まりに伴って同割合が高くなることが
分かる。
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以上のように、リカバリー経験（休み方）が「出来ている」又は「行っている」と自己評価
された方の割合については、「心理的距離」「リラックス」「コントロール」と「熟達」に分けて
みると、「心理的距離」「リラックス」「コントロール」については、男性、30歳台～50歳台、
係長・主任相当職や課長相当職、50人超～300以下の中規模企業に勤める方において、同割合
が低い状況にあることがうかがえた。また、「熟達」については、女性、若者、地方圏、非役
職者、小規模企業に勤める方において、同割合が低い状況にあることがうかがえた。

特に、「心理的距離」については、33.9％が「出来ていない」と自己評価しており、「リラッ
クス」や「コントロール」における同評価と比較すると、高い水準にある中、男性、50歳台、
課長職相当や部長相当職以上、中規模企業に勤める方において、リカバリー経験（休み方）が

「出来ていない」と自己評価された方の割合が高い。
上述したように、働く時はしっかりと働き、休む時はしっかりと休むことで、後日再び就業

する際の良質なパフォーマンスの発揮に結びつけていき、その両方の時の間にポジティブな循
環を生み出していくことが肝要だと考えられるが、そうした好循環の実現に向けて、我が国に
おけるリカバリー経験（休み方）の現状に関する本分析結果を踏まえながら、働く方は、自身
の「休み方」について改めて再考してみることが有用であり、また、企業は、従業員が積極的
に休める環境整備を推進することが、働く方のワーク・エンゲイジメントや労働生産性を向上
させる可能性があることをよく認識した上で、従業員に対して講じられる支援を検討していく
ことも有用だと考えられる。

今後、我が国では、少子高齢化による生産年齢人口の減少が見込まれる中、労働供給制約を
抱えており、その時々の景況感によって左右される可能性があることに留意が必要であるもの
の、３年先（2022年）に関する企業予測では、現状よりも高い人手不足感が見込まれている。
こうした人手不足下では、働く方の「休み方」を通じて、「働きがい」を向上させる好循環を
実現し、働く方がより豊かな職業人生を過ごしながら、健康の増進と労働生産性の向上を同時
に実現していくことで、企業としての成長にも結びつけていくといった人材マネジメントの視
点が重要であり、働く方の「休み方」について、労使でしっかりと話し合っていくことが重要
であると考えられる。
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第２－（３）－31図 我が国おけるリカバリー経験（休み方）の概況について

○　「心理的距離」については、33.9％が「出来ていない」と自己評価しており、「リラックス」や「コ
ントロール」における同評価と比較すると、高い水準にあることが分かる。

○　「心理的距離」「リラックス」「コントロール」については、男性、30歳台～50歳台、係長・主任
相当職や課長相当職、50人超～300以下の中規模企業に勤める方において、同割合が低い状況にあ
ることがうかがえた。また、「熟達」については、女性、若者、地方圏、非役職者、小規模企業に勤
める方において、同割合が低い状況にあることがうかがえた。
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（％）
（５）リカバリー経験が出来ている者の割合（勤め先企業における役職別） （６）リカバリー経験が出来ている者の割合（勤め先企業規模別）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査」（2019年）の個票を厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　本図表における「出来ている（出来ていない）」は、「いつも出来ている（全く出来ていない）」「どちらかとい
えば出来ている（どちらかといえば出来ていない）」を合算している。

	３	 仕事と余暇の境目をマネジメントする能力の重要性と課題

●仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来ている」と自己評価された方であって、ワー
ク・エンゲイジメントが高い者が心掛けている取組としては、「自己管理力を高める」「普段
からプライベートの話を職場で出来る人間関係を構築する」「余暇時間に仕事が気にならな
いよう、計画的に業務処理する」といった業務遂行に関連する内容も挙がっている
最後に、働く時はしっかりと働き、休む時はしっかりと休むことで、後日再び就業する際の

良質なパフォーマンスの発揮に結びつけていき、その両方の時の間にポジティブな循環を生み
出していくために、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメ
ント）について考察することで、働く方の「休み方」について、労使で話し合っていく際の一
助としたい。

まず、第２－（３）－32図の（１）をみると、仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来
ている」と自己評価された方の割合は71.1％となっている一方で、同マネジメントが「出来て
いない」と自己評価された方の割合は28.9％となっている。また、ワーク・エンゲイジメント
が高い者と低い者で分けると、仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来ている」と自己
評価された方では、ワーク・エンゲイジメントが高い者の構成比が高いことが分かり、仕事と
余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）は、ワーク・エンゲ
イジメントを向上させる観点からも有用であることが示唆される。

次に、同図の（２）では、仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来ている」と自己
評価された方が、どのような取組を心掛けているのか、複数回答によって挙がった内容を整
理している。同図の（２）により、調査対象計をみると、「家族や恋人と過ごす」が58.2％と
最も高くなっており、次いで、「趣味活動をする」が53.3％、「一人の時間を過ごす」が
30.8％、「仕事に関係しない人物と交流する」が26.6％、「余暇時間に仕事が気にならないよう、
計画的に業務処理する」が17.6％、「普段からプライベートの話を職場で出来る人間関係を構
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築する76」が15.6％、「自己管理力を高める」が9.4％などとなっている。
続いて、同図の（３）では、同図の（２）をワーク・エンゲイジメントが高い者と低い者で

分けつつ、ワーク・エンゲイジメントが高い者が心掛けている取組内容として挙がった割合か
ら、ワーク・エンゲイジメントが低い者の同割合を差し引いたギャップを示しており、同図に
よると、「家族や恋人と過ごす」が7.5％ポイントと最も高くなっており、次いで、「自己管理
力を高める」が5.9％ポイント、「普段からプライベートの話を職場で出来る人間関係を構築す
る」が5.6％ポイント、「余暇時間に仕事が気にならないよう、計画的に業務処理する」が2.9％
ポイントなどとなっている。すなわち、仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来てい
る」と自己評価された方であって、ワーク・エンゲイジメントが高い者が心掛けている取組と
しては、「家族や恋人と過ごす」といった内容に加えて、「自己管理力を高める」「普段からプ
ライベートの話を職場で出来る人間関係を構築する」「余暇時間に仕事が気にならないよう、
計画的に業務処理する」といった業務遂行に関連する内容も挙げていることが分かる。

さらに、第２－（３）－33図により、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウン
ダリー・マネジメント）に関する課題を分析していく。分析の視点としては、企業や働く方
が、向上させて欲しい（向上させたい）と考えている能力・意識の中で、仕事と余暇時間の境
目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）は、どのくらいの優先順位で認識
されているのか、その状況を明らかにしたい。

まず、同図の（１）により、企業が正社員に向上させて欲しいと考えている能力・意識をみ
ると、「コミュニケーション能力」が59.8％と最も高くなっており、次いで、「協調性」が
55.1％、「粘り強さ、忍耐力、継続力」が50.6％、「職場のマネジメント能力、リーダーシップ」
が49.0％、「計画性」が44.5％、「分析力・思考力」が39.2％などとなる中、「仕事と余暇を切り
分けるセルフマネジメント力」は15.6％にとどまっていることが分かる。

次に、同図の（２）により、正社員が向上させたいと考えている能力・意識をみると、「コ
ミュニケーション能力」が45.6％と最も高くなっており、次いで、「分析力・思考力」が
38.0％、「計画性」が35.7％、「職場のマネジメント能力、リーダーシップ」が35.0％、「外向性

（積極性、社交性）」が29.8％などとなる中、「仕事と余暇を切り分けるセルフマネジメント力」
は16.8％にとどまっていることが分かる。

続いて、同図の（３）により、企業の認識から正社員の認識を差し引いたギャップをみる
と、「協調性」「粘り強さ、忍耐力、継続力」「勤勉性」「コミュニケーション能力」「職場のマネ
ジメント能力、リーダーシップ」などは、企業が正社員に向上させて欲しいと考えているもの
の、働く方に十分に伝わっていない可能性が示唆される能力・意識となっていることが分か
る。「仕事と余暇を切り分けるセルフマネジメント力」については、企業が想定している以上
に、正社員は向上させたいと感じている者が多いことが示唆される。

以上のように、ワーク・エンゲイジメントが高い者と低い者で分けると、仕事と余暇時間の
境目のマネジメントが「出来ている」と自己評価された方では、ワーク・エンゲイジメントが
高い者の構成比が高いことが分かり、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウン
ダリー・マネジメント）は、ワーク・エンゲイジメントを向上させる観点からも有用であるこ
とが示唆された。そして、仕事と余暇時間の境目のマネジメントが「出来ている」と自己評価

76　例えば、週末に家族旅行があることを職場内のチームに事前に共有した場合、万一、休日に仕事が発
生しても、急な連絡を要する仕事でなければ、翌週の平日に連絡しようというインセンティブが生じた
り、職場内のチームメンバーで休日出勤の調整がしやすくなったりすることなどを想定している。
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された方であって、ワーク・エンゲイジメントが高い者が心掛けている取組には、「家族や恋
人と過ごす」といった内容に加えて、「自己管理力を高める」「普段からプライベートの話を職
場で出来る人間関係を構築する」「余暇時間に仕事が気にならないよう、計画的に業務処理す
る」といった業務遂行に関連する内容もあり、このような取組が有効である可能性が示唆され
た。

他方、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）をめ
ぐる課題としては、労使ともに、当該能力の重要性について、十分に認識できていない状況に
あることがうかがえた。働く時はしっかりと働き、休む時はしっかりと休むことで、後日再び
就業する際の良質なパフォーマンスの発揮に結びつけていき、その両方の時の間にポジティブ
な循環を生み出していくといった視点は、今後ともその重要性が高まっていくことが予想され
る中、当該能力の重要性に関する労使の認識がより深まっていくことを期待したい。

第２－（３）－32図 仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）

○　ワーク・エンゲイジメントが高い者と低い者で分けると、仕事と余暇時間の境目のマネジメント
が「出来ている」と自己評価された方では、ワーク・エンゲイジメントが高い者の構成比が高いこ
とが分かり、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）は、
ワーク・エンゲイジメントを向上させる観点からも有用であることが示唆される。

○　ワーク・エンゲイジメントが高い者が心掛けている取組には、「家族や恋人と過ごす」といった内
容に加えて、「自己管理力を高める」「普段からプライベートの話を職場で出来る人間関係を構築する」

「余暇時間に仕事が気にならないよう、計画的に業務処理する」といった業務遂行に関連する内容も
あることが分かる。
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）
の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）本図表における「出来ている（出来ていない）」は、「いつも出来ている（全く出来ていない）」「どちらか
といえば出来ている（どちらかといえば出来ていない）」を合算している。

２）（２）は、該当する全てについて得た回答結果を示している。
３）ワーク・エンゲイジメントが高い者とは、ワーク・エンゲイジメント・スコアが4.5以上の者（「よく感じてい

る」「いつも感じている」に相当）としている。また、ワーク・エンゲイジメントが低い者とは、ワーク・エン
ゲイジメント・スコアが3.0以下の者（「時々感じる」「めったに感じない」「全く感じない」に相当）としている。
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第２－（３）－33図 仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）に関する課題

○　企業が正社員に向上させて欲しいと考えている能力・意識をみると、仕事と余暇時間の境目をマ
ネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）を挙げる企業は、15.6％にとどまっている。
同様に、正社員が向上させたいと考えている能力・意識をみても、当該能力を挙げる正社員は、
16.8％にとどまっている。すなわち、当該能力をめぐる課題としては、労使ともに、その重要性に
ついて十分に認識できていない状況にあることがうかがえる。

（％）

（１）企業が正社員に向上させて欲しい
と考えている能力・意識

（２）正社員が向上させたいと考えている
能力・意識
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（企業票、正社員票）」（2019
年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計

（注）　１）（１）（２）は、該当する全てについて得た回答結果を示している。
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第Ⅰ部	 労働経済の推移と特徴

●一般経済の動向
2018年度の日本経済は、度重なる自然災害や、通商問題の動向及び中国経済の先行き等に

関する不確実性等の影響があったものの、企業収益や雇用・所得環境が改善し、設備投資や個
人消費が持ち直しの動きを示す中、緩やかに回復している。企業の経常利益は、資本金規模の
大きな企業において改善に足踏みがみられたものの、総じてみると、緩やかに増加している。
こうした中、労働分配率をみると、2012年中の景気後退局面において上昇した労働分配率の
水準と比較し、全ての企業規模において低い水準で推移している中、足下では資本金10億円
以上の企業や１千万円以上１億円未満の企業において下げ止まりの兆しがみられる。また、企
業の設備投資の推移をみると、2018年度の設備投資計画は例年に比べて大幅に高い伸び率と
なった。

●雇用・失業情勢の動向　
日本経済が緩やかに回復する中、完全失業率が2018年度平均で2.4％と1992年度以来26年

ぶりの低い水準となり、有効求人倍率が2018年度平均で1.62倍と1973年度以来45年ぶりの高
い水準となるなど、雇用情勢は着実に改善している。加えて、求人が求職を大幅に上回って推
移する中、正社員有効求人倍率は2017年７月以降、１倍以上の水準で推移している。

さらに、就業者・雇用者の動向に着目すると、就業者は６年連続で増加しており、女性や高
齢者等の労働参加が進んだ結果、労働力率も上昇傾向にある。雇用者数も６年連続で増加して
おり、雇用形態別にみても、不本意非正規雇用労働者数が減少を続ける中、正規雇用労働者数
は４年連続で増加している。

●労働時間・賃金等の動向
労働時間について、長時間労働是正など働き方の見直しが課題となる中、月間総実労働時間

は2013年以降減少傾向で推移しており、2012年に147.0時間であった水準は、2018年には
142.2時間まで減少した。また、長時間働いている雇用者については、週60時間以上就労して
いる雇用者の割合が低下する中、週40～48時間で就労している雇用者の割合が上昇している。

賃金の動向をみると、一般労働者の名目賃金・パートタイム労働者の時給ともに引き続き増
加しており、総雇用者所得も、名目賃金要因と雇用者要因がプラスに寄与した結果、増加し続
けている。経済の好循環の更なる拡大を実現していくためにも賃金の引上げが重要な要素とな
る中、2019年の春季労使交渉では、2013年よりも高い水準の賃上げが続いている。こうした
中、ベースアップを行う企業の割合も２年連続で上昇した。

●消費・物価の動向
消費の動向をみると、総雇用者所得が緩やかに増加するなど、雇用・所得環境が改善する

中、2017年から2018年にかけては、44歳以下の消費性向はわずかに上昇しており、勤労者世
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帯における消費支出は2016年以降持ち直しが続いている。他方、消費者物価指数の動向をみ
ると、天候不順による「生鮮食品」の値上がりや、エネルギー価格の上昇によりプラスで推移
しており、その動向については引き続き注視が必要である。

第Ⅱ部	 人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について

第１章　我が国を取り巻く人手不足等の現状

●我が国を取り巻く人手不足等の現状
我が国の人手不足をめぐる状況について、まず、企業の所感を通じた人手不足等の現状をみ

ると、2013年に過剰感から不足感に転じた後、人手不足感は趨勢的に高まっており、足下で
は1990年代初頭のバブル期に次ぐ水準の高さとなっている。企業規模別では中小企業で、産
業別では非製造業で人手不足感の水準が特に強い状況にあるほか、人手不足感の高まりに着目
すると、製造業においてとりわけ強くなっている。

また、雇用形態別に人手不足感を概観すると、パートタイム等よりも正社員に対して人手不
足感が高まっており、当該人手不足感は、相対的に従業員規模300人未満の中小企業において、
また、業種としては「製造業」「建設業」などにおいて高まっている。

続いて、地域別に人手不足感を概観すると、正社員については、大企業では2016年以降、
中小企業では2014年以降、地方圏の正社員に対する人手不足感D.Iの水準が、三大都市圏を上
回って推移している傾向が確認され、三大都市圏の人手不足感の方が強かった2002から2008
年までの景気拡大局面とは異なる特徴を示している。非正社員については、大企業では、三大
都市圏と地方圏で人手不足感D.Iの水準に大きな違いはみられないが、中小企業では、2013年
以降、小規模企業では2011年以降、地方圏において相対的に人手不足感が高まっている。

なお、企業における人材のニーズをスキル別にみると、「現場の技能労働者」のニーズが最
も高く、次いで、「研究開発等を支える高度人材」等が高い状況にあるが、産業別にみれば、
そのニーズは多様な状況にある。また、人手不足感が相対的に高まっている地方圏では、特
に、Ｍ＆Ａのための専門人材に対する人手不足感が高まっており、経営者の高齢化に伴い、事
業継承の課題が顕在化し、Ｍ＆Ａに対するニーズが高まっている可能性が示唆される。

最後に、働く方の所感をみると、企業だけでなく、働く方にとっても人手不足感は高い水準
にある中、職場のマネジメントを担う管理職では働く方全体と比べて人手不足を感じる割合が
高く、危機感が強い可能性が考えられる。

●人手不足と労働生産性
人手不足の問題を考えるに当たって併せて考察していくことが有用だと考えられる、労働生

産性の向上をめぐる状況について概観していく。
労働生産性の向上に当たって、分子である付加価値額を高めるためには、「営業力・販売力」

「従業員への能力開発」「従業員の意欲を高める人事マネジメント」「技術力」「顧客満足度の向
上によるリピーター獲得力」等に取り組むべきと考えている企業が多いものの、３年前からの
取組強化状況をみると、企業が強化に取り組むべきと考えている内容ほど、実際には取り組め
ていない傾向にあることが分かった。続いて、将来に目を転じると、３年先を見据えた際に労
働生産性の向上に取り組む予定のある企業は、人手適当企業より人手不足企業において多く、
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人手不足が労働生産性を向上させようとする契機となっている可能性が示唆された。また、人
手不足企業、人手適当企業ともに、「営業力・販売力」「技術力」等の、強化すべきと考えてい
ながら実際には取り組めていない内容を強化しようとする意向が強いことも明らかとなった。
一方で、労働生産性の向上に取り組めない理由等をみると、特に人手不足企業では「日々の業
務遂行で精一杯のため」を挙げる企業が多く、人手不足の状況が労働生産性を向上させる契機
となる企業も多い反面、一部の人手不足企業では、人手不足に伴う業務の多忙化や人材不足等
により、労働生産性の向上に取り組むことが困難になっていく可能性も考えられる。

また、地域間の労働生産性をめぐる状況についてみると、1970年から2010年までの40年間
で、労働生産性の地域間格差は、東京都を除くその他の46都道府県間では縮小している一方
で、東京都の労働生産性は他の道府県と比較して飛び抜けて高くなっている。東京都の労働生
産性を押し上げた要因をみると、「ＴＦＰ」や「労働の質」の寄与が大きくなっており、人的
資本の形成に資する取組状況について着目してみると、性別・雇用形態にかかわらず地方圏よ
り三大都市圏の方が、仕事に役立てるための訓練・自己啓発の実施割合が高く、こうした人的
資本の形成に資する取組状況の差が、労働生産性の地域間格差の要因の一つとなっている可能
性が示唆される。

●我が国における人手不足解消に向けた企業の取組状況
過去３年間に人手不足を緩和するための対策に取り組んできた企業は、全体の８割を超えて

おり、多くの企業にとって喫緊の課題となっていることが分かる。具体的な取組内容をみる
と、「求人募集時の賃金を引き上げる」「中途採用を強化する」といった外部労働市場から人材
を確保する「外部調達」や、「現従業員の配置転換」「定年の延長・再雇用による雇用継続」「現
従業員の追加就労」のように、企業内でマンパワーを確保する「内部調達」などに取り組んで
いる企業が多い一方、「省力化・合理化投資」「離職率の低下改善に向けた雇用管理の改善」「従
業員への働きがいの付与」といった人材の調達以外の方法で人手不足の緩和を目指す「業務の
見直し等」に取り組む企業は相対的に少ない。
「外部調達」について考察するため、求人を募集した際の状況をみると、「募集しても応募が

ない」企業が最も多く、特に「地方圏」でその傾向が強い。また、人手が不足していると感じ
る理由をみると、「新規の人材獲得が困難になっている」を挙げる企業が最も多く、多くの企
業が新規人材の確保に関して厳しい状況に直面していることが明らかになった。このような
中、採用対象を拡大してきた企業の拡大対象をみると、人手が適当になっている企業では、人
手不足企業と比較して、「55歳以上」の正社員の採用拡大に積極的に取り組んできており、こ
うした違いが現在の人手の過不足状況に影響を与えている可能性がある。
「内部調達」について考察するため、労働者の就業時間の増減希望をみると、家計の主な担

い手となっている者が多いと思われる「男性」「15～54歳」の非正規雇用労働者を中心に、就
業時間の増加を希望する者が存在する一方で、人手不足感が相対的に高まっている正規雇用労
働者では、週就業時間が60～64時間の長時間労働者だけでなく、週就業時間が43～45時間の
労働者においても、就業時間の減少を希望する者が多い傾向にある。このことから、企業にお
ける内部調達による人材供給の余力は、それほど大きくない可能性が示唆される。
「業務の見直し等」について、「業務プロセスの見直しによる効率化の強化」に取り組んでき

た企業は「情報通信業」「学術研究，専門・技術サービス業」「製造業」等で相対的に多い。具
体的には「不要業務・重複業務の削減」「業務の標準化」等に取り組む企業が多く、人手不足

269

まとめ

10_労働経済白書_まとめ.indd   269 2019/09/19   16:47:50



感が相対的に高まっている製造業を中心に労働生産性の向上や人手不足の解消に効果のあった
企業が多い。「省力化・合理化投資」に取り組む企業についても同様の傾向が認められる。

以上のように、外部調達や内部調達が厳しい状況にあって、業務プロセスの見直し、離職率
の低下改善に向けた雇用管理の改善、従業員への働きがいの付与などの人材の調達以外の人手
不足の緩和策を導入する動きがみられ、これらの取組は人材不足の解消や労働生産性の向上、
離職率の改善に一定の効果のあることが見込まれるものの、相対的に実施率が少ない傾向にあ
り、まだ十分に浸透していないことが示唆される。

●人手不足等が企業経営や職場環境に与える影響
人手不足は企業経営や職場環境に大きな影響を与えている。人手不足が会社経営に影響を与

えていると感じている企業は全体の７割を超えており、多くは経営にとって「悪い」影響であ
る。特に、地方圏の相対的に企業規模の小さな企業では、人手不足により、事業所の閉鎖、営
業時間の短縮化、サービスの提供削減等といった既存事業の縮小を強いられているほか、後継
者の確保や育成が追いついていないため、技術やノウハウが十分に伝承されておらず、こうし
た影響が、自社の経営に影響を及ぼしている可能性がある。

次に職場環境に与える影響について、人手不足による影響を感じるという回答割合をみる
と、労使ともに高い水準にあるが、労働者の方が企業よりも影響を感じる割合が高く、労使間
で認識に差異が生じている。具体的な影響をみると、労使ともに「残業時間の増加、休暇取得
数の減少」「離職者の増加」を多く挙げているが、「従業員の働きがいや意欲の低下」「メンタル
ヘルスの悪化などによる休職者の増加」では労使間のギャップが大きく、企業が感じる以上に
労働者が人手不足による影響を感じている。なお、こうした影響は職種によって異なるが、非
定型的業務に従事する者は、労働時間・日数の増加等といった影響を、定型的業務に従事する
者は、働きがいや意欲の低下等といった影響を受けやすい傾向にある。

最後に３年先を見据えた際の人手不足感をみると、引き続き、正社員の人手不足感が高い見
込みであり、特に「医療・福祉」「宿泊業・飲食サービス業」等といった、人材確保が厳しい
状況にあると思われる産業を中心に、一層高まる可能性が示唆される。

●課題の小括と本白書における検討の視座
雇用情勢が着実に改善し、景気が緩やかに回復する中で、人手不足感が趨勢的に高まってお

り、将来に目を転じても現状よりも高い人手不足感が見込まれている。こうした人手不足感の
高まりは、企業の経営環境や働く方の職場環境に影響を与えているが、企業の対策としては外
部調達や内部調達が中心になっており、これらは相対的に厳しい状況に直面しつつある。この
ような中で、「離職率を低下させる雇用管理の改善」や「従業員の働きがいの付与」等といっ
た従業員の「働きやすさ」や「働きがい」の改善に資するような職場環境の改善に着目した取
組については、人手不足の緩和策としてまだ十分に浸透していないのが現状である。

上記の問題意識を踏まえ、本白書では、次章以降、人手不足下における働き方の在り方につ
いて、「働きやすさ」と「働きがい」の観点から分析を行っていくが、それに先立って、「働き
やすさ」と「働きがい」の関係について整理する 。
「働きやすさ」と「働きがい」は、いずれも、働く人の視点からの企業や職場に対する評価

であり、企業収益や生産性などの企業経営上の視点からの評価とは異なる。また「働きやす
い」職場と「働きがい」のある職場には、職場環境や雇用管理等で共通する点も多く、両者を
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実現している企業も多く存在するように密接に関連している概念であり「働きやすさと働きが
い」とまとめて用いられることもある一方で、「働きやすさ」と「働きがい」は、それぞれ特
徴のある概念であり、いずれも一般的にその違いは認識されている。

具体的には、「働きやすさ」は、働く人が安心して快適に働ける職場環境を示す概念であり、
現在の職場における公正さや、将来的なライフイベントに応じた働き方の選択の可能性につな
がっていくものである。労働時間や休暇、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）な
どに関連する雇用管理と比較的関係が深いものと考えられる。一方で、「働きがい」は、働く
人が生き生きと誇りをもって熱心に働ける職場環境を示す概念であり、現在の職場における達
成感や将来的な仕事の上での成長可能性につながっていくものである。目標設定、仕事の進め
方、進捗管理等の人材マネジメントと比較的関係性が深いといえる。

両者の関係は、「働きがい」は働く人の仕事への積極的な関わりを促す要因（プッシュ要因）
である一方で、「働きやすさ」はそれを疎外する要因（プル要因）を取り除くものであると考
えられ、いわば、「働きがい」は「働きやすさ」を前提として成り立つものであり、職場の

「働きやすさ」なくして、持続的な「働きがい」は実現しないものであるといえる。
また、企業の立場で見れば、働きやすい職場環境の整備は、女性や高齢者のみならず、あら

ゆる人材の確保のためにも重要である。それに加え、働きがいのある職場では、働く人はより
積極的に仕事にコミットするため、働く意欲やモチベーションが高まる可能性が高い。このよ
うな職場では、働く人にとっては自己充足感や達成感が得られるとともに、企業から見れば、
企業の人的資本が効率的に活用されている状態ともいえ、生産性やパフォーマンスにもポジ
ティブな影響が出ることが想定される。また、雇用の流動化が進む中で、自分で働く場所を選
択する可能性が高くなっている環境下では、「働きやすさ」や「働きがい」といった働く人の
視点からの評価を高めることは、当面の人手不足の解消のみならず、中長期的な企業の基幹と
なる人材を確保し、その能力を十分に発揮してもらうために重要である。

なお、「働きやすさ」や「働きがい」を基軸とした経営改革をより実効的に行うためには、
企業側が一方的に取り組むのではなく、企業と従業員の双方が職場の現状や課題を共有し、共
に創り上げていくことが重要であり、そのためには労使間の相互コミュニケーションの活性化
が不可欠であることに留意が必要である。

第２章　就労を望む誰もが安心して働き続けられる「働きやすさ」の実現に向けて

●我が国の「働きやすさ」の現状と「働きやすさ」に影響を与える要素
我が国における「働きやすさ」の現状をみると、働きにくいと感じている者より働きやすい

と感じている者の方が多く、男性は「35～64歳」、女性は「45～64歳」において働きやすいと
感じている者が他の年齢階級に比べ少ない一方で、男女ともに「65歳以上」において働きや
すいと感じている者が多くなっている。

正社員が働きやすさの向上のために重要と考える雇用管理の取組をみると、「職場の人間関
係やコミュニケーションの円滑化」が最も多く、次いで「有給休暇の取得促進」、「労働時間の
短縮や働き方の柔軟化」が高く、労働者は年代や性別にかかわらず、労働時間、年次有給休
暇、柔軟な働き方、職場の人間関係やコミュニケーションなどを、職場の働きやすさの向上の
ために重要な要素として捉えていることが明らかになった。

労働時間と働きやすさの関係をみると、労働時間が短くなるほど働きやすいと感じている者
が増え、長くなるほど働きにくいと感じている者が増える。
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年次有給休暇の取得率（前年度からの繰り越しを含む）と働きやすさとの関係をみると、取
得率が著しく低いと働きにくいと感じている者の方が多い。取得率が高くなるほど働きやすい
と感じている者の割合が多くなるが、取得率が50％を超えると横ばいとなる。

働き方の柔軟化と働きやすさの関係をみると、フレックスタイム制の正社員は同一企業での
就業継続を望む割合が高く、勤務間インターバル制度に該当する正社員の方が該当しない正社
員に比べて働きやすさを感じている者が多い。テレワークについては、実施者と未実施者との
間で大きな違いは見られないが、導入状況との関係をみると、テレワークが導入されていない
企業の方が、働きにくいと感じている者が多い。

人間関係と労働時間の変化が働きやすさに与える影響をみると、人間関係が良好になった場
合は、労働時間の増減にかかわらず働きやすくなったと感じる者が働きにくくなったと感じる
者を大きく上回る。

人手の不足している企業で働く者については、人手不足の職場環境への影響が大きいほど働
きにくいと感じている者の割合が増加するが、その具体的な影響をみると、「残業時間の増加、
休暇取得数の減少」「離職者の増加」「従業員間の人間関係の悪化」が多くなっており、これま
で働きやすさにとって重要な要因となっていることを確認してきた労働時間等が、人手不足企
業においても同様に重要であることが分かる。

●働きやすさの向上に資する企業の取組
企業の取組ごとに、実施企業における働きやすいと感じている者の割合と未実施企業におけ

る当該割合との差をみると、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「業務遂行に伴
う裁量権の拡大」「テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進」「休暇・急な早退等を申請しや
すい職場雰囲気の醸成」等において差が大きくなっており、これらを実施することにより労働
者の働きやすさが向上する可能性が示唆される。

企業側の人手不足と、従業員の離職率等との関係をみてみると、雇用人員が適当な企業にお
いては、離職率・新入社員の定着率ともに改善している企業が多い。求人募集の充足率は、人
手不足の影響もあり、悪化している企業が多い。他方、雇用人員が不足している企業において
は、離職率及び定着率は、悪化している企業数と改善している企業数に大きな差がなくなり、
充足率の悪化している企業が極めて多くなっている。

正社員の「働きやすさ」との関係をみると、働きやすいと感じている者の所属企業の方が働
きにくいと感じている者の所属企業よりも、従業員の離職率の悪化が抑えられ、新入社員の定
着率は改善している。求人募集の充足率は、人手不足の影響もあり、どちらも悪化している企
業が多いが、働きやすいと感じている者の所属企業の方が充足率の悪化が抑えられている。

企業の取組ごとに、各取組の実施企業のうち離職率が低下した企業の割合と未実施企業のう
ち離職率が低下した企業の割合の差をみると、「経営戦略情報、部門・職場での目標の共有化、
浸透促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」「有給休暇の取得促進」「労働時間
管理、有給休暇取得、健康確保に係る、非管理職向けの研修・意識啓発」等において差が大き
くなっており、これらの取組によって、離職率を低下させる可能性が示唆される。

同様に定着率が上昇した企業についてみると、「能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」
「能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援」「職場の人間関係やコミュニケーションの
円滑化」「休暇・急な早退等が必要な際、従業員間で融通し合えるよう、十分な人員数を配置」
等で実施率の差が大きく、こうした取組が新入社員の定着率向上のために重要であると考えら
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れる。
求人募集の充足率が上昇した企業についても同様にみると、「経営戦略情報、部門・職場で

の目標の共有化、浸透促進」「能力開発機会の充実や従業員の自己啓発への支援」「職場の人間
関係やコミュニケーションの円滑化」「テレワーク等の柔軟な働き方の導入・推進」「残業させ
ず、有給休暇取得を促す上司が評価されるような仕組みを導入する」等で実施率の差が大きく
なっており、こうした取組が労働市場からの人材確保のために有用である可能性が示唆され
る。

●中小企業における働きやすい職場環境づくり
従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員の方が100人超の企業に所属する者よりも

働きやすいと感じている割合が高く、離職率についても低下した割合が高くなっている。
ここまで働きやすさにとって重要な要因となっていることを確認してきた年次有給休暇の取

得率や職場の人間関係については、従業員規模によって大きな違いはみられず、労働時間につ
いてはむしろ100人未満の企業の方が長時間労働者の多い結果となっている。この点、中小企
業には女性と高齢者が多く、仕事と育児や介護との両立支援を必要とする労働者が多いと考え
られることから、仕事の裁量度や家族・子供の急病の際などに急な休暇取得ができるといった
雇用管理制度が柔軟に運用されているという特徴が、働きやすさに反映されている可能性が考
えられる。実際、従業員規模が100人以下の企業に所属する正社員の方が100人超の企業に所
属する正社員より、裁量度が高い割合が高く、急な休暇取得がいつも出来ている割合が高い。

また、同様の背景から、中小企業の正社員は、働きやすさの向上に関して、「人事評価に関
する公正性・納得性の向上」に加えて、「仕事と病気治療との両立支援」を重視している。

一方で、中小企業における働き方改革の取組の実施状況をみると、大企業などと比べて、ほ
とんどの取組において現時点での実施率は低くなっているが、今後新たに実施する予定の企業
の割合は高い。特に、「仕事と介護との両立支援」「仕事と病気治療との両立支援」「育児休業制
度や介護休業制度の利用促進」などが大企業等と比べて働きやすさの向上や離職率の改善に有
効となっており、仕事と育児・介護・病気治療との両立支援等に引き続き重点的に取り組むこ
とが重要であると考えられる。今後も引き続き中小企業における働き方改革の取組の導入に向
けた継続的な支援が必要である。

第３章　「働きがい」をもって働くことのできる環境の実現に向けて

●ワーク・エンゲイジメントに着目した「働きがい」をめぐる現状
我が国の働きがいについて、「ワーク・エンゲイジメント」という指標を用いて属性別にみ

ると、正社員については、高年齢、高役職の方が「働きがい」の高い傾向にある。これは、加
齢又は職位・職責の高まりに伴って、自己効力感（仕事への自信）や仕事を通じた成長実感が
高まることに加えて、仕事にコントロールが効きやすくなることや、難易度が高めの仕事に挑
戦する機会が増えることなどが影響している可能性が考えられる。

職種別にみると「教育関連専門職」「管理職」等といった非定型的業務の比重が高いと思わ
れる職種では、働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が高い傾向にある。なお、我が国の働
きがい（ワーク・エンゲイジメント）は相対的に低い状況にあるという国際比較もあるが、各
国の文化的特徴等の影響を受ける可能性があるため、一定の幅をもって解釈する必要がある。

非正規雇用の方については、不本意非正規雇用労働者で労働者派遣事業所の派遣社員や契約
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社員・嘱託、男性、35～44歳を中心として働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が低い傾
向にあるが、大多数を占める本意非正規雇用労働者では、正社員よりも高くなっている。

年収と働きがい（ワーク・エンゲイジメント）との関係をみると、39歳以下の正社員では、
年収の増加に伴い、働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が上昇する傾向がみられる一方
で、40歳台以上では、こうした傾向がみられない結果となった。先行研究を踏まえると、基
本的に年収と働きがい（ワーク・エンゲイジメント）には直接の相関関係はなく、39歳以下
で一見関係があるようにみえるものの、これは、年収の増加を通じた、仕事の中での成長実感
や自己効力感の高まりによる効果を捉えている可能性が考えられる。

働きがい（ワーク・エンゲイジメント）は日単位等の様々な時間軸で変化することが指摘さ
れているものの、現在と１年前の働きがい（ワーク・エンゲイジメント）には大きな変動がみ
られないため、一時的な状態ではなく、持続的かつ安定的な状態を捉えるものであることが示
唆される。

●「働きがい」と様々なアウトカムとの関係
働きがい（ワーク・エンゲイジメント）と組織コミットメント（企業の理念等や担当業務の

意義等を理解した上で、企業の組織風土に好感をもっている状態）、従業員の離職率の低下や
新入社員の定着率（入社３年後）、個人の労働生産性向上実感や企業の労働生産性（マンア
ワーベース）、仕事に対する自発性や他の従業員に対する積極的な支援（役割外のパフォーマ
ンス）、顧客満足度には正の相関があることがうかがえる。因果関係の方向が逆である可能性
にも留意が必要であるが、働きがい（ワーク・エンゲイジメント）を向上させることは、これ
らのアウトカム指標の向上につながる可能性が示唆される。

また、仕事中の過度なストレスや疲労と働きがい（ワーク・エンゲイジメント）には負の相
関があることがうかがえ、計量分析においてはこれに加え、「出勤日数（月平均）」「労働時間

（月平均）」「通勤時間（月平均）」は、仕事中に過度なストレスや疲労を感じる度合いと統計的
有意に正の相関が、「有給休暇の取得率」は、同度合いと統計的有意に負の相関があることが
確認された。さらに、ワーカホリックな状態と仕事中の過度なストレスや疲労には、強い正の
相関があることが窺えた。一方で、働きがい（ワーク・エンゲイジメント）とワーカホリック
な状態の間には正の相関が確認され、状況によっては働きがい（ワーク・エンゲイジメント）
が高い状態にある者がワーカホリックな状態に陥りやすいおそれがある。したがって、企業
は、ワーカホリックな労働者を称えるような職場環境を見直す等、働き方をめぐる企業風土の
在り方についても検討していく必要がある。

●「働きがい」をもって働ける環境の実現に向けた課題
ワーク・エンゲイジメント・スコアを被説明変数とした計量分析を行ったところ、働く方の

仕事に対する認識については、「仕事を通じて成長できていると感じる」や「自己効力感（仕
事への自信）が高い」「勤め先企業でのキャリア展望が明確になっている」等の「個人の資源

（心理的資本）」に相当するものや、「労働時間の少なくとも半分以上はハイスピードで仕事し
ている」「自身に業務が集中している」といった「挑戦的なストレッサー」に相当するもの、

「仕事から疲労回復するのに十分な長さの余暇時間がある」といった休み方に関するもの、「仕
事の裁量度が高い（仕事を進める手段や方法を自分で選べる）」「仕事遂行に当たっての人間関
係が良好」といった「仕事の資源」に相当するものにおいて、統計的有意な正の相関があるこ
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とが確認された。
企業が実施する雇用管理の取組については、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」「労働時間の短

縮や働き方の柔軟化」「有給休暇の取得促進」「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」
「仕事と病気治療との両立支援」といった「仕事の資源」に相当するものや「働きやすさ」の
向上に資する取組において、ワーク・エンゲイジメント・スコアと統計的有意な正の相関があ
ることが確認された。

また、仕事を通じた成長実感の向上の観点からみると、業務上の目標管理に当たっては、達
成にある程度の努力を要する難易度で設定されていることが肝要であることが示唆されるが、
これについては企業の想定と比較し、社員の認識している難易度が低くなっている傾向にあ
り、労使でよく話し合っていくことが重要である。フィードバックとの関係をみると、自己効
力感や仕事を通じた成長実感の向上といった観点からは、日常業務に対する上司からのフィー
ドバックが実施され、その頻度が相対的に高いこと、その上で、手法としては、働く方の具体
的な行動について、行動した内容の重要性や意義について説明しながら、行動した直後に誉め
ることが肝要であることが示唆された。

さらに、勤め先企業におけるキャリア展望の明確性を高める観点からは、日常業務の中や
様々なライフステージの変化に直面した際に、働く方の今後のキャリア展望や働き方への希望
について、労使間でしっかりと話し合って意思疎通を図り、その頻度が高いことが肝要であ
る。ロールモデルをめぐる状況についてみると、ロールモデルとなる先輩社員がいる39歳以
下の若者は、必ずしも多い状況にはなく、企業が認識している以上に少ない。ロールモデルと
なる先輩社員をみつけるためには、その前提として、働く方自身の勤め先企業におけるキャリ
ア展望が明確になっていることが肝要であることが示唆された。

管理職のワーク・エンゲイジメント・スコアをみると、女性の方が高い状況にある。「勤め
先での管理職登用の機会は、性別・学歴・勤続年数・年齢等にかかわらず、幅広い多くの人材
にあると感じる」「性別にかかわりなく、社員の能力発揮を重視する企業風土があると感じる」
といった所感をもった管理職のワーク・エンゲイジメント・スコアは、男女いずれにおいても
より高い水準を示している。このように公正さに関する認識は管理職に限らず全ての労働者に
とって重要であり、非正規雇用の方であって、自分と同様の働き方をしている正規雇用の方へ
の評価と比較し、自分の働き方に対する評価が公正だと感じた方は、同評価が不合理だと感じ
た方と比較し、働きがいが高くなる可能性が示唆される。

以上、ワーク・エンゲイジメントの概念を用いて、「働きがい」をもって働ける環境の実現
に向けて考察してきたが、あくまでも全体的な傾向を分析したものであるため、個々の企業に
おける職場環境の改善に際しては、本書の分析も参考にしつつ、労使双方が職場の現状や課題
を共有した上で議論していくことが重要である。

●休み方と「働きがい」との好循環の実現に向けて
就業を続けることによって、次第に疲労やストレスが蓄積してパフォーマンスが低下してい

くが、リカバリー経験によって活力などを回復・向上させる機会を得ることで、後日再び就業
する際に良質なパフォーマンスを発揮することができる。

リカバリー経験（休み方）には、仕事からの「心理的距離」、くつろいでいる状態である
「リラックス」、自己啓発を行う「熟達」、余暇に行うことを自ら決められる「コントロール」
といった４つの種類があり、これらのリカバリー経験のできている者は、仕事中の過度なスト
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レスや疲労を回復させ、再び就業する際には働きがい（ワーク・エンゲイジメント）や労働生
産性の向上を実現させる可能性が示唆された。こうした効果は、労働強度が高い人手不足企業
において相対的に強い可能性があり、こうした企業においてこそ、従業員がリカバリー経験

（休み方）をできるように様々な支援を講じていくことが有用だと考えられる。
我が国では、「リラックス」や「コントロール」と比べて「心理的距離」について、出来て

いないと自己評価する者が多い。これを属性別にみると、「心理的距離」「リラックス」「コント
ロール」については、男性、30歳台～50歳台、係長・主任相当職や課長相当職、50人超～300
以下の中規模企業に勤める方において、出来ていると回答する者が少ない。また、「熟達」に
ついては、属性にかかわらず行っている者が少ないが、女性、若者、地方圏、非役職者、小規
模企業に勤める方において、特に少ない状況にある。

働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が高い者では低い者と比べて、仕事と余暇時間の境
目のマネジメントが「出来ている」と自己評価する者の構成比が高く、仕事と余暇時間の境目
をマネジメントする能力（バウンダリー・マネジメント）は、働きがい（ワーク・エンゲイジ
メント）を向上させる観点からも有用であることが示唆される。

働きがい（ワーク・エンゲイジメント）が高い者が心掛けている取組としては、「自己管理
力を高める」「普段からプライベートの話を職場で出来る人間関係を構築する」「余暇時間に仕
事が気にならないよう計画的に業務処理する」といった業務遂行に関連する内容が多い。

働きがいの向上に向けて重要な鍵となっているバウンダリー・マネジメントについて、労使
ともに、その重要性について十分に認識できていない状況にある。働く時はしっかりと働き、
休む時はしっかりと休むことで、後日再び就業する際の良質なパフォーマンスの発揮に結びつ
けていき、その両方の時の間にポジティブな循環を生み出していくといった視点は、今後もそ
の重要性が高まっていくことが予想されるが、まずは当該能力の重要性に関する労使の認識を
深めていくことが課題である。
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付１－（１）－１表　予定している設備投資の内容
従業員数５人以下

2017 年度 2018 年度
設備の代替 33.6% 設備の代替 38.5%
既存設備の維持・補修 25.3% 既存設備の維持・補修 23.3%
新製品・新事業・新サービス 22.3% 新製品・新事業・新サービス 20.5%
増産・販売力増強（国内向け） 20.8% 事務所等の増設・拡大 20.0%
事務所等の増設・拡大 18.5% 情報化（IT 化）関連 19.8%
情報化（IT 化）関連 17.0% 省力化・合理化 17.2%
省力化・合理化 15.5% 増産・販売力増強（国内向け） 16.5%
研究開発（R&D） 9.3% 試作品開発 8.8%
試作品開発 8.8% 物流関連（倉庫等） 7.3%
省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 7.0% 研究開発（R&D） 6.6%

物流関連（倉庫等） 5.5% その他 5.1%

その他 3.5% 省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 3.1%

規制への対応 2.8% 規制への対応 2.0%
増産・販売力増強（輸出向け） 2.0% 増産・販売力増強（輸出向け） 1.8%

従業員数６人以上 50 人以下
2017 年度 2018 年度

設備の代替 42.3% 設備の代替 44.0%
既存設備の維持・補修 32.5% 既存設備の維持・補修 33.5%
増産・販売力増強（国内向け） 25.4% 省力化・合理化 25.9%
省力化・合理化 22.2% 増産・販売力増強（国内向け） 21.1%
新製品・新事業・新サービス 17.7% 情報化（IT 化）関連 20.8%
情報化（IT 化）関連 17.3% 事務所等の増設・拡大 16.3%
事務所等の増設・拡大 16.0% 新製品・新事業・新サービス 15.4%
省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 8.4% 省エネルギー対策（燃費改善、

環境対策など） 7.8%

物流関連（倉庫等） 7.4% 物流関連（倉庫等） 7.6%
研究開発（R&D） 7.0% 試作品開発 6.8%
試作品開発 7.0% 研究開発（R&D） 6.7%
増産・販売力増強（輸出向け） 3.0% 増産・販売力増強（輸出向け） 3.2%
その他 2.8% 規制への対応 3.0%
規制への対応 2.7% その他 2.9%

従業員数 51 人以上 300 人以下
2017 年度 2018 年度

設備の代替 48.9% 設備の代替 48.3%
既存設備の維持・補修 40.6% 既存設備の維持・補修 40.5%
増産・販売力増強（国内向け） 31.2% 省力化・合理化 32.9%
省力化・合理化 27.8% 増産・販売力増強（国内向け） 28.7%
情報化（IT 化）関連 20.3% 情報化（IT 化）関連 26.3%
新製品・新事業・新サービス 15.1% 事務所等の増設・拡大 17.0%
事務所等の増設・拡大 14.3% 新製品・新事業・新サービス 12.9%
省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 8.8% 物流関連（倉庫等） 10.1%

物流関連（倉庫等） 8.8% 研究開発（R&D） 8.8%

研究開発（R&D） 7.8% 省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 7.8%

増産・販売力増強（輸出向け） 5.8% 増産・販売力増強（輸出向け） 5.7%
試作品開発 5.8% 試作品開発 5.0%
規制への対応 2.5% 規制への対応 2.4%
その他 1.8% その他 2.2%

従業員数 301 人以上
2017 年度 2018 年度

設備の代替 50.9% 設備の代替 49.8%
既存設備の維持・補修 45.0% 既存設備の維持・補修 43.9%
省力化・合理化 34.4% 情報化（IT 化）関連 37.7%
増産・販売力増強（国内向け） 34.2% 省力化・合理化 35.7%
情報化（IT 化）関連 30.9% 増産・販売力増強（国内向け） 31.6%
事務所等の増設・拡大 21.0% 事務所等の増設・拡大 23.0%
新製品・新事業・新サービス 19.3% 新製品・新事業・新サービス 19.1%
研究開発（R&D） 18.4% 研究開発（R&D） 17.0%
物流関連（倉庫等） 14.2% 物流関連（倉庫等） 16.6%
省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 12.0% 増産・販売力増強（輸出向け） 10.9%

増産・販売力増強（輸出向け） 10.6% 省エネルギー対策（燃費改善、
環境対策など） 9.3%

試作品開発 6.8% 試作品開発 7.3%
規制への対応 3.5% その他 4.5%
その他 1.9% 規制への対応 2.0%

資料出所　（株）帝国データバンク「設備投資に関する企業の意識調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室に
て作成

付１－（２）－１図　年齢階級別・失業期間別にみた長期失業者数の割合の推移
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　数値は、四半期データの平均を使用している。
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付１－（２）－２表　男女別、年齢階級別にみた労働力人口
（単位：万人）

男性 女性
15 ～ 24 歳 25 ～ 34 歳 35 ～ 44 歳 45 ～ 54 歳 55 ～ 64 歳 65 歳以上 15 ～ 24 歳 25 ～ 34 歳 35 ～ 44 歳 45 ～ 54 歳 55 ～ 64 歳 65 歳以上

2008 年 301 814 884 757 792 356 2008 年 288 579 607 576 510 210
2009 年 283 789 902 754 780 362 2009 年 282 575 622 577 507 217
2010 年 273 767 912 760 778 361 2010 年 271 562 631 582 512 224
2011 年 264 744 925 754 778 360 2011 年 261 548 643 579 515 224
2012 年 261 722 925 759 753 375 2012 年 252 539 653 587 504 234
2013 年 260 703 918 774 725 401 2013 年 257 536 663 606 497 251
2014 年 262 687 908 785 706 427 2014 年 256 528 667 621 490 271
2015 年 263 672 893 802 687 455 2015 年 253 519 664 637 486 293
2016 年 276 661 873 822 674 474 2016 年 263 518 654 660 485 312
2017 年 278 651 849 841 671 494 2017 年 267 517 648 685 493 328
2018 年 296 642 824 862 670 522 2018 年 287 518 645 705 505 353

資料出所　厚生労働省「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　数値は、月次データの平均を使用している。

付１－（２）－３図　就職（内定）率の推移
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資料出所　文部科学省「高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査」、厚生労働省・文部科学省「大学等
卒業者の就職状況調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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付１－（３）－１図　総雇用者所得（実質）の寄与度分解
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資料出所　内閣府「国民経済計算」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」、厚生労働省「毎月勤労統計」をもとに厚
生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　総雇用者取得（実質）は、厚生労働省「毎月勤労統計」の指数（現金給与総額）に基準数値（2015年）及び総
務省「労働力調査（基本集計）」の非農林業雇用者数を乗じ、内閣府「国民経済計算」の家計最終消費支出（持
ち家の帰属家賃を除く）デフレーターで除した数値である。

付１－（４）－１図　年齢階級別の消費支出、可処分所得の状況
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資料出所　総務省統計局「家計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）二人以上の世帯のうち勤労者世帯が対象。

２）１人当たり平均消費性向の算出に当たっては、等価尺度を用いている。
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付２－（１）－１図　地域別・企業規模別にみた人手不足感の変化
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資料出所　（株）帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室に
て作成

（注）　１）各年の数値は各月回答者の合計値から算出。
２）各年における人手過不足状況において「不足」「適当」「過剰」と回答した企業の内、「不足」の回答割合か

ら「余剰」の回答割合を差し引き、各年のD.I.を算出。その各年D.I.の数値の差分を抽出している。
３）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪

府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。
４）企業規模については、中小企業基本法に準拠して区分されている。例えば「製造業」では従業員数が大企

業は300人を超え、中小企業（小規模企業を含む）は300人以下、小規模企業は20人以下、「小売業」では従
業員数が大企業は50人を超える、中小企業（小規模企業を含む）は50人以下、小規模企業は５人以下と区
分されている。

５）本社所在地を各企業所在地としている。

付２－（１）－２図　雇用形態別にみた週就業時間数について
雇用形態計
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資料出所　総務省統計局「平成29年就業構造基本調査」の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）　１）「主に通学をしながら仕事をしている」と回答している者は集計対象外としている。

２）勤め先における呼称について、「正規の職員・従業員」と回答した者を正規雇用労働者、「パート」「アルバ
イト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」と回答した者を非正規雇用労働者とする。

３）集計対象は、年齢計・男女計である。
４）「三大都市圏」とは、「埼玉県」「千葉県」「東京都」「神奈川県」「岐阜県」「愛知県」「三重県」「京都府」「大阪

府」「兵庫県」「奈良県」を指し、「地方圏」とは、三大都市圏以外の地域を指している。
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付注１　�「ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性」に関する重回帰分析の推計結果に
ついて

（第２－（３）－12図関係）

（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員
調査票）」（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計を行い、実質化
した2018年の労働生産性（※）を被説明変数とする重回帰分析（ＯＬＳ）を行った結果は以
下のとおり。

なお、表中の（　）は基準とした項目を指している。

※労働生産性は、非正規雇用労働者数を正規雇用労働者数に換算したマンアワーベース（雇用
者数×労働時間）の労働生産性を示している。付加価値額は、「営業利益」「減価償却費」「給
与総額」「福利厚生費」「動産・不動産賃借料」「租税公課」を合算しており、ＧＤＰデフレー
ターを用いて実質化している。

※計量分析に当たっては、2016年・2017年の額を平均した有形固定資産額（対数）を用いて
おり、その実質化には総固定資本形成デフレーターを活用している。また、ワーク・エンゲ
イジメント・スコア（加重版を含む。）は、（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめ
ぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）において把握した「調査時点
から１年前」の結果をスコア化した値を活用している。

（１）ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性との関係性に関する計量分析（重回帰分析）の結果

説明変数 推計式１ 推計式２ 推計式３ 推計式４ 推計式５ 推計式６

有形固定資産額（対数）
0.048*** 0.050*** 0.082*** 0.083*** 0.083*** 0.085***

【3.9】 【4.1】 【6.6】 【6.8】 【6.8】 【6.9】

ワーク・エンゲイジメント・スコア
0.014** 0.012* 0.011*

【2.1】 【1.9】 【1.7】

ワーク・エンゲイジメント・スコア（加重版）
0.026*** 0.025*** 0.025***

【4.8】 【4.8】 【4.7】
本社の所在地
（地方圏） 三大都市圏ダミー

0.113*** 0.117*** 0.114*** 0.118***
【6.8】 【7.1】 【6.9】 【7.2】

業種
（非製造業） 製造業ダミー変数

▲0.185*** ▲0.186*** ▲0.189*** ▲0.190***
【▲10.5】 【▲10.6】 【▲10.6】 【▲10.7】

企業規模
（従業員20人超） 企業規模20人以下ダミー変数

0.150*** 0.139*** 0.145*** 0.135***
【4.9】 【4.5】 【4.7】 【4.4】

正社員の人手過不足感
（人手適当・過剰） 人手不足ダミー

▲0.042*** ▲0.040**
【▲2.6】 【▲2.5】

定数項
0.067 ▲0.001 ▲0.112 ▲0.179** ▲0.087 ▲0.157**

【0.9】 【▲0.0】 【▲1.6】 【▲2.5】 【▲1.2】 【2.2】
R-squared 0.007 0.014 0.081 0.087 0.083 0.089
サンプル数 2954 2954 2954 2954 2954 2954

注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はt値を示す。
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（２）ワーク・エンゲイジメントと企業の労働生産性との関係性に関する計量分析（重回帰分析）の結果（労働生産性に影響を与えるその他の要素も勘案）

説明変数 推計式７ 推計式８ 推計式９ 推計式10 推計式11 推計式12

有形固定資産額（対数）
0.085*** 0.090*** 0.088*** 0.086*** 0.085*** 0.086***

【6.4】 【6.7】 【6.6】 【6.5】 【6.4】 【6.6】

ワーク・エンゲイジメント・スコア
0.015** 0.013* 0.013* 0.013* 0.013* 0.013*

【2.1】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.8】 【1.9】
本社の所在地
（地方圏） 三大都市圏ダミー

0.124*** 0.123*** 0.125*** 0.125*** 0.123*** 0.126***
【7.0】 【7.0】 【7.1】 【7.1】 【7.0】 【7.2】

業種
（非製造業） 製造業ダミー変数

▲0.189*** ▲0.188*** ▲0.202*** ▲0.193*** ▲0.192*** ▲0.192***
【▲9.9】 【▲9.9】 【▲10.5】 【▲10.0】 【▲10.0】 【▲10.1】

企業規模
（従業員20人超） 企業規模20人以下ダミー変数

0.164*** 0.166*** 0.169*** 0.179*** 0.164*** 0.167***
【4.7】 【4.7】 【4.7】 【5.1】 【4.7】 【4.8】

正社員の人手過不足感
（人手適当・過剰） 人手不足ダミー

▲0.025 ▲0.027 ▲0.023 ▲0.029 ▲0.026 ▲0.026
【▲1.4】 【▲1.5】 【▲1.3】 【▲1.6】 【▲1.5】 【▲1.5】

＜現在と３年前を比較し強化＞

営業力・販売力
0.068***

【3.9】

技術力
0.068***

【3.7】

自社ブランド
0.116***

【5.3】
顧客満足度の向上による

リピーター獲得力
0.055***

【3.0】

財・サービスの供給力
0.069***

【3.6】

定数項
▲0.12 ▲0.17** ▲0.16** ▲0.15* ▲0.14* ▲0.14*

【▲1.5】 【▲2.1】 【▲2.0】 【▲1.9】 【▲1.7】 【▲1.8】
R-squared 0.089 0.096 0.095 0.102 0.093 0.094
サンプル数 2622 2622 2622 2622 2622 2622

注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はt値を示す。

説明変数 推計式13 推計式14 推計式15 推計式16 推計式17 推計式18

有形固定資産額（対数）
0.085*** 0.081*** 0.080*** 0.084*** 0.085*** 0.083***

【6.4】 【6.2】 【6.1】 【6.4】 【6.4】 【6.3】

ワーク・エンゲイジメント・スコア
0.014** 0.014* 0.014** 0.014* 0.015** 0.013*

【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.1】 【1.8】
本社の所在地
（地方圏） 三大都市圏ダミー

0.122*** 0.122*** 0.121*** 0.125*** 0.122*** 0.111***
【6.9】 【6.9】 【6.9】 【7.1】 【6.9】 【6.3】

業種
（非製造業） 製造業ダミー変数

▲0.189*** ▲0.187*** ▲0.191*** ▲0.189*** ▲0.197*** ▲0.203***
【▲9.8】 【▲9.7】 【▲9.9】 【▲9.8】 【▲10.1】 【▲10.6】

企業規模
（従業員20人超） 企業規模20人以下ダミー変数

0.161*** 0.168*** 0.165*** 0.171*** 0.170*** 0.179***
【4.5】 【4.7】 【4.7】 【4.8】 【4.9】 【5.2】

正社員の人手過不足感
（人手適当・過剰） 人手不足ダミー

▲0.024 ▲0.023 ▲0.028 ▲0.027 ▲0.026 ▲0.021
【▲1.4】 【▲1.3】 【▲1.6】 【▲1.5】 【▲1.5】 【▲1.2】

利便性
（インターネットを活用した電子取引の強化、出前対応等）

0.048***
【5.3】

品揃えやサービスの種類
0.079***

【4.2】

イベント・キャンペーンの実施
0.092***

【4.1】
優秀な人材の獲得体制
（人事部の増強等）

0.062***
【2.9】

特許などの知的財産の保有
0.118***

【4.1】

新製品・サービスの開発
0.152***

【7.6】

定数項
▲0.13* ▲0.12 ▲0.10 ▲0.13* ▲0.13 ▲0.13*

【▲1.7】 【▲1.6】 【▲1.3】 【▲1.7】 【▲1.6】 【▲1.7】
R-squared 0.092 0.096 0.095 0.093 0.095 0.110
サンプル数 2622 2622 2622 2622 2622 2622

注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はt値を示す。
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付注２　�「ワーク・エンゲイジメントと健康増進」に関する順序ロジット分析の推計結果につ
いて

（第２－（３）－16図関係）

（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員
調査票）」（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計を行い、現在の
主な仕事(副業を除く)に対する認識として、「仕事の中で、過度なストレスや疲労を感じてい
る」といった質問項目について、「いつも感じる＝５」「よく感じる＝４」「時々感じる＝３」

「めったに感じない＝２」「全く感じない＝１」として、これを被説明変数とする順序ロジット
分析を行った結果は以下のとおり。

なお、表中の（　）は基準とした項目を指している。

ワーク・エンゲイジメント・スコア（０～６）
▲0.210*** ▲0.237*** ▲0.241*** ▲0.239*** ▲0.243*** ▲0.246***

【▲13.1】 【▲14.4】 【▲14.7】 【▲14.5】 【▲12.8】 【▲11.8】

出勤日数（月平均）
0.061*** 0.057***

【7.7】 【7.1】

有給休暇の取得率
▲0.004*** ▲0.003*** ▲0.002***

【▲6.2】 【▲3.8】 【▲3.2】

労働時間（月平均）
0.011*** 0.012***

【13.6】 【12.7】

通勤時間（月平均）
0.001**
【2.2】

年齢
（29歳以下）

30歳台
0.063 0.06 0.058 0.110 0.172**

【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.5】 【2.2】

40歳台
0.005 ▲0.011 ▲0.022 0.038 0.059

【0.1】 【▲0.2】 【▲0.4】 【0.5】 【0.8】

50歳台
0.026 0.003 ▲0.013 0.070 0.104

【0.4】 【0.0】 【▲0.2】 【0.9】 【1.3】

60歳以上
▲0.306*** ▲0.308*** ▲0.313*** ▲0.207*** ▲0.195*

【▲3.6】 【▲3.6】 【▲3.7】 【▲2.1】 【▲1.8】

職種
（事務職（一般事務等））

管理職（リーダー職を含む）
0.539*** 0.529*** 0.527*** 0.431*** 0.480***

【9.1】 【9.0】 【8.9】 【6.4】 【6.5】
事務系専門職

（市場調査、財務、貿易・翻訳等）
▲0.025 ▲0.001 0.004 ▲0.080 ▲0.103

【▲0.2】 【▲0.0】 【0.0】 【▲0.7】 【▲0.8】
技術系専門職

（研究開発、設計、SE等）
0.240*** 0.240*** 0.247*** 0.155* 0.189**

【3.3】 【3.3】 【3.4】 【1.9】 【2.1】

医療・福祉関係専門職
0.496*** 0.475*** 0.486*** 0.477*** 0.498***

【9.1】 【8.7】 【8.9】 【7.6】 【7.3】

教育関係専門職
0.514*** 0.505*** 0.503*** 0.257 0.196

【3.8】 【3.7】 【3.7】 【1.5】 【1.1】

営業職
0.329*** 0.309*** 0.302*** 0.187** 0.196**

【4.7】 【4.4】 【4.3】 【2.2】 【2.1】

販売職
0.740*** 0.687*** 0.664*** 0.628*** 0.657***

【3.6】 【3.3】 【3.2】 【2.6】 【2.6】

接客・サービス職
0.485*** 0.406*** 0.395*** 0.161 0.182

【4.5】 【3.7】 【3.6】 【1.2】 【1.3】

製造・生産工程職　
0.405*** 0.377*** 0.380*** 0.255*** 0.307***

【5.2】 【4.9】 【4.9】 【2.9】 【3.2】

輸送・機械運転職
▲0.101 ▲0.197 ▲0.190 ▲0.330** ▲0.259

【▲0.8】 【▲1.5】 【▲1.4】 【▲2.1】 【▲1.6】

建設・採掘職
0.330*** 0.231* 0.226* 0.028 ▲0.001

【2.8】 【1.9】 【1.9】 【0.2】 【▲0.0】

その他
0.407*** 0.383*** 0.393*** 0.318** 0.326**

【3.2】 【3.0】 【3.1】 【2.1】 【2.0】
性別

（男性） 女性
0.196*** 0.214*** 0.237*** 0.308*** 0.368***

【4.7】 【5.1】 【5.7】 【6.4】 【7.0】

役職
（役職なし）

係長・主任相当職
0.224*** 0.228*** 0.201*** 0.200*** 0.216***

【5.2】 【5.3】 【4.6】 【4.1】 【4.0】

課長相当職
0.083 0.082 0.049 ▲0.025 ▲0.031

【1.5】 【1.4】 【0.9】 【▲0.4】 【▲0.4】

部長相当職
0.046 0.030 0.004 ▲0.081 ▲0.085

【0.7】 【0.4】 【0.1】 【▲1.0】 【▲1.0】
Pseudo R-squared 0.005 0.012 0.014 0.015 0.020 0.022

サンプル数 12386 12386 12386 12386 9528 7948
注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はz値を示す。
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付注３　�「ワーク・エンゲイジメントを向上させる要因」に関する順序ロジット分析の推計結
果について

（第２－（３）－21図関係）

（独）労働政策研究・研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員
調査票）」（2019年）の個票を厚生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計を行い、現在の
主な仕事(副業を除く)に対する認識として、ワーク・エンゲイジメント・スコア（※）を被説
明変数とする順序ロジット分析を行った結果は以下のとおり。

※ワーク・エンゲイジメント・スコアは、調査時点の主な仕事（副業を除く）に対する認識と
して、「仕事をしていると、活力がみなぎるように感じる」（活力）、「仕事に熱心に取り組ん
でいる」（熱意）、「仕事をしていると、つい夢中になってしまう」（没頭）と質問した項目に
対して、「いつも感じる（＝６点）」「よく感じる（＝4.5点）」「時々感じる（＝３点）」「めっ
たに感じない（＝1.5点）」「全く感じない（＝０点）」とした上で、「活力」「熱意」「没頭」の
３項目について回答しているサンプルについて、１項目当たりの平均値として算出してい
る。

　　なお、順序ロジット分析を行うため、四捨五入によって整数としている。
※「働きやすさに対して満足している」などの所感については、（独）労働政策研究・研修機

構「人手不足等をめぐる現状と働き方等に関する調査（正社員調査票）」（2019年）において
把握した「調査時点」の結果を活用しており、「いつも感じる（＝５）」「よく感じる（＝４）」

「時々感じる（＝３）」「めったに感じない（＝２）」「全く感じない（＝１）とした値を活用し
ている。

（１）主な仕事に対する労働者の認識とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係

説明変数 推計式１ 推計式２ 推計式３ 推計式４ 推計式５ 推計式６ 推計式７ 推計式８ 推計式９ 推計式10 推計式11

働きやすさに対して満足している
0.812*** 0.393***

【49.7】 【19.3】

自己効力感（仕事への自信）が高い
1.154*** 0.575***

【59.0】 【25.9】
仕事の裁量度が高い

（仕事を進める手段や方法を自分で選べる）
0.662*** 0.008

【39.9】 【0.4】
仕事を通じて、成長できている

と感じる
1.414*** 0.824***

【69.3】 【35.0】
仕事遂行に当たっての人間関係が良

好
0.821*** 0.168***

【45.3】 【8.0】
勤め先企業でのキャリア展望が

明確になっている
0.944*** 0.268***

【53.9】 【12.8】
職場にロールモデルとなる

先輩職員がいる
0.506*** 0.150***

【36.1】 【9.1】
労働時間の少なくとも半分以上は、

ハイスピードで仕事している
0.508*** 0.431***

【29.7】 【21.0】

自身に業務が集中している
0.341*** 0.132***

【21.2】 【6.8】
仕事から疲労回復するのに

十分な長さの余暇時間がある
0.439*** 0.077**

【14.7】 【2.3】

年齢
（29歳以下）

30歳台
0.179*** ▲0.077 0.112** 0.313*** 0.215*** 0.232*** 0.273*** 0.034*** 0.067 0.115** 0.224***

【3.4】 【▲1.4】 【2.1】 【5.9】 【4.1】 【4.4】 【5.2】 【0.6】 【1.3】 【2.2】 【4.1】

40歳台
0.207*** ▲0.150*** 0.108** 0.448*** 0.251*** 0.213*** 0.337*** ▲0.023 0.024 0.092* 0.321***

【4.0】 【▲2.9】 【2.1】 【8.5】 【4.8】 【4.1】 【6.5】 【▲0.4】 【0.5】 【1.8】 【5.9】

50歳台
0.260*** ▲0.253*** 0.139** 0.575*** 0.284*** 0.207*** 0.385*** ▲0.015 0.02 0.058 0.448***

【4.6】 【▲4.5】 【2.5】 【10.1】 【5.1】 【3.7】 【6.8】 【▲0.3】 【0.4】 【1.1】 【7.6】

60歳以上
0.458*** ▲0.109 0.387*** 1.009*** 0.565*** 0.452*** 0.704*** 0.341*** 0.378*** 0.349*** 0.720***

【6.1】 【▲1.4】 【5.2】 【13.2】 【7.6】 【6.0】 【9.4】 【4.6】 【5.1】 【4.7】 【9.1】
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説明変数 推計式１ 推計式２ 推計式３ 推計式４ 推計式５ 推計式６ 推計式７ 推計式８ 推計式９ 推計式10 推計式11

年収
（300万円

未満）

300～400万円未満
0.04 0.030 0.070* 0.054 0.079* 0.040 0.144*** 0.080* 0.085** 0.108*** ▲0.045

【1.0】 【0.7】 【1.7】 【1.3】 【1.9】 【1.0】 【3.5】 【1.9】 【2.1】 【2.6】 【▲1.0】

400～500万円未満
0.071 0.030 0.101** 0.050 0.146*** 0.042 0.221*** 0.149*** 0.153*** 0.157*** ▲0.070

【1.4】 【0.6】 【2.0】 【1.0】 【2.9】 【0.8】 【4.5】 【3.0】 【3.1】 【3.2】 【▲1.4】

500～600万円未満
0.014 ▲0.003 0.070 0.048 0.084 0.004 0.188*** 0.088 0.125** 0.129** ▲0.115*

【0.2】 【▲0.1】 【1.2】 【0.8】 【1.4】 【0.1】 【3.2】 【1.5】 【2.1】 【2.2】 【▲1.9】

600～700万円未満
0.209*** 0.166** 0.256*** 0.249** 0.315*** 0.240*** 0.418*** 0.369*** 0.370*** 0.381*** 0.017

【2.8】 【2.2】 【3.4】 【3.3】 【4.2】 【3.2】 【5.6】 【5.0】 【5.0】 【5.1】 【0.2】

700万円以上
0.072 0.114 0.232*** 0.196** 0.240*** 0.115 0.361*** 0.344*** 0.362*** 0.327*** ▲0.124

【0.9】 【1.5】 【3.0】 【2.5】 【3.1】 【1.5】 【4.7】 【4.5】 【4.7】 【4.3】 【▲1.5】

職種
（事務職（一般事

務等））

管理職
（リーダー職を含む）

0.569*** 0.348*** 0.422*** 0.219*** 0.406*** 0.218*** 0.368*** 0.322*** 0.341*** 0.460*** 0.179***
【10.5】 【6.4】 【7.8】 【4.0】 【7.5】 【4.0】 【6.8】 【6.0】 【6.3】 【8.5】 【3.2】

事務系専門職
（市場調査、財務、

貿易・翻訳等）

0.315*** 0.126 0.179* 0.093 0.262*** 0.145 0.374*** 0.199* 0.258*** 0.313*** 0.002

【3.1】 【1.2】 【1.8】 【0.9】 【2.6】 【1.4】 【3.7】 【2.0】 【2.6】 【3.1】 【0.0】

技術系専門職
（研究開発、設計、

SE等）

0.477*** 0.263*** 0.340*** 0.221*** 0.347*** 0.288*** 0.319*** 0.285*** 0.321*** 0.357*** 0.261***

【7.0】 【3.9】 【5.0】 【3.2】 【5.1】 【4.2】 【4.7】 【4.2】 【4.8】 【5.3】 【3.7】

医療・福祉関係専
門職

0.462*** 0.349*** 0.459*** 0.208*** 0.317*** 0.155*** 0.212*** 0.304*** 0.304*** 0.376*** 0.217***
【9.4】 【7.1】 【9.4】 【4.2】 【6.4】 【3.1】 【4.3】 【6.2】 【6.2】 【7.7】 【4.2】

教育関係専門職
1.361*** 1.206*** 1.319*** 0.887*** 1.155*** 0.908*** 0.841*** 1.048*** 1.115*** 1.219*** 1.065***

【11.6】 【10.1】 【11.3】 【7.4】 【9.9】 【7.6】 【7.2】 【8.9】 【9.5】 【10.5】 【8.5】

営業職
0.455*** 0.375*** 0.327*** 0.149** 0.342*** 0.229*** 0.285*** 0.340*** 0.382*** 0.413*** 0.139**

【7.2】 【5.9】 【5.2】 【2.3】 【5.4】 【3.6】 【4.5】 【5.4】 【6.1】 【6.6】 【2.1】

販売職
0.710*** 0.273 0.600*** 0.131 0.359* 0.246 0.415** 0.334* 0.316* 0.482*** 0.149

【3.8】 【1.4】 【3.2】 【0.7】 【1.9】 【1.3】 【2.2】 【1.7】 【1.7】 【2.6】 【0.8】

接客・サービス職
0.870*** 0.379*** 0.655*** 0.440*** 0.615*** 0.472*** 0.539*** 0.488*** 0.528*** 0.622*** 0.438***

【9.5】 【4.1】 【7.2】 【4.8】 【6.8】 【5.2】 【6.0】 【5.4】 【5.9】 【6.9】 【4.6】

製造・生産工程職
0.595*** 0.234*** 0.328*** 0.338*** 0.398*** 0.381*** 0.366*** 0.187*** 0.282*** 0.375*** 0.255***

【8.4】 【3.3】 【4.7】 【4.8】 【5.7】 【5.4】 【5.3】 【2.7】 【4.1】 【5.4】 【3.5】

輸送・機械運転職
0.262** ▲0.015 0.214* 0.178 0.075 0.139 0.074*** 0.198* 0.224** 0.190* 0.096

【2.3】 【▲0.1】 【1.9】 【1.6】 【0.7】 【1.2】 【0.7】 【1.7】 【2.0】 【1.7】 【0.8】

建設・採掘職
0.474** 0.250** 0.319** 0.116 0.359*** 0.147 0.182* 0.266*** 0.297*** 0.346*** 0.179***

【2.3】 【2.4】 【3.1】 【1.1】 【3.5】 【1.4】 【1.8】 【2.6】 【2.9】 【3.4】 【1.6】

その他
0.776*** 0.506*** 0.617*** 0.425*** 0.600*** 0.433*** 0.537*** 0.550*** 0.539*** 0.621*** 0.505***

【7.0】 【4.5】 【5.6】 【3.8】 【5.5】 【3.9】 【4.9】 【5.0】 【4.9】 【5.7】 【4.4】
性別

（男性） 女性
0.359*** 0.441*** 0.370*** 0.333*** 0.320*** 0.504*** 0.504*** 0.370*** 0.411*** 0.438*** 0.356***

【9.2】 【11.2】 【9.5】 【8.4】 【8.2】 【12.8】 【12.8】 【9.5】 【10.6】 【11.3】 【8.7】

役職
（役職なし）

係長・主任相当職
0.145*** ▲0.004 ▲0.022 ▲0.027 0.041 0.054 0.127*** ▲0.010 ▲0.025 0.061 ▲0.028

【3.6】 【▲0.1】 【▲0.6】 【▲0.7】 【1.0】 【1.3】 【3.1】 【▲0.3】 【▲0.6】 【1.5】 【▲0.7】

課長相当職
0.151*** ▲0.024 ▲0.077 ▲0.050 0.064 0.043 0.200*** 0.058 0.001 0.106* ▲0.059

【2.8】 【▲0.4】 【▲0.6】 【▲0.9】 【1.2】 【0.8】 【3.7】 【1.1】 【0.0】 【2.0】 【▲1.0】

部長相当職
0.437*** 0.292*** 0.226*** 0.267*** 0.429*** 0.317*** 0.617*** 0.463*** 0.389*** 0.501*** 0.165**

【6.5】 【4.3】 【3.4】 【3.9】 【6.5】 【4.7】 【9.2】 【7.0】 【5.9】 【7.6】 【2.4】
Pseudo R-squared 0.058 0.093 0.047 0.130 0.058 0.078 0.040 0.031 0.021 0.016 0.202

サンプル数 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418 15418
注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はz値を示す。
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（２）企業が実施している雇用管理の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係
説明変数 推計式１ 推計式２ 推計式３ 推計式４ 推計式５ 推計式６ 推計式７ 推計式８

人事評価に関する公正性・納得正の向上
0.089**

【2.5】

本人の希望を踏まえた配属、配置転換
0.099***

【2.9】

業務遂行に伴う裁量権の拡大
0.132***

【3.8】

優秀な人材の抜擢・登用
0.124***

【3.5】
いわゆる正社員と限定正社員との間での 

相互転換の柔軟化
0.154***

【3.2】

能力・成果等に見合った昇進や賃金アップ
0.146***

【3.5】

労働時間の短縮や働き方の柔軟化
0.157***

【4.6】

採用時に職務内容を文書で明確化
0.058*

【1.7】

年齢
（29歳以下）

30歳台
0.117* 0.114* 0.117* 0.116* 0.114* 0.116* 0.119* 0.114*

【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【2.0】 【1.9】

40歳台
0.113* 0.109* 0.112* 0.113* 0.107* 0.111* 0.115* 0.106*

【1.9】 【1.8】 【1.9】 【1.9】 【1.8】 【1.9】 【1.9】 【1.8】

50歳台
0.093 0.088 0.095 0.092 0.089 0.090 0.095 0.085

【1.4】 【1.4】 【1.5】 【1.4】 【1.4】 【1.4】 【1.5】 【1.3】

60歳以上
0.443*** 0.438*** 0.443*** 0.444*** 0.433*** 0.441*** 0.441*** 0.434***

【5.0】 【5.0】 【5.0】 【5.0】 【4.9】 【5.0】 【5.0】 【4.9】

年収
（300万円未満）

300～400万円未満
0.145*** 0.147*** 0.146*** 0.148*** 0.149*** 0.147*** 0.146*** 0.146***

【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.1】 【3.1】 【3.0】 【3.0】 【3.0】

400～500万円未満
0.229*** 0.234*** 0.231*** 0.233*** 0.236*** 0.233*** 0.223*** 0.233***

【4.0】 【4.0】 【4.0】 【4.0】 【4.1】 【4.0】 【3.8】 【4.0】

500～600万円未満
0.150** 0.155** 0.156** 0.153** 0.154** 0.157** 0.143** 0.154**

【2.2】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.1】 【2.3】

600～700万円未満
0.445*** 0.453*** 0.447*** 0.453*** 0.451*** 0.459*** 0.443*** 0.451***

【5.3】 【5.4】 【5.3】 【5.4】 【5.3】 【5.4】 【5.2】 【5.3】

700万円以上
0.374*** 0.382*** 0.379*** 0.377*** 0.381*** 0.384*** 0.363*** 0.385***

【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.4】 【4.2】 【4.4】

職種
（事務職（一般事務等））

管理職
（リーダー職を含む）

0.403*** 0.403*** 0.404*** 0.403*** 0.400*** 0.403*** 0.404*** 0.405***
【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.4】 【6.5】 【6.5】 【6.5】

事務系専門職
（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

0.231** 0.228** 0.230** 0.231** 0.221* 0.223** 0.229** 0.229**
【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】

技術系専門職
（研究開発、設計、SE等）

0.313*** 0.316*** 0.311*** 0.312*** 0.315*** 0.311*** 0.313*** 0.315***
【4.1】 【4.2】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】

医療・福祉関係専門職
0.417*** 0.411*** 0.416*** 0.422*** 0.407*** 0.423*** 0.425*** 0.410***

【7.0】 【6.9】 【7.0】 【7.0】 【6.8】 【7.1】 【7.1】 【6.8】

教育関係専門職
1.298*** 1.273*** 1.292*** 1.303*** 1.271*** 1.316*** 1.294*** 1.279***

【9.2】 【9.0】 【9.2】 【9.2】 【9.0】 【9.3】 【9.2】 【9.1】

営業職
0.371*** 0.374*** 0.363*** 0.375*** 0.370*** 0.368*** 0.367*** 0.371***

【5.2】 【5.2】 【5.1】 【5.2】 【5.2】 【5.2】 【5.1】 【5.2】

販売職
0.353* 0.350* 0.357* 0.353* 0.343* 0.350* 0.339 0.356*

【1.6】 【1.6】 【1.7】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.7】

接客・サービス職
0.653*** 0.652*** 0.651*** 0.653*** 0.653*** 0.655*** 0.653*** 0.651***

【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.2】 【6.1】 【6.1】

製造・生産工程職
0.380*** 0.375*** 0.369*** 0.378*** 0.373*** 0.369*** 0.373*** 0.372***

【4.8】 【4.8】 【4.7】 【4.8】 【4.7】 【4.7】 【4.7】 【4.7】

輸送・機械運転職
▲0.028 ▲0.036 ▲0.031 ▲0.017 ▲0.024 ▲0.028 ▲0.040 ▲0.029

【▲0.2】 【▲0.3】 【▲0.2】 【▲0.1】 【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.3】 【▲0.2】

建設・採掘職
0.276** 0.276** 0.264** 0.268** 0.268** 0.261** 0.267** 0.270**

【2.4】 【2.4】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.2】 【2.3】 【2.3】

その他
0.558*** 0.562*** 0.557*** 0.561*** 0.558*** 0.556*** 0.557*** 0.560***

【4.3】 【4.4】 【4.3】 【4.4】 【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.4】
性別

（男性） 女性
0.417*** 0.417*** 0.413*** 0.419*** 0.416*** 0.418*** 0.412*** 0.417***

【9.2】 【9.2】 【9.1】 【9.2】 【9.2】 【9.2】 【9.1】 【9.2】

役職
（役職なし）

係長・主任相当職
0.045 0.046 0.045 0.045 0.048 0.047 0.050 0.048

【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.1】 【1.0】

課長相当職
0.082 0.081 0.079 0.077 0.084 0.079 0.084 0.081

【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.2】 【1.3】 【1.3】 【1.4】 【1.3】

部長相当職
0.482*** 0.480*** 0.473*** 0.479*** 0.483*** 0.474*** 0.483*** 0.478***

【6.3】 【6.3】 【6.2】 【6.3】 【6.3】 【6.2】 【6.3】 【6.3】
Pseudo R-squared 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013

サンプル数 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481
注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はｚ値を示す。
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説明変数 推計式９ 推計式10 推計式11 推計式12 推計式13 推計式14 推計式15

有給休暇の取得促進
0.099**

【2.5】

職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化
0.163***

【4.5】

仕事と育児との両立支援
0.064*

【1.8】

仕事と病気治療との両立支援
0.119***

【3.4】
育児・介護・病気治療等により 

離職された方への復職支援
0.095***

【2.6】
従業員間の不合理な待遇格差の解消

（男女間、正規・非正規間等）
0.079***

【2.3】
企業としての中期計画等にワーク・ライフ・バランスに 

関する目業を盛り込んでいる
0.076**

【2.0】

年齢
（29歳以下）

30歳台
0.114* 0.116* 0.114* 0.112* 0.112* 0.112* 0.111*

【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.7】

40歳台
0.107* 0.114* 0.111* 0.106* 0.108* 0.105* 0.130**

【1.8】 【1.9】 【1.8】 【1.8】 【1.8】 【1.8】 【2.0】

50歳台
0.085 0.092 0.091 0.085 0.086 0.086 0.108

【1.3】 【1.4】 【1.4】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.6】

60歳以上
0.432*** 0.441*** 0.439*** 0.431*** 0.434*** 0.435*** 0.477***

【4.9】 【5.0】 【5.0】 【4.9】 【4.9】 【5.0】 【5.1】

年収
（300万円未満）

300～400万円未満
0.145*** 0.145*** 0.144*** 0.147*** 0.146*** 0.147*** 0.154***

【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】

400～500万円未満
0.227*** 0.225*** 0.229*** 0.233*** 0.231*** 0.233*** 0.240***

【3.9】 【3.9】 【3.9】 【4.0】 【4.0】 【4.0】 【3.9】

500～600万円未満
0.146** 0.147** 0.149** 0.154** 0.153** 0.157** 0.153**

【2.2】 【2.2】 【2.2】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.1】

600～700万円未満
0.443*** 0.442*** 0.445*** 0.448*** 0.446*** 0.452*** 0.458***

【5.3】 【5.2】 【5.3】 【5.3】 【5.3】 【5.4】 【5.1】

700万円以上
0.371*** 0.367*** 0.373*** 0.376*** 0.377*** 0.385*** 0.431***

【4.3】 【4.2】 【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.4】 【4.7】

職種
（事務職（一般事務等））

管理職
（リーダー職を含む）

0.403*** 0.403*** 0.403*** 0.398*** 0.400*** 0.402*** 0.373***
【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.4】 【6.4】 【6.5】 【5.6】

事務系専門職
（市場調査、財務、貿易・翻訳等）

0.225** 0.232** 0.227** 0.231** 0.228** 0.226** 0.220*
【2.0】 【2.1】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【1.8】

技術系専門職
（研究開発、設計、SE等）

0.310*** 0.310*** 0.315*** 0.314*** 0.312*** 0.313*** 0.332***
【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】

医療・福祉関係専門職
0.409*** 0.406*** 0.406*** 0.401*** 0.399*** 0.405*** 0.463***

【6.8】 【6.8】 【6.8】 【6.7】 【6.6】 【6.7】 【7.1】

教育関係専門職
1.284*** 1.281*** 1.277*** 1.266*** 1.274*** 1.281*** 1.371***

【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.0】 【9.1】 【9.1】 【9.1】

営業職
0.368*** 0.366*** 0.372*** 0.377*** 0.373*** 0.372*** 0.347***

【5.2】 【5.1】 【5.2】 【5.3】 【5.2】 【5.2】 【4.6】

販売職
0.344 0.343 0.346 0.344 0.338 0.341 0.446

【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.9】

接客・サービス職
0.657*** 0.654*** 0.650*** 0.656*** 0.644*** 0.648*** 0.670***

【6.2】 【6.1】 【6.1】 【6.2】 【6.0】 【6.1】 【5.8】

製造・生産工程職
0.373*** 0.372*** 0.372*** 0.372*** 0.373*** 0.373*** 0.394***

【4.7】 【4.7】 【4.7】 【4.7】 【4.7】 【4.7】 【4.8】

輸送・機械運転職
▲0.027 ▲0.025 ▲0.024 ▲0.040 ▲0.031 ▲0.032 0.075

【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.3】 【▲0.2】 【▲0.2】 【0.5】

建設・採掘職
0.272** 0.269** 0.272** 0.267** 0.266** 0.267** 0.261**

【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.1】

その他
0.556*** 0.549*** 0.558*** 0.552*** 0.560*** 0.559*** 0.591***

【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.3】 【4.4】 【4.3】 【4.3】
性別

（男性） 女性
0.413*** 0.412*** 0.412*** 0.414*** 0.412*** 0.415*** 0.435***

【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.0】

役職
（役職なし）

係長・主任相当職
0.046 0.047 0.047 0.046 0.049 0.047 0.042

【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.1】 【1.0】 【0.9】

課長相当職
0.084 0.083 0.079 0.081 0.081 0.079 0.106

【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.6】

部長相当職
0.485*** 0.478*** 0.481*** 0.486*** 0.482*** 0.478*** 0.508***

【6.3】 【6.2】 【6.3】 【6.4】 【6.3】 【6.2】 【6.2】
Pseudo R-squared 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.014

サンプル数 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 10,102
注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はｚ値を示す。
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（３）企業が実施している人材育成の取組内容とワーク・エンゲイジメント・スコアとの関係
説明変数 推計式１ 推計式２ 推計式３ 推計式４ 推計式５ 推計式６

キャリアコンサルティング等
による将来展望の明確化

0.128***
【2.8】

目標管理制度による動機づけ
0.026

【0.8】

フィードバックによる動機づけ
0.046

【1.3】

定期的な面談(個別評価・考課)
0.028

【0.8】

指導役や教育係の配置（メンター制度等）
0.094**

【2.5】

人材育成方針・計画の策定
0.064*

【1.8】

年齢
（29歳以下）

30歳台
0.117* 0.114* 0.115* 0.115* 0.117* 0.116*

【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】 【1.9】

40歳台
0.112* 0.108* 0.110* 0.110* 0.113* 0.111*

【1.9】 【1.8】 【1.8】 【1.8】 【1.9】 【1.9】

50歳台
0.091 0.086 0.090 0.088 0.094 0.089

【1.4】 【1.3】 【1.4】 【1.4】 【1.4】 【1.4】

60歳以上
0.437*** 0.435*** 0.438*** 0.437*** 0.440*** 0.437***

【5.0】 【4.9】 【5.0】 【5.0】 【5.0】 【5.0】

年収
（300万円未満）

300～400万円未満
0.148*** 0.144*** 0.144*** 0.144*** 0.144*** 0.143***

【3.1】 【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】 【3.0】

400～500万円未満
0.234*** 0.231*** 0.229*** 0.230*** 0.231*** 0.230***

【4.0】 【4.0】 【3.9】 【4.0】 【4.0】 【4.0】

500～600万円未満
0.154** 0.150** 0.148** 0.149** 0.149** 0.147**

【2.3】 【2.2】 【2.2】 【2.2】 【2.2】 【2.2】

600～700万円未満
0.450*** 0.446*** 0.443*** 0.446*** 0.445*** 0.445***

【5.3】 【5.3】 【5.2】 【5.3】 【5.3】 【5.3】

700万円以上
0.382*** 0.376*** 0.371*** 0.376*** 0.370*** 0.373***

【4.4】 【4.3】 【4.2】 【4.3】 【4.2】 【4.3】
管理職

（リーダー職を含む）
0.403*** 0.406*** 0.405*** 0.405*** 0.403*** 0.403***

【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.5】 【6.5】
事務系専門職

（市場調査、財務、貿易・翻訳等）
0.228** 0.227** 0.229** 0.227** 0.224** 0.228**

【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】 【2.0】
技術系専門職

（研究開発、設計、SE等）
0.308*** 0.314*** 0.312*** 0.313*** 0.316*** 0.313***

【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.1】 【4.2】 【4.1】

医療・福祉関係専門職
0.410*** 0.418*** 0.414*** 0.415*** 0.404*** 0.413***

【6.8】 【7.0】 【6.9】 【6.9】 【6.7】 【6.9】

職種
（事務職（一般事務等））

教育関係専門職
1.287*** 1.290*** 1.288*** 1.287*** 1.273*** 1.283***

【9.1】 【9.2】 【9.2】 【9.1】 【9.0】 【9.1】

営業職
0.369*** 0.369*** 0.372*** 0.370*** 0.374*** 0.373***

【5.2】 【5.2】 【5.2】 【5.2】 【5.2】 【5.2】

販売職
0.354* 0.351 0.353* 0.353* 0.363* 0.356*

【1.7】 【1.6】 【1.6】 【1.6】 【1.7】 【1.7】

接客・サービス職
0.652*** 0.651*** 0.652*** 0.651*** 0.654*** 0.655***

【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.1】 【6.1】

製造・生産工程職
0.378*** 0.371*** 0.374*** 0.372*** 0.378*** 0.372***

【4.8】 【4.7】 【4.8】 【4.7】 【4.8】 【4.7】

輸送・機械運転職
▲0.028 ▲0.028 ▲0.028 ▲0.026 ▲0.035 ▲0.027

【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.2】 【▲0.3】 【▲0.2】

建設・採掘職
0.272** 0.272** 0.273** 0.272** 0.272** 0.269**

【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】 【2.3】

その他
0.559*** 0.561*** 0.561*** 0.558*** 0.553*** 0.563***

【4.3】 【4.4】 【4.4】 【4.3】 【4.3】 【4.4】
性別

（男性） 女性
0.418*** 0.417*** 0.415*** 0.415*** 0.414*** 0.417***

【9.2】 【9.2】 【9.1】 【9.1】 【9.1】 【9.2】

役職
（役職なし）

係長・主任相当職
0.048 0.048 0.048 0.048 0.047 0.049

【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】 【1.0】

課長相当職
0.083 0.082 0.081 0.081 0.081 0.083

【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】 【1.3】

部長相当職
0.478*** 0.481*** 0.481*** 0.481*** 0.482*** 0.484***

【6.3】 【6.3】 【6.3】 【6.3】 【6.3】 【6.3】
Pseudo R-squared 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013

サンプル数 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481 11,481
注：***は有意水準１％未満、**は有意水準５％未満、*は有意水準10％未満を示す。【　】内はｚ値を示す。
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図表索引

第Ⅰ部 労働経済の推移と特徴

第1章 一般経済の動向
第１－（1）－１図　名目・実質GDPの推移 ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 7
第１－（1）－２図　実質GDP成長率の寄与度分解 ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 7
第１－（1）－３図　業種別・企業規模別にみた業況判断D.I.の推移 ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 8
第１－（1）－４図　業種別・資本金規模別にみた経常利益の推移① ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 9
第１－（1）－５図　業種別・資本金規模別にみた経常利益の推移② ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 10
第１－（1）－６図　製造業における資本金規模別にみた経常利益の要因について ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 11
第１－（1）－７図　非製造業における資本金規模別にみた経常利益の要因について ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 12
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